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要　約
　本稿は、岩手県岩手町からの要望を受けて、総合的な学習（探究）の時間を中心とする町独自のカリキュ
ラム「いわてまち学」を核に、町内の小中高校7校の校種間をつなぐカリキュラムの具体例について4つの
テーマで提案・発信するものである。地域の要請に基づき、少子化が進む地域の課題解決に資する研究提
案であり、本研究科紀要における、特集論文（岩手県の教育課題解決に関する論文など。）に位置づけられる。
　本稿は、昨年度の岩手町の教育目的・目標（子どもに育む資質・能力）に重点化したグランドデザイン
提示をさらに発展させ、いわてまち学を中心に全4つのテーマから、学校現場でも活用しやすいように、
具体例を交えた教育活動を中心に提示した。
　現行の学習指導要領に対応しつつ、岩手町の地域の実態、岩手町がめざすまちづくりのビジョン、各学
校と子ども達の実態を踏まえ、県内外の先行事例・先行実践や理論に学びながら、特に実現可能性を意識
して具体的なカリキュラムの開発提案をおこなった。その成果発表である。
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* 岩手大学大学院教育学研究科，** 岩手大学大学院教育学研究科教職実践専攻，*** 岩手大学教育学部

１．研究の目的

本稿の目的は、岩手県岩手町みらい創造課およ
び岩手町教育委員会からの要請に基づき、「岩手
町基本構想」（岩手町総合計画2021-2030）に示

す将来像である「わたしたちが創る　笑顔がいっ
ぱい　いわてまち」を実現する三つの柱「地域へ
の愛着・誇りの醸成（シビックプライド）」「まち
のブランド化（ブランディング）」「持続可能性の
追求（SDGｓの取り組み）」を図るための特色ある
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カリキュラムの具体例を提示することである。
特に、岩手町では独自のカリキュラムとして「い
わてまち学」を構想しており、それを具体化する
カリキュラムを、岩手大学教育学研究科の講義の
中でＭ１院生の地域課題の解決に資する実践的な
教育活動として展開してきた。今年度は、昨年度
のグランドデザイン（目的・目標としての資質・
能力の明確化）の構想を発展させ、町の要望と院
生の希望や実現可能性などを踏まえ、「いわてま
ち学」、「算数・数学、理科」、「特別活動」、「地域
と学校の協働」の４テーマで、具体的事例の提案
を含むカリキュラム構想を検討してきた。
もちろん、岩手町の地域特性や実態を踏まえつ
つ、岩手県全体や、わが国全体の教育動向などと
も整合性を図りつつカリキュラム開発に努めた。
その際の第一の視点としては、最近の社会状況
を踏まえつつ、将来の社会を創造しうる資質・能
力をいかに学校カリキュラムの中で位置づけてい
くか、権利主体としての子ども、将来の主権者と
しての子どもという、子どもを中核に据えるカ
リキュラムであることを意識してきた。例えば、
OECDのEducation2030プロジェクトが示す、将
来的なウェル・ビーイングを実現しうる児童生徒
像としてのエージェンシー（Agency 変革を起こ
す力のある主体）、国連子どもの権利条約が示す
「子どもの最善の利益」、同条約における権利享有
主体を超えた権利行使主体としての子ども観、こ
ども家庭庁設置に伴い令和５年４月から施行と
なった「こども基本法」に示す子ども観の尊重な
どが、本稿の提案の根本視座となっている。
また、第二の視点として、幼小中高から成人と
いった子どもの生涯発達の視点を加味し、校種間
の連携を実現するカリキュラムの開発であること
が特色となっている。
少子高齢化、人口減という岩手町の地域現実
は、岩手県のみならず全国的な動向でもある。学
校統合も含めた学校配置のあり方も問われるであ
ろうし、学校教育を通した地域の存続や地域課題
解決にこれからの子どもたちはどのように考え行
動していけばよいか、多様な他者との協力・協働

や多様な他者との意思疎通的なコミュニケーショ
ン力、問題発見・問題解決能力の育成も、社会に
参画し、自己と社会を創造できる力の育成と同様、
現代において必要不可欠な資質・能力であろう。
以上のような視点を重視しつつ、岩手町の期待
に応えうる、具体的な事例提示も含めたカリキュ
ラム案を提案する。（文責：田代高章）

２．方法

本研究は、学習指導要領を踏まえつつ、児童生
徒や学校、地域の実態に即したカリキュラムをデ
ザインするため、岩手県教育委員会や岩手町教育
委員会の協力のもと取り組みを進めた。
前期授業科目「特色あるカリキュラムづくりの
理論と実際」では、岩手の教育課題に即した４テー
マのグランドデザインの開発を進めた。
①５月２日、岩手町小中学校の教職員約100名
が参加した教育研究会に参会し、講師として田代
が講演「総合的な学習の時間～地域学習に取り組
むことの価値や育成する資質・能力について～」
した。講演後のグループ交流会では、総合的な学
習の時間の各校の取組について把握した。②６月
５日、４テーマについて、岩手県教育委員会の指
導主事（小池主任指導主事、七木田主任指導主事、
阿部主任指導主事、太田指導主事、髙栁指導主事）
から県の現状、動向について説明をいただき、グ
ランドデザイン案について助言をいただいた。③
７月24日、グランドデザインの最終発表会を実
施し、岩手県教育委員会の柳原主任指導主事から
講評をいただいた。それをもとにグランドデザイ
ンの修正を行い最終版とした。
後期授業科目「学習指導要領とカリキュラム開
発」では、地域共創人材育成を目指して小中高接
続教育「いわてまち学」の開発を進めている岩手
町の小中学校、県立高等学校に、「校種間をつな
ぐカリキュラム」を提案するため、４グループに
よる具体的なカリキュラム開発を進めた。
④７月27日、岩手町教育委員会の田口指導主
事から、「いわてまち学」の取組の現状について
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説明をいただいた。⑤10月５日、岩手町みらい
創造課の谷地主事から、内閣府の「SDGs未来都
市」である岩手町の自然や食、観光、SDGsの取
り組みなどを紹介している情報誌「きこえる　い
わて」の提供及び説明をいただいた。⑥10月31
日、岩手町立一方井中学校の授業実践発表会に参
加し、授業参観及び研究協議により、町の教育活
動の特色について理解を深めた。⑦１月31日の
最終報告会にて、田口指導主事、谷地主事から、
４カリキュラム構想について講評をいただいた。
それをもとに構想の修正を行い最終版とした。上
記のような経緯を踏まえ、本論文で提案する「校
種間をつなぐカリキュラム」原案を策定した。（文
責：菊池新司）

３．テーマ別カリキュラムプラン

（１）「いわてまち学」について
１）岩手町の課題
「岩手町総合計画」では、岩手町の人口が10年
間で2562人減少し、2040年には7629人になる
と推計している。このような状況では、町の資源
を有効活用し、人口減少や少子高齢化に対応した
まちづくりを進めていくことが急務となる。同
計画の実現に向けて、岩手町は、3つの柱に基づ
く7つの基本目標と、34の施策を立案している。
施策は雇用拡大策の充実による関係人口の増加な
ど、町の課題に対応したものである。
そのうち、基本目標の１つ目「住むひと・来る
ひとみんなで創るまち」の①では「主体的な住民
活動支援」として「住民と協力しながら地域づく
りを推進し、一人ひとりが活躍できる町づくりを
目指します」と目標を挙げている。子どもも含め
地域住民が主体的に町づくりに参画することの重
要性が示されている。
２）	いわてまち学の課題と、いわてまち学を推進
するための組織の創設について
まちづくりに向けて、岩手町教育委員会では「い
わてまち学」を推進しており、その目的について

「岩手町について学ぶとともに、町をより良くす
る視点をもち、世代や年齢、職種を超えて、共に
活動することで、岩手町への愛着、より豊かな町
へ発展させていく誇りの醸成をはかる」と説明し
ている。行政的な視点のみならず、教育の視点で
もまちづくりを考えることが重要であり、岩手町
の小・中・高等学校の生徒、行政、住民が一体となっ
て、いわてまち学に取り組むことが必要となる。
しかしながら、「いわてまち学推進会議」では「生
徒にどのような資質・能力を育成するか」「総合
の学習をどのように『いわてまち学』として位置
づけるか」などの課題点が示唆された。そこで我々
は、いわてまち学を総合的な学習（探究）の時間
の中心に据え、小・中・高が一体となって行う地
域課題解決学習を考案したい。
具体的には、いわてまち学の取り組みを推進す
る核となる組織を創設することを提案する。それ
を「いわてまち部」と称し、図１のような組織を
提案する。いわてまち部は小学5年生から高校生
が有志で参加するものであり、その組織には、役
場職員、町おこし協力隊、青年部、社会教育担当
者、各校の総合的な学習・探究の時間の担当教員
が所属する。中心となるのがいわてまち部のメン
バーであり、いわてまち学を推進する町内7校（沼
宮内小学校、川口小学校、一方井小学校、沼宮内
中学校、川口中学校、一方井中学校、岩手県立沼
宮内高等学校）との連絡調整役も担う。
いわてまち部のメンバーが中心となり、各校で

「いわてまち学」を推進することにより、その目
標を達成し、岩手町が一体となって地域課題に向
き合うことができると考えた。

図１　組織図
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３）先行事例
「いわてまち部」を中心としたいわてまち学の
学習活動提案にあたり、地域の発展のために学校
と地域が連携している、県内外での先行事例を参
考にした。
県内においては、岩手県立伊保内高校と奥州市
衣川での取り組みが挙げられる。
県立伊保内高校では、令和3年度に「伊高むら
おこし会社」が設立された。総合的な探究の時間
の中で、生徒が興味のある分野と地域とを関連付
け、商品開発、映像制作、ゲーム制作、ドローン
操縦などを行いながら、地域おこしに直接かかわ
る取り組みを先進的に行っている。
奥州市衣川では「衣川ふるさと自然塾」と称し
た、自然を舞台に地域資源を活用する先進的な取
り組みが行われている。キャンプ施設を有する衣
川青少年旅行村と、廃校となった衣川小学校大森
分校を統合し、リニューアルした「衣川ふるさと
自然塾」では、自然との共生を目指した暮らしを
体験できる。この事例は、学校や児童生徒が主体
的に企画や運営に関わるものではないが、地域の
自然をいかした学校施設の活用という点で先行事
例として取り上げる。
県外の取り組みでは、山形県と秋田県能代市二
ツ井の取り組みが参考になる。
山形県では「やまがたAI部」という、企業・教
育機関・自治体が連携してAIプログラミング教
育を通じた「デジタル人材育成プロジェクト」を
行っている。2022年度には、県内21校130人以
上の高校生が参加し、各校の部活動として放課後
の時間帯に先進的な活動を行っている。
秋田県能代市では、「きみまちカンパニー」と
いう小・中学生が地域の発展のために会社を設立
し、まちおこしに関する取り組みを企画・運営し
ている。児童生徒が考え、創造したことがポスター
や缶バッジ、当日のフェスティバルとして実現さ
れており、社会参画の力を育む事例と考える。
４）具体的実践事例の提案

 「いわてまち部」を中心とし、「いわてまち学」
の学習の時間を活用した「児童生徒主体の岩手町

を舞台としたイベント企画」の事例を提案する。
先述の「いわてまち部」のメンバーが町内小・中・
高等学校全児童生徒のリーダー的存在となり、地
域の方々と協働し、共にまちおこしイベントを作
り上げていく。本事例では、岩手町の自然を生か
した「フィールドアクティビティー」のイベント
企画を行うという計画で事例提案をしたい。　
まず、前年度末までに、児童生徒の有志団体「い
わてまち部」と共にイベント企画を推進すること
が可能な、町の体制づくりを準備しておく必要が
ある。岩手町在住、または町外在住であってもま
ちづくりに関心がある青年層を中心に、町の企業、
行政、町議会にかかわる人など、共に「岩手町の
よさや魅力を町内外に発信する」主体となる大人
側の体制作りも整えておく必要がある。
新年度になり、それぞれの校種において総合的
な学習（探究）の時間のオリエンテーションにお
いて、「いわてまち学」の趣旨説明と共に「いわて
まち部」の提案・募集を行う。「いわてまち部」の
活動は学校外の時間帯が中心となり、特にも土日
の活動が主となる。また、活動場所も町内のメン
バーが集まれるような場所、例えば町役場や公民
館、令和6年度から段階的に運用が計画されてい
るフューチャーセンターなどの公共施設が予想さ
れる。いずれにしても、就業時間外の活動のため、
活動場所への移動手段について地域や保護者の協
力を得る必要がある。また、各学校から児童生徒
を会議に出席させる際には、担当する教員の引率
が必要となる場合が考えられる。教師の過度な負
担とならぬよう、あくまでも児童生徒主体のまち
づくりとして、地域の大人も関わるようにしたい。
募集期間を経て創設された部の全体会議は、5
月頃を皮切りに、原則として年4回程度を計画す
る。オンライン開催や担当部署ごとの会議等も検
討し、子どもも大人も負担感を減らしたい。
第1回目の会議（5月末頃）では、メンバーの顔
合わせと、岩手町のよさや魅力を伝え広めるため
のまちおこしイベントにはどんなことが考えら
れるかのアイデア検討を行う。小・中学生は高校
生や大人との対話に慣れず、意見が出しにくいこ
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とも予想されるため、話す人数を少人数にする、
KJ法の活用を取り入れ、自分の意見を表出しや
すい環境をつくるなど、意欲をもって参加した児
童生徒の主体性を引き出していく。本事例で提案
するのは「岩手町の豊かな自然を生かしたフィー
ルドアクティビティーで、まちおこしをする」企
画（10月頃開催予定）である。
第1回目の活動で出た意見を持ち帰り、各小・
中・高等学校では、学校段階に応じた「いわてま
ち学」の学習が展開される。「フィールドアクティ
ビティー」という企画に対して、自分達にはどん
なことができそうか、話し合う活動を行う。例え
ば、小・中学年では、イベント参加者へ配付する
グッズや、資金調達に際するお礼の品などの企画
や製作を、高学年においてはイベントを広めるた
めのポスター製作や、実施するアクティビティー
の内容検討などが「いわてまち学」の学習と関連
付けて展開できる。国語や図工、その他教科等横
断的な学習活動が展開される。また、中学校・高
等学校では実際にアクティビティー内容を具現化
したり、ICTを活用して県内外または世界に発信
したりすることに挑戦させたい。その際には、情
報活用能力や情報モラルの育成も期待される。ど
の校種においても、総合的な学習（探究）の時間
において身に付けさせたい資質・能力である、「課
題を発見・解決する力」「実生活・実社会の中で
の思考力・判断力・表現力の育成」そして「社会
参画の力」が育まれる活動の展開が期待される。
第2回目の部会議では、各校から出された案を
基に各校へ依頼する内容を決定し、1学期末～ 2
学期初めにそれぞれの作業が行えるよう、イベン
トの方針を立て、各校への周知を図る。また、活
動の範囲が町を超え、県外あるいは都心部の企業
の専門家まで広がることも予想される。あくまで
も「児童生徒主体のまちづくり」としての学習で
ある一方、地域の大人の協力も必要である。
第3回目の部会議では、10月のイベント本番
へ向けて、各学校における役割の進捗状況確認や、
当日の役割分担確認を行う。あくまでも主体は「い
わてまち部」の児童生徒であるので、失敗を経験

しながらイベントを企画すること、そのためには
必要かつ関係機関へ連絡調整が必要なこと、予算
が必要だがその集め方など「まちづくり」に関す
るあらゆる体験を経験させたいと考える。
そしてイベント本番では、「いわてまち部」の
児童生徒が地域の大人と共にイベントを開催し、
その企画に携わってきた各校の児童生徒も参加す
ることを通して、自分達の手で「フィールドアク
ティビティー」を作り上げてきたこと、参加して
いる人たちの様子や表情を体感することを通して
「シビックプライド」の醸成につながると考える。
イベント後には総括をし、成果と課題を挙げ、
次年度の活動につなげたい。さらに、「いわてま
ち部」として携わった児童生徒には、将来のまち
づくりを担うリーダーとして、どのような力がつ
いたか自己・他己評価をしたいと考える。各学校
においても、振り返る機会をもち、「いわてまち学」
を通して育成を目指す資質・能力がどれだけ身に
ついたかを自覚させたい。
なお、本提案は、これまで各校が積み上げてき
た総合的な学習（探究）の時間の学習の計画の上
に更に時数を重ねることを意図したものではな
く、あくまで、「いわてまち学」の目的を達成す
るための一提案である。

表１　推進日程（案）

５）本提案の教育効果
「いわてまち部」を中心とした総合的な学習（探
究）の時間を通した学習活動における教育効果に
ついて整理する。
まず、「いわてまち部」のメンバーとして中心
的にまちづくりを推進した児童生徒には、学校外
の人と関わり、話し合い、協働していく活動に主
体的に関わることを通してOECDが掲げる、エー
ジェンシー（変化を起こすために自分で目標を設
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定し、振り返り、責任をもって行動する力）やコ
ンピテンシー（新たな価値を創造する力、対立や
ジレンマに対処する力、責任ある行動をとる力）
が身につくものと考える。学校と学校、学校と町
とをつなぐ役割を担うことを通してリーターシッ
プやコミュニケーション能力、そして行動力も身
につくだろう。アントレプレナーシップやクリエ
イティビティも大きく育まれるものと考える。
総合的な学習（探究）の時間を通して活動に参
加した各校種の児童生徒には、社会参画意識はも
ちろん、リテラシー（読み書き能力）、ニューメ
ラシー、データリテラシー、デジタルリテラシー、
ヘルスリテラシー（心身の健康管理）が育つもの
と考える。自分たちが創造したものやことが具現
化される活動を通して、自己効力感やクリエイ
ティビティも育まれるだろう。
児童生徒には、総合的な学習（探究）の時間の
目標、いわて県民計画、岩手町総合計画そしてい
わてまち学の目的に通ずる効果が期待される。
（文責：佐藤綾、中村偉織、細川純平、宮野一歌）

（２）「算数・数学・理科」について
１）現状
岩手の児童生徒は、令和5年度全国学力・学習
状況調査（中学3年生）の質問紙調査において、「数
学の勉強は好きですか」という質問に対して肯定
的回答が53.8％と全国平均を下回り、「今回の数
学の問題では、回答を言葉や数、式を使って説明
する問題がありました。それらの問題について、
どのように解答しましたか」という質問に対して、
「全ての書く問題で最後まで解答を書こうと努力
した」の選択肢を選んだ割合が53.8％と全国平均
を下回った。調査対象の生徒が小学5年生時に
行った、令和元年度岩手県小・中学校学習定着度
状況調査（小学5年生）では、「算数の勉強は好き
ですか」の質問に肯定的な回答が65％、「算数の
問題の解き方が分からないときは、あきらめずに
いろいろな方法を考えますか」の質問に肯定的に
回答が85％ということから、小学校から中学校
へと学年が上がるにつれて、数学への関心、レジ

リエンスが下がってきていることが分かる。
さらに、令和5年度全国学力・学習状況調査の
算数・数学の正答率を見ていくと、小学6年生は
全国平均とほぼ変わらず、正答数分布グラフも全
国とほぼ一致した。しかし、中学3年生は全国平
均に比べ -5％と下回り、正答数分布グラフは全
国に比べ4問以下の割合が高く、10問以上の割
合が低いなど、二極化傾向が見られる。
また、令和５年度岩手県高等学校意識調査（高
校2年生）においては、「学校の宿題だけでなく、
自主学習に取り組んでいますか。（自主学習⇒自
分で学習内容を決めて取り組むこと）」の質問に
肯定的回答が45.2％あったものの、「自分の勉強
方法としてもっとも近いものはどれですか」の質
問に対し、「宿題が出たときだけ自分で勉強する」
を選んだ生徒が47.6％と主体的に学習に向かう
姿勢には課題が残る。
２）カリキュラム開発の視点
本カリキュラムを開発するにあたっては、学習
指導要領（平成29年告示）改訂のポイントとして
挙げられている次の３つの観点を踏まえている。
まず1点目は「社会に開かれた教育課程」の理
念の実現を目指した「カリキュラムマネジメント」
の充実である。学校目標や子ども像を地域と共有
し連携していくことが求められる。シビックプラ
イドを掲げる岩手町にとって、地域とのつながり
はカリキュラム開発にとって重要な観点となる。
2点目は「育成を目指す資質・能力」の明確化で
ある。「社会に開かれた教育課程」を実現するた
めに学習指導要領等に基づく指導を通じて「何を・
どのように」子どもが学ぶのかが大切になる。
3点目は、「主体的・対話的で深い学び」に基づ
く授業づくりである。
３）カリキュラムの具体内容
①小・中・高連携を意識したカリキュラムの提案
社会のグローバル化、少子高齢化、急速なAI

の進化などとともに生涯学習社会においては、学
校教育をこえて、生涯学び続ける力の育成が求め
られる。そのため、幼保・小・中・高校の学校段
階で連携し、問題解決にあたることが求められる。
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それを念頭に、次の3点の取り組みを提案する。
まず、1点目に、幼小、小中の校種間の段差を
解消するため学校を跨ぐ学年の連携をより図る必
要がある。特に小学校、中学校の9年間は4年（小
１～小４）、3年（小５、小６、中１）、2年（中2、
中3）と捉え、例えば「４・３・２カリキュラム」
として意識づけを図ることである。校種間接続に
おいて、小学校が中学校へTTとして授業のサポー
トに入ったり、中学校の数学・理科担当の先生が
小学校で授業を行ったりする。これらは、幼・保
と小学校、中学校と高校間の接続でも同様に行う。
そうすることで、学力だけでなく児童・生徒の心
理的面でもサポートすることができ、教師も児童・
生徒理解へとつながる。
2点目として、小学校1年生から高校3年生ま
での関連のある単元・領域ごとの学習内容や資質・
能力をまとめた単元一覧表の作成と活用である。
子どもたちの学びは、学年ごとに区切られてい
るが並べてみるとつながりがある。小１から高３
までの学習もその領域の中で連続したものであ

り、育てる資質・能力は積み重なって獲得されて
いくべきものと考える。そこで、同一領域の内容
と育てたい資質・能力を一覧表にし、確認しなが
ら学習を進めていく。これを見ると「小学校では
どんなことを学んでいたのか」「中学校で学んだ
ことが高校ではどのような学びにつながっている
のか」を理解することができ、それぞれの校種間
で学びのつながりを意識することができる。
3点目として、算数・数学、理科を通しての小・
中・高校種間交流である。高校生が小・中学校へ
出向き勉強を教える学習会や出前授業、理科実験
を行う。小学生や中学生が算数・数学や理科の学
習で学んだことを高校生に発表しに行くという活
動も考えられる。お互いに感想を交流しながら学
びをつなげることができる。また、小・中・高校
生や地域の人が一緒に水生生物調査や自然観察を
行うといった体験活動を企画する。そういった
中で社会とのつながりを学校内だけにとどめず、
広い人間関係の中で学びを広げることができる。
②イエナプラン教育を取り入れた自由進度学習の

図表１　小・中・高の学びをつなげる単元一覧表例【理科】
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導入
イエナプラン教育は、1924年、ドイツにある
イエナ大学の教育学者ペーター・ペーターゼンが
同大学の実験校で始めた教育モデルである。日本
イエナプラン協会では、一人ひとりを尊重しなが
ら自律と共生を学ぶオープンモデルの教育と紹介
している。イエナプラン教育の中で20の原則が
挙げられ、その中で、理想的な子ども像、社会像、
学校像のビジョンが掲げられている。
これらの原則は、岩手町が目指す目標と照らし
合わせても共通する部分が多い。

【人間について】
１　どんな人も、世界にたった一人しかいない人
です。つまり、どの子どももどの大人も一人一人
が他の人や物によっては取り替えることのできな
い、かけがえのない価値を持っています。
【社会について】
わたしたちはみな、自然の恵みや文化の恵みを、未
来に生きる人たちのために、責任を持って使うよ
うな社会を作っていかなくてはなりません。　
【学校について】学びの場（学校）では、何かを変
えたりより良いものにしたりする、というのは、常
日頃からいつでも続けて行わなければならないと
いうことです。そのためには、実際にやってみる
ということと、それについてよく考えてみること
を、いつも交互に繰り返すという態度をもってい
なくてはなりません。

【日本イエナプラン協会 HPより一部引用】

「ひとと文化を大切にするまち」「ひとと自然が
共存する持続可能なまち」など人や自然を大切に
した町づくり可能な人材育成を目標としている。
これらの原則は、このあとに述べる自由進度学
習の導入の際にも生かされる。
中央教育審議会が2021年1月に出した答申、

「令和の日本型学校教育の構築を目指して」の中
で「個別最適な学び」と「協働的な学び」の推進を
示した。これらを実現する先行的な実践となる学
習スタイルとして、自由進度学習が注目されてい
る。自由進度学習は、教師が計画する学習内容の

中で、子ども一人一人が課題を自己決定し、計画
を立てて自分の学習速度で進め、その過程で友達
と相互に作用しながら学びを深めていくことを目
指すものである。これを取り入れることで自律し
た学び手の育成を目指す。
その実現の手立てとして単元進度表の作成と活
用を提案する。
単元のゴールをイメージしながら教師は単元進
度表（単元計画）を作成していく。この進度表は
子どもたちと共有することを意識し、分かりやす
い表記とする。そこには1時間ごとのめあて、学
習の進め方などが記入される。（詳しくは次章に
て参照）子どもが自分の進度に合わせ、学習が進
められるようドリル類やデジタル教材の内容を
確認しながら、1時間ごとの学習のめあてにあう
ページや振り返りなどを記入する。子どもたちは
タブレットに配布された進度表シートをもとに、
学習を進めていくこととなる。
まずは導入段階として1時間内で行う教科単元
内自由進度学習から取り入れることを推奨する。
４）具体的活動の提案
ここまで述べた提案を踏まえ算数・理科におけ
る具体的活動内容を提案したい。

【算数・数学】
◎「データの活用」を取り上げた理由
日本のどこにいてもインターネットさえあれ
ば、情報は得られる時代に突入している。適切な
情報を取捨選択・活用し、問題点の発見・解決が
できる人材を育成することは、日本が世界で活躍
するためにも重要である。さらに、そのような社
会情勢の中で、2018年から、文部科学省は ICT

教育を推進し始めた背景がある。今、求められて
いるのは、児童生徒の問題解決能力の向上であり、
自分たちで見出した課題に対して、意見と解決策
を提示するためには、どのデータを活用し、エビ
デンスを示していくかを考えていくことになる。
したがって、小・中・高一貫した算数・数学科で
のデータの活用カリキュラムを提案する。

【理科】◎「川」を取り上げた理由
岩手町には、キャベツ畑をはじめとした農地が
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数多く存在し、自然豊かな町である。北上川の源
泉・ゆはずの泉があり、川との関わりも大きい。
岩手町教育委員会では「水源地子ども交流会」の
実施をし、環境に対する意識を育む取り組みを
行っている。そこで、「川」をテーマにした内容
からカリキュラムマネジメントの視点で単元の系
統性をとらえ、授業案を提案する。
５）課題
まず課題として挙げられるのが、教員同士の共
有・研修のための時間の確保である。小・中・高
校の教員が連携しての校種間を跨いだ共通認識や
意見交流が必要となるため、その時間を確保する
ことが課題となる。教員の負担が増加しないよう
に組織することも留意したい。
次に子どもを主役とした授業改善への抵抗感で
ある。これまでの教え方を変え、新しい学び方へ
と意識転換していくことは簡単なことではない。
また個別最適な学びを進めていくためには、タブ
レット端末などの活用が必須となる。大きなハー
ドルとなるのは、年輩の教員を中心とする苦手意
識の強さにあるといえる。それらを考慮しても教
師の学び続ける姿勢が求められている。
（文責：井野龍汰、髙橋恵子、田中秀幸、似内流）

（３）「特別活動」について
１）現状
岩手町が直面する人口減少と少子高齢化等の課
題に対して、住民のためのまちづくりのためには、
住民参加が不可欠である。そして子どもも含め住
民一人ひとりが多様性のもとで、互いに人権を尊
重する意識を持ち、行動化することで体験的に学
ぶことが、特に学校教育に求められる。
このような背景から、特別活動のカリキュラム
開発に当たり、一人ひとりの子どもが自分のよさ
や可能性を認識するとともに、多様な他者と協働
しながら、さまざまな社会的変化を乗り越え、持
続可能な社会の創り手となることができるような
資質能力を育成することが重要と考えた。
２）カリキュラムプランの視点
本グループのカリキュラムプランの視点は、
人々の多様な在り方を相互に認め合える全員参加
型の社会を創造する人材を育む特別活動カリキュ
ラムの開発である。自分の大切さとともに他の人
の大切さを認めることを学ぶ人権教育に焦点を当
て、カリキュラムづくりを試みた。また、未来の
岩手町における地域共創人材育成に繋がる具体的
なカリキュラム提案を心掛けた。

図表 2　小・中・高の学びをつなげる単元一覧表例【算数・数学】
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文部科学省は、学校における人権教育の取組の
視点として、「人権感覚を身に付けるためには、
学級をはじめ学校生活全体の中で自らの大切さや
他の人の大切さが認められていることを児童生徒
自身が実感できるような状況を生み出すことが肝
要である。個々の児童生徒が、自らについて一人
の人間として大切にされているという実感を持つ
ことができるときに、自己や他者を尊重しようと
する感覚や意志が芽生え、育つことが容易になる
からである。」としている。自己や他者の権利を
理解し、学校という人と人とが関わり合う社会生
活を通して体験的に人権感覚を育むことが学校教
育で求められる。
人権感覚を育むためには、子どもも大人もこど
も基本法や子どもの権利条約に対する理解が必要
である。1989年子どもの権利条約が国連で採択
され、翌年1990年に国際条約として発効してい
る。「子どもの権利条約」は、18歳未満の児童（子
ども）を、権利を持つ主体と位置づけ、大人と同
様にひとりの人間としての人権を認めている。同
時に、大人へと成長する過程において、子どもに
は年齢に応じた保護や配慮が必要な面もあるた
め、子どもならではの権利として、子どもの生
存・発達・保護・参加などに関わる権利を具体的
に定めている。同条約を日本では1994年に批准
した。批准後、日本では子どもの権利を守るため
の法改正等行うことなく、既存の「児童福祉法」
「少年法」「教育基本法」等で、子どもの権利を守
るよう国民に働きかけたが、実際、日本における
児童虐待の現状は、年々過去最多を更新しており、
社会的な問題となっている。しかし、日本には、
子どもを権利の主体とし、権利を保障する総合的
な法律までは存在しなかった。そこで政府は、子
どもの利益を一番に考え、子ども関連の取り組み
を国の中心に据えることが重要だという認識に至
り、2023年4月1日こども家庭庁を発足させた。
こども家庭庁の発足と併せて、「こども基本法」
が制定された。
また、SDGsと「子どもの権利条約」を並べてみ
ると重なる目標が多い。SDGsに重点を置く岩手

町にとって、子どもの「人権」の視点について学
ぶことは必要不可欠である。子どもの権利につい
て学び、権利が尊重された環境で過ごすことは、
子どもたちの成長に大切な自己肯定感が高まる。
自己肯定感の高い子どもたちは、身近にある学校
だけでなく、社会にも積極的に参加する意欲をも
ち、社会をより良く変えていくための力を養い、
主体的に行動できる市民としての成長にもつな
がっていく。
３）カリキュラムプランの提案とその特徴

【未来の人材育成の土台としての特別活動】
カリキュラムプランでは ,特別活動において育
成すべき資質・能力に対応させつつ岩手町の状況
を踏まえ、以下の３つの視点を挙げる。
１つ目は ,「岩手町での人間関係づくり」である。
人口減少と少子高齢化が急速に進む中で、児童
生徒が小集団だけではなく、さまざまな人数集団
で学習をしなければ人間関係を育成することが難
しい。同年代での人間関係を育成するために、学
校内の学年を超えた縦割りでの活動に加え、学校
間交流などを行い、人数集団を大きくした取組等
が考えられる。「子どもの社会性が育つ「異年齢
の交流活動」―活動実施の考え方から教師用活動
案まで―」（2011国立教育政策研究所生徒指導研
究センター）では、異年齢の集団の中で、人間関
係を学んでいくために、高学年と低学年の交流学
習事例が提案されている。この取組を踏まえて、
学校間交流による学校外の同世代との人間関係づ
くりの育成が期待できる。また、市の事業所へ出
向いて、職場見学に加えて異年齢の方々と交流を
持つ機会を作り、人間関係づくりを行うことも「岩
手町での人間関係づくり」に役立つ。
２つ目に、「私たちの町づくり」という視点を
持つことである。「いわてまち総合計画」には、
町づくりの基本構想や施策が掲載されている。具
体的には、「いわてまち総合計画」を発達段階ご
とに取り上げ、自分たちの町を知るということが
必要になる。自分たちの町のことを知ったうえで、
自分たちの町がどのようになっていけばよいのか
具体的に考え、岩手町の企画商工課等に提唱する
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などの取組は、実践的に町づくりに携わる機会に
なる。　　　
３つ目に「自分づくり」という視点を大切にし
たい。子ども関連の取り組みを中心に据えること
が最重要という認識に至った。子どもにとっては
自分の権利（子どもの権利）について適切に理解
する必要があると考える。また、自分の可能性や
地域や世界への貢献についても考え、今の自分、
５年後の自分、10年後の自分が「何ができるのか
という考えを持つこと」が必要である。

【授業づくりの視点とその具体】
特別活動の主体的・対話的で深い学びの授業づ
くりの視点と子どもの人権教育を合わせて作り替
えたのが以下の通りである。「学校や学級の実態、
自己の状況に対して、子どもの権利条約と照らし
合わせ、自ら課題を見出し、解決方法を実践した
り振り返ったりしながら、自己の権利を自覚する
とともに、生活をよりよくしていくこと（主体的
な学び）」「生活上の課題を解決するために、子ど
もの権利条約を踏まえながら、合意形成を図った
り、意思決定したりする話し合いの中で様々な意
見に触れ、考えを広げたり多面的・多角的に考え
たりすること（対話的な学び）」「集団や社会の形
成者としての見方・考え方を働かせながら、問題
の発見、課題の設定から振り返りまでの一連の活
動を繰り返す中で、各教科の特質に応じた「見方・
考え方」を総合的に生かし、知識技能などを集団
及び自己の問題の解決に活用していくこと（深い
学び）」といった、これらの姿を特別活動では目
指す。そして、「子どもの権利条約」を特別活動

の軸として考え、具体的取り組みを次に示す。
①　学級憲章・学級目標づくり
ユニセフCREは、子どもの権利が守られた学
級づくりとして、学級憲章をつくるという取組の
実践記録を出している。学級憲章とは、学級目標
に子どもの権利条約の要素を取り入れたものであ
る。どんな学級で過ごしていきたいかという児童
のイメージを大切にする学級目標の要素に加え
て、子どもの権利条約という明確な拠り所がある
点が学級憲章の特徴である。具体的活動は、先生
も子どもたちも共に「子どもの権利条約」を通し
て子どもの権利について学ぶところから始まり、
自分たちの学級をよりよくしていくために、特に
大切な権利を子どもたちで選び、その権利をどの
ように自分たちで守っていけるか考える。それを
基に、自分たちの言葉で、学級憲章をつくる。定
期的に振り替えるなどの機会を設ける。
②　子どもの権利条約カード
学年当初に学級憲章をつくる活動を通して、子
どもの権利条約について学んだ子どもたちに対
し、授業においても、権利について意識させる機
会を設けることが大切であると考える。そこで、
本事例では、授業導入時に本授業の内容がどの権
利に関連しているのか、子どもと確認できるもの
として、「子どもの権利条約カード」を提案する。
全54条の子どもの権利条約のうち、具体的な子
どもの権利を定めた1～ 40条の一つ一つをカー
ドにして、授業導入時に、本授業はどの権利と関
連するかを子どもたちと確認する。例えば、社会
の授業において戦争をテーマとして扱う場合に活

図２図１
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用することが出来る。本題に入る前に子どもたち
に戦争のイメージを聞き、子どもたちから挙げら
れてきた内容と関連が深いカードを黒板等に提示
することで、本時の学びを権利という視点から捉
えることが可能になる。
③　異学年・地域交流
異学年や地域との交流においても、「権利」と
いう視点が入ることによって、見え方や他者との
関わり方が変わるのではないかと考える。権利は
自分にあるのと同時に、周りの人にもある。自分
の関わり方が、相手の権利を侵害していないか、
適切な関わり方が出来ているか、子どもの権利条
約を学んでいる子どもだからこそ、このような視
点を持って関われると考える。
④　生徒総会（児童会）
生徒総会（児童会）では、生徒会の活動に対して、
一部の生徒が中心となって行っていて、全校の活
動にまで広がっていないことや、生徒の願いを生
かした望ましい校風がつくられていないなどの実
態は、よく見られる。しかし本来、生徒総会とい
う場は、生徒全員で話し合い、生徒全員で自分た
ちの学校生活をよりよくするために行われる自治
的なものである。このような「よりよい学校生活
や校風をつくる」「合意形成を図る」という目標
を達成する際にも、「人権」の考え方は非常に重
要であると考える。話し合いが一部の生徒になる
ことの背景には、そもそもの議題が、多くの生徒
にとって必要感を持てないことが考えられる。し
かしここに、誰もが持っている「人権」という視
点を加えることにより、今の状態で、誰かの人権
を侵害してはいないか、侵害する危険性はないか
と考えることによって、議論が深まったり、活発
になったりするのではないかと考えられる。さら
に、生徒総会の話し合いの場においても、話す相
手に対して、互いを尊重した関わり方（話し方）
をすることにつながるのではないか。これは、前
述した、学級憲章の取り組みや、子どもの権利条
約カードを用いた日頃の授業展開を通して、子ど
もたちの中に「権利」という感覚を育みながら行
うことが理想である。

このような実践を通して、子どもたちには、「権
利意識の醸成」が期待できる。自分たちに、そし
て他者に権利があることを自覚し、周りの人とよ
りよい生活を送れる子どもたちを育成したい。
４）課題
「権利」をとりあげることにより、極端な自己
主張をする児童生徒が、他者との主張の対立によ
り、感情的な衝突が生じることが考えられる。こ
れらの主張の対立や、自己の権利と相反する他者
の権利のジレンマを経験し、どのように調整する
か、感情をコントロールしながら対話を用いてど
こに折り合いをつけるかなど、体験を通して学ぶ
ことが大切である。
また「人権教育」に焦点を当てた事例を学校の
カリキュラムのどの場面に位置づけ、評価、改善
のサイクルをどう構築するかが課題である。また
児童会や生徒会に委ねられる活動も予想されるた
め、指導の理念が曖昧になる可能性があることが
懸念される。1つの学級のみの実践にとどまらず、
学年、学校全体で取り組みを推進していくために
は、人権及び子どもの権利に関する全教職員共通
の認識が必要である。人権及び子どもの権利に関
する認識を高める研修が必要になると考えられ
る。
（文責：橋本淳史、山根基義、宮﨑烈、川島真子）

（４）地域と学校の協働について
１）現状
岩手町「岩手町総合計画」において「地域への
愛着・誇りの醸成（シビックプライド）」を目指し
て取り組まれるのが「いわてまち学」である。「い
わてまち学」について、学校からは「地域を知る、
関わる、発信するなどの活動を、児童生徒も教員
も積極的に行うことができている」という声があ
る一方で、「いわてまち学を学習に取り入れるの
が難しい」等の課題を挙げる声も聞かれる。
地域では、シビックプライドの醸成を目指して
どのような活動が行われているのか。岩手町は
2020年度SDGs未来都市に選出され、岩手町が
誇る〈農業〉〈保健福祉・スポーツ〉〈森林・もの
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づくり〉を岩手町ならではの強みとして生かし、
SDGsの視点を通して様々な角度から取組を活性
化することを目指している。例えば、石神の丘美
術館は「花とアート」を掲げた魅力向上と賑わい
の創出を実践しており、町内外から募ったボラン
ティアメンバー「ガーデンサポーター」による花
壇のメンテナンスや、リース作りなど、鑑賞する
だけではなく、アートと植物を通してつながる活
動を行っている。「美しい100年の森プロジェク
ト」を通して、岩手町の自然を守り、未来へつな
ぐ人づくりも行われている。
また「にぎわいみーてぃんぐ」と呼ばれる、世
代を超えて広く町民が参加し、岩手町の課題や解
決策を考えていく集い等も行われており、町民主
体の、人と人がつながる・過去と今と未来をつな
げる町づくりが行われている。そして、そこには、
町の強みである地域資源が掘り起こされ、編みな
おされて生かされている。
これらの現状を見据えたうえで、学校の困り感
をどのように解決し、いわて町が目指すシビック
プライドの醸成を図っていけばよいのか。
２）	 地域と学校の協働をテーマにしたカリキュ

ラムデザインの視点
現状と学校の課題から解決策を探っていくと、

4つの解決の必要性が見えてきた。①「いわてま
ち学」を通して目指す児童生徒の姿を再共有する
こと、②今までの各学校の取組をいわて町学に位
置付けて、育てたい資質能力で整理する、③総合
的な学習の時間のみで扱われていた「いわてまち
学」を、教育活動全体を見通して、教科横断的視
点で見直し、推進する、④今の活動を補充・深化・
統合しアップデートさせる、ことである。以上の
ような視点をもち、学校や児童生徒が主体となっ
て地域と関わる学習活動を展開していくことが、
「いわて町学」を通してシビックプライドを醸成
することにつながると考えた。地域力を生かした
学習活動を、学校発信で実践していくことで、学
校が地域を支え、地域が学校を支える「協働」が
生まれていく。そこで、岩手町を愛する人材を育
成する学びのデザインを提案する。

［ゆはずデザイン］
「ゆはずデザイン」は、学びの始まりを北上川
源泉のゆはずに例え、川の流れのように、幼・小・
中・高のつながりや発達段階、連続性、系統性を
意識し、流れ込む支流として他校種、家庭や、地
域とつながって学びを深めながら、北上川の雄大
な流れのように豊かな感性や人間性を備え、岩手
町を愛し、岩手町のために行動しようとする意識
をもった人材を育成することを目指したカリキュ
ラムデザインである。
「ゆはずデザイン」の骨子は、岩手町総合計画
と岩手町SDGs未来都市共創プロジェクトであ
る。岩手町総合計画の基本目標３「人と文化を大
切にする教育の町」では、⑫学校教育の充実⑬社
会教育の充実⑭生涯スポーツの推進⑮文化・芸術
の振興⑯国際交流の推進を、具体目標に掲げてい
る。「ゆはずデザイン」ではこれらの項目に着目し、
この項目を学校と地域の協働を考える視点として
取り入れることとした。学校教育を充実させるた
めに、社会教育、生涯スポーツ、文化・芸術の視
点を活用し、学校教育の中にどのように組み込ん
だり、関連させたりしながら、学校主体で学びを
展開していくことができるのか、具体例を示しな
がら提案したい。また、岩手町SDGs未来都市プ
ロジェクトより、「地域資源の活用～岩手町の記
憶を編み直す～」を、学習材選びの視点として参
考にし、農業・スポーツ・アートという「いわて
町の良さ、強み」を生かした活動を、学習者側か
ら見て生かす、そして学校が主体となって関わっ
ていく活動を、具体的にイメージし、提案する。
学習活動の提案は、教科との関連や身に付けた
い資質能力との関連、行事との関わりや異年齢、
異校種、地域との関わりも考慮しており、学校で
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取り入れる際に、現行の学習活動と照らし合わせ、
参考にできる視点を盛り込み、作成している。
３）	 学校と地域の協働をテーマにした「いわてま

ち学」の実践
①社会教育とのつながりを意識した取組
今ある社会教育施設の活用を通して子どもたち
が地域や地域の人とのつながりを感じることを
きっかけとし、地域社会への参画意識醸成をはか
りたいと考える。具体は次の二つである。
一つ目は「町立図書館の地域協働プラット
フォーム化」である。町の図書館利用率は高くは
なく、特に10代20代の若者層の利用が少ないと
いう現状がある。図書館利用率を上げることが本
構想のねらいではないが、施設を社会参画に向け
た人や地域との交流・つながりの「場」としての
利用を大切にしたい。はじめに様々な探究活動に
おける情報収集の場として活用する。そして、図
書館での情報収集の機会を地域との関わりの出発
点として、図書館を運営している人、支える人、
利用している人、そこを拠点として活動を展開し
ている人など、様々な人との交流から学びを深め、
更なる学びへの興味や地域への愛着の醸成へとつ
なげていきたい。
二つ目は「プラットフォームを活用した協働的・
継続的な取組」である。社会教育との連携を意識
することで、町の施設や学校が一つの土台となり、
子どもたちの学びを形成していくというイメージ
である。学校と施設とが垣根のない存在であると
いう「子どもたちの認識」が、子どもたちを主体
とした学びの広がりを生むと捉えている。学校図
書館を町立図書館との連携のもと地域の資料や情
報を得られる場とすること、町立図書館が地域の
文化活動の拠点となったり、地域資料や地域人材
と出会えたりする場であること、公民館がより身
近な地域人材との交流の場であること、そして何
より、学校が地域の人を取り込みながら協働でき
る場であること。これらを土台として、学校教育
と社会教育施設とが協働的かつ継続的に関わって
いくのである。それらを通して「いわてまち学」「学
校行事」「キャリア教育」「社会科地域学習」「理

科の植物育成」「防災学習」など、多様な教科等
の学習との関連の中で、子どもたち自身がプラッ
トフォーム化された「場」を出入り（思考やつなが
りとしての出入りも含め）できる主体性を育むこ
とを目指している。
②生涯スポーツの推進を意識した取組
町の目標は「スポーツを楽しむ住民を増やす」
ことである。そのことを踏まえ、学校教育を通じ
て「みんなが気軽に楽しめるスポーツの形を考え、
創造していくこと」を提案する。特別活動や保健
体育の時間を利用し、「みんな」とはどのような
人か、そして、その「みんな」が楽しめるスポー
ツとはどのようなものかを議論し、子どもたちの
課題意識のもとにニュースポーツを考案する。あ
るいは既存のスポーツのルール変更を検討する。
そして、町民体育祭
のような場で実際に
子どもたちが企画・
運営させてもらえれ
ばよいと考える。と
くに、生涯スポーツ
が求めるスポーツは、
地域社会の中で、健康や共生を図るためのスポー
ツである。そのような視点で子どもたちがスポー
ツを見つめ、様々な年代の人が、勝ち負けにこだ
わらずに、運動が苦手でも楽しめるもの、そして、
障害や病気などの困難さを抱えている人とも楽し
めるものといった相手意識を持ちながら自分たち
にできることを計画・立案・運営する力をつける
のである。見るスポーツ、するスポーツから、だ
れかを「支える」スポーツという視点で地域との
協働をはかりたい。共生社会の実現、QOLの向
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上を目指し、自分や地域住民一人一人のウェル・
ビーイングの実現につなげていけるであろう。
③文化・芸術の振興を意識した取組
町の目標は「優れた文化・芸術を住民とともに
伝承して守ること」である。そのことを踏まえ、
今ある伝統文化を大切に継承しつつ、学校教育と
してそこに新しいものの創造を加えることで子ど
もたちの感性を豊かにしていくことを目指してい
きたい。具体は次の二つである。
一つ目は、「岩手町に今も息づく伝統・文化の
継承と発展」である。今行われている取組として
は、伝統芸能の発表会がある。この機会を単なる
練習と発表の体験として終わらせずに、自分たち
が文化の担い手としてどんな文化を創っていきた
いかということを、子どもたち自身が考える活動
につなげていきたい。例えば、学校行事として実
施している体育祭の組団の踊りや演技に伝統芸能
の視点や要素を盛り込み、考案していくという活
動や、小学校であれば伝統芸能をクラブ化し、個
人の興味や関心の深さに応じて、より活動を特化
していくことも考えられる。
二つ目は、「石神の丘美術館とのコラボレーショ
ン」である。広大な敷地と豊かな自然を持ち合わ
せた美術館では、四季に合わせた各種イベントを
開催している。学校と美術館とで連携を図りなが
ら、イベントの計画や運営、作品の制作に子ども
たちも参画していくとことを提案したい。その過
程において、植物や生き物にふれたり、それらを
教材や教具として活用したりする体験的な学び
は、美を追求する美術館の在り方などとも重なり
合いながら、子どもの感性に働きかける力は大き
いものと考えられる。このような視点で町の宝で
ある自然や美術館を生かし、生活・図工・国語・
理科など教科横断的な学びを通して地域とつなげ
ていくことを提案する。
４）本提案の教育効果
岩手町が目指す町の将来像「わたしたちが創る
笑顔がいっぱいいわてまち」実現に向け、社会教
育、生涯スポーツ、文化・芸術の３つの視点を通
して学校教育とのつながりを再確認しながら取組

を提案した。提案した取組によって、子どもたち
に育成したい力は、現状を見つめ課題を発見する
力、他者と関わる力、表現することを通して地域
社会に参画していく力である。地域を見つめ地域
とふれあい、そしてそこで感じたことを学校とい
う「場」でさらに深め、発信するということを繰
り返しながら、地域の力を学校に取り込み、学校
の力を地域に還元していく「主体」としての子ど
もを育てることができるのではないだろうか。
（文責 :畑中有香子、甘竹浩枝、菊池貫太、滝沢
咲）

４　本研究の成果と課題

以上の４つの個別テーマにしたがってカリキュ
ラムの具体例を提示した。これらはあくまで一つ
のモデルであり、さらに各学校において、地域や
子どもたちの実態を踏まえて、自由に具体化して
いくことが必要である。但し、いずれにおいて
も、少子高齢・人口減という状況の中で、子ども
たちが自らの生き方を創り上げながら、自分たち
のふるさとである地域をどのように創っていくの
か、地域の素材を中心にグローバルな視点も持ち
ながら、自分事ととして積極的に地域に働きかけ、
地域を創造できる実践的行動力の育成をめざすカ
リキュラムであるところは共通の基盤となってい
る。
そのことを踏まえて、本研究の成果と課題をま
とめると以下の通りである。
第一の成果は、地域を創造できるエージェン
シーとしての子どもの社会参画力を育むことを念
頭に、４つのテーマに則して、実現可能性のある
カリキュラム案を提起した点である。
第二の成果は、校種間をつなぐカリキュラム構
想を提示できた点である。
第三の成果は、学習者である子どもを中心に地
域のヒト、モノ、コトに関わる地域の素材を生か
す教育活動を提起できた点である。
一方で、課題は、岩手町内の各学校教員の理解
と意識、どこまで具体的なカリキュラムの実践化
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を図ることができるかである。（文責：田代高章）
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「いわての復興教育」の再考
－人材育成及び防災の『警鐘・継承』をめざして－
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（令和６年２月５日受付）
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ONO Yasuko，SUZUKI Kumeo，SATO Susumu

Rethinking “Iwate Education for Reconstruction”：
Aiming for the Development of Human Resources and the ʻAlarm and Successionʼ of Disaster Prevention

　

要　約
　本研究は、取組から13年を迎える「いわての復興教育」の現状を明らかにし、成果と課題を踏まえ、こ
れからの「いわての復興教育」の在り方を再考することを目的とする。先行研究で残された課題と共に岩
手県の中学校を対象に実施した調査結果から、①「いわての復興教育」と自校の取組に対する教員・生徒
の意識や認識のばらつき、②震災や震災津波からの教訓と防災を柱とした教育活動を全県で継続させるた
めの在り方、③自分ごととして学びを深める地域との関連性の不足を本研究の課題とした。これらの課題
に対する手立てを【「いわての復興教育」と自校の取組の理解・見通しを持たせる取組】【「いわての復興教
育」に関連する県共通の教育活動の明確化】【地域学習を位置付けた「いわての復興教育」の在り方】とし、
方策を検討した。具体的な方策として、「いわての復興教育」の理念の再認識や自校の取組の共通理解を
図るオリエンテーションの実践及び地域学習を位置付けた「いわての復興教育」のグランドデザインの提
案について報告している。

岩手大学大学院教育学研究科研究年報　第８巻 （2024. 3）　017－033

* 岩手大学大学院教育学研究科教職実践専攻，** 福島学院大学福祉学部，*** 岩手大学大学院教育学研究科

Ⅰ はじめに

１　研究の目的
東日本大震災津波の教訓を共有し、未来を創造
していくために岩手県が教育の根幹に据えて全
県的に推進するのが「いわての復興教育」であり、
その目的は、郷土を愛し、その復興・発展を支え
る人材の育成にある。 すなわち、甚大な被害を
及ぼした震災津波の体験を貴重な体験として受け
止め，全県の教育をもって，未来を創造する担い
手となる子どもたちの育成に対する使命を根底と

している。また，「いわての復興教育」は，「ひと
づくり」を基盤としてきた岩手の教育理念をさら
に具現化するものである。東日本大震災をきっか
けに家族や地域社会とつながり，たくましく生き
る力の価値を再認識し，各学校の教育活動を再構
築するものとして推進されてきた。このように，
震災津波による甚大な被害を受けた被災地に限ら
ず全県一体となって推進を図った復興教育の取組
は全国でも稀であり，災害後の一時的な防災教育
に留まらず， 各学校の教育活動の中で特色を生か
しながら「いきる　かかわる　そなえる」を教育
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的価値として位置づけ，人材育成をねらいとした
未来志向の教育の在り方が他県からも評価を得て
いる。
一方で，震災から13年が経過し，震災の風化
について指摘されている状況もある。令和６年度
に入学の中学生は震災後に生まれた生徒であり，
「いわての復興教育」の取組は，今まさに震災の
記憶や経験がない生徒を迎え，教員は推進当初と
は違った視点で指導の工夫や改善を迫られてい
る。各校で構築してきた教育活動を形骸化させる
ことなく引き継ぐと共に、学校や地域の特色、生
徒の実態に応じて教育活動の充実を図る必要があ
る。今後も，震災や震災津波の教訓を生徒の学び
としていくために，さらに岩手の教育の根幹であ
る人材育成としての教育の在り方を継承してくた
めに，先行研究で残された課題と共に，変化しつ
つある取組の現状を把握し，その課題に対しての
手立てを探ることが求められる。
これらのことから、本研究は，「いわての復興
教育」の現状を明らかにし，成果と課題を踏まえ，
これからの「いわての復興教育」の在り方を再考
することを目的とする。
２　主題設定の理由
「いわての復興教育」は，人材育成を目的とし
ており，災害後の応急的な防災教育に留まらない
未来志向の教育として評価されている。「いわて
の復興教育」プログラム【改訂版】⑴では，命の大
切さ，自分の存在，心身の健康，人や地域とのつ
ながり，自然との共存，社会への参画，防災や安
全などについての学びの有用性が明記されてい
る。「いわての復興教育」プログラム【第３版】⑵は，
学習指導要領の改訂に対応し，その推進のポイン
トとして、「カリキュラム・マネジメント」や「社
会に開かれた教育課程」の実現につなげること，
特に地域とのつながりに関する内容の充実をめ
ざす。また，「いわての復興教育」の可能性とし
て，教育的価値の「いきる　かかわる　そなえる」
とOECDの「キー・コンピテンシー」や国連の「持
続可能な開発のための教育（ESD）」のつながりに
ついても明記しており，「いわての復興教育」が，

防災教育に留まらない人材育成を目的とし，その
可能性を求めて各校で推進することが期待されて
いる。
しかし，東日本大震災からの時間的経過に伴
い，中学校でも震災経験のない生徒が学習者とな
りつつある。震災後しばらくは，生徒は自身が基
盤としてもっている経験や思いを学びや取組の中
で価値づけ，深めたり広めたりすることが大いに
期待できたが，現在はその状況も変化してきてお
り，取組のねらいや指導の在り方において対応策
を探る必要があると考える。教職員の異動や新規
採用者の占める割合が大きくなることにより，自
校の復興教育の理解や「いわての復興教育」の理
念の再認識等の現状も危惧されるところである。
各校で構築されてきた「いわての復興教育」に関
する教育活動やその指導の意義が形骸化すること
なく、学校の特色や生徒に応じて対応させながら、
今後も岩手のどの学校でも指導実践を重ねていく
ことができるよう検討が必要である。
また，文部科学省「学校防災のための参考資料

「生きる力」を育む防災教育の展開」（改訂版）⑶に
よると，政府は東日本大震災の翌年平成24年４
月には，防災を含む学校における安全に関する取
組を総合的かつ効果的に推進するための「学校安
全の推進に関する計画」を閣議決定し，それによ
り文部科学省は，平成25年３月に，この改訂版
で学校教育での防災教育の強化を示したとある。
さらに，文部科学省「第３次学校安全の推進に
関する計画」（2022）⑷では，「東日本大震災から
10年余りが経過し震災の記憶が風化し取組の優
先順位が低下することが危惧されている」とし，
「地域の災害リスクを踏まえた実践的な防災教育
の充実」について明示されており，津波災害だけ
ではなく，どのような自然災害に対しても自ら命
を守り，安全な地域社会を築いていく主体的な実
践力の育成が求められるとしている。震災津波を
経験した岩手だからこそ，その教訓を警鐘ととら
え，子どもたちが主体性をもって取り組み，実践
力を身に付けていくために，地域の災害リスクを
踏まえた防災教育を風化させることなく継承し，
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推進することが大切と考える。
これらを踏まえ，本研究は，「いわての復興教
育」の現状及び成果と課題を把握し，全県で生徒
が震災と教訓を風化させることなく学び，それら
を柱として自分の地域との関わりの中で「いきる　
かかわる　そなえる」の教育的価値を深化させる
ために，人材育成と防災を踏まえた県の共通の教
育活動と地域に応じた学びを視点に再考すること
で，「いわての復興教育」のさらなる充実の一助
になると考え，本主題を設定した。
３　先行研究
本研究に迫るための前提として「いわての復興
教育についての研究」「学校防災教育についての
研究」「教育活動の目標の達成とカリキュラム編
成についての研究」の視点から先行研究を見てい
く。
第一の「いわての復興教育についての研究」に
ついて、大桃・村上他（2018）は、「いわての復
興教育」の特徴をまとめており、 防災教育や他の
復興教育と異なる視点について報告している。特
徴として、①未来志向の目的設定、②目的の広が
り、③全県的取り組み、④各学校による独自の取
り組みの４点を指摘している。調査報告について
は、2013年と2016年の2度、概要と結果をまと
めており、震災に対する意識の風化がみられるな
かで、県内すべての小・中学校での取組がなされ、
調査結果からみて定着していることを報告してい
る。また、「いわての復興教育」の３つの教育的
価値について示された具体的な項目への意識の高
まりを報告し、復興教育の成果としている。
佐々木（2018）は、児童や学校、地域の実状を
踏まえた「いわての復興教育」の具現化を検討し
た。「地域学習と震災津波の体験とを関連づけ、
比較させることにより、その共通点が「いわての
復興教育」の教育的価値として児童に意識される
とともに、震災津波の体験を自分自身や自分たち
の住む地域に置き換えながら考えていることが認
められた」と報告している。しかし、震災の体験
や記憶のある児童に対しての研究であることと地
域学習は郷土芸能に限定されており、課題として、

実状の変化に応じて工夫・改善を加えていくこと
が必要であるとしている。
佐々木ら（2021）は、 中学校における復興教育
の現状と課題について、調査研究を報告している。
その中で、「学校経営計画の中への位置づけ」と「教
員・生徒に「いわての復興教育」の意図を浸透さ
せていくこと」が望まれると述べ、各学校の計画
に基づいて教育的価値について教員が意図して授
業に臨むために学校の実状に応じた計画の見直し
の必要性を指摘している。
第二の「学校防災教育についての研究」につい
て、金井・片田（2018）は、「東日本大震災以後
の学校防災教育の実施状況とその実施効果に関す
る実態調査」を報告している。各校の実情に応じ
た防災教育カリキュラムの構築・自校化する必要
性を述べ、防災教育を継続するための仕組みづく
りの工夫を報告する一方で、①教員間で情報共有
する機会、②学校独自の計画づくり、③学校内で
の教材の一括管理などの現状を、調査結果から課
題であるとしている。
河野（2022）は、教科横断的な防災教育の展開
に向けて、総合的な学習の時間の有用性を述べて
いる。学習指導要領等における防災教育に関連す
る指導内容を整理し、課外指導等も含め各教科等
の学習を相互に関連付けるなどして、教育活動全
体を通じて適切かつ学習効果を高めていける可能
性を示唆している。
今野（2022）は、阪神淡路大震災や東日本大震
災後の防災教育の現状と課題を検討した。その中
で、災害がいつどこで発生しても、子どもたちが
自らの命を守り抜く「姿勢」の育成を図る教育内
容や教育手法の開発の必要性と、防災教育の課題
について述べている。その中で、「持続可能な防
災教育」とするために、限られた時間の中で各学
校が無理なく実施できるように既存の教科等の防
災教育に関する内容に地域で想定される災害や防
災の内容を組み入れる等の必要性を論じている。
新しい内容を単に追加するのではなく、既存の単
元や内容を工夫して、クロス・カリキュラムの視
点で繋ぎ合わせることを述べているが、その具体
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策が十分に示されているとは言えない。
第三の「教育活動の目標の達成とカリキュラム
編成についての研究」について、杉浦、奥田（2017）
は、学校におけるカリキュラムマネジメントの成
立と改善プロセスについて検討している。カリ
キュラムマネジメントの継続において、生徒の学
びに効果的な授業実践を引継ぎ、次の生徒の学び
に生かすことの困難さを指摘し、課題と述べてい
る。その上で、教育実践の理念の引継ぎや継続に
対する検討が求められていることを報告してい
る。
百瀬（2015）は、「中学校は教科担任制である
ために、小学校のような担任教師による臨機応変
な対応は難しくなる」とし、関連を図る目的や意
義、クロスカリキュラムを実践することの共通理
解が重要であることを報告している。さらに、「中
学校教師の場合、教科の専門性の高さが、かえっ
て教師同士の共通理解を図る上での障壁になるこ
ともあり得る」とし、具体的な指導計画の作成や
授業設計が今後の課題としている。
野澤（2023）は、カリキュラムマネジメントの
実質化が実現するためとして、方向性と全体設計
図としてのカリキュラムグランドデザインに着目
している。学校の全体的な教育活動を結束する教
育理念とビジョンを示し、教職員全員が共通理解
を図ってカリキュラムマネジメントを練っていく
必要性を述べている。
４　残された課題と研究の視点
先行研究に関する第一の視点から、「いわての
復興教育」は、災害や防災への理解や意識の高ま
りだけでなく、さまざまな教育的な価値の向上を
もたらし、震災津波の体験と地域学習を関連づけ
ることで、復興教育の教育的価値が意識され、生
徒は自分自身や地域に置き換えて考えを深めるこ
とができることがわかった。しかし、震災の体験
や記憶のある児童に限定されていたことや地域学
習の内容が限定されていることが課題として残っ
ていた。また、学校の実状に合わせた計画の見直
しや教員にその意図を浸透させることの必要性が
明らかになっているが、各校で取組の共通理解を

図るための場の設定や資料の提供の検討及び手立
ては十分とは言えない。
第二の視点から、東日本大震災以後、継続的な
防災教育の必要性のもと、各校の実情に応じた教
育カリキュラムを構築・自校化し継続するための
仕組みづくりの工夫が行われてきた。このような
点は、「いわての復興教育」の推進と共通であり、
課題としても同様に、教員間の情報共有や教材の
一括管理などの難しさや体系的で系統的な指導の
在り方、時間確保、専門知識を持つ教員の不足等
があげられる。また、防災教育を限られた時間の
中で持続可能な教育にするために、各教科・領域
の学習活動と地域の災害や防災を相互に関連付け
るなどして学習効果を高めていく必要性が示され
てきた。このことを踏まえ、さらなる手立てが求
められているが、「いわての復興教育」において
も同様と考える。
第三の視点から、各学校が特色を生かすために
カリキュラム・マネジメントは不可欠でありなが
ら、教員全員がカリキュラム・マネジメントに主
体的・継続的に関わっていく困難さが明らかに
なった。それに対する解決策として、学校の全体
的な教育活動を結束する教育理念とビジョンと教
科横断の目的を明確にするカリキュラムグランド
デザインの活用が提案されているが、「いわての
復興教育」の推進において、このような視点での
具体的な手立ては十分に示されていない。
以上のことから、本研究の目的に迫るため、「教
員・生徒の理解や認識」「震災からの経過に応じ
た取組と指導」「学びを深める地域との関連性」
の３つの視点をもとにしながら、岩手県の中学校
において行われている「いわての復興教育」の現
状と学校・教員・生徒がどのように捉えているか
を調査及び分析を行い、課題を見出していきたい。
そして、顕在化した課題に対する方策を考え、実
践により効果性を検証する。
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Ⅱ　「いわての復興教育」に関する調査

１　調査の概要
本調査は、「いわての復興教育」について、先
行研究で明らかになった課題から「「いわての復
興教育」と自校の取組に対する教員・生徒の意識
や認識のばらつき」「震災からの経過に応じた取
組と指導の見直しの必要性」「学びを深める地域
と関連性の不足」を視点にして調査を行う。この
調査では、岩手県内の中学校における現状、成果
と課題を明らかにし、課題に対する改善策を見出
し、これからの「いわての復興教育」の充実を図
ることを目的とする。
調査内容は、県内中学校における取組状況を把
握する項目を主とし、教育課程への位置づけや取
組の状況、管理職・教員と生徒の取組面と意識面
の現状及び達成度、今後の在り方等で構成してい
る。質問紙は、管理職又は復興教育を担当する代
表が回答する学校用、管理職・教員用、生徒用の
３種類を作成し、６件法による意識調査、取組内
容や課題等について選択及び自由記述による実態
把握の項目を設定した。
２　調査結果
（１）校内研修の実施
『復興教育の実施にかかわって、教員対象の研
修を行っていますか』という質問に対して、複
数回答可で回答を得た結果をまとめた（図１）。
「実施していない」は回答があった40校のうち、
75％にあたる30校であった。指導主事や講師を
招聘しての校内研修や外部研修、実践事例や資料
を共有する場が必要との声は、先行研究の調査で
も明らかになっている。発災以降、人事異動や若

手教員の採用なども進んでいる中で、指導の方法
や意識の共有が得られる研修の場は、確保されて
いない状況にあることがうかがえる。
（２）生徒対象のオリエンテーションの実施
『生徒対象に復興教育の理解と見通しを図るた
めのオリエンテーション等を行っていますか』と
いう質問に対して、回答を得た結果をまとめた（図
２）。「全校・学年で一斉に実施」が11校、「各授
業で実施」が11校、「実施していない」が回答を
得た40校のうち18校で全体の45％であった。

図２　生徒対象のオリエンテーション

（３）取組の達成度と今後の在り方の認識
①学校調査による取組の達成度
学校における復興教育の取組の現状についての
達成状況を把握するために、先行研究から見えた
課題を視点に設定した項目の調査を行った。調査
は、『自校の復興教育の取組に対する現状につい
て』を問い、６件法により実施し、平均値をグラ
フに示した（図３）。
平均値が最も高い数値となったのは「体験活動
を伴った取組を行うこと」であり、定着している
状況が表れている。一方で、平均値が低い項目は
「教科との関連性を図った取組を行うこと」となっ
ており、教科担任の負担が推察される。また、先

図１　教員対象の研修（のべ校数）
図３　【学校調査】取組の現状についての達成度
　　　	〈平均値〉
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行研究で指摘されている課題にもあるように、中
学校は教科担任制であることから、小学校以上に
教科横断的な授業を機能させるためにはカリキュ
ラムマネジメントの共通理解が必要であり、現状
においては形骸化、引継ぎの困難さが背景にある
と推察される。
②学校調査による取組の達成度〈沿岸と内陸の差〉
課題の一つである沿岸と内陸の差を検討するた
めに分析を行った。平均の比較では、７項目すべ
て沿岸が高い結果であった。さらに、マン・ホイッ
トニーのＵ検定を行った。結果を表１に示してい
るが、統計的な解析結果の理解を促すための補助
資料として、平均値も記載している。「震災を風
化させないように学びを継承していくこと」と「地
域に関連した指導内容や取組を組み込むこと」の
２項目について、有意な差が認められた。震災後
の沿岸における取組は、児童生徒の心のケアを配
慮しながらの推進であったが、時間の経過に伴い、
震災津波の教訓を風化させることなく伝承や学び
を継続させ、必要感をもって地域と関連させた取
組を推進していることがうかがえる。

表１　【学校調査】取組の現状についての達成度
　　　	〈沿岸と内陸の差〉

③管理職・教員調査による取組の達成度と今後の
在り方についての認識
「いわての復興教育」の取組の達成度と推進の
在り方に対する認識を、管理職と教員に調査した。
学校調査と同様に６件法で実施し、平均値をまと
め表に示した（表２）。

推進の在り方については、大きな差は生じな
かったが、達成度については、「理念をふまえて
指導する」「見通しをもたせて指導する」「資料や
データの蓄積」の３項目が低い値を示した。これ
まで各校で定着が図られてきた一方で、時間の経
過の中で形骸化を防ぐための取組の引継ぎや理念
の再認識の機会が不足していると推察される。
また、達成度と今後の推進の在り方の平均につ
いて、縦軸を達成度、横軸を今後の在り方として、
XY散布図に示した（図４）。項目名は表示の関係
上省略している。

図４　【管理職・教員調査】取組の達成度と推進
の在り方に対する認識〈XY散布図〉

達成度の平均値は3.90、今後の在り方の平均
は4.36である。縦軸を達成度、横軸を今後の在
り方、平均値を基準として４領域のマトリクスに
分けた。
達成度が低い３項目について注目してみると、

「オリエンテーション等で生徒に自校の復興教育
について見通しをもたせて指導すること」「自校
の復興教育の指導に関わる資料やデータの蓄積」
の２項目については、教員個人の意識や指導の課

表２　【管理職・教員調査】取組の達成度と推進
の在り方に対する認識〈平均値〉
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題というよりは、学校体制として改善が求められ
るものであり、実際に指導に当たっている教員の
必要感としてとらえ、手立てを講じたい課題であ
る。また、「「人材育成」という理念をふまえて指
導する」については、「いわての復興教育」を推進
するうえで理念の再認識の場や各校の指導計画の
見直しが求められると考える。
（４）管理職・教員がとらえる推進における課題
①管理職・教員による自由記述の内容
「いわての復興教育」の推進における課題につ
いての認識を把握するために、「推進する上で課
題と感じていることがあればお答えください」と
いう質問に対し、管理職・教員から自由記述によ
り回答を得た。その記述データについて、樋口
（2014）のKHCoderによるテキスト分析を行った
（図５）。
共起ネットワークで示したものでは、「推進の
見直しの必要性〔風化・時間の確保・自分ごとに
とらえさせる指導〕」「沿岸と内陸の意識の違い・
差」「震災を知らない生徒」「地域との関連の必要
性、実践や資料の共有」「教員や学校の温度差・
理解不足」「取組・内容の焦点化」などの課題や
今後の在り方の具体を読み取ることができた。

図５　【管理職・教員調査】取組を推進する上で
の課題〈自由記述の内容〉

②20代教員と50代教員の比較
先行研究で残された課題として、教員の意識の
差や理念や取組の引継ぎの難しさがあげられてい
た。そこで、沿岸と内陸による地域差だけではな

く、指導を行っている教員の年代による差を検証
した。推進における課題や今後の在り方の自由記
述データを、対応分析によって、20代と50代の
内容の差異の分析を行った（図６）。20代では「学
習」「教科」「必要」、50代では「見直し」「焦点」「育
成」「経験」「風化」などが、それぞれの年代の特
異な語群として示された。これらの語を使用して
いる記述を見てみると、20代では、「教科との関
連づけができない」「理念や取り組みの研修や共
通理解が必要」「資料や教材、時間が必要」とい
う内容であった。50代では、「震災経験のない生
徒と教員になる」「風化させず、人材育成という
理念を再確認」「取り組みや内容の焦点化、見直
しが必要」という内容であった。20代は、取組や
指導に関わる困り感や実践的な課題の内容であ
り、50代はこれまでの指導を経て、今後の在り
方や見直しの視点に関わる内容であった。

図６　取組を推進する上での課題〈20 代教員と
50代教員の比較〉

（５）	生徒がとらえる「いわての復興教育」の学び
や取組に対する関心

『「いわての復興教育」の学びや取り組みで「もっ
と知りたい・調べたい」と思うこと』として、生
徒から自由記述で回答を得たテキストデータを共
起ネットワークで表したのが図７である。
図７から「復興教育の取り組みと自分・地域と
の結びつき」「被災状況・被災者の意識の変化」
「被災した人・町・国の状況、支援の様子」「内陸、
自分の地域の学習」「今後、起こりうる災害につ
いての学習」「地震、津波、火山などへの対処法
に生かす」「未来の発展に生かす」などの視点を
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読み取ることができた。

図７　生徒がとらえる「いわての復興教育」の学
びや取組に対する関心

また、出現率の高い「復興・教育」の語句につ
いて、KHCoderのコンコーダンスを用いて語句の
使用文脈を見たところ、その中に「そもそも復興
教育がどのようなものか」「何を取り組んでいる
か」「どう取り組めばよいか」「いわての復興教育
が何かわからない、どうしてできたのか」など、
復興教育そのものを問う内容が見られた。
３　調査結果の考察
調査及び分析の結果を「教員・生徒の理解や認
識」「震災からの経過に応じた取組と指導」「学び
を深める地域との関連性」の視点から考察したい。
（１）「教員・生徒の理解や認識」についての考察
今回の調査結果から、教員において「教員が自
校の復興教育について理解して指導すること」「オ
リエンテーション等で生徒に自校の復興教育につ
いて見通しをもたせて指導すること」「自校の復
興教育の指導に関わる資料やデータの蓄積」の不
十分さが意識や取組にばらつきを生じさせる要因
になると推察した。人事異動や若手教員の採用な
ども進んでいる中で、人材育成をねらいとする「い
わての復興教育」の理念やプログラムの再認識、
自校の復興教育における取組の共通理解が求めら
れる。しかし、それらを共有するための校内研修
の場は確保されていないという状況が学校調査に
よって明らかになっており、教育現場の抱える多
忙さや限られた時間を考慮しながらも、手立てを

講じる必要がある。
また、調査の結果で表出した「復興教育」とい
う言葉に認識がない生徒がいる状況に対しては、
言葉そのものの周知ではなく、復興教育の取組や
学びが生徒にとって見通しのあることが重要だと
考える。実際、生徒が手にする副読本には「復興
教育」という用語は高校版から使われ、説明と共
に３つの教育的価値と具体の21項目が示される
一方、小・中学校版には記載はない。しかし、中
学校段階で、生徒自身がねらいや取組について理
解し、見通しをもって学びに向かうことは、教科
横断的な学びを有機的につなぐ重要な視点とな
る。
（２）	「震災からの経過に応じた取組と指導」につ

いての考察
学校調査の結果から、体験活動や関連する教科・
領域を全体計画に組み込むことの定着は図られて
きた。しかし、教員の調査からは、「全県共通の
復興教育の核となる指導項目や内容の焦点化」「人
材育成という理念をふまえて指導する」など、各
校の指導計画の見直しが求められていることが明
らかになった。学校の特色を生かし、各学校で教
育活動を編成する「いわての復興教育」であるが、
推進の課題として、構築したものの形骸化、教員
個々の理解と引継ぎの難しさなどの課題も示され
た。今後も、どの学校でも、どの教員も取組に関
わり、教育の充実を図っていくために、柱となる
教育活動の明確化も必要ではないかと考える。「い
わての復興教育」が始まった数年間は、取組の内
容に地域差があったが、震災の経験のない世代に
なり、調査結果からは沿岸の学校においても内陸
と同様に様々な教育活動に位置づけながら震災学
習を行っている現状が明らかになった。さらに、
生徒の取組に対する認識調査からも、震災や震災
津波からの学びと語り継ぎ、防災学習への関心は
高いことが示された。これらのことから、各学校
及び県内共通の教育活動をさらに分析・調査し、
「いきる　かかわる　そなえる」の教育的価値を
位置づけ焦点化した全県共通の教育活動を明確に
する必要がある。
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（３）	「学びを深める地域との関連性」についての
考察

調査結果から、今後の推進の視点として「震災
からの経過や各地域に対応した復興教育の核とな
る指導事項や内容の焦点化」が全県で共通の認識
であった。「震災を知らない生徒への指導」「自分
ごとに捉えさせる指導」「自分の地域との関連づ
け」など、教員がこれまでの指導や取組を経て、
改善や見直しに対する視点が明らかになった。こ
のことから、防災教育に留まらず人材育成を図る
教育として、生徒が自分ごととして学び、実践に
つなげるための地域学習の在り方が必要となる。
また、生徒がとらえる取組の認識の調査結果の
分析から、沿岸の地域に応じた必要感ある防災学
習の継続が実践力の育成に効果的に働く調査結果
が見られた。復興教育の取組が始まった震災後の
数年間は、特に沿岸は生徒に対する心のケア、様々
な実状に配慮しながらの推進であり、内陸との大
きな地域差があったが、今回の調査からは防災の
視点と共に「自分の地域」「自分の生き方」につな
げて学びを深めようという生徒の意欲・関心が示
された。沿岸の必要感ある地域に応じた防災学習
が生徒の実践力に結びついていることからも、「い
きる　かかわる　そなえる」の教育的価値をより
深化させるため各校の地域学習の位置付けは重要
だと考える。

Ⅲ　課題及び解決の手立てと具体的な方策
　　
１　課題及び解決の手立て
先行研究及び調査結果の分析をふまえて、本研
究の課題を、①「いわての復興教育」と自校の取
組に対する教員・生徒の意識や認識のばらつき、
②震災や震災津波からの教訓と防災を柱とした教
育活動を全県で継続させるための在り方、③自分
ごととして学びを深める地域との関連性の不足、
と設定した。これらの課題に対する手立てを〖手
立て１〗「いわての復興教育」と自校の取組の理解・
見通しをもたせる取組、〖手立て２〗「いわての復
興教育」に関連する県共通の教育活動の明確化、

〖手立て３〗地域学習を位置付けた「いわての復興
教育」の在り方の３つとした。
２　具体的な方策
（１）	〖手立て１〗「いわての復興教育」と自校の取

組の理解・見通しをもたせる取組について
本研究の課題①「いわての復興教育」と自校の
取組に対する教員・生徒の意識や認識のばらつき
に対する手立て具体的な方策を述べる。
本研究の調査結果から明らかになった「教員が
自校の復興教育について理解して指導すること」
「自校の復興教育の指導に関わる資料やデータの
蓄積」「オリエンテーション等で生徒に自校の復
興教育について見通しをもたせて指導すること」
を視点に改善の手立てを検討する。
大桃ら（2018）は、2013年度と2016年度に質
問紙調査を行い、取組の指導方法は「各教員の裁
量に委ねられている」という学校が２度の調査に
おいて７割を越えている状況を報告している。ま
た、学校現場において復興教育の理解を図る方法
は、教育委員会の訪問による指導・助言や説明会
などの研修会の実施からプログラムや副読本など
の資料や情報に変化してきていることを報告して
いる。本研究における調査でも、復興教育に関す
る教員研修の実施率は約20％であった。
これらの実態から、教育現場の抱える多忙さや
限られた時間を考慮しながらも、「いわての復興
教育」の理念やプログラムの再認識、自校の復興
教育における取組の共通理解をもつための工夫が
必要であると考え、年度初めのオリエンテーショ
ンの実施とその指導に関わる資料の内容し、資料
の作成に取り組んだ。どの学校でも生徒自身がね
らいや取組について理解し、見通しをもって学び

表３　オリエンテーションの概要
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に向かうことは、教科横断的な学びを有機的につ
なげる重要な視点だと考える。年度初めに各教科
や領域で行う「教科開き」「ガイダンス」のように、
１年間または３年間の学びの内容や取組の見通し
の共有を図る場である。概要を表３に示した。
（２）	〖手立て２〗「いわての復興教育」に関連する

県共通の教育活動の明確化について
 課題②震災や震災津波からの教訓と防災を柱
とした教育活動を全県で継続させるための在り方
に対する手立てとして、具体的な方策を述べる。
①県共通の「いわての復興教育」と関連を図る教
科の明確化
文部科学省「中学校学習指導要領総則」⑹の【総
則第２の２（２）】では、「各学校においては、生
徒や学校、地域の実態及び生徒の発達段階を考慮
し、豊かな人生の実現や災害等を乗り越えて次代
の社会を形成することに向けて現代的な諸課題に
対応して求められる資質・能力を、教科横断的な
視点で育成していくことができるよう、各学校で
特色を生かした教育課程の編成を図るものとす
る」としている。しかし、学校調査において、取
組の達成度の結果で７項目中最も低かったのは
「教科との関連を図った取組を行うこと」であっ
た。そのため、管理職・教員調査のデータの中から、
教科指導を担っている教員の回答データを抽出し
て再分析し、教科担任として関連付けている状況
を明らかにした（図８）。また、岩手県教育委員
会「いわての復興教育取組状況アンケート調査結
果」（令和１～３年度）⑸についても、同様の項目
の結果を比較した（図９）。その結果、「理科」「社
会」「保健体育」「技術・家庭」が他の教科群より

も実施状況が高いことがわかった。このことから、
県共通の「いわての復興教育」と関連を図る教科
を「理科」「社会」「保健体育」「技術家庭」に限定
した実践を提案する。
②県共通の「いわての復興教育」と関連を図る教
科の学習内容
文部科学省「中学校学習指導要領総則」⑹の付録
６にある（現代的な諸課題に関する教科等横断的
な教育内容）を参考にして、「いわての復興教育」
と関連付けている教科の学習内容の検討を進め
た。ここには、13分野の教育について教科等横
断的な教育内容を明記している。（現代的な諸課
題に関する教科等横断的な教育内容）は、学習指
導要領における各教育について、育成を目指す資
質・能力に関連する各教科等の内容のうち主要な
ものを抜粋し、各学校でそれぞれの教育目標や生
徒の実態を踏まえた上でカリキュラム・マネジメ
ントの参考として活用することをねらう資料であ
る。
まず、岩手県の調査結果から「学校で特に重点
として取り組んだ具体の21項目」のデータをま
とめた（表４）。これらの数値の高い価値項目と
13分野を対応させ、「郷土や地域に関する教育」
「生命の尊重に関する教育」「心身の健康の保持増
進に関する教育」「防災を含む安全に関する教育」
に絞り、検討の資料とした。
次に、本研究の教員調査のデータから、「担当
教科で復興教育と関連した授業を行っている場
合、内容を紹介してください」という記述による
回答データをKHCoderで分析し、その結果と「学

図８　復興教育と関連付けている教科【教員調査】

図９　復興教育と関連付けている教科【県教委調
査】（令和１～３年度）「いわての復興教育取組状
況アンケート調査結果」より
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校で特に重点として取り組んだ具体の21項目」
の結果（表４）と対応させて、教科と学習内容と「具
体の21項目」の関連性をまとめた（図10）。

図 10	 教科と学習内容と「具体の 21 項目」の関
連

さらに、文部科学省「中学校学習指導要領総則」
⑹の付録６にある（現代的な諸課題に関する教科
等横断的な教育内容）の「郷土や地域に関する教
育」「生命の尊重に関する教育」「心身の健康の保
持増進に関する教育」「防災を含む安全に関する
教育」に明記されている各教科の学習内容と対応
させて、県共通の「いわての復興教育」と関連を
図る教科と学習内容として整理した（図11）。
③「いわての復興教育」と関連を図る県共通の教
育活動の明確化による実践
ここまでで検討・整理した図11の内容を考察
すると、県内で「いわての復興教育」として関連
を図っている教科の学習内容は、防災教育を視点
とした内容が柱となっていることがわかる。今
野 （2022）が「持続可能な防災教育」として示した

『小・中学校における防災教育に関する学習内容
等』には、防災教育で重視される汎用性ある教科
横断的な学習内容が記載されおり、教育的価値の
位置づけは明記されていないものの、図11の内
容とほぼ同じであった。
このことから、本研究の課題である震災や震災
津波震災からの教訓と防災を柱とした教育活動を
全県で継続させるための在り方という視点から、
「東日本大震災と震災津波の教訓・語り継ぎ」を
継承させるための資料・教材と共に各校が教育的
価値「いきる　かかわる　そなえる」と関連を図っ
ている校内外の教育活動の代表的な例をまとめ、
示すこととした（図12）。各校既存の教科学習と
内在する教育活動を柱としながら、岩手としての
震災からの学びを踏まえた「いわての復興教育」
の骨子を可視化・明確化した上で実践することで、
県内のどの学校どの教員も共通理解の上、取組を
継続させていく一助となると考える。

表４　学校で特に重点として取り組んだ「具体
の 21項目」【県教委調査】
（令和１～３年度）「いわての復興教育取組状況ア
ンケート調査結果」より

図 11	 県共通の「いわての復興教育」と関連を図
る教科と学習内容	

図 12	「いわての復興教育」と関連を図る県共通
の教育活動
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（３）	〖手立て３〗地域学習を位置付けた「いわての
復興教育」の在り方

課題③「自分ごととして学びを深める地域との
関連性の不足」に対して、具体的な方策を述べる。
①「いわての復興教育」プログラムからみた地域
学習の必要性
「いわての復興教育」プログラムは、学習指導
要領の改訂に対応し、平成31年３月に第３版⑵
が発行されている。その中で、「いわての復興教
育」を学校経営の基本方針や経営の基本方針の重
点への位置付ける際の考え方と共に、各学校の推
進における「大切な視点」を示している。「「ひと・
もの・こと」との関わりの中から学ぶ」「組織的・
有機的指導」「学校の実状に応じた内容」の３つ
である。これらは、平成25年２月の改訂版⑴から
引き継いでいる視点であるが、改訂版では「地域
住民のつながりを強化」「学校のよさを再発見」「体
験活動の充実」「学びの質の向上」等の具体的な
項目が追記されている。さらに、『地域とのつな
がりの必要性』として、新たに具体が記載されて
おり、県としての推進にかかわる方向性を示唆し
ている。
②副読本「いきる　かかわる　そなえる」の活用
からみた地域学習
「いわての復興教育」の特徴の一つに、教師用
のプログラムと共に、副読本「いきる　かかわ
る　そなえる」など指導資料の充実があげられる。
2016年版は、東日本大震災の時の出来事や復興
に関わる内容が主となっているが、2020年版は、
前年に発行されている「いわての復興教育」プロ
グラム【第３版】⑵に対応させ、学校や地域の特色
ある取組を扱う内容が主となっている。ページ構
成として、生徒が自分や自分の地域に結びつける
項目が設定されている等、学びを深められるよう
になっている。また、同副読本にはそれぞれ教師
用手引きがあり、総合的な学習の時間・教科・特
別活動・行事などの教育活動の事前事後学習、さ
らに家庭や地域でも活用できるようになってい
る。
佐藤（2021）は、「いわての復興教育副読本に

よる総合的な学習における地域学習の内容と可能
性」について報告している。副読本「いきる　か
かわる　そなえる」（2016）と「いきる　かかわ
る　そなえる」（2020）の地域学習における多様
性とその可能性について検討し、「東日本大震災
に関連すると取り組みが一定割合を占めるのは当
然であるが、地域を愛し、その発展を担う人材を
育成することをねらいとすると、「特色ある教育
活動」「地域の産業」「地域学」というように、多
様な内容が生まれる。このことは学校独自の地域
学習につながると考える」と述べている。また、
副読本が新たな地域教材の開発の視点を学ぶ資料
となる可能性について「副読本に掲載されている
地域学習の内容の多くは総合的な学習の時間に行
われているものである。総合的な学習の時間では
教師の教材開発力が必要とされるが、本副読本は
教師の地域教材の開発の視点を学ぶことができる
と考える。」とし、研究において行った副読本の
分類化が、そのまま地域教材の開発の視点になる
と論じている。
これらのことから、2020年版の副読本の活用
において、生徒が学校や地域の特色ある取組を扱
う内容と自分や自分の地域とを結びつけられるよ
う、各校の復興教育に地域学習を位置付けること
を検討していく。
③地域学習を位置付けた「いわての復興教育」の
グランドデザイン
管理職・教員がとらえる「いわての復興教育」
の推進における課題には「生徒が自分ごとにとら
える指導」「地域との関連性」があり、震災津波
の教訓を沿岸の津波防災に限定することなく、各
学校や地域との関連性を図った指導の在り方が求
められている。他方、「いきる　かかわる　そな
える」の教育的価値をより深化させることを念頭
においた、各校の地域学習の位置づけや指導改善
につながる方策は十分とは言えない。本研究の学
校調査や先行研究からは、学校や地域の特色を生
かし復興教育と関連付けている教育活動は総合
的な学習の時間を軸として定着が図られているこ
とが明らかになっている。しかし、「いわての復
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興教育」プログラムで示
されている自校の復興教
育の「基本的な組み立て」
に基づいたビジョン共有
が引き継がれないまま、
取組や指導場面に直面し
てしまう現状が推察され
る。
そこで、〖手立て２〗の
方策で示した「いわての
復興教育」と関連を図る
県共通の教育活動を用い
て、教育活動に地域学習
を位置付けた全体構想を検討した（図13）。「自校
の復興教育の取組の理解不足」や「カリキュラム・
マネジメントの形骸化」にも有効な手立てと考え
る。

Ⅳ　方策を踏まえた実践による検証

１　Ａ中学校での「いわての復興教育」オリエン
テーションについて

（１）	Ａ中学校での実践
Ａ中学校は、総合的な学習の時間にキャリア教
育や地域学習を核として、３年間系統立てて取り
組んでいる。Ａ中学校は本研究の生徒調査
の対象校であり、調査は令和４年12月に実施
した。オリエンテーションは令和５年５月の実施
である。調査において、「いわての復興教育」や「復
興」に疑問を抱いていた回答をした生徒が複数い
た学年を対象とした。「いわての復興教育」の理念、
自校の取組の共通理解を図る機会とし、学年の生
徒と教員が共に理解や認識を深めることを目的と
したオリエンテーションである。
構成の主な内容は、「オリエンテーションのね
らい」「復興教育ができた理由」「復興教育の目的」
「教科との関連」「総合的な学習の時間との関連」
「震災・防災との関連」「自分の生き方との関連」
である。教師と生徒の共通認識が図れるように必
要な用語は、可能な限り副読本やプログラムに使

用されているものを使用するようにした。
（２）	オリエンテーションの実践の成果
オリエンテーションの事前と事後にアンケート
を実施した。オリエンテーション前に実施したア
ンケートでは、「復興教育についてどのくらい知っ
ていますか」という質問に対し、132人中109人
の生徒が「あまり知らない」「全く知らない」とい
う回答であった。オリエンテーション後に実施し
たアンケートでは、「オリエンテーションの内容
ついてどのくらい知っていましたか」という質問
に対し、132人中110人の生徒が「ほとんど初め
て知った」「知らなかったことが多い」という回
答であった。さらに、「復興教育ができた理由」「復
興教育の目的」「教科との関連」「総合的な学習の
時間との関連」「震災・防災との関連」「自分の生
き方との関連」の６項目について、事前には認識
度、事後には理解度を質問したが、どの項目につ
いてもオリエンテーションの実施により理解が深
められたことが示されていた。
２　地域学習を位置付けた「いわての復興教育」
のグランドデザインの作成と検討

（１）	Ａ中学校におけるグランドデザインの作成
と評価

Ａ中学校は、オリエンテーションの実践を行っ
た学校である。Ａ校の教育資源を生かした復興教
育全体計画の必要性と、カリキュラムマネジメン
トの充実を図る目的から、グランドデザインを作

図 13		地域学習を位置付けた「いわての復興教育」のグランドデザイン
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成し、学校で活用していくために管理職や教員か
ら評価及び意見を得て、改善を行った。
Ａ中学校の地域学習を位置づけた「いわての復
興教育」のグランドデザインを校長、教務主任、
復興教育担当に見てもらい、評価・意見を得た。
評価・意見の内容は主に４つの視点にまとめるこ
とができ、考察と改善の手がかりとした。
ア　地域学習を位置付ける意義
学校が、地域の教育資源、特性を生かして、教
育活動を関連付けて充実させることで、生徒は地
域を土台として、学びを生活に結びつけ、体験・
実践し価値を深めていくことができる。地域とか
かわりながら人としてどう生きていくか、学びと
体験を往還させていくことは、人材育成そのもの
で地域学習を位置付ける意義である。
イ　地域学習の位置付けは学校経営の見直しの視
点
「いわての復興教育」のグランドデザインを自
校のものとして再構成することで、学校や教育活
動を俯瞰して見ることができるようになる。地域
の中で「学校教育は何を求められているか」とい
う視点で見直し、学校経営に新たな可能性を見出
すことができる。
ウ　全体像を共有できるグランドデザイン

ワンペーパーの効果として、全体像のイメージ
共有、年間通した確認ツールとして、教員相互の
連携や個々の指導の“きっかけ”になる。「やるこ
との確認」「方向性や関連性の確認」「取組の意義
付けの確認」などの情報ツールとして、手がかり
になる。さらに“しなやかな枠組み”として、応
用や発展が見通せる。県共通の教育活動も、転勤
に関係なく、基本的な骨子が掴め安心感になる。
エ　引継ぎツール
復興教育の担当者が引継ぎツールとして活用す
る場合、「いわての復興教育」プログラムとリン
クする内容や言葉が用いられていると安心ことに
つながる。このグランドデザインの読み取りや活
用のイメージを促す補助資料もあれば有効である
と考える。
以上のように、Ａ中学校の地域学習を位置づけ
た「いわての復興教育」のグランドデザインに対
して、一定の評価を得ることができた。また、改
善の視点として検討し、再案を作成した（図14）。
（２）	Ｂ中学校におけるグランドデザインの活用

と評価
中学校での再案デザインをＢ中学校に対応させ
て、グランドデザインを作成した（図15）。
Ｂ中学校では、全体計画と指導計画があり、指

図 14	〈Ａ中学校〉 地域学習を位置付けた「いわての復興教育」のグランドデザイン
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導計画では教育活動全般の指導計画が詳細に示さ
れている。Ｂ中学校に持参したグランドデザイン
について、校長は「カリキュラム・マネジメント
は担当だけでは実現しない。形は残っていても、
受け継ぐ意識ではなく、現在の学校や生徒を見な

がら再構築しなければならない。そのために、教
員はカリキュラム・マネジメントを学び直す必要
がある」と話された。その上で、「教科・領域」の
教科横断を図る部分が個々の教員の裁量となるの
で、「自校の復興教育の理解と共に、教科等横断

図 15		〈Ｂ中学校〉 地域学習を位置付けた「いわての復興教育」のグランドデザイン

図16		地域学習を位置付けた「いわての復興教育」のグランドデザイン【補助シート】
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的な学習の構想や考え方の指針が必要」と述べら
れた。Ｂ中学校では、自校の年間指導計画の運用
に向けた教科担任の理解とイメージづくりにおけ
る活用が考えられるとの講評を得た。
（３）考察と再検討
Ｂ中学校の校長から、「いわての復興教育」の
成果について話を頂いた。その中で、地域の防災
だけでなく、生徒が地域に結びつけながら学びを
関連づけ実践していくと「学びがリアルにつなが
る」姿を見ることができると述べられた。一方で、
「子どもは、教えられながら学び、学び方も先生
たちの意図した働きかけから得ていく。学びの関
連づけを取組の中で教師と生徒で行っていくが、
指導者の理解や指導観が影響する。」という推進
の課題にも触れられた。
教科等横断的な学習内容と指導の構築は、学校
で生徒の資質・能力の育成に向けて方向性を整備
し、共有することが大切であるが、主体的で専門
的な個々の教員の力が担う面も重要になる。これ
らのことを踏まえ、地域学習を位置付けた「いわ
ての復興教育」のグランドデザインと共に、この
デザインの活用の理解を促す補助シートを提案し
た（図16）。

Ⅴ　研究のまとめ

本研究では、「いわての復興教育」について各
校で構築してきた教育活動を形骸化させることな
く引き継ぎ、学校や地域の特色、生徒の実態に応
じて教育活動の充実を図ると共に、震災や震災津
波から教訓を生徒の学びとしながら、人材育成と
しての教育の在り方を継承してくため、その課題
の手立てを探ってきた。
今後の課題について述べたい。「いわての復興
教育」と自校の取組の理解・見通しを持たせる取
組については、オリエンテーションの実施と内容
の検討を行い、「いわての復興教育」の理解と自
校の取組を通して、生徒が取組や学びに見通しを
持たせることをねらう内容として、構成した。特
定の学校と学年を対象としての実践であり、オリ

エンテーションの時期や学年に対応させること、
３年間の系統性を踏まえた３学年分の内容構成で
の検討などが、今後の課題である。
本研究において、「いわての復興教育」に関連
する県共通の教育活動を明確にし、地域学習を位
置付けたグランドデザインを提案した。全県の中
学校に対応する「いわての復興教育」の骨子とな
り、各校の推進に資するデザインを検討したが、
地域学習の多様性に対して汎用性を示すことがで
きるよう、複数のデザイン提案に至らなかったこ
とが課題である。
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A Study on the Collaboration and Cooperation between Local Communities and Schools

:Focusing on the Role of Local School Collaboration Promotion Officers and Others who Connect Local 

Communities and Schools:

要　約
県内小学校では学校と地域の連携・協働による教育の質の向上が求められている。より効果的な連携・
協働の体制づくりとして，地域学校協働活動推進員等の役割の必要性が示されている。本研究の目的は，
学校と地域の連携・協働において ,地域連携窓口担当者や管理職，教員間において認識にどのような違い
があるのかを明らかにした上で，特に地域学校協働活動推進員等の役割等について，実際の小学校や地域
学校協働活動推進員，社会教育地域連携担当者等を調査することで，どのような手立てが有効であるか検
討することである。
学校と地域の連携・協働と地域学校協働活動推進員等の役割に関して，【地域学校協働活動推進員等を
生かしたよりよい教育活動の構築】【地域人材の発掘，継続的確保の工夫】【地域と学校の連携・協働の認
識，周知】【地域と学校の目指す学校像の共通理解の必要性】という４つの視点が見出された。県内小学
校では様々な手立てにより課題の解決に向けた取組や，地域学校協働活動推進員等の役割を生かした教育
実践の工夫が行われていることが明らかになった。
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Ⅰ はじめに

１　本研究の背景
　平成27年に取りまとめられた中央教育審議会
答申「新しい時代の教育や地方創生の実現に向け
た学校と地域の連携・協働の在り方や今後の推進
方策について」を踏まえ，学校運営協議会の設置
の努力義務やその役割の充実などを内容とする地
方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正が

行われ，平成29年より施行された。平成29年に，
小学校学習指導要領総則編において，「目標を学
校と社会が共有し連携・協働しながら新しい時代
に求められる資質・能力を子供たちに育む『社会
に開かれた教育課程』の実現を目指し，学習指導
要領が学校，家庭，地域の関係者が幅広く共有し
活用できる『学びの地図』としての役割を果たす」
と示された。一方，社会教育においては，「地域
と学校の連携・協働」を全国的に推進するため，
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地域と学校がパートナーとして共に子供たちを育
てるために行うものを社会教育法において「地域
学校協働活動」と定義した。また，同法において
「教育委員会が地域住民等と学校との連携協力体
制を整備することや，「地域学校協働活動推進員
（以下「活動推進員等」と表記）」の委嘱に関する規
定を整備した。
　X県の現状としては，地域密着型の教育活動を
進めている学校も多い。特に昭和40年から続く，
学校，家庭，住民が総ぐるみで地域の教育課題の
解決に自主的に取り組むX県独自の教育運動であ
る「教育振興運動（以下「教振」と表記）」は，X県
の教育環境の整備充実に大きな役割を果たしてき
ている。さらに県内各地区では，PTA活動，各種
地区団体との連携がそれぞれに浸透し継承されて
おり，その地域独特の地域との連携の形が構築さ
れ，現在に至っている。

２　本研究の目的
　本研究の目的は，X県内小学校における，地域
と学校の連携・協働の取組について，現状や課題
を明らかにし，さらに活動推進員等の役割に着目
することで，地域と学校の連携・協働の促進の在
り方について，具体的な手立てを示すことである。
　全国的に学校と地域の連携・協働が求められ，
その一つとして学校運営協議会設置が求められて
きた。また，X県においては教振やPTA活動といっ
た様々な地域連携の形態があり，その蓄積がある。
X県では今までの地域連携の形態が確立している
ことから，場合によっては地域連携の組織が複数
存在すると捉えられてしまう懸念もある。
　そのため，地域と学校をつなぐ活動推進員等の
役割に着目し，地域や学校ごとの実情に応じた
様々な活動について調査する中で，X県における
地域連携の在り方について現状と課題を検討する
ことにより，今後の方策を明らかにしていきたい
と考えた。解決の手立てを探ることで，今後の学
校運営の充実の一助としたい。

３　先行研究等
　研究の論点を踏まえて，これまでの先行研究を
たどる。
　坂田（2022）は，「地域連携カリキュラムをマ
ネジメントしていく上で，計画・実施・評価・改
善の活動を研修計画に位置付け，そこに活動推進
員等を関わらせたことは，教職員の当事者意識を
高め，実践に結び付けようとする態度を生み出す
ことにつながった」としている。
　また石原・堀他（2020）は，「市町村における
学校と地域の連携・協働の組織化を推進する場合，
地域と学校任せにして組織の枠づくりを先行させ
ると，地域学校協働活動が継続・発展しないこと
が予想される」と述べ，「市町村（教育委員会）は、
基本方針を広く周知し，地域全体が自分事として
『関心をもつ』ことが事業の成否につながる」とし
ている。
　桑引・湯田（2022）は，「学校が抱える諸問題
を解決に導くためには，学校の自助努力だけでは
限界があり，家庭や地域住民等の幅広い参画と地
域資源の活用が必要不可欠である」と述べている。
課題としては，「教員の人事異動による事業の継
続性の問題が挙げられ，キーパーソンとなる人物
の異動による影響は極めて大きく，担当者の外部
化等の仕組みづくりの検討が必要」と述べている。
　長友・静屋他（2017）は，「どんな子供たちに
育ってほしいのか，そのためには何ができるのか
について常に熟議」することで，「学校運営協議
会が本来の機能を果たし，質の高い学校教育の実
現，社会に求められる教育の実現に向かうことが
できると考える」と述べている。課題としては「コ
ミュニティ・スクールの意義や役割について，保
護者・地域住民，そして学校運営協議会委員にも
十分に認知されていない状況がある」とし，「コ
ミュニティ・スクールを『学校を支援する仕組み』
としてだけ捉えるのではなく，地域の子供たちを
学校と一体となって育てていくという本来の目的
を十分に認識される必要がある」と述べている。
　このように，学校の組織体制として，地域連携
窓口教員と活動推進員等の連携の推進が重要と
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なってきていることが示されている。
　また，地域と学校の連携・協働に関しての周知・
理解と，目的・目標の共有の必要性について明ら
かになった。しかし，地域学校協働活動の事業に
関して，継続していくための人材確保等に課題が
あることが分かった。
　以上，全国的な状況について明らかになってい
る点について，X県はその役割に着目したものは
まだ明確ではなく，管理職・窓口担当者や活動推
進員等の個人の取り組み，あるいは地域ごとの地
域連携の蓄積から成り立っている場合がある。
　そこで，研究の視点を
【活動推進員等を生かした教育活動について】
【地域人材の発掘，継続的確保について】
【地域と学校の連携・協働の認識・周知について】
【地域と学校の目指す学校像の共通理解について】
の４項目とし，調査を進めた。

Ⅱ　調査

１　X県の学校と地域の連携・協働に関わる認識
調査結果

（１）調査の概要
　X県の公立小学校における地域と学校の連携・
協働の現状と課題を明らかにするために，小学校
抽出校の窓口担当者や管理職，教員と活動推進員
等にアンケート調査を行った。また，社会教育地
域連携担当者等，活動推進員等，管理職への訪問
調査を実施し，現状や課題について調査，分析す
ることとした。令和4年12月から令和5年2月に
X県公立小学校103校と，令和5年2月の活動推
進員等研修会に参加の活動推進員等にアンケート
調査を依頼した。小学校への調査において，窓口
担当者には地域連携に関する認識や現状，活動推
進員等の役割について，それ以外の管理職・教員
には主に地域連携に関する個々の認識について，
６件法によって質問した。さらに，地域連携活動
の好事例や課題と考える点について，記述により
回答を求めた。また，活動推進員等には，活動の
現状や課題と考える点，活動内容や今後必要と考

える点等を６件法と記述により回答を求めた。
　抽出校103校の内，窓口担当者79名（回答率
77%），管理職・教員222名（回答率約47%）から
回答を得た。
　訪問調査に関しては，活動推進員等３名，社会
教育地域連携担当者３名，管理職２名に対面での
訪問調査を行った。なお，調査の実施においては
質問紙調査及び，地域連携に関する認知状況や連
携の状況を考慮し，調査対象を抽出した。
　研究倫理について，本研究では，研究協力者に
対して，本調査の目的と方法を説明するとともに，
協力が任意であることを伝え，承諾を得た。また，
岩手大学「人を対象とする研究倫理審査会」によ
る承認を得た（承認番号第202332号）。

（２）調査結果
①「視点１：活動推進員等を生かした教育活動」
に関して
ア　活動推進員等の効果（窓口担当者記述）
　図１は，窓口担当者の活動推進員等の効果に関
する記述をKH Coder共起ネットワークで表した。
なお，本論のテキスト分析は，樋口 (2014)によ
るKH Corder 3.Beta.０３iを用いた。主な内容と
して，「円滑な活動の推進」「講師や場所の確保」
「スムーズな連絡・調整による教員の負担軽減」「体
験学習ボランティアとの仲介」「ボランティアの

図１　活動推進員等の効果について（窓口担当者
記述）
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招集，活動の説明」「学校運営協議会での意見」「地
区交流センター，PTAとの連携」等，様々な効果
を感じていることが分かった。

イ　活動推進員等に関しての効果の認識（管理職
と教員の比較）
　図２は，管理職と教員の，活動推進員等に関し
ての認識の比較である。「人材確保」「連絡調整」
「役割の理解」「取組の継続」「目標の共有」「教員
の負担減」の各項目について，６件法で調査を行っ
た。
　いずれの項目においても管理職の方が高く，理
由として，「学校運営協議会運営に携わっている
こと」や，「外部人材との連携を窓口担当者と共
に行っていること」等が考えられる。一方，教員
が低い理由として，「活動推進員等との接点が管
理職より少ないこと」「活動推進員等の役割の認
識不足」等が考えられる。

図２　活動推進員等の認識の比較（管理職・教員）

②「視点２：地域人材の発掘，継続的確保」に関
して
ア　窓口担当者の地域連携に関する認識の必要度
と達成状況
　窓口担当者の，地域連携に関する必要度と達成
状況を比較したものを図3に示した。
　地域連携に関する項目の平均値は必要度が
5.49，達成状況が4.18であった。いずれの質問
項目においても必要度の方が高くなっており，こ
こから地域連携に関して様々な必要感はあるが，
達成していると感じるに至っていない現状が見て

取れる。必要度として最も高かったのは「継続的
人材の確保」である。しかし，達成状況は4.0と
最も低くなっている。このことから，窓口担当者
が継続的に地域人材を確保することに困難を抱え
ている傾向にあると言える。
　次いで「つなぐ役割」「人材の発掘」の必要度が
高く，達成状況が低いことから，いずれも「人材」
に関して改善の余地があると考える傾向にあるこ
とが分かった。
　一方，達成状況を見ると，「人材を生かした教
育活動」の達成状況が他の項目と比較し高い傾向
にあった。記述より「農業体験の際の専門的見地
を生かして」「稲作体験等実感の伴う体験活動が
できた」「地域の方を講師に地域を知る活動の実
施」等，教育活動に効果的な地域人材の生かし方
ができていると認識している学校も多い傾向があ
ると言える。

図 3　窓口担当者の地域連携に関する必要度と達
成状況

イ　地域人材の発掘，継続的確保について
　　（訪問調査）
　X県公立小学校における地域と学校の連携・協
働の現状と課題を明らかにするために，県内抽出
小学校の管理職，活動推進員等，社会教育地域連
携担当者等への訪問調査を実施した。訪問調査よ
り，地域人材の発掘，継続的人材の確保について
実際どのように進められているかを聞くことがで
きた。実際の活動について明らかになった好事例
について，表1のように分類し主な内容を示す。
　「（ア）広報活動の展開の工夫」について，アン
ケートの記述から，ボランティア募集のポスター
等の作成は，学校が行っているところと，活動推
進員等の広報で募っているところがあると分かっ
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た。A地区は，「ボランティア便りの年度の最終
号に，１年間の活動実績を載せている」とのこと
であった。年間の見通しや活動内容が分かること
で，ボランティアにつながることもあると考える。
　「（イ）引継ぎ資料や活動報告等の活用」につい
て，B地区では「活動報告書」を活動の目的や内容
の共有に活用しており，新たに関わる方がイメー
ジを持ち関わりやすくなることもあるということ
であった。
　「（ウ）教員との共通確認の手立て」について，
活動推進員等が来校する日の明確化や，活動推進
員等の活動場所（職員室の座席，PTA室等）の確
保があると，教育活動にどのような人材が必要か
把握しやすくなり，地域にも声をかけやすいとの
ことであった。
　「（エ）地域学校協働活動本部とのつながり」に
ついて，「ボランティア募集をかけるが，今まで
の地域と学校が連携して進めてきた母体に声をか
けると人が集まりやすい」という話もあった。長
年の蓄積を効果的に活用することで人材の確保に
つながる実際があることが分かった。
　「（オ）教振を生かした人材の継続的確保」につ
いて，50数年続く教振において，様々な活動実
践がなされてきた。「５者連携」として活動が行
われており，そこには様々な立場の方々が関わっ
ている。学校の教育活動に必要な人材を，教振に
関わる方々と連動させて一体的に進めている実態
も見えた。
　「（カ）活動協力者等の蓄積」について，訪問調
査を行った各地区の管理職や窓口担当者，活動推
進員等はいずれも，「どの活動内容であれば，ど
こに依頼すればよいか」が分かるような「連絡場
所と協力者の掌握」を行っていた。この活動協力
者等の蓄積は，管理職・教員の転勤等に左右され
ず継続的確保につながると考える。

人材の発掘
に関わって

（ア）広報活動の展開の工夫
（イ）引継ぎ資料や活動報告書の活用
（ウ）教員との共通確認の手立て

継続的確保
に関わって

（エ）地域学校協働本部とのつながり
（オ）教振を生かした人材の継続的確保
（カ）活動協力者等の蓄積

表１　地域人材の発掘，継続的確保に関わって（訪
問調査）

③「視点３：地域と学校の連携・協働の認識，周知」
に関して
ア　地域連携に関しての，管理職・窓口教員とそ
れ以外の教員との比較
　管理職・窓口担当者とそれ以外の教員との間の，
必要度と達成状況の認識に違いがあるかを把握す
るために，マンホイットニー U検定を実施した。
必要度と達成状況の差の，管理職・窓口担当者と
教員との比較を行った結果を表2に示した。なお，
網掛けの部分は両グループの評価平均値及びその
差異である。これは統計的な解析結果の理解を促
すための補助情報として示している。
　比較した項目は「①学校像の共有」「②つなぐ
役割」「③教育課程に沿った連携」「④人材の発掘」
「⑤人材を生かした教育活動」の５項目である。
　検定の結果から，いずれの項目に関しても有意
な差が見られた。このことから，管理職・窓口担
当者は地域連携に関して上記の項目の必要性を感
じているが達成状況は必要度ほど高くはない認識
であると言える。
　項目ごとに結果を示すと，「①学校像の共有」
に関して有意な差が見られた。管理職・窓口担当
者の方が，教員より学校像の共有に関して必要感
が高いことが分かった。301名中290名が，達成
状況より必要度が高い回答であったが，管理職・
窓口担当者の中に3名，教員の中に8名，必要度
より達成状況の方が高い値を示した回答があっ
た。記述を見ると，「活動推進員等の方に入って
いただき，学校だけの取り組みではなく，児童育
成のため，多面的な支援を考えていただいている」
等があり，学校像の共有の達成状況が高いことが
好事例につながっている地域や学校もあることが
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分かった。
　「②つなぐ役割」に関しても有意差が生じた。
管理職・窓口担当者は，コーディネーター的役割
の必要性を感じているが，教員は管理職・窓口担
当者よりもコーディネーター的役割の必要性を感
じていない傾向にあると言える。また，管理職・
窓口担当者，教員を合わせた301名中，295名は
必要度の方が達成状況より高かったが，管理職・
窓口担当者の中に１名，それ以外の教員の中に５
名，必要度より達成状況の方が高い値を示した回
答があった。記述を見ると，「活動推進員等の方
がボランティアを集めてくれるので，田植え等の
学習が円滑に進む」等があり，活動推進員等がボ
ランティアを確保しやすい仕組みが確立している
と達成状況が高いことも見えてきた。
　「③教育課程に沿った連携」に関しても，有意
な差が見られた。301名中管理職・窓口担当者の
中に2名，教員の中に9名，必要度より達成状況
の方が高い値を示した回答があった。記述を見る
と，「児童への読み聞かせ」「家庭科のミシン学習」
「校外学習」「体験学習」等様々な教育活動の中で
地域との連携が図られていることが挙げられた。
この項目に関しては，実際の教育活動を行う中で，
教員が地域との連携・協働の実感を持ったのでは
ないかと考えた。一方で，「事故発生時の責任の
所在」や「守秘義務の徹底等のルール」等の心配が
あることや，「打ち合わせの増加」「人的・時間的
余裕が必要」等の記述があり，課題もあることが
分かった。
　「④地域人材の発掘」に関しても有意差が見ら
れた。このことから，管
理職・窓口担当者は，現
状よりさらに地域人材
の発掘が必要と考えて
いることが分かった。必
要度は高いが達成状況
は低い回答をした記述
の中には，「活動推進員
等の導入が必要」や，「学
校主体で人材を探して

いるため教員の負担になっている」，また「過疎
地域は地域独自での人材発掘が難しく，外部人材
を投入する仕組みが必要」等の課題が見受けられ
た。
　「⑤人材を生かした教育活動」に関しても有意
な差が見られたことから，教員より管理職・窓口
担当者は「より地域連携活動の充実が必要」と感
じていることが分かった。288名は必要度の方が
達成状況より高かったが，13名は必要度より達
成状況の方が高い値を示した回答であった。記述
を見ると，「活動推進員等の方に活動の課題点を
指摘いただく等，次年度につながる助言をいただ
いている」や，「活動推進員等が学習活動に合っ
た人材を確保してくれたため，活動の充実が図ら
れた」等があり，教育活動の充実につながる仕組
みが確立している地域や学校があることが分かっ
た。
　一方，「地域と連携するということは，時とし
て時間を割かなければならない状況もあるため，
メリットはあるが負担もあることは否めない」と
いった記述もあった。
　以上のことにより，管理職・窓口担当者は，地
域連携に関する認識として，教員よりも必要感が
ある，つまり改善の余地があると感じていること
が分かった。
　教員は管理職・窓口担当者に比べ，必要度と達
成状況の差が少ないことが分かった。これは，地
域との連携・協働に関して，促進の必要性を感じ
ているかどうかによって生じた差ではないかと考
える。

表２　管理職・窓口担当者と教員の認識の比較（マンホイットニー U検定）
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イ　地域連携に関わる管理職と教員の課題と思わ
れる点の記述の比較
　地域連携に関して課題と考える点について，外
部変数を「管理職」と「教員」とし，調査結果であ
るテキストデータを共起ネットワークに示したも
のが図4である。
　管理職と教員に共通して出現した語として，「地
域，連携，人材，発掘，活動，学校運営協議会，
確保，教振，組織，共有，コーディネーター」等
がみられた。「地域」に関連して前後の文を見ると，
「地域人材の確保や発掘」また，「活動推進員等の
確保や連携」等の記述が多くみられた。このこと
から，「人」の確保が喫緊の課題の一つであると
言える。また，管理職のみに出現した言語に，「高
齢，充実，コミュニティ・スクール，推進」等が
見られた。長年活動している方に固定化されてい
る懸念や，教育活動の質の向上のため，コミュニ
ティ・スクールの仕組みを生かした推進が必要と
いう認識があると言える。　　
　一方，教員側に出現した語の中に，「教員，増
える，役割，理解，活用，調整」等があり，「教
員の業務が増える」「活動推進員等の役割の理解
が必要」「地域人材の効果的な活用と，その円滑
な調整」等の課題の認識があると言える。

④「視点４：地域と学校の連携・協働の認識，周知」
に関して
ア　今後の課題についての記述（窓口担当者）
　地域との連携・協働に関して課題と考える点に
ついて，窓口担当者を対象に，その役割の中で感
じた課題等の自由記述アンケートを実施した。そ
の調査結果であるテキストデータを共起ネット
ワークに示したものが図5である。
　「内容」と「精選」という言語に共起関係がある。
「目指す学校像について地域と共有し，そのため
の内容を精選していくことが必要」との記述も見
られた。
　また，「教育」「振興」「運動」「組織」に共起関
係が見られた。記述の中には，「教振や学校運営
協議会，その他の地域連携等，組織が複雑になり
効果が下がってしまわないよう整理していくこと
が必要」等が挙げられた。
　さらに，「コーディネート」「機能」「効果」「明確」
「向上」「校長」「本校」「在り方」「深まる」に共
起関係がある。言語の出現頻度も高く，「活動推
進員等によるコーディネート機能の充実」や，「目
指す学校像の共有の下，ねらいを明確にし，教育
の質の向上につなげることが必要」等の記述も見
られた。

図４　地域連携に関わる管理職と教員の課題と考
える点の記述の比較（自由記述）

図５　今後の課題についての記述（窓口担当者）
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イ　学校運営協議会における主な協議内容
　　（窓口担当者）
　図６は，学校運営協議会における協議内容を調
査した結果である。「地域人材の活用」「まなびフェ
スト」「安全・防災教育」「学校評価」「教育課程」
「ボランティア活動」「学校行事」「校内環境整備」
「教振」「児童会活動」「学校予算」「教員の人事」
「地域や保護者の状況」等，様々な項目が協議さ
れていることから，コミュニティ・スクールの仕
組みを生かした協議がなされていることが分かっ
た。しかし，この協議が熟議となっているかに関
しては，今回の調査では明らかにすることができ
なかった。

図６　学校運営協議会における主な協議内容

（３）結果および考察
　活動推進員等の役割について，直接関わりのあ
る窓口担当者は役割の効果について実感があるも
のの，教員は教育活動の具体的な効果に至る以前
に，活動推進員等に関する周知・理解不足がある
ことも見えてきた。しかし，管理職，窓口担当者，
教員いずれの記述の中にも「コーディネート機能
の充実」が挙げられており，今後より一層学校と
地域をつなぐ役割の充実に向けた学校の取組が必
要になってくると思われる。
　さらに，活動推進員等の勤務日等に，窓口担当
者をはじめ教職員と話す機会があると，学校の
ニーズを把握しやすいという記述もあり，活動推

進員等と教職員の関わり方によっても，役割の効
果の感じ方が変わってくるのではないかと考えら
れる。
　今後，学校では，活動推進員等の役割について，
窓口担当者や管理職のみの周知に留まらず，学校
全体で周知・理解を促進していくことが必要であ
る。また，窓口担当者と活動推進員等を通して連
携・協働活動について進めていく中で，「いつ」「ど
のような形で」「どう進めていくか」を学校体制
として構築し，窓口担当者，あるいは教員と，活
動推進員等の間で活動内容を共有できる場や時間
の確保が必要となってくると考える。
　また，地域人材の発掘，継続的確保について，
コーディネーター的役割の必要感が高い傾向にあ
ることが分かった。教員は，地域の方との教育活
動が有効と考えてはいるものの，「誰に」「どのよ
うに」「どの時間に」依頼するか等具体的な依頼
方法やその時間の確保等に課題があることも見え
てきた。学校全体として，子供たちの資質・能力
育成のためにどのような地域連携活動を展開して
いくかを考え，地域と共有できる学校体制の確立
が必要と考える。
　地域との連携・協働に関して，達成状況よりも
必要度が高い傾向にあることから，学校は地域と
の連携・協働の促進を進めていく必要があると考
えていることが見えてきた。しかし，その中にお
いて認識の度合いを見てみると，地域連携の窓口
となっている管理職・窓口担当者は，必要感が教
員と比較し高い傾向にあった。このことから，窓
口担当となっている副校長・主幹教諭は現状より
地域との連携・協働活動を促進したいと考えてい
る傾向にあると言える。
　また，今後の課題に関しては，「人材の確保や
発掘」「活動推進員等の確保や活動推進員等との
連携」等，視点と関わる記述も見られた。さらに，
教員側からの課題として，地域と関わることが教
育活動の充実につながることは理解しているが，
教育活動に関わる全体の連絡・調整に関して「負
担」や「増える」等ネガティブなキーワードも見ら
れた。今後，円滑な地域との連携・協働体制を促



地域と学校の連携・協働の取組についての一考察 43

進していくための，学校組織全体としての共通理
解が必要であると考える。
　調査結果から，地域との連携・協働活動に関し
て，学校運営協議会において，「目指す学校像の
共有」について協議されている現状も見えてきた。
　学校は，「地域とともにある学校づくり」を，
地域は「学校を核とした地域づくり」を目指して，
双方の資源を生かした連携・協働活動の促進が求
められている。
　今後，学校運営協議会で話し合われた内容を，
いかにして教職員・保護者・地域で共有していく
か，子供たちの健やかな成長につながる地域連携
について共通理解を図りながら進めていけるかが
課題となってきていると考える。

Ⅲ　課題及び解決のための手立て

１　課題及び手立てについて
　地域と学校の連携・協働の認識に関わる課題及
び手立てを４つの視点からまとめる。
【視点１　活動推進員等を生かした教育活動】に
関しては，「円滑に進んでいる」と回答した中か
ら好事例が見えてきた。他地域の実践を参考に自
地域での実践に生かすＸ県としての共有が必要で
あることが分かった。学校教育のみで行うのでは
なく，社会教育との共有の認識を持ち，互いの思
いをすり合わせながら連携・協働を進めていくと
いった今後の取組の必要性が明らかになった。そ
こで，手立てとして「活動推進員等の学校組織へ
の位置付け」と「教員の声が活動推進員等に円滑
に届くシステムの構築」を手立てとして挙げた。
【視点２　地域人材の発掘，継続的確保】に関し
ては，その難しさが明らかとなった。今現在行わ
れている地域との連携・協働の活動に対して，特
に「人材の継続的確保」や「人材の発掘」，さらに，
「地域と学校をつなぐコーディネーター的役割の
必要性」も考えていくべき課題として挙げられた。
ここには「関わる地域の方の高齢化」「どのよう
な方が地域にいるか分からない」等といった社会
状況とも関連する課題を見出すことができた。そ

こで，「社会教育担当課との連携」，「活動協力者
等の蓄積」等を手立てとして挙げた。
【視点３　地域と学校の連携・協働の認識・周知】
については，調査結果から，管理職や窓口担当者
は地域との連携・協働に関する認識や有用性が教
員に比べて高く，必要感を持っていることが示唆
された。一方教員は，地域との連携・協働に関し
て有用性は感じているものの，「人が関わること
で増える業務」や「必要な人材の確保の難しさ」等
の阻害要因があり，管理職や窓口担当者に比べて
必要感が低い傾向にあることが示唆された。今後
の地域との連携・協働に関しては，いかにして阻
害要因を減らし，教員が地域との連携・協働活動
を教育課程に位置付けていこうとする認識を持つ
かが課題であることを明らかにすることができ
た。
　そこで，「情報共有の日常化」と「連携・協働の
見える化」を図ることが有効であると考え，調査
結果から分かったことを盛り込み１枚で作成した
イメージ図を手立てとして提示した。
【視点４　地域と学校の目指す学校像の共通理解
の必要性】に関して，地域と学校とのつながりや
組織的な連携・協働の体制づくりの重要性等が明
らかになった。しかし，活動推進員等の役割の認
知と効果的連携・協働の在り方，地域人材の効果
的・継続的連携・協働の観点からの検証はまだ十
分できていないという課題も明らかになった。ま
た，地域と連携・協働を行っていくための効果的
な仕組みづくりや，窓口担当者以外の教員の地域
との連携・協働に関しての周知・理解不足等の課
題も残されている。さらに，学校と地域の双方で
は組織的に行われているが，協働の在り方や活動
の継続性の観点から，共有が十分できていないと
いう課題も明らかになった。そこで，手立てとし
て学校側も地域も双方が目標の共有につながる
リーフレットの作成を行った。今後各校の実態に
合わせて提案したリーフレットを改変し，活用に
つなげられるようにしていきたいと考える。
　以上，課題解決のための手立てを検討してきた。
今後，管理職・窓口担当者と教員との間にある必
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要感の違いは何に起因
しているのかを，さら
に検証していく必要が
ある。
　また，今現在行われ
ている地域との連携・
協働の活動に対して，
特に「人材の継続的確
保」や「人材の発掘」に
おいて課題があること
が明らかになった。さ
らに，「地域と学校を
つなぐコーディネー
ター的役割の必要性」
も課題として挙げられ
た。今後，解決のため
の手立てを実践につなげていきたい。

２　手立てに関わる実践について
（１）連携協力校においての実践内容
　連携協力校（A校）は，令和５年度より学校運
営協議会を設立した。そこで，年度当初の地域連
携の捉えの確認と，２学期末の再確認の場として，
コミュニティ・スクール研修会を４月と12月に
行った。さらに，教員に質問紙調査を行い，地域
との連携・協働に関する認識について調査を行っ
た。
　コミュニティ・スクール研修会の主な内容は，
以下のとおりである。
ア　国の施策や現在までの地域連携の経緯
イ　X県の地域連携の蓄積
ウ　学校運営協議会導入率等現在の状況
エ　実践研究から見えてきた課題等
オ　地域との連携・協働を促進する手立ての提
案等

（２）検証
　図７は，A校コミュニティ・スクール研修会後
のアンケート結果の比較である。12月に肯定的
な回答の高まりがみられた。「人材や地域の特色

を生かしている」の項目のみ，４月の方が高かっ
たが，窓口担当者によると「認識が高まり，今後
改善していきたいという気持ちの表れではない
か」ということであった。

Ⅳ　まとめ

　地域と学校の連携・協働の在り方について，活
動推進員等の役割に着目しながら現状の把握や課
題と考える点等調査を進めてきた。調査を進める
中で，地域と連携を図り協働していくためには，
まずは「何のために」という大きな目標を子供に
関わる学校・保護者・地域みんなで共有すること
が大切であることが再認識された。
　しかし，実際学校と地域の連携・協働を行う際
には，地域独自の連携の仕方がある。そのため，
X県としての実際の活動の在り方として一つにま
とめることは難しいところもある。X県の方向性
を学校，保護者，地域で共有し，そこに向かっ
てどのような活動がよりよいかを熟議していく中
で，その地域独自のよりよい形が構築されてくる
ものと考える。
　今回の実践では各地区の取組等まで明らかにす
ることはできなかったが，今後も地域のよさを生

図７　A校地域連携に関する認識の比較（４月・12月）
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かしたよりよい教育活動の在り方について，考え
ていきたい。

Ⅴ　今後の課題

　学校運営協議会設置校の割合が増えてきている
今，これまでのX県の地域連携の蓄積を生かしな
がら，「業務が増える」と捉えるのではなく，「生
かす」「一体的に進める」「目指す学校像を共有し
ながら活動を見直す」等の取組が必要となってき
ていると思われる。そのために，学校運営協議会
の仕組みを生かし，学校と地域が一緒になって考
えていく「熟議」を繰り返しながら，「必要なもの」
「精選していくもの」等よりよい教育活動の構築
に向けて協働していくことが大事であると考え
る。
　そのためには，まず学校として地域との連携・
協働が円滑に進むために活動推進員等の役割を生
かした学校と地域をつなぐ役割の構築が必要であ
ると考える。教員の声が学校運営協議会の仕組み
を生かして地域に届き，地域も学校と関わること
によって活性化するような仕組みを，学校の組織
として構築していくことが喫緊の課題であると考
えた。学校の「地域の方の力をお借りして子供た
ちの資質・能力を育んでいきたい」という思いと，
地域の「これならば力になれる」という思いを合
致させ，よりよい教育活動につなげていく仕組み
の構築を，今後も学び続けていきたい。
　実践研究を進める中で，現在まで脈々と続いて
きた各地域それぞれの地域連携の歴史があり，一
概に「X県としての在り方」とまとめることは難
しいことを実感した。しかし，地域との連携・協
働の必要感はどの地域も高く，今後各地区それぞ
れの取組として進むだけではなく，横の関係とし
て他地区の取組を知り，自校にも取り入れながら
促進していくことが必要感のニーズに応えられる
手立てと考える。県内には様々な機関や各地区か
らの通信等，多岐に渡る活動事例がある。社会教
育地域連携担当者や活動推進員等研修会も開催さ
れている。学校の地域連携窓口担当者や管理職に

留まらず，全職員が周知できるよう，県の動向等
の情報が届くシステムの構築があるとよいと考え
る。今回の研究では実際の検証まで至らなかった
が，今後，今回の研究を進める中で得た知識や実
践したことを現場で活かし，県内小学校の地域と
の連携・協働の促進のため，学びを続けていきた
いと考える。
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How to Improve the Organizational Strength of Grade Management Groups in High School :

Concrete Measures to Enhance the Role and Organizational Skills of  Grade Coordinators

要　約
　本研究の目的は、Ｘ県立高等学校での学校ビジョン達成における学年の組織力向上を踏まえた学年主任
の役割と、その際の具体的な手立てを明らかにすることである。研究を通じて、「リーダーシップ」「ビジョ
ン共有」「協働的取組」「自己研鑽への取組」という4つの要素を特定し、これらを取り入れた学年主任の
役割モデルを構築した。さらに、「確認シート」を作成し、これを活用した学年運営のＰＤＣＡサイクル
を実施することで、組織力を客観的に評価し、向上させる方法を開発した。実践の結果、学年主任の「リー
ダーシップ」の発揮と「ビジョン共有」が学年の組織力を向上させること、そして「確認シート」を活用し
たＰＤＣＡサイクルが実践的かつ有効であることが確認された。このアプローチは、学年運営の質を高め
る実践的な知見を提供するものである。

岩手大学大学院教育学研究科研究年報　第８巻 （2024. 3）　047－063

* 岩手大学大学院教育学研究科教職実践専攻，** 岩手大学大学院教育学研究科，*** 福島学院大学福祉学部

Ⅰ はじめに

１　本研究の背景
グローバル化や情報通信技術の進展、少子化、
人口減少、高齢化等、社会は急激に変化している。
これに伴い、児童生徒が予測困難な未来に対応で
きる自立した資質・能力の育成が学校教育に求め
られている。同時に、いじめや不登校、特別支援
教育の需要増加等、教育環境の課題も多様化して
いる。中央教育審議会（2015）は、「チームとし
ての学校の在り方と今後の改善方策について（答
申）」において、チームとしての学校の重要性を
強調し、環境変化への柔軟な対応と共に、教員の
マネジメント能力向上の重要性を指摘している。　　　　

しかし、近年、教員の年齢構成が大きく変化し
ており、これはＸ県でも例外ではない。図１は平
成22年度及び令和４年度におけるＸ県立高等学
校教員の年齢構成を示したものである（１）。この
図からも、過去10年間で年齢構成の不均衡化が
生じており、今後、Ｘ県においても教員の大量退

図１　Ｘ県立高等学校における教員の年齢構成
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職及び大量採用、また、それらに伴い、経験豊富
な教員から若手教員への知識や経験の継承が難し
くなることが予想される。これらを踏まえ、ミド
ルリーダーの育成及びＸ県の教育財産であるベテ
ラン教員の暗黙知を形式知化し、それらを若手教
員へ継承することがＸ県立高等学校における喫緊
の課題といえる。
２　本研究の目的
学年運営は、学校運営と学級運営をつなぐ重要
な役割を果たし、学校の教育目標を効果的に達成
するための活動であり、その主体となるのが学年
主任である。学年主任は当該学年の教育活動に限
らず、様々な校務分掌との連絡調整を図ることで、
組織全体の教育活動の推進も担っている。さらに、
学年主任はどの学校にも学年ごとに存在し、学年
主任同士による学校課題の共有や学び合いを通じ
て、当該学年に限らず、学校全体の組織力向上に
も寄与している。これらのことから、学年主任が
学校組織のミドルリーダーとして非常に重要な役
割を担っていることは明らかである。
そこで、本研究では、Ｘ県立高等学校における
教育現場の喫緊の課題を踏まえ、ミドルリーダー
として学年主任に焦点を当て、学校ビジョンを実
現するための学年の組織力向上の取組において、
学年主任が果たすべき役割を示す。また、その役
割に基づいた学年の組織力向上の具体的手立ての
検討、実践及び効果の検証を通じて、高等学校に
おける学年の組織力向上の在り方を示すことを目
的とした。
３　先行研究等
本研究の目的を踏まえて、学年主任及び学年・
学校の組織力等に関する先行研究を見ていく。
南（2023）は、小学校において、教職経験の浅
い学年主任が期待される資質・能力を獲得するに
は「省察を行うための指標」と「対象者の省察を促
進させるチーム」の二つの要素が必要であるとし
ている。「省察を行うための指標」を活用するこ
とで、学年主任は客観的な自己評価が可能になっ
た。また、「対象者の省察を促進させるチーム」
については、関わりのある教員からの支援が学年

主任の自己学習を促すと共に、関わりのある教員
自身の学びにも寄与するという結果が得られたと
報告している。福岡県教育センター（2016）は、
「学校変革の決め手－学校のチーム化を目指すミ
ドルリーダー 20の行動様式－」の中で、管理職
が示したビジョンを解釈し具体化することがミド
ルリーダーの役割であり、ビジョンが明瞭になる
ことで全構成員が協力しやすくなり、組織として
一丸となって目標に向かうことが可能になると述
べている。吉田（2018）は、小学校において、児
童と教師が協力して学年ビジョンを作成し、それ
に基づいた活動をＰＤＣＡサイクルで評価、改善
を行っている。この実践により、児童はビジョン
の深い理解と質的な目標への意識向上を遂げ、教
師は価値観や実践の再考が深まったことを報告
している。小島（2020、2021）は、中学校におい
て、これまで重視されてきた学年主任中心型の学
年組織経営ではなく、学年構成員分散型の学年組
織を編成し、職務決定権限を学年主任から学年所
属の構成員に分散させることで、一人ひとりが
リーダーシップを発揮し、各プロジェクトにおけ
るＰＤＣＡサイクルの実施によって、協働的な学
年チームが発達したと述べている。
これらの先行研究から、学年主任のビジョン提
示とＰＤＣＡサイクルの適用が、学年組織の成長
に必要かつ重要であること、そして適切な責任分
担と権限付与が教員の能力開発と組織の協働性向
上に寄与することが判明した。また、現状を客観
的に把握し、チームでの自己省察を促すことは主
任の自覚と人材育成への意識向上に有効であるこ
とがわかった。しかし、先行研究は小・中学校に
偏っており、川上（2021）は、高等学校の組織分
析の現状として、大学での学校経営等を扱う教科
書において、公立の小・中学校を中心とした記述
が多く、高等学校の組織の全体像や一般論の把握
が困難であると述べている。このように、高等学
校の組織に関する研究は不十分であり、高等学校
の学年の組織力向上に対する学年主任の役割や効
果的な手立ては見出せなかった。
このことから、学校ビジョン達成における学年
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の組織力向上を踏まえた学年主任の役割の明確化
と具体的手立ての検討、実践及び効果の検証を行
うこととした。

Ⅱ　調査

１　学年の組織力向上に関する教員の意識調査
（１）調査の目的
本研究の目的を達成するため、Ｘ県立高等学校
の教員が学年組織の実態をどのように捉えている
のかを調査から明らかにする。また、そこで得ら
れた現状と課題を基に、学年主任が果たすべき役
割を示すと共に、学年の組織力向上の具体的手立
てについて検討を行う。
（２）調査の概要
令和４年９月にＸ県内の普通科を設置する県立
高等学校（普通科・専門学科併置校は除く。ただ
し理数科、体育科併置校は含む。）34 校の管理職
及び非常勤講師を除く全教員にMicrosoft Formsを
用いてアンケート調査を依頼した。学年組織に関
する28項目の質問を作成し、６件法によって質
問した。調査結果は、６:とてもそう思う、５:そ
う思う、４:ややそう思う、３:あまりそう思わな
い、２:そう思わない、１:全くそう思わない、と
した数値データとみなして扱った。また、学年主
任及び学年主任経験者には学年主任時に負担と

感じたこと等について自由記述で回答を求めた。
669名（回答率65.4％）から回答を得た。
（３）調査結果
主要な４つの調査結果を次に示す。
①学年主任と学年主任以外の教員との意識比較
学年主任と学年主任以外の教員の意識の差を把
握するためにマンホイットニーＵ検定を行った。
その結果を表１に示している。表は有意差が
あった項目を効果量の絶対値が大きい順に並べて
ある。また、より直感的な理解を促すため、学年
主任と学年主任以外の両グループの評価平均値及
びその差を表に示している。これは統計的な解析
結果の理解を促すための補助情報として意図して
いる。これらの追加の平均値等は、本論内で行わ
れる今後の統計解析で同様に示した。なお、本論
のデータ分析は、清水（2016）によるHADを用い
た。
「学年会等での積極的な発言」や「相談を持ち掛
けられる」「人材育成に対する意識」「職場の良い
雰囲気づくり」等の項目で、学年主任が学年主任
以外の教員よりも有意に高かった。一方、「相談
等への学年主任の適切な対応」や「学年主任によ
る方向性の明示」等では学年主任以外の教員が有
意に高かった。このことから、学年主任のリーダー
シップは確実に認識されているが、学年主任は自
己のリーダーシップに自信が持てていないことが

表１　学年主任と学年主任以外の教員の意識　比較（マンホイットニーＵ検定）
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明らかとなった。これらの結果から、学年主任の
自信の欠如は、自己評価における過小評価による
ものが大きいと推察できる。
②現学年主任と学年主任経験者との記述回答比較
図２はアンケート調査時に学年主任を務めてい
た教員とこれまでに学年主任を務めたことがある
教員の記述回答の結果を樋口（2014）のKH Coder

によるテキスト分析を行い、共起ネットワークで
示したものである。図２において、調査時に学年
主任を務めていた教員は「（現）学年主任」、現在
は学年主任ではないが、これまでに学年主任を務
めた経験がある教員を「（過）学年主任」と表記し
ている。
（現）学年主任のみに出現した語句として、「組
織」や「客観的」等が挙げられた。これらの記述か
らは、組織力向上の重要性や学年運営が上手く機
能しているかどうかを客観的に判断できる手立て

を求める声があることがわかった。
（過）学年主任だけに出現した語句として、「協
力」や「意識」等が挙げられた。これらに関して、
記述では、困難な課題に対して学年の先生方と協
力して解決を図った一方で、「意識」に関しては、
学年全体を俯瞰して見る必要性や学年団の意識統
一の困難さに起因する負担感について言及があっ
た。
（現）学年主任と（過）学年主任に共通する要素
としては、「意見」や「管理職」といった語句が出
現している点である。これらについては、学年会
における建設的な意見のやり取りを促す雰囲気づ
くりや意見調整の難しさ、さらに学年会と管理職
との間で意見を調整することの負担について言及
している。その一方で、管理職からの指導や助
言、励ましの重要性や感謝の念についても触れて
いる。意見調整の困難さの背景としては、学年主

図２　現学年主任と学年主任経験者との記述回答の比較	
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任の方針が不明確であることを指摘する声もあっ
た。これらのことから学校目標や学校経営計画に
基づいて学年主任がビジョンを明確にし、それを
可視化して、意見の集約を図る必要があると考え
られる。
③教員の意識の因子分析
学年の組織力向上に関わる教員の意識につい
て、質問項目で共通に関連している潜在的な因子
があるかを検討するために因子分析を行った。
まず、意識調査28項目の平均値、標準偏差を
算出した。そこでは、天井効果及びフロア効果は
見られなかった。次に、28項目に対して最尤法
による因子分析を行った。初期解における固有値
の減衰状況は11.504、3. 605、1.174、1.106…
というものであり、４因子構造が妥当であると考
えられた。そこで再度４因子を仮定して最尤法・
Promax回転による因子分析を行った。その結果、
十分な因子負荷量を示さなかった６項目を分析か
ら除外し、再度最尤法・Promax回転による因子

分析を行った。Promax回転後の最終的な因子パ
ターンを表２に示す。
第１因子は８項目で構成されており、「相談等
への学年主任の適切な対応」や「学年主任による
方向性の明示」等、学年主任の取組内容の項目が
高い負荷量を示していた。そこで、第１因子を
「リーダーシップ」と命名した。
第２因子は７項目で構成されており、「学年内
での情報共有」や「職場の良い雰囲気づくり」等、
教員の協働的な取組内容の項目が高い負荷量を示
していた。そこで、第２因子を「協働的取組」と
命名した。
第３因子は３項目で構成されており、「個人目
標と学年目標の関連づけ」や「学年目標を意識し
た分掌業務」等、学年目標を意識した取組内容の
項目が高い負荷量を示していた。そこで、第３因
子を「ビジョン共有」と命名した。
第４因子は４項目で構成されており、「反省を
適切に生かした取組」や「自己の資質向上を図る

表２　学年の組織力向上に関わる教員の意識の因子結果（Promax 回転後の因子行列）
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取組」等、自己研鑽を意識した取組内容の項目が
高い負荷量を示していた。そこで、第４因子を「自
己研鑽への取組」と命名した。
内的整合性を検討するための、各因子のω係数
の値は以下の通りであった。「リーダーシップ」 
ω=.944、「ビジョン共有」 ω=.887、「協働的な
取組」 ω=.807、「自己研鑽への取組」で   ω=.783
と十分な値が得られた。
④教員の意識の共分散構造分析
教員の学年の組織力向上に関する意識をモデル
化し、モデル内での関係性のつながりを把握す
る。４つの因子「リーダーシップ」「ビジョン共
有」「協働的取組」「自己研鑽への取組」の相互関
係や因果関係を検討するため、共分散構造分析に
よるパス解析を行った。分析結果の適合度指標は、
GFI= .887、AGFI= .861、CFI= .922、RMSEA= 

.071であり、モデル適合度は妥当であると考え
られた。図３に最終的なモデルを示す。標記のパ
ス係数は標準化係数である。また、ここで用いた
HADはパス解析を行う際、誤差項としての潜在
変数の設定を求めないので、図には示されていな
い。
分析結果から「リーダーシップ」と「ビジョン共
有」との相関係数は0.61と正の相関を示した。ま

た、「ビジョン共有」から「協働的取組」への係数
は0.74、「協働的取組」から「自己研鑽への取組」
への係数は0.86であり、有意な因果関係が認め
られた。これより、学年主任がリーダーシップを
発揮し、ビジョンの意識化と共に浸透させること
は、直接的に学年組織の協働的な取組に対して、
また、間接的に自己研鑽への取組に対しても影響
を与えることが示された。よって、学年主任はリー
ダーシップを発揮し、学年運営におけるビジョン
の意識化と浸透を進めることが必要であることが
明らかとなった。
（４）学年主任の役割モデルの設定
これまでの調査結果から、学年の組織力向上を
図るために学年主任が果たすべき役割モデルを図
４のように設定した。なお、図４中の矢印は、図
３で明らかとなった４つの視点の相互関係及び因
果関係を表している。

図４　学年主任の役割モデル

図３　教員の学年の組織力向上に関する意識のパス解析の結果（**:p	＜	01、*:	p	＜	.05）
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学年主任の役割は、学年全体の組織力を高める
と共に、教員一人ひとりの資質及び能力を向上さ
せることである。その達成のために、学年主任は
積極的にリーダーシップを発揮し、学校の目標や
経営計画に基づく学年の具体的なビジョンと方向
性を明示する。その上で、これらのビジョンと方
向性を学年所属の教員と共有し、ビジョン達成に
向けた協働的な取組を推進するための調整役を務
める。そして、この協働的な取組を通じ、各教員
が自己の資質と能力の向上を図るための自己研鑽
が行える環境を整備することが必要であると考え
る。

Ⅲ　手立て

１　学年の組織力向上のための手立て
組織力向上におけるアプローチとして、ＰＤＣ
Ａサイクルの適用は非常に重要であると考えた。
そこで、具体的な手立てを講じるにあたり、計画
段階では、調査結果から明らかになった「リーダー
シップ」「ビジョン共有」「協働的取組」及び「自
己研鑽への取組」の「４つの視点」及び評価に相当
する「組織の現状把握」について検討することと
した。さらに、これらを踏まえたＰＤＣＡサイク
ルを実行し、継続的な改善を図るための「年間実
践計画の作成」について考察を行った。
（１）４つの視点を踏まえた手立て
４つの視点について、通年で一貫して取り組む
こととする。その中でも、各時期に応じて特に重
点を置くべき内容を設定した。具体的には、年度
前期には「リーダーシップ」と「ビジョン共有」の
強化に重きを置き、年度後期に向けては「協働的
取組」と「自己研鑽への取組」を中心に展開してい
く。前期に「リーダーシップ」と「ビジョン共有」
を重視した理由は、年度始めに組織としての方向
性を明確にし、全体の意志統一を図るためであ
る。とりわけ、リーダーシップの発揮は新たな学
年の展望を設定し、教員間での共通理解を醸成す
るために不可欠である。一方、後期の「協働的取
組」と「自己研鑽への取組」への注力は、前期の活

動を振り返りながら多角的な改善と個々の専門性
の向上を促進するためである。特に「協働的取組」
は教員が実体験を共有し、その経験を教育現場の
質の向上に生かす場を提供する。「自己研鑽への
取組」では、教育の専門家としての能力向上を図
り、個人が自律的に学ぶ意欲を支援する。
①リーダーシップ（前期重点）
学年主任が学校目標や学校経営計画に基づいた
学年目標及び重点目標を設定する。その達成度を
学年全体で定期的に評価することで、実践の客観
的な分析を促進し、達成感や充実感が得られる環
境を築き、教員のモチベーションや教育の質の継
続的な向上を図る。
②ビジョン共有（前期重点）
学年目標と各教員の職務との関連性を明確に
し、年度始めに学年教員全体で理解を深める。ま
た、進捗の状況や抱えている課題を定期的に共有
し、目標達成に向けた共通の認識を育んでいく。
その上で、達成度の可視化を図ることで、全員が
同じ目標を意識して取り組む環境を構築する。
③協働的取組（後期重点）
学年全体で教育目標の見直しや価値観を共有
し、各自の役割と責任についての理解を深める。
また、校務決定権限の分散や学級運営における担
任と副担任との協力体制の強化、教員間の情報共
有を効率よく行うために必要なツールや手段の検
討、導入を図る。
④自己研鑽への取組（後期重点）
互見授業等から得られる知見の共有により、教
員同士の実践力を向上させ、深い学びと省察を促
進する。経験豊かな教員がメンターとなり、その
知識や専門的な技術を他の教員に伝えることで、
学校全体の教員の資質と能力が高まる。このよう
な体系的な取組により、教員が相互に助け合いな
がら、それぞれの自己研鑽に励む環境を構築する。
（２）組織の現状を把握するための手立て
学年の組織力を向上させるためには、組織の現
状を客観的に把握することが不可欠である。独自
の見解に依存せず、学年の特性や強み、弱みを踏
まえ、組織力やチーム力の向上を図る。その結果、
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優先課題への効果的な取組やＰＤＣＡサイクルの
適切な実施が可能になると考える。
①確認シートの作成
こうした背景から、学年の組織力を適切に評価
するために「学年の組織力自己評価確認シート」
を作成した。本論では、便宜上このシートを「確
認シート」と称する。確認シー
トは、教員の意識の因子分析
（表２）及び教員の意識の共
分散構造分析（図３）の結果
を基に作成した。作成した確
認シートは、図５（QR

コード）からダウン
ロードが可能である。
作成した確認シート
を図６に示す。
②確認シート使用の
効果及び留意点
学年運営を効果的
に行うには、客観的
な基準による継続的
な自己評価が必須で
あり、教育効果の向
上においても中心的
な役割を担う。この
方法により、何がう
まくいっているのか、
そしてどこに改善の
余地があるかが明確
になる。確認シート
を用いたこの自己評
価のプロセスを通じ
て、学年運営を改善
させ、具体的な教育
の成果を実際に体感
することが可能にな
る。ただし、確認シー
トを使用する際には、
評価値を単に高める
ことだけに焦点を当

てるのではなく、省察を促すプロセスの重要性に
気を配ることが重要である。
（３）年間実践計画の作成
４つの視点に基づいた手立てを効果的に実施す
るためには、年度初めに各学年主任が連携し、年
間計画の策定に取り組むことが重要である。この
策定プロセスを通じて、各学年主任間で一貫性の
ある認識と目標を共有すると共に、学校業務の増
加に伴う計画の遂行遅延のリスクを軽減すること
が可能になる。また、年間を複数の期間に分け、
各期間において確認シートを活用したＰＤＣＡサ図５　QRコード

図６　学年の組織力自己評価確認シート（確認シート）
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イクルを実施することで、計画の進捗を定期的に
評価し、組織力の段階的かつ持続的な向上を図る
体制を築くことができると考える。

Ⅳ　実践

１　連携協力校の現状把握
連携協力校の現状を踏まえ、手立てに沿った実
践を行うことにした。
Ａ高校は県の中心部にある先進的な実践を行っ
ている大規模校である。生徒の自主的な取組や学
校の特色ある実践、進路実績、部活動実績等めざ
ましいものがあり、生徒・保護者・地域から高い
評価を得ている学校である。
学年の組織力に関する教員の意識について、Ａ

高校の現状や他高校との意識の違いを把握する
ため、「ビジョン共有」「リーダーシップ」「協働
的取組」「自己研鑽への取組」の４因子について、
マンホイットニーＵ検定による分析を行った。
検証結果は表３に示す通りとなり、Ａ高校教員
と他高校教員間には各因子において、統計的に有
意な差は見られなかった。さらに詳細に分析する
ため、各因子を構成する具体的な質問項目を対象
として同様の分析を実施した。その結果を表４に
示す。なお、表４に記載の項目番号は、因子分析
を経た後に、確認シートの質問項目番号に合わせ
て割り振られた番号である。また、今後の分析に
おいてもこの番号を用いて結果を整理・報告する。
自己研鑽に関する「21 授業の工夫・改善」と「22 

仕事に対する意欲」の項目について、Ａ高校教員

表４　Ａ高校教員（Ｒ４）と他高校教員（Ｒ４）の学年の組織力に関する意識比較
（マンホイットニーＵ検定）

表３		Ａ高校教員（Ｒ４）と他高校教員（Ｒ４）の意識（４因子）比較	
（マンホイットニーＵ検定）
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の方が他高校教員よりも５％の有意水準で有意に
高かった。この傾向は、Ａ高校が取り組んでいる
授業形態と強く関連していると考えられる。Ａ
高校の授業は、生徒全員が通常の授業で主体的か
つ協働的に取り組むことで深い学びを促進してお
り、教師が知識を伝えるだけではなく、生徒が積
極的に意見を交わし、グループワークやディス
カッションを通じて学びあう環境を提供してい
る。このアプローチにより、コミュニケーション
スキルや問題解決能力の育成に貢献し、批判的思
考力や創造性の向上に寄与していると考えられ
る。さらに、生徒による授業評価が年に２回実施
されており、これらの評価結果は管理職から教員
へと面談を通じてフィードバックされ、教育の質
を更に向上させるための重要な情報として活用さ
れている。これらのことが、教員の意欲や教員が
自身の授業方法を振り返り、必要な改善が行える
機会を提供し、授業の質の継続的な向上につな

がっていると推測される。
一方、リーダーシップに関する「10 話し合い
による学年目標の見直し」の項目は、Ａ高校教員
の方が他高校教員よりも１％の有意水準で低かっ
た。この結果から、年度当初に策定された学年目
標に対する達成度の重点的な評価と、その改善の
ための措置が不十分である可能性が示唆される。
この傾向は、組織において継続的な改善プロセス
が適切に実施されていない可能性を指摘してお
り、それが組織成長や効率性の面において、制約
をもたらしていると考えられる。従って、学年の
組織力向上を図るためには、効果的な評価及び改
善のためのＰＤＣＡサイクルを確立することが必
要であり、Ａ高校における最重要課題であると捉
えた。
２　実践と調査分析及び考察
本論で紹介する実践の中には、特定の学年に限
定して行われたものも含まれており、全ての実践

図７　確認シートを用いた年間実践計画例　
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が全学年を対象としていない。また、全ての実践
を詳述するのではなく、学年の組織力を向上させ
る上で主要となる手立てに限定している。
（１）確認シートを用いた年間実践計画の作成
令和５年３月、次年度の各学年主任に実践研究
の目的を説明し、協力を求めた結果、全員の承諾
を得ることができた。これを受けて、筆者の一人
が各学年主任と共に、令和５年４月からの実践研
究の実施に向けて、確認シートを用いた学年の組
織力向上に取り組んだ。令和５年度の取組内容を
年間実践計画表として図７にまとめた。
年間実践計画表において、１年間を前期と後期
に分割し、さらに各期を二つのタームに区切った。
前期は第１タームと第２ターム、後期は第３
タームと第４タームから構成した。第１タームは
４月から６月までの期間とし、これを「組織力の
形成期」と位置づけた。第２タームは７月から10
月上旬までで、「組織力の向上期」とした。第３ター
ムは10月中旬から１月中旬までで、「組織力の充
実期」とした。最後の第４タームは１月下旬から
３月まで、「組織力の発展期」とした。Ａ高校の
日常業務の忙しさや働き方改革の動向を考慮し、
新たな学年会等は計画せずに、各期に予定されて
いる学年成績会議や学年反省会議等を利用し、そ
の議題の一環として取り上げてもらえるよう計画
した。
（２）４つの視点の実践
①前期における実践
前期は「リーダーシップ」及び「ビジョン共有」
に関する実践を重点的に行った。

ア　リーダーシップに関する実践
学年主任のリーダーシップの項目４から11に
関して、主に次の２点を実践した。
・ 項目10 話し合いによる学年目標の見直しにつ
いて
表４から、Ａ高校では「10 話し合いによる学
年目標の見直し」が最優先課題と判断した。また、
学年主任へのヒアリングからも、これまでの評価
は主に学年主任の主観に依存し、明確な評価基準
がなく、改善の取組も不十分であった。これらを
踏まえて、重点目標策定に対するＰＤＣＡサイク
ルの構築に着手した。そこで令和５年度は、図８
に示すように、評価方法を明確に設定し、教員及
び生徒のアンケート結果を活用した客観的な評価
と改善に取り組んだ。これにより、重点目標に対
する教員間の協議が深まり、目標を具体的かつ実
行可能にし、組織としての協力と責任分担を促し
た。ＰＤＣＡサイクルの実施は体系的かつ継続的
な教育実践の質の向上に寄与し、学年反省会では

図８　令和５年度　学年重点目標（一部抜粋）

図９　学年スローガン作成に関する生徒の意見　
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データに基づいた客観的な意思決定を促すことが
できた。
・項目11 実態を踏まえた学年目標について
年度当初の学年集会で、生徒たちに学年目標に
基づく学年スローガンの提案を促し、その意見は
Microsoft Formsを通じて収集した。これらの意見
を参考にして、生徒の声が反映された形で学年ス
ローガンが作成された。生徒たちが積極的に参加
して作成したスローガンは学年全体のビジョンと
目標を反映し、統一された方向性を示した。図９
は、ある学年の生徒の意見をKH Coderによるテ
キスト分析を行い、共起ネットワークで示したも
のである。ここから生徒たち自身が描く理想の学
年像を見て取ることができる。
イ　ビジョン共有に関する実践
ビジョンの共有に関する実践について、項目１
から３の３点を実践した。
・項目１ 個人目標と学年目標の関連付けについて
学年の教員が常に学年目標を意識できるよう、
年間を通じて学年連絡掲示板に学年目標を掲示し
た。さらに、朝会や各種集会の際にも随時これら
の目標を話題に取り上げることで、目標達成に向
けた意識の醸成を図った。このように目標を繰り
返し確認することで教員の意識と学年の組織力の
向上を図った。
・項目２ 学年目標を意識した分掌業務について
学年目標に基づく分掌業務の明確化を促すた
め、学年主任が各分掌主任と積極的に情報を交換
し、学年教員が担当する分掌業務について理解を
共有した。このことで学年運営及び分掌業務の効
率性と成果の質的向上を図った。
・項目３ 得意分野を生かした業務分担について
各教員の意見を聴取し、各自の強みや課題を理
解した上で、学年の役割を割り当てた。個々の教
員のキャリア目標や成長への意欲を考慮し、その
成長が学年業務の成果に反映されるよう配慮する
ことで、業務への取組の積極性や責任感及び満足
度の向上を図った。
②後期における実践
後期は「協働的取組」及び「自己研鑽への取組」

に関する実践に重点を置きつつ、一部の実践は前
期から持続して取り組んでいる。
ア　協働的取組に関する実践
協働的取組に関して、項目12から18の主に３
点を実践している。
・項目13 学年内での情報共有について
教員間の情報共有と短期ビジョンの議論を深
めるために、担任会をあらかじめ時間割に組み
込んで毎週定期的に開催した。さらに、Microsoft 

Teamsを利用して毎週月曜日には今後二週間分の
計画を共有し、教員が効率的かつ効果的な指導及
び学習活動を展開できるようにした。これらの取
組により、教員は協働して一貫性のある指導法を
実施し、その結果、生徒の学習成果の向上やチー
ムとしての問題解決能力の強化が期待できる。
・項目14 人材育成に対する意識について
・次期の学年主任やミドルリーダーの育成を意
識して、学年朝会の運営・進行を副学年主任に
任せた。この経験を通じて、副学年主任は新た
なスキルを身につけ、リーダーシップ能力を高
める機会を得ることができる。また、このよう
な責任の分散は、学年組織全体の運営能力向上
に寄与すると考える。
・担任と副担任の連携を強化し、生徒に対する
共通理解を図るため、副担任も生徒面談を実施
することで、協力体制を整えた。この取組は、
生徒個々のニーズに迅速かつ適切に対応するサ
ポート体制の強化をもたらす。さらに、副担任
の積極的な関与は、互いの指導力を高めること
に繋がり、教員の専門性の向上が期待される。
・進学指導や生徒指導の方法を若手教員が身に
つけるために、若手教員にメンターとなるミド
ル教員やベテラン教員を配するようにした。経
験豊富な教員が実践的な知識の伝達、教材の活
用、問題対応の技術を共に作業しながら指導す
ることで、若手教員の教育技術を効果的に高め
ることができると考える。

・項目18 他教員への援助について
・学年主任として、不登校生徒や特別な支援が
必要な生徒への対応に積極的に取り組むように
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した。これにより、生徒は個別のニーズに合わ
せたサポートを受けられるようになり、教員も
生徒指導における負担を軽減し、より効果的な
方法で指導できるようになると考える。
・第２ターム終了後、学年教員と面談を行い、
学年運営における改善点や教員から求められる
支援について意見交換をおこなっている。この
面談を通じて、実践的なフィードバックを得る
と共に、教員間で連携を強化し、より円滑な学
年運営を目指すための貴重な情報を収集するこ
とができる。
イ　自己研鑽への取組に関する実践
新型コロナウイルス感染症の流行以前、Ａ高校
には県内外の教育関係者が授業見学に訪れてい
た。これは、公開授業に限らず、Ａ高校教員の日
常授業に対しても見られた現象である。教員たち
は、他者からの視点で授業を見る機会を積極的に
活用し、自身の教育スタイルを磨き上げるよい契
機としていた。しかし、新型コロナウイルス感染
症の流行以降、全国からの授業見学は受け入れ安
全上の理由から断念せざるを得なくなり、Ａ高校
の教員自身も他の教員の公開授業への参観が減少
した。これは各学年主任も同様の変化を体感して
いる。このため、後期は特に互見授業の再活性化
に取り組む必要があると考えた。互見授業は教員
にとって自己研鑽に極めて効果的である。それは
同僚の授業を見ることで新しい教育手法を共有
し、自身の指導技術を反省・改善する機会を獲得
するからである。教員は他者の先進事例を取り入
れることで自身の授業スキルを向上させ、教育実
践の質を高めることができる。また、この一連の
プロセスは教員のモチベーション向上と専門性拡
大にも寄与する。

互見授業への積極的参加に向けて、具体的には
学年主任または副学年主任がそれぞれの担当学
年の教員の公開授業を可能な限り参観することに
し、互見授業を担当する分掌教員も巻き込んで、
同様に公開授業の参観を促している。さらに、授
業通信だけでなく、学年通信でも授業の様子を積
極的に取り上げることで、教員同士がお互いの授
業に対する興味や相互理解を深める機会を創出し
ている。この取組の目的は、教員が公開授業への
参加をより一層身近に感じるきっかけを提供し、
授業改善の動機づけとすることにある。このよう
な取組により、教員が互いの実践を観察し、省察
と改善を経て教育の質を共に高めていくことが期
待される。
（３）実践の成果の分析及び考察
学年の組織力に関する教員の意識について、Ａ
高校教員の今年度９月と昨年度９月の意識の違い
を把握するため、「ビジョン共有」「リーダーシッ
プ」「協働的取組「自己研鑽への取組」の４因子に
ついて、統計分析により検定を行った。結果は表
５に示す通りとなり、「ビジョン共有」が１%の
有意水準で、「リーダーシップ」が５%の有意水
準で今年度のＡ高校教員の方が昨年度９月のＡ高
校教員より有意に高かった。
さらに詳細に分析するため、各因子を構成する
具体的な質問項目を対象として、統計的検定を実
施した。その検証結果を表６に示す。
22項目のうち、５項目で有意差が見られ、う
ち３項目が１%の有意水準であった。また、今年
度の最重要課題として実践を行った「10 話し合
いによる学年目標の見直し」において、今年度の
Ａ高校教員の方が昨年度９月のＡ高校教員よりも
１%の有意水準で有意に高い結果となった。これ

表５		Ａ高校教員のＲ５年９月とＲ４年９月の意識（４因子）比較
（マンホイットニーＵ検定）
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は、実践が効果的であったことを示している。ま
た、「10 話し合いによる学年目標の見直し」は、「１ 

個人目標と学年目標の関連づけ」（r（45）= .567, 

P ＜ .001）、ならびに「５ 学年主任による方向性
の明示」（r（45）= .732, P ＜ .001）との間に、統
計的に有意かつ強い正の相関が見られた。これ
は、定期的な話し合いを通じて学年目標を見直す
過程で学年主任から提示されるビジョンに触れる
機会が増え、それによって学年教員のビジョンに
対する共通理解が深まることによるものと推察さ
れる。さらに、集団での討議を通じて共有される
ビジョンが、個々の教員の目標に対する取組を促
進し、結果として個人目標と学年目標が自然と連
動するようになるためと考えられる。

Ⅴ　提案

これまでの研究結果を踏まえて、学校のビジョ
ン実現にむけた、学年の組織力向上を図るために、
確認シートの活用を通じた自己評価の促進と、そ

れに基づく学年運営の改善策を提案する。
１　学年の組織力向上に関する課題とその解決の
手立て

（１）学年主任の役割と組織力向上の課題
高等学校において、学年主任の具体的な役割や
組織力を強化する方法が十分に明確化されていな
い現状がある。
（２）確認シート導入提案
本提案は、学年の組織力向上を目的として、客
観的かつ定量的な測定が可能な確認シートの導入
を主要な手立てとする。このツールを通じて、学
年主任が自らの役割を明確に理解し、学年運営の
現状を把握することを目指す。評価結果は学年運
営の改善策を練るための基盤として活用され、学
年目標の達成に寄与することが期待される。
２　本提案のプロセスモデル
本提案のプロセスモデルを図10に示す。

（１）	学校ビジョンや実態を踏まえた学年目標の
設定

学年目標の設定は、学校ビジョンや校長の経営

表６　Ａ高校教員のＲ５年９月とＲ４年９月の意識　比較
（マンホイットニーＵ検定）
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方針との整合性を維持しつつ、実際に学年が抱え
る具体的な実情を十分に考慮することが求められ
る。これらに基づいた実現可能な目標設定により、
教員間の協力が促進され、進むべき方向性が一層
明確になる。
（２）	学年運営における４つの基本要素と学年主

任の役割
学年運営の改善を図る上で、学年の状況を把握
することは極めて重要である。実態調査とデータ
分析を行った結果、「学年主任のリーダーシップ」
「ビジョン共有」「協働的取組」そして「自己研鑽
への取組」が学年運営の質を向上させるための基
本要素であることが確認された。これら４つの要
素を体系的かつ戦略的に強化することが、組織力
の向上に有効である。また、これらの要素の相互
関係や因果関係を理解し、それを学年運営に反映
させることが、学年主任の重要な役割である。４
つの要素に関する主要な具体事例を以下に示す。
①学年主任のリーダーシップ
明確な評価基準の設定、学校ビジョンへの共感

促進、生徒の意見を取り入れたスローガン作成等。
②ビジョン共有
情報共有の改善、役割分担の最適化、目標を周
知するための継続的な掲示等。
③協働的取組
定期的な担任会議、ICTを活用した計画共有等。
④自己研鑽への取組
定期的な互見授業の実施や、授業に関するコ
ミュニケーション強化のための学年通信発行等。
（３）	確認シートによる組織力の客観的評価とＰ

ＤＣＡサイクルの実行
確認シートの定期的な活用は、組織力の客観的
評価と継続的な改善を促進する。これを学年運営
のＰＤＣＡサイクルに組み込むことで、学年組織
の持続的な成長を促し、改善プロセスの定期的な
検証が可能となる。
（４）学年の組織力向上
この提案に基づき、「学年主任のリーダーシッ
プ」「ビジョン共有」「協働的取組」「自己研鑽へ
の取組」という４つの基本要素を生かした学年運
営が促進される。「確認シート」を用いたＰＤＣ
Ａサイクルの実施により、学年主任は自身の役割
をより明確に理解し、組織の課題を正確に把握す
ることが可能となる。このような体系的な取組を
通じて、学年の組織力の持続的な向上が期待でき
る。

Ⅵ　おわりに

１　本研究のまとめ
本研究はＸ県立高等学校における学校ビジョン
の実現に向け、学年の組織力を高めるために必要
な学年主任の役割と具体的な実践の手立てを明ら
かにすることを目的とした。
Ｘ県内の学校で実態調査を実施し、質的・量的
データを収集した結果、「リーダーシップ」「ビジョ
ン共有」「協働的取組」「自己研鑽への取組」といっ
た４つの要素が学年の組織力向上に重要であるこ
とを明らかにし、これらの要素の相互関係等をモ
デル化することで、学年主任の役割を示した。ま

図 10　提案のプロセスモデル　
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た、学年の組織力を客観的に評価する確認シート
を作成し、ＰＤＣＡサイクルを基礎とした客観的
な評価プロセスにこのツールを適用した。
実践の結果、学年主任によるリーダーシップと
ビジョン共有の取組が学年の組織力に大きく資
することが明らかとなった。さらに、確認シート
の使用がＰＤＣＡサイクルの有効な実施を可能に
し、学年の組織力の向上に具体的に寄与した。こ
の研究から、学年主任が自身の役割を明確にし、
確認シートを利用した学年運営におけるＰＤＣＡ
サイクルの実行は、目標達成に向けた学年組織力
の向上という目的に対して、実践的かつ有効であ
ることが確認された。特に学年主任がこれらを意
識化し、年間を通じて継続し続けることが、組織
力の向上に重要である。これらの知見が、今後の
効果的な学年運営に役立てられることが期待され
る。

２　考察
本研究を通じて、Ｘ県立高等学校教員の学年運
営に関する暗黙知を形式知へと変換し、確認シー
トとして可視化を実現した。特に経験の浅い学年
主任にとって、確認シートは貴重な支援ツールと
なり、より効果的な学年運営を実現するための実
践的指針を提供するものと考える。また、確認シー
トの活用は、学年主任がミドルリーダーとしての
リーダーシップを育成し、教育現場でのビジョン
共有を促進する効果的な手段となりうる。この体
系的なアプローチは、Ｘ県の高等学校に限らず、
より広範な教育機関においても教育品質の向上に
資する可能性があり、その潜在的な普及が期待さ
れる。

３　今後の課題
現在実践中の後期については、これまでの成果
を基に、さらなる改善を目指している。重点を置
くべき主要な課題には、ビジョン共有のプロセス
の充実、協働のあり方の改善、教員の専門性と自
己研鑽を促す体制の構築がある。これらの取組に
より、学年組織力の量的及び質的な向上が期待さ

れる。また、教員一人ひとりの成長と、生徒全体
への教育効果の最大化を目指す。これらの結果を、
継続的な調査と分析を重ねることで得られる実証
的なデータに基づいたアプローチを取り入れ、今
後の教員生活において実践することで、学年及び
学校の組織力向上に向けた努力をしていきたい。
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（１） 岩 手 県「 岩 手 の 教 育 」（https://www.pref.
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都道府県等における入職前段階（ステージ0）での教員の育成指標と　
教員採用等との関連付けの実態

鈴木　久米男*，福島　正行**

（令和６年２月５日受付）
（令和６年２月５日受理）

SUZUKI Kumeo*，FUKUSHIMA Masayuki**

　
The actual condition of correlation with teacher training indicators and teacher recruitment, etc. 

in pre-employment stage（stage  0）in prefectures, etc.

要　約
本稿では、都道府県等が設定した「校長及び教員としての資質向上に関する指標」（以下、育成指標）の
うち、入職前段階（「ステージ０」）における育成指標と教員採用・研修との関わりについて明らかにする。
これを通じて、育成指標を活用した今後の教員採用のあり方を検討することが、本稿の目的である。研究
成果の第一として全国の「ステージ０」の育成指標の状況を把握したことがある。「ステージ０」の育成指
標は多くの都道府県等で確認され、その名称、領域や視点の数はさまざまであるが、内容的には全国的な
共通性の高さを確認することができた。第二は、教員採用と「ステージ０」との関連を把握したことである。
形式上のことではあるものの、教員採用試験実施要項における関連は、育成指標においては弱く、「求め
る教師像」においては強いことが明らかになった。第三は、入職前の研修等の実態及び育成指標との関連
の把握である。現時点において教師養成塾等は全国の多くの都道府県等で実施されており、受講対象者を
大学生としているものの既卒者や現職の講師、現職教員を含んでいる場合もあり多様であった。しかし、
教師養成塾等の実施内容と育成指標や「求める教師像」との関連付けは十分ではなかった。

岩手大学大学院教育学研究科研究年報　第８巻 （2024. 3）　065－078

* 福島学院大学、** 盛岡大学

１．はじめに

　本稿では、都道府県と政令指定都市（以下、都
道府県等）が設定した「校長及び教員としての資
質向上に関する指標」（以下、育成指標）のうち、
入職前段階（「ステージ０」）における育成指標と
教員採用・研修との関わりについて明らかにする。
これを通じて、育成指標を活用した今後の教員採
用のあり方を検討することが、本稿の目的である。
　本稿の目的を設定した理由については、次のこ

とがある。第一に、教員に求められる資質能力の
多様化がある。中央教育審議会答申「『令和の日
本型教育』を担う新たな教師の学びの姿の実現に
向けて（審議まとめ）」（2021年）において、社会
の変化を踏まえて教員の資質能力が示された。任
命権者である都道府県等にとって、教員採用にあ
たり受験者に対しこれらの意識付けをすることは
重要である。したがってその状況を把握する必要
がある。第二に、教員採用をとりまく環境の変化
がある。多くの都道府県等では、教員採用倍率の
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下降傾向が見られ、教員志望者の獲得が課題と
なっている。従来から、都道府県等においては「教
師養成塾」などの取り組みが見られたが、近年で
は、大学3年生に対して教員採用試験の一部科目
受験を可能とする施策も見られる。このことから、
教員採用における都道府県等の新しい取り組み状
況を把握する必要がある。第三に、教師教育シス
テムの再構築が進んでいることがある。研修履歴
が重視されるようになったことからも明らかなよ
うに、育成指標に方向づけられながらも教員自身
の「主体的な学び」が重視されるようになってき
ている。専門的な知識・技能のみならず、教員と
しての資質や取り組みを重視するようになってき
ているといえるが、教員採用時点において、これ
らをどの機関がどのような資質能力をどの程度の
達成状況として求めているのかを把握することは
重要である。
　本稿の目的と、その設定理由を踏まえ、「育成
指標の内容と教員採用・研修との関連」「教員採
用の実態」「入職前段階における研修の実態」、以
上の３点に関して、特に近年の先行研究を整理し
ておく。
　第一に、育成指標の内容と教員採用・研修との
関連についてである。育成指標の内容については、
各都道府県等において育成指標の内容が多様で
あることを明らかにした津村（2020）、鈴木・福
島（2022）、育成指標の資質能力を分類し成長段
階の分析を行なった赤星（2020）、全国の育成指
標を整理しキャリア後半の区分が長くなる傾向が
あることなどを明らかにした櫻井・阿内・佐久間
（2019）などがある。育成指標の内容の具体につ
いては、鈴木・福島（2023）により、学習指導力・
生徒指導等・教員としての素養・地域連携・教職
員連携・マネジメント・危機管理・県独自の教育
課題といった内容に整理されている。また、育成
指標と教員研修との関わりについては、東北地方
６県１市の状況を調査し多様性が見られることを
明らかにした鈴木・福島（2022）がある。さらに、
鈴木・福島（2023）が行なった全国調査によれば、
研修計画等でみられる形式上の関連提示のあり方

として、「研修講座ごとに視点を提示」、「育成指
標の視点ごとに研修を配置」、「各研修講座一覧に
指標の観点を明示」、「研修と育成指標との関連を
大まかに明示」などいくつかのパターンがあるこ
とが明らかになった。事例研究としては、横浜市
の「育成指標を踏まえた自己分析チャート」と教
員研修との関係を紹介した山本（2021）、秋田県
の取り組みを紹介した牛渡・牛渡（2020）、同じ
く三浦・武田（2021）などがある。これらの研究
により、一定エリアあるいは全国の育成指標の内
容や、教員研修との関連が一定程度明らかにされ
てきたといえる。しかし、入職前段階の育成指標
と、教員採用との関連について言及されたものは
見当たらない。
　第二に、教員採用の実態についてである。教
員採用試験について教員採用者側に焦点を当て
た研究は非常に少ない。1980年代、「選考方法の
多様化」を時代背景として、採用者側が学習指導
力だけでなく「子どもへの愛情」「やる気」などの
資質を「望ましい教師像」として求めていること
などを明らかにした堀内らの一連の研究（堀内他
1987、堀内編1989）がある。しかし、時代や背
景が異なっているため、現代の教員採用において、
「求める教師像」及び育成指標や、その試験方法
についてどのように公表、関連付けされているの
かは検討されていない。
　第三に、入職前段階における研修の実態につい
てである。近年における大学や大学生側から見た
研究としては、教育インターンシップ・学校イン
ターンシップ・教師養成塾の３タイプの実地体験
を比較して課題を述べた大塚（2023）、上記に教
育実習を加えた４タイプの実地体験を比較した山
口他（2019）、大学生が教師塾参加により得る「実
践力」や、学びの構造を提示した加藤（2019）な
ど多数存在する。これらでは特に、入職前段階に
おいて大学では学べないとされている「実践性」
が、実地体験によりいかに高まるかについて強い
関心が寄せられている。さらに教育委員会が主宰
する教師養成塾の全国的な動向を朝日（2015）や
大矢・内田他（2022）、竹浪（2022）が検討して
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おり、都道府県等による廃止や創設の状況を明ら
かにしている。他方で、育成指標が策定され都道
府県等により教員として求められる理想像や力量
が明確化されている現在、入職前の段階にある者
に都道府県等としてどのような資質能力を求める
のか、それをどのように意識付けし、育成してい
くのかについて、都道府県等側からの検討結果は
示されていない。
　以上のように、先行研究において「育成指標の
内容と教員研修との関連」「教員採用の実態」「入
職前段階における研修の実態」の3点については、
一定程度明らかにされている。しかし、特に入職
前段階における育成指標の内容とそれに基づく意
識付けについては関心が寄せられてこなかった。
また、入職前段階における研修について、全国を
対象として調査し、状況が網羅的に明らかにされ
てきたとはいいがたい。
　これらの先行研究の成果と残された課題を踏ま
え、本稿では、教員研修計画等、教員採用試験
実施要項、その他入職前研修に関連する資料を収
集し、文書上において、「求める教師像」―育成
指標―教員採用・研修の関連について調査し、本
稿の目的に迫る。具体的には次のことを明らかに
していく。第一に、教員研修計画等上の、入職前
段階（「ステージ０」）の育成指標の内容等及び「求
める教師像」との関連付けについてである。第二
に教員採用試験の実施要項上の、「求める教師像」
や育成指標と教員採用との関連についてである。
第三に、入職前段階における教員研修（「教師養
成塾」などのインターンも含む）と「求める教師像」
や育成指標との関連についてである。

２．調査の方法

　調査及び分析の手順については、鈴木・福島
（2022）及び鈴木・福島（2023）に準じ、以下の
通りとする。
　第一に、調査の対象である。調査の対象は全国
の都道府県及び政令指定都市とした。なお、後に
詳述するが、本稿の目的から、育成指標の「ステー

ジ0」の分析対象は、「ステージ０」を設定してい
ることが探索できた57都道府県等とした。さら
に、教師養成塾等については、実施が確認された
28都道府県等とした。
　第二に、分析の手順である。上記の目的に迫る
ために、都道府県等の教育委員会が策定した教員
研修計画等を収集し、育成指標の内容と「求める
教師像」との関連について調査した。また、同じ
く都道府県等の教育委員会が策定した教員採用試
験実施要項を収集し、採用試験や面接試験の内容
と「求める教師像」及び育成指標との関連を調査
した。さらには、入職前研修としての教師養成塾
に関する情報を収集し、入職前研修の実施状況及
び「求める教師像」と育成指標との関連について
調査した。これらの資料の収集は、インターネッ
トにより行った。さらに不明な点は、都道府県教
育委員会等に連絡をとり、担当者から直接状況を
聴取した。なお、結果の妥当性を確保するため
に、収集した資料の集計結果を２人で相互に確認
した。
　第三に、「ステージ０」の育成指標と「求める教
師像」との関連、くわえてそれらと教員採用との
関連についての分析視点である。まず育成指標の
策定状況を把握するために、以下に示す視点を設
定した。育成指標については、①「ステージ０」
設定の有無、②「ステージ０」の名称、③「ステー
ジ０」における資質能力の領域（大項目）の数、④
「ステージ０」における視点（中項目）の数、⑤「ス
テージ０」における中項目の内容、⑥「ステージ０」
の育成指標と「求める教師像」との関連付け、以
上の６点である。次に教員採用試験については、
①教員採用試験実施要項における「求める教師像」
や「ステージ０」の育成指標の記載状況、②同じ
く面接評価内容の記載状況及び「求める教師像」
や育成指標との関連、③同じく面接評価内容の具
体、以上の３点である。　
　第四に、入職前研修と育成指標の関わりの分析
手順である。入職前研修としての都道府県教育委
員会等が主宰している教師養成塾等を分析の対象
とした。分析において設定した視点は以下のとお
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りである。①実施状況、②入職前研修と育成指標
の関わり、③「求める教師像」の提示状況と設定
している視点である。　
　以上の視点を設定し、「求める教師像」―育成
指標―教員採用・研修の関連を描出する。

３．都道府県等における育成指標「ステージ０」
の設定及び「求める教師像」との関連付け

　本章では、（1）都道府県等が策定した育成指標
を参照し、「ステージ０」の設定状況や「求める教
師像」との関連付けについて明らかにする。また、
（2）同じく教員採用試験実施要項を参照し、教員
採用における「求める教師像」及び育成指標との
関連を明らかにする。
（1）	教員研修計画及び育成指標における「ステー
ジ０」の設定状況
①　「ステージ０」設定の有無　
　第一に、都道府県等の教員育成指標における
入職前段階（「ステージ０」）の設定状況について
である（図1）。67都道府県等中、56都道府県等
（83.6%）で「ステージ０」を設定していることが
探索できた。８割を超える都道府県等で、「ステー
ジ０」が設定されている。

　なお、育成指標や教職員研修計画等において「ス
テージ０」が探索できなかった都道府県等や、「ス
テージ０」があることは明示されているものの「ス
テージ０」固有の細項目が設定されていない都道
府県等を「ステージ０」の設定なしと判断した。
また、経験年数「０年」の段階は「ステージ０」と
したが、「０～１年」など、「０年」段階に入職後
の期間が含まれている場合は「ステージ０」とし
なかった。

　以下、本章における分析の対象は、「ステ－ジ０」
が設定されていた56都道府県等に限定する。
②　「ステージ０」の名称
　第二に、「ステージ０」の名称の設定状況につ
いてである。「ステージ０」の名称は、「養成＋期」
や「採用＋段階」といったように、入職前の「状況」
を表す言葉と、「時期」を示す言葉の組み合わせ
で構成されている都道府県等が多かった。まず、
「入職前の状況」を示す言葉についてであるが（図
2）、最も多かったのは「採用」（21都道府県等、
37.4％）であり、次いで「養成」（16都道府県等、
28.6％）、「着任」（10都道府県等、17.9％）、「そ
の他」（９都道府県等、16.1％）があった。「その
他」については「教職課程修了」や「スタートライ
ン」「スタート」「キャリアスタート」「教職員を
目指す学生や社会人」「教職準備」があった。また、
「着任時（採用段階）」や、「養成期（着任時）」といっ
たように、複数の語を並列させて使用している都
道府県等も見られた。

　次に「時期」を示す言葉についてであるが（図
3）、最も多かったのは「時」あるいは「時の姿」（26
都道府県等、46.4％）であり、次いで「期」（11
都道府県等、19.6％）、「段階」（９都道府県等、
16.1％）、「その他」（10都道府県等、17.9％）があっ
た。「ステージ０」を「時」のように入職前の瞬間
ととらえるのか、「期」や「段階」などの期間とと
らえるのかは、都道府県等により違いがあるとい

図 1「ステージ 0」設定状況の有無（ｎ＝ 67）

図 2　「ステージ 0」の状況表現の名称（ｎ＝ 56）

図 3「ステージ 0」の時期表現の名称（ｎ＝ 56）　
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える。「その他」については、上に見たように「時」
と「段階」の両方を使用している場合や、「期」と「段
階」を両方している場合があった。また、「時」「期」
「段階」を使用せず、「採用までに身につけておい
てほしいこと」、「採用前」といった名称が見られ
た。
③　「ステージ０」における資質能力の視点（大項
目）の数
　第三に、「ステージ０」の大項目数の設定状況
についてである（図4）。育成指標は、全ての都道
府県等において表として整理されているが、「学
習指導力」や「生徒指導力」などの次元で大まかな
領域を示し、これに基づいて領域ごとにやや細か
な視点を示し、さらに視点ごとに具体的な内容を、
ステージごとに示す形で整理されている都道府県
等が多い。本稿では、上でいう領域を「大項目」、
視点を「中項目」、具体的な内容を「細項目」とし
て用語を用いることにする。

　「ステージ０」の大項目数については５項目が多
かった（19都道府県等）。平均は5.1項目であった。
④　「ステージ０」における視点（中項目）の数
　第四に、「ステージ０」の中項目数の設定状況
についてである（図5）。中項目数については数が
多い都道府県等があるため、５項目区切りで集計
した。結果、「ステージ０」の中項目数について
は16-20項目が多かった（17都道府県等）。平均
は14.9項目であった。第三で述べた大項目数の
平均を勘案すると、１大項目につき３程度の中項

目を設定しているというのが、「ステージ０」の
育成指標の平均的な姿であると捉えることができ
る。

⑤　「ステージ０」中項目の内容
　第五に、育成指標の内容についてである。育成
指標に記載されている内容の百分率を図６に示し
た。内容については育成指標の中項目を参照し、
詳細が不明な場合は「ステージ０」の細項目を参
照して、内容を分類した。本稿において設定した
分類から見た時、育成指標に「素養・人間力に関
すること」「学習指導力・教科指導力に関するこ
と」「生徒指導・子ども理解・学級経営に関する
こと」について記載している都道府県等は98.2％
（55都道府県等）であり、これらは、ほとんどの
都道府県等で設定されているといえる。以下、多
い順に「特別支援・インクルーシブ教育に関する
こと」（82.1％、46都道府県等）、「ICT活用に関
すること」（82.1%、46都道府県等）、「保護者・
地域連携に関すること」（75.0%、42都道府県等）、
「教職員や他者との連携・協働（チーム）、学年経
営に関すること」（73.2％、41都道府県等）、学
校安全・危機管理に関すること」（71.4％、40都
道府県等）、「マネジメント力・学校経営に関する
こと」（69.6％、39都道府県等）、「今日的課題へ
の対応に関すること」（53.6％、30都道府県等）、
「県等への理解・教育課題への理解に関すること」

図 4「ステージ 0」の大項目数（ｎ＝ 56）

図 5「ステージ 0」の中項目数（ｎ＝ 56）
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（26.8％、15都道府県等）となった。本稿の分類
によれば、「県等への理解・教育課題への理解」
に関して育成指標に記載している都道府県等は、
割合的には少ないことが看取できた。
　なお、育成指標上、ステージごとの細項目の内
容は異なるものの、大項目、中項目は「ステージ０」
を含む全てのキャリアステージで共通である都道
府県等がほとんどであった。大項目、中項目を現
職教員と共通としながらも、「ステージ０」にお
ける細項目の特徴は、「～について理解している」
や「～についての知識・技能を身につけている」「～
の意義を理解している」のように、「知っている
こと」や「理解していること」までにとどめられて
いる場合が多いということである。
　教育公務員特例法改正に伴い、2022年、文部
科学省は「公立の小学校等の校長及び教員として
の資質向上に関する指標の策定に関する指針」（以
下、文科省育成指標指針）を示した。この指針に
おいて「教師に共通的に求められる資質の具体的
内容」として示されたのは、「教職に必要な素養
に主として関するもの」「学習指導に主として関
するもの」「生徒指導に主として関するもの」「特
別な配慮や支援を必要とする子供への対応に主と
して関するもの」「ICTや情報・教育データの利
活用に主として関するもの」の５つである。本稿
の整理による、全国の都道府県等の育成指標の内

容上位５位と相当程度符合している状況にあると
いえる。
⑥　「ステージ０」の育成指標と「求める教師像」
との関連付け
　第六に、「ステージ０」の育成指標と「求める教
師像」との関連付けの状況についてである（図7）。
本稿では、教員研修計画等における育成指標の掲
載ページにおいて「求める教師像」が記載されて
いる場合に限定して集計した。育成指標と「求め
る教師像」との関連付けの実態としては、「『求め
る教師像』で大項目を整理」（いくつかの大項目
で『求める教師像』の一つを構成）（１都道府県等、
1.8％）、「指標大項目が『求める教師像』」（５都
道府県等、8.9％）、「指標中項目が『求める教師像』」

図６「ステージ 0」の中項目の内容（対象：56都道府県等）　※図中の数値は百分率（％）

図 7　育成指標と「求める教師像」との関連付け
（ｎ＝ 56）
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（２都道府県等、3.6％）、「育成指標と同頁表記」
（18都道府県等、32.1％）、「育成指標と同頁非表
記」（30都道府県等、53.6％）という５パターン
を確認できた。
　冒頭で示している通り「求める教師像」―育成
指標―教員採用・研修の関連性を問うことは、教
師教育全体にあって施策上重要である。「求める
教師像」が育成指標のどの項目と関連付いている
のかを、育成指標上で明確に示している都道府県
等（上記の前３パターン）も少ないながら見られ
た。他方で、教員研修計画等を詳細に確認すれば
育成指標と「求める教師像」との関連を見出すこ
とができる場合もあるが、半数以上は、直観的に
把握することが難しい状況と捉えることができ
る。
（2）	教員採用試験実施要項における「ステージ０」
の掲載状況
①　教員採用試験要項における「ステージ０」の
掲載状況、「求める教師像」の掲載状況
　第一に、実施要項における「求める教師像」及
び育成指標の掲載状況についてである。まず、「求
める教師像」の掲載状況についてみていく（図8）。
実施要項に「求める教師像」を掲載しているのは
31都道府県等（55.4％）であり、半数以上の都道
府県等で掲載している。

図 8	 実施要項における「求める教師像」の掲載
状況（ｎ＝ 56）

図 9　実施要項における育成指標の掲載状況
	 （ｎ＝ 56）

　次に、育成指標の記載状況についてである（図
9）。育成指標を記載しているのは、56都道府県
等中３都道府県等（5.4％）となっている。以上を
重ね合わせると、実施要項においては、教員採用
試験受験生に対し、育成指標ではなく「求める教
師像」を示すことで教員として身につけるべき資
質能力を方向づけているといえる。
②　教員採用試験実施要項における面接評価内容
の記載状況及び「求める教師像」・育成指標と
の関連
　第二に、実施要項における面接試験固有の評価
内容の記載状況についてである（図10）。面接試
験は、筆記試験や実技試験とは異なり、測定する
対象が明確ではなく、都道府県等によって視点は
さまざまである。本稿では面接試験の評価内容に
ついて調査し、「求める教師像」や育成指標との
関連を検討する。なお、本稿で「面接試験」とは、
一般選考における個人面接及び集団面接を指す。
両方とも実施していない都道府県等はなかった。

　面接評価内容については実施要項に記載がある
場合がある他、各都道府県等がホームページ等で
ウェブ上にて公表する場合もある。実施要項にて
ウェブ上に面接評価内容が公表されていることを
明示している場合は、可能な限り参照した。結果、
実施要項に面接評価内容が記載されている都道府
県等は27（48.2％）であり、探索できなかった都
道府県等は29（51.8％）であった。実施要項、そ
の他で面接評価内容を探索できたのは半数に満た
なかった。
　以下、分析の対象を、「ステージ０」の設定があっ
た57都道府県等中で、実施要項において面接評
価内容の記載があった27都道府県等に限定する。
　次に、面接評価内容が探索できた27都道府県

図10　実施要項における面接の評価観点の記載（ｎ＝56）
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等について、面接評価内容と「求める教師像」や
育成指標との関連についてみた。使用されている
語句や表現が何らかのかたちで一致するなど、面
接評価内容と「求める教師像」との関連が見られ
た都道府県は多かったが、明確に判別できたのは、
「求める教師像」をほぼそのまま面接評価内容と
していた１都道府県等にとどまった（図11）。同
様に、使用されている語句や表現が何らかのかた
ちで一致するなど、面接評価内容と育成指標との
関連が見られた都道府県等は多かったが、明確に

判別できたところは皆無だった（図12）。以上の
ように、面接評価内容と「求める教師像」及び育
成指標とを関連付けている都道府県等はあった。
他方で、必ずしも全ての都道府県等で関連が見ら
れたわけではなかった。
③　教員採用試験要項における面接評価内容の具
体
　第三に、実施要項における面接評価内容の具体
についてである（図13）。面接評価内容の表現の
仕方については、文章による場合もあれば、単語
の羅列である場合もあるなど、各都道府県等で差
異が見られた。27都道府県等に見られた面接評
価内容を収集し、図13に示すような項目に分け、
集計した。最も多かった評価内容は「社会性・共
感性・協調性・コミュニケーション力」に関する
内容で、17都道府県等（63.0%）で見られた。以
下、多い順に「人間性・堅実性・責任感」に関す
る内容（51.9%、14都道府県等）、「教職への理解、
教員としての資質・適正」に関する内容（44.4%、
12都道府県等）、「情熱・熱意」に関する内容
（44.4%、12都道府県等）、「課題解決、判断力、
表現力、対応力、適応性」に関する内容（40.7%、
11都道府県等）、「使命感」に関する内容（37.0％、
10都道府県等）、「指導力、専門性」に関する内容
（33.3％、９都道府県等）等となった。

図	13　実施要項での面接の評価観点の具体（対象：27　都道府県等）　※図中の数値は百分率（％）

図 11	 実施要項での面接の評価観点と「求める
教師像」との関連（ｎ＝ 27）

図 12	 実施要項での面接の評価観点と育成指標
との関連（ｎ＝ 27）
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（3） 小括
　本章では、「ステージ０」の設定状況や「求める
教師像」との関連付けについて明らかにした。ま
た、教員採用における「求める教師像」及び育成
指標との関連を明らかにした。本章のまとめは以
下のとおりである。
　まず、「ステージ０」の設定状況や「求める教師
像」との関連付けについてである。第一は、「ステー
ジ０」の設定状況についてである。８割を超える
都道府県等において、「ステージ０」が設定され
ていることが探索できた。多くの都道府県等にお
いては現職教員のみならず、入職前の者に対して
もその資質能力に関心を持っていることが窺え
る。第二は、「ステージ０」の名称についてである。
都道府県等において多様であるといえるが、「養
成」を名称として採用している都道府県等が３割
程度あった。都道府県等が採用・着任というフェー
ズにおける資質能力だけでなく、その前段階の「養
成」というフェーズのあり方にも一定程度関心を
寄せているといえる。また、「期」「時期」を名称
として採用している都道府県等があわせて三分の
一程度ある。全体としては少数派といえるが、他
方で、「時」という瞬間的な資質能力のあり方で
はなく、「期」「時期」という資質能力形成の期間
のあり方を、受験生と共有したいとの考えの裏返
しとも考えられる。第三は、「ステージ０」の大
項目数・中項目数及びその内容である。大項目数、
中項目数は都道府県等により多様といえるが、内
容的には素養、学習指導力、生徒指導力、特別支
援教育、ICT活用について多くの都道府県等にお
いて共通していた。さらには、これらは文科省育
成指標指針において、教員に必要な資質として特
に挙げられている項目と相当程度符合している状
況といえた。育成指標の全国的な共通性は高いと
いえる。第四に、「ステージ０」の育成指標と「求
める教師像」との関連についてである。育成指標
と「求める教師像」とがどのように関わっている
のか具体的に示している都道府県等は、全体の
15％程度であり、なんらかの関わりがあること
を示している都道府県等をあわせても５割に満た

ない。教員を目指す者に対して、両者の関係が直
観的に把握できるような表記上の工夫をしている
都道府県等は多いとは判断できない。
　次に、教員採用における「求める教師像」及び
育成指標との関連についてである。第一に、教員
採用試験実施要項における「求める教師像」及び
「ステージ０」の育成指標の記載についてである。
前者は55％程度、後者は５％程度であり、特に
後者はほとんどの都道府県等で示すことができて
いない。「育成指標」は全体とすればボリューム
は大きいが、「ステージ０」の育成指標のみを示
すなどしてボリュームを抑える工夫があった都道
府県等も見られた。第二に、面接評価内容の記載
と、「求める教師像」及び育成指標との関連につ
いてである。記載状況については約５割の都道府
県等で記載を探索できた。関連についてであるが、
「求める教師像」との関連が明確に判別できたの
が１都道府県等、育成指標との関連が明確に判別
できたところは皆無であった。面接において何を
評価するのかについては明確であっても、なぜそ
れを評価するのかについて明確でない都道府県等
が多いといえる。採用試験と「求める教師像」や
育成指標との関連、あるいはそれらの位置付けの
明確化を図る必要がある。第三に、面接評価内容
の具体についてである。社会性、人間性に関する
内容が５割を超えていた。その他、面接評価内容
として記載されていたものの多くは、教員として
の素養ないしはコンセプチュアル・スキルである
といえる。

４．入職前研修の状況

　本章では、都道府県等における教員としての入
職前研修の実態を、調査結果を踏まえて検討して
いく。2004年に東京都教育委員会が大学生を対
象とした「東京教師養成塾」を開講し、その後全
国に広がっていった。教育委員会が教員を希望す
る大学生や既卒者等を対象として実施されている
研修等を教師養成塾等と表記する。
　朝日（2015）によると、2015年当時都道府県・
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市町村で実施していた教師養成塾等は34箇所（都
道府県等では27）であった。その後、廃止や新設
等があり、竹浪（2022）は2021年度末時点で全
国の都道府県等の27箇所において実施されてい
ると報告している。2023年度末においては、広
島県での廃止や島根県での新規実施等があり、全
国の67の都道府県及び政令指定都市において、
28箇所実施されていることが確認できた。その
中で、千葉県と千葉市の教師養成塾等は共同で実
施されており、調査対象とした都道府県等数は
66となる。このことを踏まえ、本章では、現時
点で教師養成塾等の実施が確認できた28箇所を
分析の対象とする。なお、本章では、教師養成塾
等の実施状況を確認し、その上で教師養成塾等の
実施における育成指標との関連付けや目標提示の
状況を検討する。
（1）教師養成塾等の実施状況
　現時点での教師養成塾等の実施状況として、受
講対象者や
講座の実施回
数、受講にお
ける優遇措
置、経費等を
検討する。
　第一は教師
養成塾等の受
講対象者につ
いてである。
教師養成塾等の実施理念は、大学生に教育現場を
知ってもらうことや教員志望の意思をより堅固に
することである。このことから、図14に示した
ように、全都道府県等が大学生を対象としていた
が、さらに社会人ではあるが教員を志望している
既卒者を対象として含めている都道府県等が14
の5割あった。また、現職の講師を含めていたの
が11、加えて若手の現職教員を対象としている
都道府県等も3あった。大学生や既卒者等を主な
対象者としていることから、教師養成塾等は各都
道府県等の教職の志望状況を踏まえた、早期の意
識付けの機会とされていると想定できる。

　第二は講座の実施形態及び実施回数について
である。分析対象とした28都道府県等が実施し
ている教師養成塾等の実施回数を図15に示した。
教師養成塾等の実施回数は、１回から50回と都
道府県等により多様であった。１回とした都道府
県等は、教員を希望している学生や社会人に対し
てセミナーを開催したり、大学生相互が意見交換
をする場を設定したりしていた。また、5回程度
と比較的実施回数が少ない都道府県等は、教師観
や教師としての基礎力育成を講義形式で実施して
いた。さらに、10回程度とした都道府県等は１
年を通して定期的に実施したり、時期を限定して
集中して実施したりしていた。加えて、実施回数
の多い都道府県等では、講義とともに学校での見
学や体験活動等を実施している場合もあり、2つ
の都道府県等では実施回数が50回にも及んでい
た。これらのことから、教師養成塾等を実施して
いる都道府県等においては、大学生の教職への意
識づけを主な目的としていたり、講義の実施によ
り地域の実情の理解を図ったり、さらに学校での
体験活動により実践力の向上を意図していたりと
多様性がみられた。

図	14　教師養成塾等の対象者　
　　　 （ｎ＝ 28）

図	15　教師養成塾等の実施回数（ｎ＝ 28）



都道府県等における入職前段階（ステージ0）での教員の育成指標と教員採用等との関連付けの実態 75

　第三は受講における採用時の優遇措置及び経
費、さらに入塾の際の試験の有無等である。まず
受講後の教員採用試験における優遇措置である。
11の都道府県等が受講者に対して、一次試験を
免除したり特別選考枠を設けたりしていた。都道
府県等によっては、教師養成塾等を終えた修了生
が特別選考枠でほとんど合格する場合もみられ
た。次に受講経費については、10都道府県等で、
資料代や講師謝礼の経費として受講料を徴収して
いた。また受講の際の試験等の実施状況として、
28都道府県等のうち申し込みのみ（試験なし）が
14、書類審査が5、筆記試験が7、面接実施が９
箇所あった。都道府県等によっては二次面接試験
を実施している場合もあり、教員採用試験に匹敵
する内容になっている状況もみられた。
（2）教師養成塾等の実施における育成指標や目的
との関連
　教師養成塾等の実施における育成指標との関連
づけの実態や実施の際に提示している目的との関
連を検討する。　
　第一は教師養成塾等と育成指標の関連付けの実
態である。Webで収集できた教師養成塾の要項や
募集用のパンフレットに、入職時に求める教員の
資質能力を示した育成指標（「ステージ0」）の提示
状況を確認した結果が、図16である。分析対象
とした28のうち25の都道府県等で育成指標の提
示や関連事項の記載はみられなかった。その一方、
育成指標の提示があった都道府県等が2、要項に
指標との関連を示していた都道府県等が1あっ
た。このことから教師養成塾等については、育成
指標（「ステージ0」）と関連付けている都道府県等
は全国的にはわずかであることが分かった。この

ことは、教師養成塾等の対象者が、大学1～ 4年
生、さらに社会人等と多様であることから、実施
者である教育委員会が、教員として求める資質能
力の具体的なイメージをもたせ難いと判断しての
対応と推定される。
　第二は教師養成塾等の実施における「求める教
師像」や実施目標の提示状況である。都道府県等
教育委員会が作成した要項やパンフレット等への
教師像や目標提示の状況を確認した。
　教師養成塾等の「求める教師像」の提示状況の
結果は、図17のようになった。分析の対象とし
た28都道府県等のうち、「求める教師像」を提示
していたのは10であり、なかったのは18であっ
た。「求める教師像」の示し方の具体例としては、
教師像や子どもへの関わり、確実な実践力、チー
ム学校の推進等が示されていた。その一方、実施
内容やスケジュールが示されているものの、「求
める教師像」を示さないまま実施している都道府
県等も多数みられた。

　次に、教師養成塾の要項等に実施目的がどのよ
うに示されているのかを確認した。分析対象とし
た28都道府県等の中で、実施目的の記載が確認
できなかったのが2あった。それ以外の26につ
ては、実施目的の記載が確認できた。実施要項等
に記載されている目的を検討するために、「教師
観」や「実践力」「基礎確立」「地域理解」の4視点
を設定して記載状況を確認した結果が図18であ
る。実施の目的として、「教師観」の育成を掲げ
ていたのは25都道府県等となり、このことを主
たる目的にして実施していることが分かった。次
は「実践力」の向上の21となった。大学での教員
養成課程の学修を踏まえつつも、教師養成塾等が
教育委員会主催であり、学校現場との距離の近さ

図	16　教師養成塾等と育成指標との関連付け
　　　 （ｎ＝ 28）　

図	17	 教師養成塾等における「求める教師像」
の提示状況（ｎ＝ 28）
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を生かした研修を実施することにより「実践力」
の向上を図る、等としている。さらに、「実践力
の向上を図るために「基礎確立」や「地域理解」の
促進が実施の目的として設定されていた。これら
の教師養成塾等の実施目的の設定は、受講生の「教
師観」の確立や「実践力」の向上、さらに「基礎確
立」とともに、「地域理解」を促進することで、教
員としての目的意識の確立と実践力の確保を目指
した取り組みであるといえる。
（3）小括
　以上のように本章では、教員の入職前研修とし
て、教師養成塾等の実態を検討してきた。現時点
での確認において、全国では28の都道府県等で
実施されており、受講対象者を大学生としてい
るものの既卒者や現職の講師、現職教員を含んで
いる場合もあった。さらに、実施回数も1回から
50回であり、都道府県等により多様性がみられ
た。しかし、教師養成塾等の実施内容と育成指標
や「求める教師像」との関連付けは十分ではなく、
今後の課題といえる。その一方、入職前の研修と
して教員希望者の増加や地域理解の促進を図るこ
とや、学校での研修による実践力向上の手がかり
としたいとの意図がみられた。

５．まとめ

　本稿の目的は、都道府県等が設定した教員育
成指標のうち、入職前段階（「ステージ０」）にお
ける育成指標と教員採用・研修との関わりについ
て明らかにすることを通じて、育成指標を活用し
た今後の教員採用のあり方を検討することであっ
た。

　本稿のまとめは以下のとおりである。第一は、
全国の「ステージ０」の育成指標の設定状況を把
握したことである。「ステージ０」の育成指標は
多くの都道府県等で確認され、その名称、領域や
視点の数はさまざまである。とはいえ、内容的に
みれば、2023年度現在において、全国的な共通
性が高いことを確認することができた。しかし、
育成指標と「求める教師像」との関連が明確に読
み取れる都道府県等は少ないことが分かった。
　第二は、教員採用と「ステージ０」との関係を
把握したことである。形式上のことではあるもの
の、教員採用試験実施要項における関連は、育成
指標においては弱く、「求める教師像」において
は強いことが明らかになった。しかし、実施要項
に面接評価内容が記載されている場合は５割程度
であり、その内容が育成指標あるいは「求める教
師像」と関連があることを明確に見出すことがで
きる都道府県等はほとんどなかった。
　第三は、入職前の研修等についてである。現時
点（2023年）において教師養成塾等は全国の28
の都道府県等での実施が確認されており、受講対
象者を大学生としているものの既卒者や現職の講
師、現職教員を含んでいる場合もあった。さら
に、実施回数も都道府県等により多様性がみられ
た。しかし、教師養成塾等の実施内容と育成指標
や「求める教師像」との関連付けは十分ではなかっ
た。その一方、入職前の研修として教員希望者の
増加や地域理解の促進を図ることや、学校での研
修による実践力向上の手がかりとしたいとの意図
がみられた。
　以上を踏まえ、今後の教員採用のあり方につい
て、育成指標との関連から述べる。冒頭で述べた
とおり、今後の教員研修の焦点は、都道府県等が
目指す「教師像」により方向付けを受けながらも、
個々の教員に学びの主体性を求める点がある。こ
れに対して、教員採用試験の受験生ならば必ず目
にする実施要項に、「求める教師像」が記載され
ている都道府県等が多かった点から、入職前段階
において受験生への意識付けが可能であると考え
られる。

図	18	 教師養成塾等に示された実施目的の観点
（ｎ＝ 26）
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　さらに、教師養成塾等のあり方を検討する。現
在教員養成は、教職課程を設置している大学で
行っており、教育委員会が行う教師養成塾等の役
割を今後明確にしていく必要がある。教師養成塾
等の役割として、早期に学生に学校現場での実践
を体験させることや希望する都道府県等の特色や
教育理念とともに、「求める教師像」を知ること
がある。その際、「求める教師像」としての具体
的な資質能力を育成指標で把握することになる。
このためにも、都道府県等の教育委員会が主宰す
る教師養成塾等においても、育成指標は重要な意
味をもつ。
　他方で、そうであるならば、「求める教師像」（目
的）が育成指標（目標）とどのようにリンクしてい
るかについても合わせて示されていることが施策
上必要である。実際に、教員採用時の募集要項に
「求める教師像」と育成指標の結びつきが明確に
読み取れない都道府県等が半数を占める。さらに
教師養成塾においては、求める教師像と併せて育
成指標を提示している都道府県等はわずかであっ
た。「求める教師像」―育成指標―教員採用・入
職前研修がどのように関連付いているのかを、教
員採用の募集要項や教師養成塾等のパンフレット
で提示していく必要がある。このことにより、大
学生等の受講者の教職希望の意思を明確にしてい
くことが可能になると考える。

　なお、本稿は、JSPS科研費 JP21H00869の補
助を受けて実施した研究の成果をまとめたもので
ある。
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ストラテジーの獲得が学習理解に与える影響
－中学校数学科多項式の授業におけるノート分析を通して－　

立花　佳帆*，中村　好則**，山本　奬**

（令和６年２月５日受付）
（令和６年２月５日受理）

TACHIBANA Kaho*，NAKAMURA Yoshinori**, Yamamoto Susumu**

Effects of Strategy Acquisition on Learning Understanding

: Through an Analysis of Notes Taken in the Junior High School Mathematics Class on Polynomials

 

要　約
　中学3年生の「多項式」の単元において，問題を解いた後に，生徒自身に使用したストラテジーにつ
いて考える場面を授業で設定し，それをノートに記述させることで，ストラテジーを獲得できたかどうか
を測り，ストラテジーの獲得が学習理解につながるか検討した．その結果，展開や因数分解を利用し工夫
して数の計算をする「計算」の問題，式を簡単にしてから代入して式の値を求める「代入」の問題，式の計
算を利用して図形の性質を証明する「図形の性質の証明」の問題の３つにおいては，ストラテジーを獲得
している生徒の得点が有意に高い結果となった．一方で，式の計算を利用して，数の性質を証明する「数
の性質の証明」の問題に関しては，平均点には有意な差が見られなかったが，事後テストの得点を獲得し
た生徒の無得点率が低いなど，ストラテジーの獲得が学習の理解へ与える影響についての可能性が示唆さ
れた．

岩手大学大学院教育学研究科研究年報　第８巻 （2024. 3）　079－087

* 一関市立大東中学校，** 岩手大学大学院教育学研究科

１．はじめに

　中学校数学科において，初見の問題に触れたと
き，どう対処していいか分からなくなる生徒を
よく見かける．これまでの知識を用いて解決に向
かうことができる生徒もいる一方で，ペンが止ま
る生徒を見て，学習内容だけでなく，問題を解決
する方法について指導していく必要があると考え
た．
　この問題解決の方法に関して，杉山（2006）は，
「問題解決の一般的なストラテジーを知ってお
り，それを適切に使えること」が，問題解決する

ために必要な力の１つとして述べている．また，
中学校学習指導要領（平成29年告示）解説数学編
（2017,p.29）では，「解決の方法や内容，順序を
見直したり，自らの取り組みを客観的に評価した
りすることが大切」であると述べており，こういっ
た「問題解決過程を振り返って評価・改善しよう
とする態度を養う」としている．問題解決に必要
な力の1つであるストラテジーを指導していくこ
とが，そういった態度を養い，自力で問題解決で
きる生徒の育成につながると考えた．
　このストラテジーに関して，立花・立花（2019）
は，ストラテジーを，「問題解決過程を進展させ
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るために必要になる情報の処理方法を，具体化し，
技法として整理したもの」と定義し，ストラテジー
に関する先行研究に関して，Figure１に示すよう
に整理している．類似する考えとして，数学的な
考えが挙げられるが，これについて，片桐（2004）
のいう数学的な考えは，図における「数学や科学
全般に使える方略」に当たるとしており，この「数
学や科学全般に使える方略」に加えて，「問題解
決の各段階で使える方略」も含んだものを「スト
ラテジー」と定義している．

Figure1	「立花らによるストラテジーの分類」
	 （立花・立花,2019,p.167）

　また，立花ら（2019）は，授業実践とその分析
を通して，「教師の指導によって，生徒がストラ
テジーを獲得することが期待される」と述べてい
る．また，「授業で扱った方略を意識させるため
に方略の振り返りを記述させること」を授業実践
で行い，「長期的に方略の振り返りをさせること
で，ストラテジーを意識する生徒が増加すること
が考えられる」ことを述べている．
　一方で，立花ら（2019）の実践では，ストラテ
ジーの獲得を目的としており，本時で使用するス
トラテジーを教師がラベリングすることにとどま
り，生徒に考えさせる場面がなかったことを課題
として挙げている．さらに，ストラテジーの獲得
が問題解決に与える影響に関して具体的な検証が
なされていないことも指摘している．
　この，教師も生徒も使いやすいストラテジーの
項目に関しては，立花・櫻庭・山本・中村（2020）
は，生徒が使用可能なストラテジーについて因子
分析を行い，生徒が使用可能なストラテジーには
5因子あることを示唆している．また，問題解決

に与える影響に関しても，問題解決に直接影響の
ある因子と，直接的な影響のない因子があること
を指摘している．
　また，立花ら（2019）が指摘する，「教師がラ
ベリングすることにとどまり，生徒にストラテ
ジーを考えさせる場面がなかったこと」に関する
先行研究として，ストラテジーと類似した概念と
して，市川（1993，p.28）の，「教訓帰納」という
概念がある．市川（1993）は，「問題をやってみ
たことによって何が分かったのか」という「教訓」
を引き出すことを教訓帰納と呼び，学習したこと
がら以上の問題を解けるような力を育てるため
に，この教訓帰納を導入して，認知カウンセリン
グを行いながら，個別のケースを分析している．
しかし，個別の事例研究はあるものの，使用した
ストラテジーを生徒自身に考えさせることで，問
題解決する力に影響があるかを量的に検討してい
る先行研究は見当たらなかった．
　そこで，本研究では，生徒自身が使用したスト
ラテジーについて考える場面を授業で設定し，そ
れをノートに記述させることで，ストラテジーを
獲得できたかどうかを測り，ストラテジーの獲得
が多項式の単元における学習理解につながるか検
討する．

２．研究の方法

（1）調査時期
　授業実践：2021年5月
　事後テスト：2021年6月（2回に分けて実施）
（2）調査対象
　公立中学校に通う中学3年生113名を対象に実
践と分析を行った．
（3）調査方法
①授業実践について
　中学校3年生「多項式」において，既習の内容
を用いて自力で考えることのできる問題として，
Table 1に示した10問を3時間に分けて授業した．
　第1時では，展開や因数分解の公式を用いて数
の計算をする問題（以下，「計算」とする）と，展
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開や因数分解を行ってから代入し，式の値を求め
る問題（以下，「代入」とする）を扱った．第2時
では，文字式を用いて数の性質について証明する
問題（以下，「数の性質の証明」とする）を扱った．
第3時では，式の計算を利用して，図形の性質を
証明する問題（以下，「図形の性質の証明」とする）
を扱った．これらの問題はすべて，「東京書籍　
新しい数学３」（2020,pp.33-35）にある問題や，
「東京書籍　新しい数学３　基礎からの問題集」
（2021,pp.18-19）を用い，出題した．
　おおまかな授業の進め方について，Figure 2に
示す．まず，本時の課題の確認と指示を出した後，
個人で問題を解く時間を設けた．問題を解いたあ

と，解答のポイントとして，問題解決に使用した
ストラテジーをノートに記入するよう指示した．

Table	1　「授業実践で扱った問題」

Figure2　「授業実践の大まかな流れ」
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そのとき，自分で考えたストラテジーはシャープ
ペンシルで記入するように指示を出した．次に，
4人グループで考えさせる場面を設けた．このと
き，解法だけでなく，問題解決に使用したストラ
テジーも話し合うように指示を出した．先ほどの
自身の考えと区別するため，話し合いで得た考え
は色ペンを用いて記入するようにした．

Figure3　「ノート1ページの使い方の指示例」

　生徒に指示を出したノートの取り方をFigure 3
に示す．ノート1ページにつき，1問のみを解答
するよう指示を出した．解答の思考過程を書き残
し，ストラテジーを振り替えられるようにするた
めである．左上に問題，その下に解答を書くよう
指示し，ポイントは右上に記述することとした．
　授業で扱った問題の解法については授業の後半
に全体指導を行い，グループごとの解決進度の差
をなくすよう努めた．その際，各グループで出さ
れたストラテジーに関しても共有した．
　ただし，生徒の反応を見ながら授業を進めたた
め，1問ごとにこの流れを繰り返した場面と，何
問かごとにこの流れを繰り返した場面があり，実
践を行った学級の実態に応じて多少差異がある
が，今回の分析には影響がない差異だと判断し，
全学級を分析の対象とした．
②独立変数

　実践授業内で記述したノートを分析し，既習の
公式を用いることなど，問題解決のうえで使用し
たストラテジーに関して「記述できている」，「記
述できていない」の2通りに分類した．本研究で
は，生徒がストラテジーを獲得できたとは言い切
れないため，周囲の生徒から聞いて書いたもの（授
業では色ペンを用いて記入させたもの）は分析か
ら除外することとした．生徒の記述が予想される
ストラテジーはそれぞれ，以下のTable 2のとお
りである．

Table	2「記述が予想されるストラテジーの内容」

　Table 2にあげられるような解法を導くために
使用したストラテジーは，「記述できている」と
し，「頑張る」などといった情意的なストラテジー
は除外することとした． 

　実際の生徒の記述例の一部をTable 3に示す．
なお，記述内容はそのまま文字に起こして，記し
ている．
　ノートの点検に客観性を持たせるため，授業を
担当した教師1名と，数学教育を専門とする大学
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教員1名で点検を行う手続きを取った．手続きの
流れは，次のとおりである．
　初めに，判断の基準を確認した．その際，Table 

2に示すような内容は「記述できている」とし，情

意的なものは含まないことや，シャープペンシル
で記入されているポイントのみ数えることを確認
した．次に，それぞれでノート点検を行った後，
2名の点検結果を持ち寄り，同様の判断をしたも

Table	3	「生徒の記述したポイント（一部）」
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のを一致したとし，その一致率を算出した．その
一致率をTable 4に示す．

Table	4	「ストラテジー獲得の是非に関する協議
	 前の一致率」

　協議前の一致率は70％を超えており，全体で
は81％の一致率であった．最後に，不一致だっ
たデータは，2名で協議の上，再度検討し，「記
述できている」「記述できていない」のどちらか
に分類をして，一致率100％になった値を分析に
用いた．
　不一致だったデータは，例えば，シャープペン
シルと色ペンではなく，生徒が赤と青のペンを用
いて記入していた場合にどう判断するか，といっ
た指示内容の不明瞭性による差異が多くみられ
た．また，シャープペンシルで書いているものの，
明らかに授業内で板書した言葉だった場合に，授
業者かどうかで，捉え方に差があった．今回は，
ペンの色に関しては，協議の上，生徒のノートの
取り方を総合的に見て，自身の考えを書いている

Table	5　「事後テストの問題」
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と判断したもののみ，書けていると判断した．授
業内で板書した言葉そのものだったかどうかは，
客観的な根拠がないため，シャープペンシルで記
入しているものは，生徒が自身で考えて書いたも
のと捉えた．
　これらの手続きを踏んだうえで，「計算」「代入」
「数の性質の証明」「図形の性質の証明」の4項目
に関して，それぞれストラテジーを全てかけてい
る群と，不十分な群に分けた．
③従属変数
　自力で問題解決する力を分析に用いるため，テ
ストの得点を従属変数に用いた．テスト問題は，
授業で扱った問題と類似の問題を分析に用いた．
分析に用いた問題を以下に示す．Table 5の②，③，
④，⑦の問題は「新しい数学３　教師用指導書　
問題・解答編（2021,pp19-20）」から引用し，④は
一部改変している．①，⑤，⑥，⑧は「東京書籍
新しい数学３　基礎からの問題集（2021，pp.17-

19）」から引用して作成をした． 

３．結果と考察

　ストラテジーの獲得が自力問題解決につながる
のかを明らかにするために，ノートに当該ストラ
テジーの正確な記述ができた生徒と正確な記述が
できなかった生徒間の，当該ストラテジーに対応
するテスト問題の得点の差を，対応のない t検定
を用いて検討することとした．各条件の平均と標
準偏差をTable 6に示した．

Table	6　「各条件の平均と標準偏差」

　「計算」の3項目のノートへの記述に関し，すべ
て正確にできた生徒と正確な記述が2項目以下で
あった生徒間の「計算」テストの得点を比較した．

その結果，その差は有意であり（t（111）=3.98, 

p<.01, d=0.78），すべて正確に記述できた生徒の
方がテストの得点は高かった．
　「代入」の１項目のノートへの記述に関し，す
べて正確にできた生徒と正確な記述できなかった
生徒間の「代入」テストの得点を比較した．その
結果，その差は有意であり（t（111）=2.66, p<.01, 

d=0.51），すべて正確に記述できた生徒の方がテ
ストの得点は高かった．
　「数の性質の証明」の3項目のノートへの記述に
関し，すべて正確にできた生徒と正確な記述が2
項目以下であった生徒間の「数の性質の証明」テ
ストの得点を比較した．その結果，その差は有意
ではなく（t（111）=1.47, ns, d=0.36），すべて正確
に記述できた生徒の方がテストの得点は高いとは
言えなかった．
　「図形の性質の証明」の3項目のノートへの記述
に関し，すべて正確にできた生徒と正確な記述が
2項目以下であった生徒間の「図形の性質の証明」
テストの得点を比較した．その結果，その差は
有意であり（t（111）=3.85, p<.01, d=0.96），すべ
て正確に記述できた生徒の方がテストの得点は高
かった．
　これらの結果から，「計算」と「代入」と「図形の
性質の証明」においては，ストラテジーを記述で
きている生徒の得点が有意に高い結果となった．
　つまり，ストラテジーを獲得し，ノートに記述
することができた生徒は，多項式の学習理解につ
ながることが示唆された．これは，教師がストラ
テジーを提示し，一方的に教示することがなくと
も，生徒自身が問題解決に必要だと考えたことを
記述することで，解決のためのストラテジーを自
覚的に捉え，その後の問題解決につながったと考
えることができる．これは，立花ら（2019）の実
践では見られなかった結果である．
　一方で，式の計算を利用して，数の性質を証明
する「数の性質の証明」の問題に関しては，有意
な差が見られなかった． 

　そこで，ストラテジーの記述の有無による事後
テストの得点について，具体的な人数の割合を分
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析した．全体に対する無得点の割合をTable 7に
示す．

Table	7「全体の人数に対する無得点の生徒の割合」

　いずれも，ストラテジーの記述ができた生徒は，
事後テストにおいて無得点である割合は1割に満
たなかった．また，「数の性質の証明」において，
ストラテジーの記述の有無にかかわらず，事後の
テストで得点をとった生徒が多かったため，平均
点による差は見られなかったが，「無得点（０点）：
有得点（１～３点）」の人数比を比較すると，その
比の値はストラテジーの記述ができなかった生徒
1.70に対し，記述できた生徒は3.20となり，ス
トラテジーを記述できた生徒のほうが得点を得た
生徒数の比率が高いことが分かった．
　これらの結果から「数の性質の証明」において，
ストラテジーの記述の平均値による差は見られな
かったが，他の問題と同様に，書けている生徒は
無得点の割合が低く，また，人数比で考えると，
書けている生徒は事後テストで得点を得た生徒が
多いと考えることができる．ほかの問題に比べ，
配点が低かったことも影響していることが予想さ
れるため，今後は事後テストの配点等にも配慮し，
計画を立てていく必要がある．
　今回は，ストラテジーの質的な検討は行わな
かった．授業者から見てよく理解して書けている
と思う記述もあれば，例えば，「公式を使う」と
しか記述していないものも，今回はストラテジー
を記述していると捉えた．もちろん，「なんとなく」
や「頑張る」といった情意的な記述は，ストラテ
ジーを記述できていないと判断したが，先ほどの
「公式を使う」のように，記述内容だけでは完全
に理解できているか判断できないものや，用語の
使い方が不十分なものも「記述できている」に含
んだ．この分析の仕方は課題である一方で，言葉

による記述を完璧に求めることよりも，ストラテ
ジーをノートに書く過程の中で，解決のために「こ
れが大切だ」と生徒が発見することが大切である
可能性の示唆でもある．
　また，例えば，「計算」において「98²」「68²－
32²」「42×53」の3つの問題すべてで記述でき
ている生徒を「計算」におけるストラテジーの獲
得として分析を行った．これは，1対1対応のテ
クニックのようなものの獲得ではなく，多項式の
「計算」におけるストラテジーを獲得したことが，
学習内容の本質的な理解へとつながり，類似の問
題へ応用することができたと考えられる．

４．まとめ

　以上の結果から，生徒自身が使用したストラテ
ジーを獲得する場面を授業で設定し，それを記述
することで，多項式に関するそれぞれの場面での
ストラテジーの獲得が，学習の理解へ影響を与え
ることが示唆された．
　一方で，残された課題は4点である．
　1点目は，生徒がストラテジーを授業中にどの
ように獲得したか，記述の有無による分析だった
ため，その過程についてが不明瞭であるという点
だ．インタビューなどを通して，どのようにして
ストラテジーを獲得したのか，その過程を検討す
ることが必要である．
　2点目は，ノートに記述させたことで，ノート
点検のしにくさから，2名での点検での不一致に
つながった点である．プリントを用いるなど，指
示を明瞭にし，点検のしやすさに考慮することが，
汎用性を高めるために必要である．
　3点目は，授業で扱った問題や事後テストの作
成に当たっては吟味が必要である．より明確にス
トラテジーの獲得の影響を分析するための問題設
定を考えていく必要がある． 

　4点目は，今回は中学3年生の多項式における
検討しか行っていないため，他の領域での検討は
なされていない．学習内容とストラテジーの関連
を明らかにし，より汎用的にストラテジーを活用
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して問題解決できるような研究を行っていく必要
がある．
　今後，これらが明らかになることが期待される．

付記
　本論文は，第56回日本数学教育学会秋期大会
において，ポスター発表した立花・中村・山本
（2023）「ストラテジーの獲得が多項式の理解に
与える影響 －中学3年生数学科のノート分析を
通して－」の内容を基に大幅に加筆・修正したも
のである。
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「生活の事実」を大切にする生活指導と道徳教育
―岩手の生活綴方教師・永井庄蔵の『生活指導』創刊号の論考から―

土屋　直人*

（令和６年２月５日受付）
（令和６年２月５日受理）

TSUCHIYA Naoto

Syozo Nagai's Educational Thought about

Life Guidance and Moral Education that Emphasizes the“ Facts of Life”

 

要　約
　全国生活指導研究協議会（全生研）の機関誌『生活指導』の創刊号（1959・昭和34年5月発行）には、岩手・
水沢の小学校教師・永井庄蔵が記した論考「生活の事実を大切にすること」が掲載されていた。この頃は、
いわゆる特設道徳の動向をめぐって、生活指導の性格や意義などが議論の一つの焦点とされていた時期で
あり、戦前以来の日本における生活綴方の伝統を継承する「学級づくり」の生活指導論、生活指導を通し
た道徳教育に関する議論が展開されていた。永井の論考はそれらの系列のなかにあった議論の一つに位置
づけられる。永井は、「権威と支配の側にたたない」という原則に言及した上で、「生活の事実」の中にあ
る「むじゅん」こそが「子どもを育てる重要な目のつけどころ」であると指摘し、自らの学級実践と「生活
指導」の実際を述べる。そこでは、子どもたちが学級での「けんか」等の事実を書き綴り、その書き表され
た矛盾を学級で見つめあい、話し合いながら集団の認識と考えを高めあってゆく、「生活の事実に基づく」
学級集団づくりの意義と可能性を論じていた。

岩手大学大学院教育学研究科研究年報　第８巻 （2024. 3）　089－105

* 岩手大学大学院教育学研究科、岩手大学教育学部

はじめに

　全国生活指導研究協議会（全生研）は、1959（昭
和34）年5月、機関誌『生活指導』1を創刊した。
この『生活指導』第１号（創刊号）には、当時、岩
手・水沢の小学校教師であった、永井庄蔵の論考
が掲載されていた。「生活の事実を大切にするこ
と」という主題の論考である2。
　永井庄蔵（ナガイ・ショーゾー。1911年～
1998年）は、1930（昭和5）年3月、岩手県師範
学校を卒業。同年9月より下閉伊・宮古地帯の小

学校教師となる。戦後の1950年代も、胆江・水
沢地域の〈生活綴方教師〉として学級文集実践を
重ねていた3。また、戦後教科研運動にも再建当
初より参加し、のちの東北民教研、岩手教科研、
岩手民教連、イサワ教育こんわ会など、戦後岩手
の民間教育運動に関わり、それを一貫して支えて
きた教師の一人であった4。
　本稿は、戦前から戦後にかけて、岩手において
生活綴方教育実践などを重ね、戦後もその実践を
継続しながら、戦後岩手の民間教育研究運動をそ
の初期から中心的に担った小学校教師の一人、永
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井庄蔵が、1959年に記していた、『生活指導』創
刊号の論考に着目し、その所論のなかみを具体的
に追いながら、当時の永井の「生活の事実を大切
にする」生活指導論、その特設道徳への見解、道
徳教育への主張等の骨子を探っていきたい。永井
は東北・岩手の現場教師として、この全生研『生
活指導』創刊号の論考の中で、その頃、どのよう
な議論を展開していたのか。ここではその主張の
特質を捉え返し、その議論の歴史的意義について、
再考してみたい。
　なお、永井は同論考執筆当時、水沢町（当時）
の常盤小学校に勤めていた5。そのおよそ翌年頃
には、同校全教員同時異動となる出来事（「『緑の
山河』事件」、いわゆる「常盤小事件」、1960年）
があった6。
（以下、永井の論考に記載のある児童の名前につ
いては、引用にあたって、その表記を仮名に改変
した。）

１．『生活指導』誌の創刊と特設「道徳」

　永井の論考の基本的な性格と位置、それが書か
れた歴史的状況の一側面を確かめるため、ここで
は先ず、雑誌『生活指導』創刊号の巻頭言、編集
後記や、そこに掲載されていた論稿等の内容の一
部を、参照しておきたい。

（１）『生活指導』の「創刊のことば」
　同創刊号の1ページ目には、「創刊のことば」が、
このように記されていた。

創刊のことば

　生活指導は、こんにち、日本の良心的な教師がみ

なひとしく志向する共通な教育路線である。それは

戦前から日本のすぐれた教師たちによってつたえら

れてきた教育遺産であり、戦後も新教育のすぐれた

部分を生み出し支えるエネルギーとしてはたらいて

きた。それは学校教育の全面に浸透し、学校教育そ

のものをことばのもっとも正しい意味における教育

にまで質的にたかめる役割をになうものであり、そ

の意味で、それはまた、正しい国民教育への道をも

拓く。

　生活指導は歴史的社会に生きる具体的な子どもに

じかに迫り、しかもそこでひとりひとりの子どもの

いのちにふれ、かれらがしだいに、智恵と愛情とを

はたらかせながら、組織的集団的な方法で人間らし

い生きかたを社会的に実現していくところまでそだ

てあげることをねらいとしている。生活のなかの矛

盾を見抜き、現実におしつぶされずに、自分の幸福

とみんなの幸福をいつも結びつけて考えながら、人

間らしい生きかたをつらぬいていく人間、そういう

人間に教師もまた子どもたちとともになろうとする

日常のいとなみが生活指導である。このような生活

指導を前提とすることなしには、科学教育も芸術教

育も、さらにはまた道徳教育も十全な意味において

考えることはできない。

　こんにち、日本の国民教育の危機にさいして、わ

れわれが本誌を世に送ろうとするのも、見失われよ

うとしている人間教育の真実をあきらかにし、理論

と実践とをとおして、ともどもにたしかめあい、ゆ

るぎなき共通の足場を確立したいと欲するからにほ

かならない。

　　一九五九年四月　　「生活指導」編集委員会7

　
　ここには、生活指導とは「戦前から日本のすぐ
れた教師たちによってつたえられてきた教育遺
産」であるとの認識が、明瞭にあった。そして、「生
活指導は歴史的社会に生きる具体的な子どもにじ
かに迫」ろうとするものであり、「ひとりひとり
の子どものいのちにふれ」ながら、彼らが「生活
のなかの矛盾を見抜き、現実におしつぶされずに、
自分の幸福とみんなの幸福をいつも結びつけて考
えながら、人間らしい生きかたをつらぬいていく
人間」になるよう、そして「そういう人間に教師
もまた子どもたちとともになろうとする日常のい
となみ」が生活指導であると、それを定義・説明
していた。
　こうして、全生研の機関誌『生活指導』「創刊
のことば」では、戦後の生活指導とは、戦前日本
の教育遺産から生まれ出たものであり、「生きか
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た」を育てる指導を目指すものであるという認識
が、明確に記されていたことは、興味深い。
　この「創刊のことば」を執筆した中心的人物の
一人は、その記述の内容からして、また特に、こ
の「生きかた」という用語の使用の様子からして、
宮坂哲文であったものと考えられる。
　宮坂哲文（1918年～ 1965年）は、1950年～
60年代前半にかけての時期の、戦後日本の生活
指導運動の中心的な指導者であった。「宮坂が伝
統的な生活指導の系譜として、とくに重視したの
は生活綴方の運動であった。…（中略）…生活指
導という語は、子どもたちの生活現実にじかにせ
まる教育のしごととして、1920年代からおもに
生活綴方の教師たちのあいだでいわれだしたこと
ばである。宮坂はかれの生活指導論を、生活綴方
教育への理解を深めることによって構築していっ
た。」8

　宮坂にとって、その1950年代における生活指
導論の土台には、1920年代以来の日本における
生活綴方の伝統への着目があった9。
　そして宮坂は、1950年代半ばより、生活指導
と道徳教育のつながり・連関についても考察・主
張を重ねており10、宮坂は、「春田正治や勝田守
一らとともに特設道徳に反対して全生研を結成」
11し、全生研の初代代表をつとめていたのであっ
た。

（２）『生活指導』創刊号の「編集後記」
　全国生活指導研究協議会（全生研）は、日本教
職員組合（日教組）全国教研集会「生活指導」分科
会での議論を経て、文部省による、1958（昭和
33）年の特設「道徳」設置への教育政策の動向の
なか、徳目主義道徳教育の「強制」への疑問を討議・
交流する中から結成が議論・企図され、組織され
たものであった12。
　『生活指導』創刊号の奥付を見ると、そこには、
「編集委員」の名前が、以下の順に、記載されて
いる。「宮坂哲文　春田正治　勝田守一　川合章
　寒川道夫　大槻健」13。
　同誌の創刊当初、編集委員に名を連ねていたこ

の6人はいずれも、当時の各民間教育研究団体の
中心的な人物であった。当時、勝田と大槻は教科
研、寒川は、日本作文の会（日作）にかかわって
いた。春田と川合はのちの日生連に深く参画して
ゆく。
　この創刊号の、「編集後記」には、発刊への経
緯と、発刊の意図、その「固い決意」が、次のよ
うに述べられている。

編集後記

　雑誌「生活指導」が誕生するについては、いろいろ

むつかしい問題があった。…（中略）…この発刊の

話が一月におこり、二月に編集者の顔触れがきまり、

もう四月に創刊号が世にでるという、これまた驚く

べきスピード振りで事が運んでしまった。それには

深いわけがあることである。

　それは権力による道徳特設が強引にすすめられて

いくなかで、日本の教師が血みどろになって、やっ

と自分たちの手で創りだしてきた生活指導がおしつ

ぶされてしまうおそれがあるという現実について何

とかして、この生活指導を守りかつ強めていかなけ

ればならないという決意である。この固い決意が、

みんながもっている難問をもこえて、本誌の発刊に

ふみきらせたのである。

　われわれ日本の教師は、特設道徳について、深い

理由から根強い抵抗感をもっている。そしてもっと

本物の道徳教育があるはずだという予感をもってい

る。その「ほんもの」をみんなの力で現実のものとし

てはっきりつかみたい。単に本物の道徳教育という

だけでなしに、実は本物の日本の教育をつきとめた

いのである。日本の教師の誰でもが胸の奥にもって

いるこの願いを、みんなの参加と交流と磨き合いの

なかで実現していくために、本誌は今後役立ってい

きたい。

　こういう期待をこめて、六人の者は、難問に頭を

いためつつも、一方ではヤ
(ママ)
リ甲斐を感じ、喜んでこ

の編集にあたったのである。

　　　…（後略）…　　　　　　　　　　　（Ｈ）14

　雑誌「生活指導」が多難の中「驚くべきスピード
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振り」のなかで誕生したには「深いわけ」があった。
「権力による道徳特設が強引にすすめられていく
なかで、日本の教師が血みどろになって、やっと
自分たちの手で創りだしてきた生活指導がおしつ
ぶされてしまうおそれがあるという現実」がある。
これに対し「何とかして、この生活指導を守りか
つ強めていかなければならない」との「固い決意」
があった。「日本の教師」は、「特設道徳について、
深い理由から根強い抵抗感」と、「もっと本物の
道徳教育があるはずだという予感をもっている。」
その「ほんもの」を「はっきりつかみたい」。それ
のみならず「本物の日本の教育をつきとめたい」。
「日本の教師の誰でもが胸の奥にもっているこの
願い」を、本誌は実現していきたいのだ。
　ここから、全生研の教師たちと研究者らが、そ
の発足当初、生活指導の原則の探究を通して、道
徳教育のあり方を究明しようとしていた「固い決
意」が知れる。こうしてこの頃、「特設道徳」への「抵
抗」の運動のなかから、機関誌『生活指導』が編ま
れ始められていたのであった。
　この「編集後記」の文章の、実質的な執筆者、
文責者は、記載末尾のイニシャルからして、春田
正治（はるたまさはる、1916年～ 2005年）であっ
たと考えられる。
　春田は、戦後、山梨県立教育研修所長を経て、
1952年より和光学園校長を務めていた。この頃、
全国生活指導研究協議会のほか、日本生活教育連
盟に所属しており、社会科教育や生活指導につい
て実践・研究を担ってきた人物である15。

（３）	春田正治の提案論考：「生活指導と道徳教育
のつながり」

　同誌の冒頭には、「提案」特集として、春田正
治の論考「生活指導と道徳教育とのつながりをこ
う考える」が載せられている。それに続いて、次
には、「提案に対する意見」として、以下の4つの
論考が置かれていた。「無条件に同意できない」（沢
田慶輔）、「道徳教育即生活指導かどうか」（宮崎
典男）、「特設道徳との対決が弱い」（蜂屋慶）、「学
級づくりに立つ道徳指導で」（重竹治）。

　春田正治の提案論考「生活指導と道徳教育との
つながりをこう考える」は、次のように書き始め
られている。（以下、傍点は原文のママ。）

　生活指導は、子どもたちの間におこる偶発的な事

実問題をとりあげていくのだから、価値的なしぼり
0 0 0

が不たしかで、それだけではじゅうぶんな道徳教育

とはいえない。それとともに直接に道徳教育をめざ

した時間を特設して強化する必要がある。こういう

考え方が一方にある。これに対し、文部省のいう特

設の道徳教育によれば結局は上からの観念的な徳目

主義的なものになって、大して実効は上らない。ほ

んとうに子どもの内から人間変革をし、実践にまで

子どもをつき動かすには、学級づくりを中心にした

生活指導によらなければ駄目だという考え方がある。

この二つの考え方は、まさに対立して、ともにゆず

ろうとしない。前者は国家権力によって発議命令さ

れ、後者は民間的実践にうらづけられて確信されて

いる。…（後略）…16

　生活指導だけでは十分な道徳教育とはならず、
時間を特設し強化する必要があるとする文部省の
一方、この特設道徳は「結局は上からの観念的な
徳目主義的なもの」になり、「ほんとうに子ども
の内から人間変革をし、実践にまで子どもをつき
動かすには、学級づくりを中心にした生活指導に
よらなければ駄目だという考え方がある」。前者
は「国家権力」による「発議命令」であり、「後者は
民間的実践にうらづけられて確信されている」も
のだ。
　当時の、道徳教育をめぐるこの「二つの考え方」
の対立状況を述べた上で、春田は、この後者の「学
級づくり論」について、具体的に、次のように続
けて説明していた。

　学級づくり論がはっきりと登場したのは、ここ数

年前からのことである。だがそれは昭和のはじめか

ら日本におこった生活綴方運動を源流としている。

子どもが生きている生活のなかに、おくれた日本資

本主義の矛盾がきびしく露頭をあらわしているのを
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教師はおどろきをもって見すえた。子どもとともに

そこから立ち上ろうとした。この生活と発展的に生

きぬくために社会への見方、考え方、そして生き方

を新しく獲得しようとした。こうした実践の積み上

げのなかで、日本の社会が根強くもっており、子ど

もが生活のなかでそれをうつしとっているところの、

封建的・資本主義的な人間差別のあやまりに子ども

を対決させ、それから子どもを解放し、すべての子

どものなかにある人間的要求を育てるという教育の

てだて
0 0 0

とめあて
0 0 0

がつきとめられてきた。この時にま

ず学級内における諸差別に対決し、人間としてみと

め合うように、学級をよりのぞましい集団に形成す

ることがめざされたことから、この生活指導は、当

面学級づくり
0 0 0 0 0

とよばれている。…（後略）…17

　「学級づくり論」が登場したのは数年前だが、「そ
れは昭和のはじめから日本におこった生活綴方運
動を源流としている」。「子どもが生きている生活
のなか」の矛盾を見据えた教師たちは、「子ども
とともにそこから立ち上ろう」とし、「生き方を
新しく獲得しようとした」。その「実践の積み上
げ」の中で「人間差別のあやまりに子どもを対決
させ」、「すべての子どものなかにある人間的要求
を育てる」という教育の手立てと目当てが「つき
とめられてきた」。この生活指導が「学級づくり」
である。
　このように、全生研機関誌『生活指導』の創刊
号のなかでは、例えば一つは、編集委員会の中心
的な人物の一人、春田のこの提起から窺えるよう
に、「学級づくり」を通した生活指導による道徳
教育について、正面から論じられ討議されていた
のであった。
　そこには、「結局、どんな生活指導がどんな道
徳教育を実現することになるか」18という問題意
識が、一貫してあった。
　こうした議論の内容・論点は、次に見る、永井
の論稿のなかに、含み込まれているものであり、
永井の議論にも通底するものであったと言える。
次に見る永井の議論・論旨は、この春田の議論の
線上にあったといえるものであり、春田の「学級

づくり」の具体の姿を、永井の議論の中に見るこ
とができる。

２．「道徳」特設のなかで

　永井の論考「生活の事実を大切にすること」は、
同誌創刊号の、全体のおよそ中盤の位置にある、
「生活指導の立場を守って」というコラムの一つ
として、置かれていた。このコラム欄には、永井
と、「平出はず」（三重県員弁郡員弁町立東小学校）
の2人の論考がある。平出の論考は、「解放と秩
序の学級づくり」というものであった。
　永井の論考「生活の事実を大切にすること」の
叙述は、以下の４つの柱から組み立てられている。

一　権威と支配の側にたたない

二　支配と権威にたったときのこと

三　生活の事実の中にむじゅんがある。そのむじゅ

んこそは、子どもを育てる重要な目のつけどころ

四　教科学習の中でも、生活の事実を

　永井は、そこで、どのような議論を展開したの
か。以下、これらの記述、議論の展開を、引用を
通して跡づけてみたい。
　永井は先ず、その論考の冒頭、このように記し
始めている。

　一　権威と支配の側にたたない

（イ）　このあいだ県教委が、文部省の指示にしたがっ

て新指導要領伝達講習会と、地区別岩手県道徳教育

研究会をイサワ郡でもひらいた。講習会は午前が説

明、午後は二時間の質疑応答の日程だったが、十五

分ほど三人の質疑があって午前でとじられた。なか

みは、おざなりであったが、パタパタと手をたたく

ものが多かった。説明者側は、教育も子どものしあ

わせも考えていなかったのではなかったか。わずか

十五分ほどの質疑であったが、つぎのようなことが

わかった。

　「O₂の実験にMnO₂がない時は、別のものを使って

いいか。」「いや、いけない。努力してやってもらう。」
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「金魚をあつかう教材の時、金魚がいない。その時は

フナを使ってよいか。」「いけない。金魚を使うことが、

もっとも効果的だから。」

　「新指導要領にしたがって授業するには材料を、き

ちんとそろえなくてはならない。そのための教育予

算のうらづけがなければ、できないがうらづけはあ

るのか。」

　「一校五十万円の予算要求をしたができなかった。

予算のうらづけは、各地教委でだすことにしてある。」

文部省の説明役は、こういったとのことであった。

　「教師の教育研究には一定の制限がある。」カリキュ

ラム編成の自由、教材のせ
( マ マ )
んたくの自由があるはず

なのに保障されていない。

　教師は、新指導要領にしたがって金魚がいなくと

も、金魚をあつかわなくてはならないという道徳を、

おしつけられてきている。精神主義をおしつけてき

ている。教師に対する、このような態度は、具体的

な生活の事実から創造し、生活をたかめる教育のし

ごとにつながっていない。19

　先ず永井は、「文部省の指示」に従って行われ
た「伝達講習会」と「道徳教育研究会」の、「説明者
側」は、「教育も子どものしあわせも考えていな
かった」と記す。そこには、教師の自由、教育の「自
由があるはずなのに保障されていない」現実が露
呈していた。教師もまた、「新指導要領」に従う
べきとの「道徳」を、その「精神主義」を、「おしつ
けられて」いる。教師に対するこうした「国家権力」
の「態度」は、「具体的な生活の事実から創造し、
生活をたかめる教育のしごとにつなが」るもので
はないと、永井は考えていたのであった。
　文部省は、「権威と支配」に立ち、「伝達講習会」
等で教師に「道徳」を指示し、「精神主義」を押し
付け、教師から自由を、教育の自由を奪ってい
る。そこには、「生活の事実」から創造する教育は、
生まれない。だから、「権威と支配の側にたたない」
ことは、大事なのだ。永井はそう考えていた。

３．「徳目や国家基準」では人間形成はできない

　徳目や国家基準などの権威をつかって支配するこ

とによって人間形成は、できない。

　新指導要領の第三章第一節（道徳）の目標に「人間

尊重の精神を一貫して失わずこの精神を家庭、学校

その他各自がその一員であるそれぞれの社会の具体

的な生活の中に生かし個性豊かな文化の創造を民主

的国家および社会の発展に努め進んで平和的な国際

社会に貢献できる日本人を、
(ママ)
育成することを目標と

する。」とある。

　文化の創造、社会の発展の主体的な力である基本

的人権が、かくされ、人間尊重の精神にすりかえら

れている。社会の具体的な生活を、つくりあげてい

る働き手、民衆の中に、学校における子どもたちの

中に、創造、発展の力、働きがある。だから生かし

ではなく、民衆や子どもたちを信頼しそのような生

活の事実をとりあげてたかめ広げていくことが重要

な、しごとになるわけである。教育や政治がその役

めをもっている。

　この目標は、このことをみとめないで権威と支配

の側にたって人間尊重の精神を、生活の中に生かし

といっているのは、教育や政治のもともとの仕事を

否定することになりはしないか。このあやまりは、

文部省だけのものだろうか。20

　永井は、「徳目や国家基準などの権威を」使っ
た「支配」によっては、「人間形成は、できない」、
と喝破していた。永井は、特設道徳という教育政
策を、「徳目や国家基準」という「権威」をつかった、
「支配」による人間形成を目論むもの、と見てい
たのであった。
　特設「道徳」の「新指導要領」は、これまで大事
にされてきた、「基本的人権」を、排除している。「文
化の創造、社会の発展の主体的な力である基本的
人権」を隠し、「人間尊重の精神にすりかえ」てし
まっている。もとより、「社会の具体的な生活を、
つくりあげている働き手、民衆の中に、学校にお
ける子どもたちの中に、創造、発展の力、働きが
ある」のだ。だから、「この精神」を「各自がその
一員であるそれぞれの社会の具体的な生活の中に
生か」せ、と説くのは、おかしなことなのである。
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「民衆や子どもたちを信頼しそのような生活の事
実をとりあげてたかめ広げていくことが重要な、
しごとになる」のであって、「教育や政治がその
役めをもっている」はずなのである。
　ここには、永井の、「民衆」と子どもの力への
信頼と、畏敬の念が窺われる。「社会の具体的な
生活を、つくりあげている働き手、民衆の中に、
学校における子どもたちの中に、創造、発展の力、
働きがある」のだ。だから、その「民衆や子ども
たちを信頼しそのような生活の事実をとりあげて
たかめ広げていくことが」教育と政治の重要な仕
事でありその本来の役目なのではないか、と永井
はその「確信」を記している。
　1958（昭和33）年のこの学習指導要領「道徳」
の目標は、「このことをみとめないで権威と支配
の側にたって人間尊重の精神を、生活の中に生か
し」と言っている。これは、「教育や政治のもと
もとの仕事を否定すること」である。そこには、「あ
やまり」があるのだ。

４．「生活の中に生かし」という「あやまり」

　更に、永井は、「このあやまりは、文部省だけ」
ではなく、それは「わたしたち現場教師の中にも」
巣くっているのだ、と言う。

（ロ）　地区別岩手県道徳教育研究会（イサワ地区）で

「本校における計画とその実践」という発表があった。

　同目標が四月には、（１）中学生としての態度と心

構えを自覚させる。（２）団体生活の理解を深め協力

の態度を養う。（３）生活計画を立てさせ計画性、向

上心を養う。五月には「健康なからだと心」といった

ぐあいに、計画的に深化統合するように月毎になら

べてある。

　また、家庭とタイアップしてやろうとして家庭に

おける生活指導のために月の目標を計画的にたてて

いる。十月は読書、友情、十一月は収穫の喜び、男

女の交際。

　四月の目標が五月にはなくなり、十月の目標は、

十一月にはなくなる。月間教育運動みたいになって

いる。教育が季節のうつりかわりと共にうつりかわ

る行事のならびとなっている。徳目的にぽつんぽつ

んとならんでいる。子どもたちの生活の中に月目標

を生かしていく考え方である。

　この発表のあと、「いまの発表は文部省の考え方と

おなじようだが」との質問が出された。「これは文部

省のとにているが大きくちがうところは、天下りで

はなく現場教師が考えあってつくりあげたもので、

民主的です。この点が大きくちがいます。」と、その

学校の校長がいわれた。21

　「道徳教育研究会」での「本校における計画とそ
の実践」という発表では、目標が月毎に並べてあっ
た。また「家庭における生活指導のため」に、月
目標を「計画的にたてて」いた。「四月の目標が五
月にはなくなり、十月の目標は、十一月にはなく
なる」のであった。まるで「月間教育運動みたい」
だ。「教育が季節のうつりかわりと共にうつりか
わる行事のならびとなって」いて、「徳目的にぽ
つんぽつんとならんでいる」。ここにも、「子ども
たちの生活の中に月目標を生かしていく」という
「考え方」がある。
　発表者は、これは文部省の考え方とは大きく違
う、「天下りではなく現場教師が考えあってつく
りあげたもので、民主的」だと言うが、同じでは
ないか。ここにある、「子どもたちの生活の中に
月目標を生かしていく考え方」は、先の「新指導
要領の第三章第一節（道徳）の目標」にあった、「こ
の精神」を「生活の中に生かし」という発想と、同
じである。ここにも、「あやまり」がある。「生活
の中に生かし」が、こうして道徳の指導、「生活
計画」に入り込んでいく。「月間教育運動みたい」
に、「教育が季節のうつりかわりと共にうつりか
わる」ということで、よいのだろうか。
　永井は繰り返し、「人間尊重の精神」を、そし
て「月目標」を、「生活の中に生かし」というのは、
「あやまり」であると、述べている。「民衆や子ど
もたちを信頼しそのような生活の事実をとりあ
げてたかめ広げていく」ことが教育の仕事なので
あって、「生活の中に生かし」という発想は、そ
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れに悖るのであり、反するものなのである。永井
は、そう考えていた。

　戦前の修身科とは、ちがう方法上の改善は、あっ

ても徳目的なおしつけがある。民主的であるという

われわれ現場教師たちの中でも、教育の中での権威

と支配の先頭にたたされている文部省が考えている

ような考え方、ものの見方をしていることがはっき

りした。

　わたしたち現場教師の中にも、国家主義教育・封

建社会の遺風をひきついできて戦前からきづ
(ママ)
きあげ

られてきた子どもたちの生活の事実の中に真実をも

とめ発展させる教育を
(ママ)
継承されていないことがわか

る。子どもたちの生活自体の中に子どもたちを育て

るものがあることの確信をもつこと。子どもたちが、

生活の事実の中で自信をもつこと、そこから真実を

もとめ、創造活動をうながしていくことを教育の重

要な仕事としなくてはならない。このような生活の

事実にもとづく生活指導をわたしたちの手できづき

あげていかなくてはならない。22

　
　「民主的であるというわれわれ現場教師たちの
中」にも、「教育の中での権威と支配の先頭にた
たされている文部省が考えているような考え方、
ものの見方」と同じものが、明らかにある。「国
家主義教育・封建社会の遺風をひきついできて」
いる現実がある。そこには、「戦前の修身科」と
同じ「徳目的なおしつけ」が、依然としてある。
戦前から変わっていないではないか。
　そして、戦前から築き上げられてきた「子ども
たちの生活の事実の中に真実をもとめ発展させる
教育」が「継承されていない」のだ。
　だから、これからは、その戦前にあった「生活
の事実の中に真実をもとめ発展させる教育」の継
承を頭に置き、教師自身が「子どもたちの生活自
体の中に子どもたちを育てるものがあることの確
信をもつこと。」そして、自らの仕事のなかで「子
どもたちが、生活の事実の中で自信をもつこと」
を、大事にしよう。そうして、「そこから真実を
もとめ、創造活動をうながしていくことを教育の

重要な仕事としなくてはならない」のだ。「この
ような生活の事実にもとづく生活指導をわたした
ちの手できづきあげていかなくてはならない」の
だ。永井はそう呼びかけるように、自らに言い聞
かせるように、「生活指導」を論じていた。
　永井には、「子どもたちの生活の事実の中に真
実をもとめ発展させる教育」は、戦前から築き上
げられてきたものであるとの認識が、明瞭にあっ
た。永井にとっては、自らもその隊列の中にあっ
て担ってきた、戦前以来の生活綴方教育が、それ
であったものと想像される。そして、永井には、「子
どもたちの生活自体の中に子どもたちを育てるも
のがある」のだという、言わば〈生活教育の思想〉
が明瞭にあったことが、ここからわかる。
　「徳目や国家基準などの権威をつかっ」た「支配」
によって「人間形成は、できない」。道徳教育は、
「国家権力」が「権威と支配」を「民衆と子ども」に
〈下賜〉するものとしてあるのではなく、子ども
たちがその「生活の事実」の中にある「真実をもと
め、創造活動をうながしていく」仕事であり、そ
の「生活の事実にもとづく生活指導」は、「わたし
たちの手」で築き上げていかなくてはならないも
のなのだ、との自覚と「確信」があった。

５．先生が「支配と権威にたったとき」

　次には、永井は、具体的な学校現場の、ある場
面を取り上げて、こう論じている。

　二　支配と権威にたったときのこと

　「ろうかを走らないこと」戦前からくりかえし、で

てくるきまり。そして、今も児童会の相談できまる

ことのあるきまり。しかも先生も、いっしょになっ

てきめた民主的なこのきまりに先生もひっかかった

学校がある。ろうかをつつっと走って用事にいった

先生が子どもたちにみつかった。ろうかを、走った

ものはなまえをつぎの日の朝の集りに読みあげるこ

とに付則としてきめられてあった。ろうかを走らな

いことを徹底するために、見つけた子どもは、先生

が走ったというので「先生も走った」と、大声でさけ
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んだ。先生は除外される特権が与えられていなかっ

たので子どもたちは、朝の集りで先生のおなまえも

読みあげることにしてつぎの日を待った。先生は走

らないと抗弁しても、子どもたちは、事実をひっこ

めなかった。

　つぎの日は、晴天であったが朝の集りは、どうし

たことかとりやめになった。「先生たちはインチキだ」

「ずるい」といってさわいだ。それでも朝の集りはつ

いにもたれなかった。23

　「ろうかを走らないこと」という、先生たちも
「いっしょになってきめた民主的な」決まりに、「先
生もひっかかった」学校があった。その名前を読
みあげられるはずだった、次の日の朝の集まり
を、先生たちは勝手に相談もなく取りやめにして
しまった。「ろうかを走らないことを徹底するた
めに」、見つけた子どもは「先生も走った」と大声
で叫び、「子どもたちは、事実をひっこめなかっ
た」。だが先生たちは「事実」を揉み消した。自ら
ごまかしと、「インチキ」を行った。先生たちは「支
配と権威」にたったのだった。
　これは、当時、永井の勤めていた、常盤小学校
での出来事であったかもしれない。学校の営みの
中、仲間の同僚教師の行動のなかにも、「支配と
権威にたった」ときがあった。
　そして永井は、こう話を続ける。
　　

　ろうかを走らなくてはならない時もある。走って

もいい時もある。走らなくていい時もある。おしっ

このつまった時は走るに、かぎる。音をたてないで

走ることもできる。学校の教師や子どもたちの生活

の事実の中でなぜ走らないのか、どうしたらよいか

とたしかめながら、考えあうことがなければならな

い。静かにしてもらいたいという学習上の要求と、

生活の事実とのかかわりの中で創造しなくてはなら

ない。「ろうかを走るな」の徳目的しきたりを教師の

支配と権威で肯定している学校で生活指導がおこな

われていないと、みてよい。

　教師の権威と支配の立場は正しい人間関係をこわ

し教科学習をもさまたげることになる。24

　「ろうかを走らなくてはならない時もある。走っ
てもいい時もある」し、「音をたてないで走るこ
ともできる」。永井は、「学校の教師や子どもたち
の生活の事実の中でなぜ走らないのか、どうした
らよいかとたしかめながら、考えあうことがなけ
ればならない。」とする。「静かにしてもらいたい
という学習上の要求と、生活の事実とのかかわり
の中で」、道徳を「創造しなくてはならない」のだ。
　「ろうかを走るな」という「徳目的しきたりを教
師の支配と権威で肯定している学校」のなかでは
「生活指導がおこなわれていないと、みてよい。」
と永井は言う。「教師の権威と支配の立場は正し
い人間関係を」破壊するばかりでなく、事実の認
識に基づいた「教科学習をもさまたげることにな
る。」
　こうして、「教師の支配と権威」では「生活指導」
はできないと、永井は断言する。「徳目的しきた
りを教師の支配と権威で肯定」する道徳教育は、
「生活指導」とは、遠いものである。
　そして、道徳は、「静かにしてもらいたいとい
う学習上の要求と、生活の事実とのかかわりの中
で創造」するものだと、永井は言う。生活の中、
学習の中の要求から、「どうしたらよいか」とい
う「道徳」を創造するのだ。そこには、なぜ走っ
てはならないのか、どうしたらよいかを、確かめ
あい、考えあうことがなければならない。子ども
たちが要求を出し合い、考えあい確かめ合う、自
主的な行動準則と規範の選択と創造という、その
学級「生活」そのもののなかに、道徳教育がある
のだ。
　このように、「徳目的しきたり」や、教師の「支
配と権威」によらない、上記のような、「生活の
事実」に立った道徳教育を、永井は考え求めてい
たのである。

６．「生活の事実」の中にある「むじゅん」

　続いて、永井は、自らの3学年担任としての学
級実践を記していく。
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三　生活の事実の中にむじゅんがある。そのむ

じゅんこそは、子どもを育てる重要な目のつ

けどころ

　三年の一組、さわぐ組、たたく子どものいる組。

四月二十八日に「ぼくは一年生や、二年生と、なか

よくなるよ。ぼくわ、なかい
(ママ)
くなる

(ママ)
たいな。ぼくは

　そのとき　一年生と二年生とけんかおした。コッ

プに　水を、いれた。くちに水をいれた。みんなの

かおにすっかけた。」と　文脈がみだれている。がみ

んなと仲よくなりたいと石山茂くんはかいた。石山

茂くんはさけんでいる。考えている。だが二学期に

なってもけんかはなくならない。たたく子どもは、

いた。石山茂くんもたたく。

　なぜたたくのか。たたかれたくないという子ども、

仲よくしたいという子ども、けれども、たたかれる

子どもたちの人間関係。だが、子どもたちのもって

いる基本的人権が、どんなに、ゆがんだ社会、家庭

に生きている子どもたちのつくっている学級であっ

ても、子どもたちを民主的な学級集団としてつくり

かえていく。生活の事実の中で、その子どもその学

級集団の具体的な特色ある創造的な方法でできる。
25

　　

　3年１組は「さわぐ組、たたく子どものいる組」。
石山くんは4月の作文に「みんなと仲よくなりた
い」と書きながら、けんかをした、と綴っている。
仲良くなりたいが、叩いてしまう。「むじゅん」
があり、文脈が乱れているが、石山くんは「さけ
んでいる。考えている」のだ。だが二学期になっ
てもけんかはなくならない。たたく子どもはいた。
暴力を振るい、振るわれる人間関係。「なぜたた
くのか」を、ともに考えあいたい。子どもたちは
「たたかれたくない」「仲よくしたい」という願い
を持っているが、現実に「たたかれる子どもたち
の人間関係」がある。
　だが、永井はこう言うのである。子どもたちが、
たとえ「どんなに、ゆがんだ社会、家庭に生きて」
いようとも、またたとえそうした「子どもたちの
つくっている学級であっても」、「子どもたちの

もっている基本的人権」が、「子どもたちを民主
的な学級集団としてつくりかえていく」のだ。そ
れは、「生活の事実の中で、その子どもその学級
集団の具体的な特色ある創造的な方法でできる」
のだ。
　ここには、「基本的人権」が、子どもたちをつ
くり変える、「基本的人権」が子どもたちを民主
的な集団としてつくり変えていく、という信念が
ある。学級集団づくりは、「生活の事実」の中で、「創
造的な方法でできる」と、自らと他者を励ますよ
うに、語りかけるように、「できる」、とその「確信」
を断言している。
　こうして、永井は、「生活の事実」の中にある
矛盾は、「子どもを育てる」ものであり、生活の
中の矛盾は「重要な目のつけどころ」なのだとい
う観点を、明瞭に示していた。

７．「なかよし研究会」での「共同作業」

　永井は次に、「なかよし研究会」26のことを具体
的に述べる。前述のように、「子どもたちを民主
的な学級集団としてつくりかえていく」ことは「で
きる」。その「創造的な方法」の一つが、「なかよ
し研究会」であった。
　　　

　なかよし研究会はそのひとつの方法である。

　みつ子、しょう子、とも子、みち子の四人を、た

たいた石山茂くん大谷雄一くんが、そのことについ

て文をかいてきた。よくかいてきたので、なかよし

研究会に、だすことにした。

　二人は、自分達がたたいたときの事実を、エンピ

ツをにぎってかく中で文にかかれているような認識

をしてきた。かいてきた文にそいながらたたいた二

人、たたかれた四人、先生と、ともだち二人、九人で、

そのときの人間関係を、したこと、いったこと考え

たことをだしあいながらたしかめあった。みんなで、

考えをだしあう。

　いままではっきりしてないことがはっきり、わかっ

てくる。新しい考えも出てくる。考えが発展する。

教科の中で学んだことも、でてきて、考えの発展を
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たすける。

　徳目主義ではできない。身につける、判断力をつ

ける、創造的な生活態度をうちたてるという文部省

がかかげている具体的目標も、生活の事実をとりあ

げとりくむことによって教育的に可能である。27

　４人を叩いた２人が「文をかいてきた」。「よく
かいてきたので、なかよし研究会に」出した。２
人は「自分達がたたいたときの事実を、エンピツ
をにぎってかく中で」、文に書いているような「認
識をしてきた」のであった。書いてきた文に沿い
ながら、叩いた２人と叩かれた４人、先生と友達
２人の９人で、「そのときの人間関係を、したこと、
いったことを考えたことをだしあいながらたしか
めあった」のであった。「みんなで、考えをだし
あう」と、「いままではっきりしてないことがはっ
きり、わかってくる」し、「新しい考えも出てくる。
考えが発展する」。そればかりでなく、「教科の中
で学んだことも、でてきて、考えの発展をたすけ
る」のであった。
　こうしたことは、「徳目主義ではできない。」と
永井は言う。「文部省がかかげている具体的目標」
にある「身につける、判断力をつける、創造的な
生活態度をうちたてる」というのは、「生活の事
実をとりあげとりくむことによって教育的に可能
である」、とも述べている。
　これは、長年のあいだ生活綴方教師として生き
てきた、永井庄蔵らしい実践であると言える。言
わば「生活綴方による学級集団づくり」、そして「生
活綴方を通した生活指導」が、ここに見える。
　「なかよし研究会」は、思い起こしながら綴っ
た事実をもとに、考えを出し合いながら、話し合
う「共同作業」であった。そこには「はっきりわかっ
てくる」「考えが発展する」新しい認識の広がり、
新しい相互理解の世界があった。
　こうして、生活現実の中にある矛盾が「子ども
を育てる」のだ。要求＝人権の求めが集団を「つ
くりかえ」るのだ。永井は、徳目主義の道徳教育
にかわる、生活指導による道徳教育を、明確に意
識していた。そして永井は、文部省が掲げている

具体的目標も、生活指導によって可能になる、と
いう議論をもしていたのである。

８．「とのさま」を「やめた」

　石山くんと大谷くんの二人は、「九人の共同作
業」のあと、このような綴方を書いた。そこには「事
実認識と考えの発展」があった。
　　

　石山茂くんと大谷雄一くんは、九人の共同作業の

あと、つぎのような事実認識と考えの発展をみせた。

　　「たたいたこと」　　　　石山茂

　先生が「たってあるくな」とゆうたけれども、いっ

そたってあるっているから　たたいた。

　しょうこさんのむねを　にぎりこぶしで　たたい

た。ぼくは　びたっと　たたいた。

　みつこさんの　むねを　にぎりこぶしで　たたい

た。ゆかいたに　かお　かくしてないた。「なんた　

なきびそだ。」とゆった。「なきびそ　へったれ。」と

ゆった。

　雄一くんが　ともこさんのせなかを　にぎりこぶ

しで　たたいた。

　うんと　いたいようにして　ないた。

　はたかれた　せなかを　おさえて　ないてしまっ

た。ぼくは　ぎょろぎょろ　みていた。

　雄一くんがみち子さんのあたまを　たたいた。い

たいのをがまんして　みち子さんは、なかないで「ゆ

うさんのばかやろ。」といった。雄一くんは　わんざ

と　はたいたのだから　ばかと　いわれるのは、あ

たりまえと　おもった。四人とも　手で　かおを　

かくして　いたいようにして　ないた。

　ぼくは「あとは、やんない」と　おもった。

　ぼくは　工作のじかんに「石山茂とゆう　とのさ

まだ。」と　先生にいわれた。

　「ここに、うんと　いばってろ」と　先生にいわれ
た。こしかけの上に　わらって　すわっていた。み

んなが　わらって　みているので　おかしくなって

わらっていた。

　雄一ちゃんと　ぼくは　こしかけに　すわってか
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ら　とのさまを　やめました。

　いばって　はたく　とのさまをやめたのです。

　　　「たたいたこと」　　　大谷雄一

　（前略　中
(ママ)
略）

　「石山茂とのさまです。」と　いすから　たちあがっ

て　いった。先生から「これから、とのさまを　や

めるか、つづけるか」きかれた。

　ぼくは、先生の机から　おりた。

　「これから　とのさまを　やめる。」と　みんなに

　いった。みんな　おかしくて　わらった　ようだ。

ぼくは、とのさまに　なったの　ぎゃねがった。と

のさまやめてから　みんなに「とのさま。とのさま。」

といわれた。むかし　とのさまのゆうこと　きかな

いと　はたかれたりした。おれたちは、はたいた。

それだから　とのさまと　いわれたのだ。あとわ　

なりたくない。28　　

　二人は、「たたいた」事実を綴りながら、考え
を深め、自己を捉え返し、「とのさまをやめた」と、
はっきり記していった。
　この二人の文とその書きぶり、その「事実認識
と考えの発展」について、永井はこう捉えと考え
を述べている。
　　　

　二人は、とのさまになりたくないと考えた。「手を

あらってこうよ。」といって、たたいていること、な

んの理由さえもなくたたいていることが、歴史の中

でどんなものであるかを考えているのだろう。歴史

の中で、支配者（とのさま）と民衆の関係を思いおこ

す子どもたちとなる。子どもたちも歴史的存在であ

ることの認識をふかめる。二人の文は学級集団にえ

いきょうをあたえ、集団の考えをたかめていくこと

になる。子どもたちに実感として働きかける。 29

　「とのさまになりたくない」と考えた二人は、「た
たいていること、なんの理由さえもなくたたいて
いることが、歴史の中でどんなものであるかを考
えている」。「歴史の中で、支配者（とのさま）と
民衆の関係を思いおこす子どもたち」となってい

る。これを読みあい考えあいながら、学級の「子
どもたちも歴史的存在であることの認識をふかめ
る。二人の文は学級集団にえいきょうをあたえ、
集団の考えをたかめていくことになる」。文と、
その読み合いの作業は、「子どもたちに実感とし
て働きかける。」
　永井はここに、歴史を思い起こし、自らの行為
を「歴史の中」に位置づけていく子どもの姿があ
ると見ている。そして、子どもたちは、自らも歴
史的存在であることに、認識を深めている。ここ
には、歴史学習、教科学習が生きて働いているこ
とが見て取れる。
　こうして、これらの永井の学級実践は、先の春
田の議論に引きつけて考えれば、言わば、生活綴
方教師・永井の「学級づくり」、「学級集団」づく
りの「生活指導」実践であったといえる。

９．教科学習と「生活の事実」

　論考の最後に、永井は、教科学習について論じ
て、次のように稿を閉じている。
　　

　　四　教科学習の中でも、生活の事実を

　「アヒルが十ぱおよいでいました。六ぱとんできま

した。みんなでなんぼでしょう。」

　一年の算数、五～六人の子どもたちが、十タス六

で十六はという。ほかの子どもたちはだまっている。

十タス六のタスがわからない。子どもの生活でタス

ということがない。生活のことばでない算数のこと

ばである。六ぱとんできたので六ぱふえた。十はと

んできてふえたというのだね。十円をもっていたと

ころえ八円もらった。八円もらった。だから、ふえた。

　八円ふえた。ふえたと十をかいてみせる。十の中

にとんできてふえた。もらってふえたというような

生活のことばがぎっしりはいることが学力をたかめ

ることになる。

　生活の事実を大切にすることは教科学習を充実さ

せ子どもに力をつけることになる。

　一方では教育の中での教科のやくわりをふまえた
教科学習［、］一方では教育の中での生活指導の意味、
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やくねりをはっきりしての生活の事実を大切にする

生活指導を学校教育の中できちんとねばりづよくや

らなくては、教育と子どものしあわせを守ることは

できない。

（岩手県水沢市常盤小学校）30

　「とんできてふえた。もらってふえた」という「生
活のことば」がある教科学習が、「学力をたかめ
ることになる」。「生活の事実を大切にすることは
教科学習を充実させ子どもに力をつけることにな
る」のだ。
　こうして、「生活のことばがぎっしりと」入っ
ている教科学習と、「生活の事実を大切にする生
活指導」とが、「教育と子どものしあわせを守る」
のである。永井は最後に、そう「確信」を主張し
ていた。

10．補遺：「あいまいと　すりかえ」

　後年、永井庄蔵は、「ナガイ・ショーゾー」の
筆名で、1968（昭和43）年2月、教育科学研究会
の機関誌『教育』の誌上シンポジウム（第2回）「平
和の理念と教育的立場」の提案論稿に、意見論稿
を寄せている。それは、「意見Ⅷ　あいまいと　
すりかえは　いたるところに」という表題の文章
であった。
　この論稿の中には、永井が、約10年前を想起
しながら、1958年度の最初の頃の、小学校での
顛末を記した、次のような一節がある。

　わたしは、一九五八年の四月の新学年の準備をし

ていたある日、「先生、先生たちは、わたしたちに　

ものごとを　きめる時　みんなで話し合え、きめた

ことを　かえる時は　みんなで　話し合ってかえる

のだ。と　教えておきながら　どうして　保健衛生

室を　校長室にかえたのか」と　六年の康子に　追

及された。そんなはずはないと　こたえたが　康子

に指されてみた室の入口の標札に「校長室」と　かい

てあった。新しく　完成する校舎に　ひとつ小さい

室が　よけいにできることに　なっていたので、な

にに　使ったらよいか　生徒、教員の話し合いの結

果、保健衛生室と　きめてあったもの。職員会議に

このことをかけ、三年間持上った教師の　たゆみな

い教育の中で　定着していた　この康子の考え方、

指摘を　すなおに　受入れ、「保健衛生室」の標札が

　かけられた。民主主義の権威が　この中で　うち

たてられた。あいまいにしなかった生
(ママ)
徒、こじつけ

的すりかえを　しないでくれた教師に　敬意を表し

た。…（後略）…31

　これは、1958年度がはじまる頃、永井が勤め
ていた常盤小学校でのことであったろう。この「康
子」の考えと言動には、同校で重ねられていた、「話
し合い」の上に立つ決定と、自治の教育が見える。
そこには、教師による「支配と権威」ではなく、「民
主主義の権威」が打ち立てられた、と永井は考え
ていた。
　ここには、「あいまい」にしなかった子どもた
ちと、（前記のような、廊下を走ったことを無かっ
たことにするような）「すりかえ」をしなかった
教師たちの、「共同作業」としての「生活指導」実
践があった。
　「この康子の考え方」には、「職員会議にこのこ
とをかけ、三年間持上った教師の　たゆみない教
育の中で　定着していた」その学校の歩みの根が、
あったのであった。

11．小括

　永井にとって、「生活指導の立場を守」るとは、
果たしてどういうことであったか。「教育と子ど
ものしあわせを守る」生活指導の教育実践を、永
井はいかなるものと考えていたのか。
　永井は、「徳目や国家基準などの権威をつかっ
て支配することによって人間形成は、できない」
と明瞭に喝破していた。そこには、特設道徳への
抵抗の思念、批判意識が、はっきりとあったと言
える。「徳目的なおしつけ」は、「民衆や子どもた
ちを信頼しそのような生活の事実をとりあげてた
かめ広げていく」という、教育の本来の仕事に背
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き、悖るものである、という認識が、永井にはあっ
た。
　永井は、「月刊教育運動みたい」な、季節が移
り替わるように教育目標が移り変わる「特設」道
徳教育に、疑念を持っていた。「基本的人権」を
取り去り、徳目や教育目標などを、生活に「生かし」
（生かせ）という考え方（指示・命令）には、「あや
まり」がある。
　「社会の具体的な生活を、つくりあげている働
き手、民衆の中に、学校における子どもたちの中
に、創造、発展の力、働きがある」のだ。子ども
たちの生活の中に、その道徳性の涵養の場と機会
があるのだ。「だから生かしではな」いのだ。永
井は特設道徳に関わる動向を、そう批判していた。
そこには、永井の、民衆と子どもの力への信頼が
あった。言わば、「生活者としての子ども」とい
う子ども観がそこにはあったと言える。
　教育行政による「権威と支配に立った」特設道
徳の教育は、教育とはいえない。教師の「権威と
支配にたたない」取り組みとしての、生活の事実
に立った生活指導が、必要なのだ。「権威」は子
どもの生活の中にある。道徳は、道徳教育は、「生
活の事実」を書き綴り出し合い、考えあい確かめ
合う中にある。永井には、話し合いによる自己「支
配」＝統治＝自治の学級集団づくり実践が、その
念頭にあった。その意味で、「生活指導」は道徳
教育になっていく側面を、持っていると、永井は
明確に捉えていたと言えよう。
　「戦前から」築き上げられてきた「子どもたちの
生活の事実の中に真実をもとめ発展させる教育」
の「継承」は、大切なことなのではないか。これ
からも、「具体的な生活の事実から創造し、生活
をたかめる教育のしごと」を求め、「子どもたち
の生活自体の中に子どもたちを育てるものがある
ことの確信をもつこと」、そして、「子どもたちが、
生活の事実の中で自信をもつこと」を大事にしよ
う。「そこから真実をもとめ、創造活動をうなが
していくことを教育の重要な仕事としなくてはな
らない」し、「このような生活の事実にもとづく
生活指導をわたしたちの手できづきあげていかな

くてはならない。」と、永井はその「確信」を記し
ていた。
　永井は、子どもたちが、たとえ「どんなに、ゆ
がんだ社会、家庭に生きて」いようとも、「子ど
もたちを民主的な学級集団としてつくりかえてい
く」ことは、「生活の事実の中で、その子どもそ
の学級集団の具体的な特色ある創造的な方法でで
きる」のだと、断言していた。その底には、おそ
らく、自身の戦前以来の生活綴方実践の、自負と、
その意義への自信と「確信」があったであろう。
　こうして、当時、永井の所論のなかにもまた、
全生研に集っていた他の教師たちとともに、「特
設道徳について」の「深い理由から」の「根強い抵
抗感」があり、「もっと本物の道徳教育があるは
ずだという予感」から、「本物の道徳教育」と「本
物の日本の教育をつきとめたい」との、問いと願
いが、明確にあったことが、指摘できるであろう。

おわりに

　城丸章夫は、『現代教育学事典』（1988年）の「生
活指導とは何か」の項のなかで、「戦後生活指導
運動の発展」について、以下のように記していた。
　

　戦後の生活指導は、児童会・生徒会の結成、生活

教育の流れに立つ諸運動、なかでも生活綴方の復活、

アメリカやソ連の教育思想と実践の紹介などを通じ

て、復活・発展をとげた。「生活綴方運動」は、作文

を書くことで生活をリアルにみつめ、集団的な話し

合いを通じて、認識・思考・要求を出しあい、これ

らを組織したり高めあったりするという手法によっ

て、1950年代から60年代前半にかけて、広く全国

の学校に普及した。国分一太郎・宮坂哲文・小川太郎・

大田堯などは、生活綴方の実践を整理して生活指導

の理論的解明に努めた。…（中略）…これらの実践的・

理論的活動によって、「生き方」はみずからみつける

ものであること、欲求・要求の尊重となかまとの民

主的交わりと連帯、総じていえば「いのちを大切に

すること」を指導することが生活指導であり、それ

はまた道徳教育でもあるとする戦後の生活指導の理
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論的・実践的基礎が生まれた。 32

　本稿に引いた、永井の所論、その思考・志向と
実践は、ここに記されている「生活指導」の内実
を持つものであり、その意味で、「それはまた道
徳教育でもあった」、と言えるものなのではない
だろうか。ここに城丸が言う「戦後の生活指導の
理論的・実践的基礎」の一つに、永井の所論と、
実践があったと言い得るのではないだろうか。
　その後、「学級づくり論」は、諸処の理由から
批判を受け、生活指導実践（論）は、1960年代よ
り集団主義の「集団づくり」「班・核・討議」の運
動（論）へと展開、傾斜していく。この学級づく
り論は、戦後生活指導論のなかでは、一定の限界
を内包した、一過的な主張と実践と、捉えられて
きた側面があったきらいがあった。
　だが、「『生き方』はみずからみつけるものであ
る」。こうした永井らのような、「学級づくり」に
よる「生活指導」論、「欲求・要求の尊重となかま
との民主的交わりと連帯」が道徳教育となるとの
見解は、2015（平成27）年3月、「国家権力」の「学
習指導要領改訂」によって、「特別の教科　道徳」
の設置が遂行されてきた今日、ますます重要な歴
史的論点の一つになってきていると、言わなけれ
ばならないように思う。「生活指導と道徳教育」
の関係・関連という論点・課題は、今後も学校現
場のなかで、そして道徳教育論史研究のなかで、
厳しく議論されていくものとなるであろう。その
ときに、〈『生活の事実を大切にする』生活指導の
なかに道徳教育がある〉との確信を述べる、永井
のこの議論は、一つの示唆を与えてくれるものと、
なるであろうと考えられる。
　岩手の生活綴方教師・永井庄蔵が、戦前以来の、
地域での小学校現場の仕事のなかで、1950年代
の終わり頃、独自の「憲法科」創設論とともに 、
道徳教育論として、戦前から大切にされてきた「生
活の事実を大切にする」実践とその「確信」を念頭
に置いた、戦後生活指導論を展開していたという
歴史的足跡は、いま一度振り返られてよい、岩手
の教育文化の遺産の一つであると言えよう。

＊本稿は、JSPS科研費22K02251の助成を受け
たものである。
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1頁。



土屋直人104

８　村上純一「宮坂哲文の生活指導論と生活綴方
論―晩年の生活指導概念規定の検討を中心に
―」（東京都立大学教育学研究室『教育科学研究』
第8号、1989年）49頁。なお、蜂屋慶「生活指
導と集団指導（I）」（大阪市立大学文学部『人文
研究』第22巻第5号、1971年）、山岸知幸「宮
坂哲文の生活指導理論における『学級』概念の
検討―宮坂の教育理論形成史における 1950年
代を中心に―」（日本教育方法学会編『教育方
法学研究』第21巻 1995年）、川地亜弥子「宮坂
哲文の生活指導論に関する一考察―生活綴方の
位置づけを中心に―」（京都大学大学院教育学
研究科・教育方法学講座『教育方法の探究』第
5号、2002年）、森本和寿「宮坂哲文の生活指
導論に関する一考察―集団主義教育との関係
性に注目して―」（京都大学大学院教育学研究
科・教育方法学講座『教育方法の探究』第21号、
2018）、参照。
９　例えば、宮坂哲文『生活指導―実践のための
基本問題―』（朝倉書店、1954年）、宮坂哲文
「生活教育の系譜―昭和十三年の生活教育論争
をめぐって―」（籠山京編『生活教育（国土社教
育全書1）』国土社、1956年、所収）、宮坂哲
文「生活指導の本質」（宮原誠一ほか編『明治図
書講座 学校教育11 生活指導』明治図書、1956
年、所収）、澤田慶輔・宮坂哲文編『新教育の
実践体系6 生活指導のあゆみ』（小学館、1957
年）、宮坂哲文『生活指導の基礎理論』（誠信書
房 1962年）、ほか参照。なお、『宮坂哲文著作
集（第1巻～ 第3巻）』（明治図書、1968年）（竹
内常一、城丸章夫、春田正治による「解説」）、
竹内常一『生活指導の理論』（明治図書、1969
年）、参照。

10 例えば、宮坂哲文『生活指導と道徳教育』（明
治図書、1959年）、ほか参照。

11 宮原廣司『竹内常一に導かれて―戦後教育学
と教育実践―』（高文研、2016年）、26頁。な
お、「全生研の創始期の研究者たち」については、
同書、37-43頁、参照。

12 全国生活指導研究者協議会編『生活指導の基

本問題』（明治図書、1959年）、参照。なお、
折出健二「生活指導の基礎と他者概念」（『愛知
教育大学研究報告 教育科学編』 第65巻、2016
年）、参照。

13 「編集後記」（前掲、『生活指導』創刊号）96頁。
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AIドリルを活用した算数・数学指導の可能性
－『つまずきの把握』に焦点を当てて－

中村　好則*，立花　佳帆**，山本　奬*，佐藤　寿仁*

（令和６年２月５日受付）
（令和６年２月５日受理）

NAKAMURA Yoshinori*，TACHIBANA Kaho**, YAMAMOTO Susumu*，SATOU Toshihito*

Possibility of Mathematics Instruction Using AI Drills

: Focusing on "Understanding Stumbling"

 

要　約
　本研究では，AIドリルを活用した算数・数学指導の可能性を，小学校6年生と中学校3年生を対象とし
た指導実践と質問紙調査結果の分析を通して考察した。その結果，AIドリルを活用した指導について，（1）
小学校では，『つまずきの把握』を向上することはできたが，それが『算数・数学の理解』には影響してい
ないこと，（2）中学校では，『つまずきの把握』の向上には至っていないが，『つまずきの把握』が『算数・
数学の理解』に影響していることなどが明らかとなった。また，（a）小学校では，AIドリルを活用した指
導で『つまずきの把握』を向上させるだけでなく，『つまずきの把握』を自分の学習にどのように生かすか
の指導が必要であること，（b）中学校では，AIドリルを活用した指導だけではなく，普段の指導において『算
数・数学への自信』や『算数・数学への興味』の向上を図り，『つまずきの把握』をさらに伸ばすことが重要
であることなどの示唆を得た。
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* 岩手大学大学院教育学研究科，** 一関市立大東中学校

１．研究の背景

　2021年1月に中央教育審議会から出された
『「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全
ての子供たちの可能性を引き出す，個別最適な学
びと，協働的な学びの実現～（答申）』では，学
習履歴（スタディ・ログ，以下では学習履歴と記す）
などの教育データを積極的に活用することの必要
性と重要性が指摘されている。また，近年では
AIドリルの活用により，以前よりも容易にかつ
迅速に大量の学習履歴を蓄積することが可能とな
り，学習履歴の活用がより効率的・効果的に行う

ことができるようになってきた。さらに，GIGA

スクール構想の実現に向けて各学校への1人1台
端末と高速大容量ネットワークの整備の動きも加
速し，2021年4月から9月にかけて多くの学校
でその環境が整った。これらの環境のもと，算数・
数学科においても，AIドリルを活用した指導の
効果が期待される。そこで，本研究では，小学校
第6学年児童と中学校3学年生徒を対象とした指
導実践と質問紙調査結果の分析を通して，AIド
リルを活用した算数・数学指導の可能性を『つま
ずきの把握』に焦点を当てて考察する。
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２．研究の目的

　本研究では，小学校第6学年児童と中学校第3
学年生徒を対象にした指導実践と質問紙調査結果
の分析を通して，AIドリルを活用した算数・数
学指導の可能性を『つまずきの把握』に焦点を当
てて考察し，数学・算数指導の改善のための示唆
を得ることを目的とする。

３．方法

３．１．指導事例の提案
　小学校第6学年の単元「円の面積」と中学校第3
学年の単元「円周角の定理」において，AIドリル
を活用した指導の単元指導計画を作成し，その計
画に従い小学校と中学校において指導実践を行
う。

３．２．質問紙調査の実施と分析
　AIドリルを活用した指導実践の事前と事後に
おいて，児童・生徒を対象に質問紙調査を行う。
質問紙調査は，『算数・数学の学習への意識』『つ
まずきの把握』『算数・数学の理解』に関する質
問項目を含む算数・数学の学習について問うもの
である。その結果を以下の手順により分析する。
　（1） 『算数・数学の学習への意識』と『つまずき
の把握』が『算数・数学の理解』へ与える影響を分
析する。
　（2） 児童・生徒の『つまずきの把握』の状況に
ついて，小学校と中学校の校種の違い及びAIド
リルを活用した指導の事前事後調査の結果を分析
する。
　（3） （1）（2）を基に，AIドリルを活用した算数・
数学指導の可能性を考察する。
　これらの結果を基に，算数・数学指導の改善の
ための示唆を得る。

３．３．調査時期
　小学校では，事前調査はAIドリルを活用した
指導実践を行う前の2022年9月上旬に，事後

調査はAIドリルを活用した指導実践を行った後
の2022年9月下旬に実施する。中学校では，事
前調査はAIドリルを活用した指導実践を行う前
の2022年11月中旬に，事後調査はAIドリルを
活用した指導実践を行った後の2022年12月上
旬に実施する。調査対象校は，2020度4月より
「いわて学びの改革研究事業」の研究指定を受け，
2020年度には1クラス分（約40台）の端末と高速
通信ネットワーク（LTE接続）が配備された。そ
れに加えて，GIGAスクール構想により所在する
自治体により2021年9月上旬に1人1台の端末
と大容量高速通信ネットワーク（WiFi接続）が配
備された。AIドリルは，2020年度より導入され
たがすぐには活用されておらず，今回初めてAI

ドリルを活用した指導の単元計画を作成し，小学
校は2022年9月に，中学校は11月から12月に
単元計画（資料1，資料2）に従い指導実践を行う。

３．４．調査対象
　2020年度から2022年度まで「いわて学びの改
革研究事業」の研究指定を受けた以下の小中学校
を調査対象とした。
（1）　調査対象の小学校
　公立小学校A校　6年生　2学級　42名
（2）　調査対象の中学校
　公立中学校B校　3年生　2学級　69名

３．５．調査手続き
　Google Formsによる質問紙調査への回答を依頼
し，それぞれ決められた期間内に回答をする。

３．６．質問紙調査の内容
　質問紙調査は，『算数・数学の学習への意識』
に関する項目（1）小学校と（2）中学校の②（『算数・
数学への興味』）③（『算数・数学への自信』）⑫（『繰
り返し学習の姿勢』），『つまずきの把握』に関す
る項目（1）小学校と（2）中学校の⑥⑦⑧，『算数・
数学の理解』に関する項目（1）小学校と（2）中学
校の④を含む算数・数学の学習について，以下の
（1）小学校と（2）中学校のそれぞれ①から⑯まで
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の16項目について問うものである。質問紙調査
の質問項目の内容については，「いわての学びの
改革研究事業」の担当指導主事と小中学校の算数
数学の各担当教諭と協議して決定した。そのため，
質問紙調査は研究指定校としての実践評価におい
ても使用するため，質問紙調査には本研究の分析
対象ではない項目も含まれる。回答は「当てはま
る」「やや当てはまる」「どちらとも言えない」「あ
まり当てはまらない」「当てはまらない」の5件法
で行うものである。

（1）　質問紙調査の内容（小学校）
①　算数は好きである。
②　算数は楽しい。（『算数・数学への興味』）
③　算数は得意である。（『算数・数学への自信』）
④　算数の授業内容はよく分かる。（『算数・数
学の理解』）
⑤　算数の学習内容は将来役に立つ。
⑥　算数の学習で，自分が分からないところを
知っている。（『つまずきの把握』）
⑦　算数の学習で，自分が分からない原因を
知っている（『つまずきの把握』）。
⑧　算数の学習内容を，どの程度理解している
かを知っている（『つまずきの把握』）。
⑨　算数の学習に，家庭学習でもよく取り組む
ようにしている。
⑩　分からない学習内容があったら，分かるま
で考える。
⑪　算数の問題は，計算問題よりも文章問題が
難しい。
⑫　算数の問題は，繰り返し学習すれば解ける
ようになる。（『繰り返し学習の姿勢』）
⑬　算数の問題は，公式や解き方を覚えて，そ
れを使えばよい。
⑭　間違えた問題は，もう一度解くようにして
いる。
⑮　すぐに分からない問題は，解答をみないで，
じっくりと考える。
⑯　考えた解き方でうまくいかないときは，別
の解き方を考える。

（2）　質問紙調査の内容（中学校）
①　数学は好きである。
②　数学は楽しい。（『算数・数学への興味』）
③　数学は得意である。（『算数・数学への自信』）
④　数学の授業内容はよく分かる。（『算数・数
学の理解』）
⑤　数学の学習内容は将来役に立つ。
⑥　数学の学習で，自分がつまずいているとこ
ろを知っている（『つまずきの把握』）。
⑦　数学の学習で，自分がつまずいている原因
を知っている（『つまずきの把握』）。
⑧　数学の学習内容を，どの程度理解している
かを知っている（『つまずきの把握』）。
⑨　数学の学習に，家庭学習でもよく取り組む
ようにしている。
⑩　分からない学習内容があったら，分かるま
で考える。
⑪　数学の問題は，計算問題よりも文章題が難
しい。
⑫　数学の問題は，繰り返し学習すれば解ける
ようになる。（『繰り返し学習の姿勢』）
⑬　数学の問題は，公式や解き方を覚えて，そ
れを適用すればよい。
⑭　間違えた問題は，もう一度解くようにして
いる。
⑮　すぐに分からない問題は，解答をみないで，
じっくりと考える。
⑯　考えた解き方でうまくいかないときは，別
の解き方を考える。

３．７．指導事例で活用したAIドリル
　AIドリルとは，個々の生徒の学習内容の習得
状況や学習進度等に応じた問題を提供するAI（人
工知能）を活用したドリル型の教材のことである。
AIドリルの特徴として，個々の児童・生徒の学
習履歴が保存され，それを活用できる。多くの
AIドリルが開発されているが，本研究では，AI

ドリルとして研究の対象校である小中学校に導入
されているキュビナ（Qubena）を活用する。
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　キュビナの特徴は，㋐児童・生徒のつまずきの
原因をAIが解析し，児童・生徒のつまずきに応
じた問題を選択し出題すること，㋑ペン入力に対
応しノートと同じように学習ができること，㋒ヒ
ントや解説アニメーションが充実し，反転学習や
家庭学習にも対応していること，㋓作図機能やグ
ラフ機能など数学に必要な機能を搭載しているこ
と，㋔児童・生徒の取り組んだ問題，解答時間，
正答率などの学習履歴の収集と分析などができる
ことである（COMPAS，2023）。操作ログや解答
時間，解答データ等を分析して，それぞれの得意
分野や苦手分野を推測し，つまずきの原因となっ
ている個所を学び直す問題やより応用的な問題を
出題することが可能である（木川2021）。
　また，キュビナには，集団指導に特化した機能
で，クラスの学習進度や習熟度に応じて，演習や
テスト，宿題などをワークブックとして作成し配
信できるワークブック機能がある（木川2021）。
　さらに，キュビナでは，個々の児童・生徒が取
り組んだ問題，問題数，解答時間，正答率，個々
の問題の取り組んだ児童・生徒数，正答率などが
学習履歴として保存され，管理ツール（キュビナ・
マネージャー）で閲覧可能である（木川2021）。
教師は，学習履歴を活用することで，児童・生徒
の学習時間，取り組んだ問題や問題数，正答率な
どの客観的なデータをもとに，児童・生徒の学習
状況の詳細を把握し，根拠に基づいた生徒の支援
や指導が可能である。また，教師は，学習履歴を
活用することで，問題ごとの進捗率や正答率など
の客観的なデータをもとに，学習内容の理解状況
の詳細を把握し，根拠に基づいた指導内容や順序，
指導方法などの指導の改善が可能である。児童・
生徒は，学習履歴を活用することで，自分自身の
問題の正誤や正答率などの客観的なデータをもと
に，自分自身の理解度やつまずきの詳細を把握し，
根拠に基づいた学習内容や学習方法等の見直しが
可能である。

４．結果と考察

４．１．先行研究
　中村・立花・山本（2021）は，中学校生徒への
質問紙調査を実施・分析し，中学校への ICT環境
導入初期の数学指導における ICT活用の可能性と
課題を考察した。その結果，ICT環境導入初期の
数学指導における ICT活用の可能性と課題とし
て，『ICTへの興味』はある程度高いが，それに比
べて『数学への興味』は低く，『ICTへの興味』を
生かして『数学への興味』を高めるような指導を
行うことが必要であること，②『数学の実用性』
と『ICTの実用性』は低くはないが，その指導には
課題が示唆され，『数学の実用性』と『ICTの実用
性』を意図した学習内容や活用するソフトウェア
の検討が必要であること，③『ICTへの姿勢』は事
前と事後で有意な差は見られなかったが，『数学
への姿勢』は事後において有意に低下しており，
『数学への姿勢』に配慮した指導が重要であるこ
となどが示唆された。しかし，このときの研究対
象となった中学校では1クラス分の端末が整備さ
れ，生徒1人1台で使えるものの，1クラス分の
端末を学校全体で共有しなければならず，端末を
いつでも使える状況にはなく，本当の意味での1
人1台端末の整備ではなかった。
　そこで，中村・佐藤・山本・立花（2023）では，
児童・生徒1人1台端末と大容量高速通信ネット
ワークが整備された小中学校において，算数・数
学指導における ICT活用の可能性と課題につい
て考察した。小中学校の児童・生徒を対象に，1
人1台端末の導入前と導入後に，算数数学意識
と ICT活用意識に関する質問紙調査を実施し，そ
の結果を分析した。その結果，①小中学校共に，
ICT活用意識が高い児童・生徒ほど算数数学意識
が高いこと，②小学校では事前よりも事後が ICT

活用意識が算数数学意識に影響していること，③
算数数学意識は，小中学校共に約4か月と短い期
間ではあったが，事前より事後が高くなったこと，
④ ICT活用意識は，事前事後共に小学校よりも中
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学校の方が高いこと，⑤ ICT活用意識は小学校が
事前と事後で有意に向上したが，中学校では向上
は見られなかったことが明らかとなった。これ
らの結果から，児童・生徒1人1台端末時代の算
数・数学指導における ICT活用の可能性と課題と
して，㋐算数・数学の指導に ICTを有効に活用す
ることで，ICT活用意識を高め，算数数学意識を
向上できる可能性があること，㋑中学校において
は ICT活用意識をさらに向上させるような指導の
工夫や配慮が必要であること，㋒算数・数学の授
業への ICT活用がマイナスの効果はないが，ICT

活用の意義の理解や ICT活用の仕方の指導の工夫
と配慮が必要であることが示唆された。
　また，中村・佐藤・稲垣・工藤・浅倉（2022）では，
中学校1年生と3年生を対象にAIドリルを活用し
た指導実践を行い，生徒と教師に質問紙調査を行
い，その結果を分析することを通して，AIドリ
ルを活用した指導の可能性や効果を考察した。そ
の結果，生徒の質問紙調査の結果からは，AIド
リルの活用は，生徒がそれぞれ自分自身のつまず
きや習熟度を確認することができ，個別最適化さ
れた学びに有効であることが示唆された。教師の
質問紙調査の結果からは，生徒の学習内容の理解
や定着には効果があると考えてはいるが，個々の
生徒のつまずきや理解度の確認に学習履歴を活用
できていないことが分かった。しかし，この研究
では，質問紙調査は事後調査のみで，AIドリル
の導入前後の生徒の意識の違いが捉えられていな
いことや，中学校生徒のみが対象で小学校児童に
ついては調査されていないことが課題であった。
そこで，本研究では，調査対象を小学校児童へ広
げ，AIドリルを活用した指導実践の事前と事後
の質問紙調査を行い，AIドリルを活用した指導
の可能性を検討することとした。

４．２．指導事例の概要
（1） AIドリルの活用場面
　AIドリルの活用は，以下の3つの場面を計画し
た。

【AIドリルの活用場面①】授業の前半で活用

　本時の学習に必要な既習事項や前時までの学習
内容を確認するために，授業の前半にAIドリル
を活用する。

【AIドリルの活用場面②】授業の後半で活用
　本時に学習した内容を振り返り，学習内容を習
得できたかどうかを確認するために，授業の後半
でAIドリルを活用する。

【AIドリルの活用場面③】家庭学習で活用
　次の授業のために既習事項の確認問題や，授業
で学習した内容の定着や復習を目的にした演習問
題を家庭学習でAIドリルを活用して行う。家庭
学習で使用する端末は，LTE接続ができるもので
あり，家庭でもネットワークに接続可能である。

（2）　学習履歴の活用場面
　AIドリルの学習履歴の活用は，以下の3つの場
面を計画した。

【学習履歴の活用場面①】教師が，支援が必要な
児童・生徒を判断するためにAIドリルの学習履
歴を活用する場面。

【学習履歴の活用場面②】教師が，生徒の理解し
ていない学習内容を見つけ再度指導するために
AIドリルの学習履歴を活用する場面。

【学習履歴の活用場面③】児童・生徒が，自分の
理解していない学習内容を見つけ再学習するため
にAIドリルの学習履歴を活用する場面。

（3） AIドリルを活用した指導の単元計画
① AIドリルを活用した指導の単元計画（小学校）
　小学校の算数の指導担当教諭と「いわての学び
の改革研究事業」の担当指導主事が相談し，小学
校第6学年の単元「円の面積」において，AIドリ
ルを活用した指導の単元計画を作成した（詳細は，
資料1を参照）。指導時数は6時間である。
② AIドリルを活用した指導の単元計画（中学校）
　中学校の数学の指導担当教諭と「いわての学び
の改革研究事業」の担当指導主事が相談し，中学
校第3学年の単元「円周角の定理」において，AI

ドリルを活用した指導の単元計画を作成した（詳
細は，資料2を参照）。指導時数は6時間である。

（4） AIドリルを活用した指導の実際
① AIドリルを活用した指導の実際（小学校）



中村好則・立花佳帆・山本奬・佐藤寿仁112

　単元の学習に入る前に，小学校5年生までの「図
形」領域の学習内容についてAIドリルを活用した
家庭学習で振り返る。第1時と第2時の「円の面
積の求め方」はAIドリルを活用せず通常通り教科
書を用いて授業を行う。第3時の「円の面積公式」
では，授業の後半でAIドリルの演習問題に取り
組み，円の面積を求める公式に関する学習内容の
定着を図る。第4時の「円を含む複合図形の面積
の求め方」に入る前に，AIドリルを活用した家庭
学習で第1時から第3時までの学習内容を振り返
り定着を図る。第4時では，授業の後半にAIド
リルで本時の学習内容を振り返る。教師はAIド
リルの学習履歴を確認し，躓いている児童を見つ
け個別に支援する（学習履歴の活用場面①）。第5
時では，第4時までの学習内容を確認し，定着を
図るために，AIドリルを授業の前半で活用する。
教師はAIドリルの学習履歴を確認し，躓いてい
る児童が多い問題を取り上げ，必要な数学的な見
方・考え方を振り返る（学習履歴の活用場面②）。
第6時では，児童自身がAIドリルの学習履歴を
用いて，間違いの多い問題を確認し，再度取り組
む（学習履歴の活用場面③）。第6時が終了後，単
元全体を振り返るために，家庭学習においてAI

ドリルの学習履歴を確認しながら苦手な問題に取
り組む（学習履歴の活用場面③）。AIドリルの家
庭学習での活用は計3回，授業中での活用は計4
回行った。
② AIドリルを活用した指導の実際（中学校）
　第1時の「円周角と中心角の関係」では，授業
の初めにAIドリルの操作方法を確認する。授業
の後半で，AIドリルを活用して，学習履歴を確
認し間違った問題を復習する（学習履歴の活用場
面③）。第1時が終了した時点で，AIドリルを活
用した家庭学習に取り組み，第1時の学習内容の
習熟度を確認する（学習履歴の活用場面③）。第2
時の「円周角の定理」では，授業の後半にAIドリ
ルで本時の振り返りを行うとともに，教師が学習
履歴を確認し，支援が必要な生徒の個別指導（学
習履歴の活用場面①）と正答率の低い問題の全体
指導学習履歴の活用場面②）を行う。第2時が終

了した時点で，AIドリルを活用した家庭学習に
取り組み，第2時までの学習内容の習熟度を確認
する（学習履歴の活用場面③）。第3時の「円周角
と弧の定理」では，授業の前半でAIドリルの演習
問題に取り組み，前時までの学習内容を復習する。
第3時が終了した時点で，AIドリルを活用した家
庭学習に取り組み，第3時までの学習内容の習熟
度を確認する（学習履歴の活用場面③）。第4時の
「直径と円周角の定理」では，授業の後半にAIド
リルで本時の学習内容を振り返る。教師が学習履
歴を確認し，支援が必要な生徒の個別指導（学習
履歴の活用場面①）と正答率の低い問題の全体指
導（学習履歴の活用場面②）を行う。第4時が終
了した時点で，AIドリルを活用した家庭学習に
取り組み，第4時までの学習内容の習熟度を確認
する（学習履歴の活用場面③）。第5時の「円周角
の定理の逆」では，AIドリルのワークブック機能
を用いて生徒に習得状況に応じた問題を作成し前
時までの学習内容を振り返る。第5時が終了した
時点で，AIドリルを活用した家庭学習に取り組
み，第5時までの学習内容の習熟度を確認する（学
習履歴の活用場面③）。第6時では，児童自身が
AIドリルの学習履歴を確認し，間違いの多い問
題を確認し，再度取り組む（学習履歴の活用場面
③）。AIドリルの家庭学習での活用は計5回，授
業での活用は計6回行った。

４．３．質問紙調査結果の分析と考察
（1） 質問紙調査結果の分析対象
　調査対象の小学生42名，中学生69名のうち，
事前調査と事後調査の両方に回答した児童・生徒
（小学生34名80.9%，中学生49名71.0%）を分析
対象とした。

（2） 質問紙調査結果の分析の項目
①『算数・数学の学習への意識』（『算数・数学へ
の興味』『算数・数学への自信』『繰り返し学習の
姿勢』）
　質問紙調査の項目の「②算数（数学）は楽しい」
「③算数（数学）は得意である」「⑫算数（数学）の
問題は，繰り返し学習すれば解けるようになる」
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（カッコは，中学校の質問紙調査の項目では「算数」
を「数学」に変えて質問していることを表す。以
下同様）を，それぞれ『算数・数学への興味』『算
数・数学への自信』『繰り返し学習の姿勢』として，
それらを分析の項目とする。また，これらをまと
めて『算数・数学の学習への意識』とする（表2）。
②『つまずきの把握』
　質問紙調査の項目の「⑥算数（数学）の学習で，
自分が分からない（つまずいている）ところを知っ
ている」「⑦算数（数学）の学習で，自分が分から
ない（つまずいている）原因を知っている」「⑧算
数（数学）の学習内容を，どの程度理解している
のかを知っている」（カッコは，中学校の質問紙
調査の項目では「分からない」を「つまずいている」
に変えて質問していることを表す。以下同様）を
『つまずきの把握』として，分析の項目とする（表
2）。
③『算数・数学の理解』
　質問紙調査の項目の「④算数（数学）の授業はよ
く分かる」を，『算数・数学の理解』として，分析
の項目とする（表2）。

（3） 質問紙調査結果の分析と考察
①『算数・数学の学習への意識』と『つまずきの把
握』が『算数・数学の理解』へ与える影響
　『算数・数学の学習への意識』と『つまずきの把
握』が，『算数・数学の理解』へ与える影響につい
て調べるため，質問紙調査のうち，『算数・数学
の理解』に関する項目「④算数（数学）の授業はよ
く分かる」を従属変数，『算数・数学の学習への
意識』に関する項目「②算数（数学）は楽しい」（『算
数・数学への興味』），「③算数（数学）は得意である」
（『算数・数学への自信』），「⑫算数（数学）の問題は，
繰り返し学習すれば解けるようになる」（『繰り返
し学習の姿勢』）と，後述する手続きで合成させ
た『つまずきの把握』に関する項目を独立変数に
用い，小学校，中学校それぞれにおいて一括投入
による重回帰分析を行った。また，『算数・数学
の学習への意識』に関する項目は，本研究の授業
に直接は関係のない算数・数学への一般的な意識
に関する項目であるため，授業前後で大きな変化

はないと考え，独立変数，従属変数ともに，事前
調査の結果を用いた。
　また，「⑥算数（数学）の学習で，自分が分から
ない（つまずいている）ところを知っている」「⑦
算数（数学）の学習で，自分が分からない（つまず
いている）原因を知っている」「⑧算数（数学）の
学習内容を，どの程度理解しているのかを知って
いる」の３項目に関して，小学校，中学校の事前
事後それぞれにおいて，最尤法による因子分析を
行ったところ，いずれも固有値が１を上回るのは
第１因子のみで，その寄与率は94％以上であり，
強い１因子構造がみられることを確認した（小学
校事前：94.71，小学校事後：98.19，中学校事前：
98.10，中学校事後：97.84）。そこで，足しあげ
点による下位尺度を構成するため，信頼性分析を
行ったところ，クロンバックのα係数は小学校，
中学校ともに0.90超と非常に高かったことから，
これらの項目には高い内的一貫性が確認されたと
いえる。そこで，これら3項目を『つまずきの把握』
とし，以降，足しあげ点を分析に用いた。つまり，
『つまずきの把握』得点は15点から3点の範囲と
なり，点が高いほど『つまずきの把握』が自覚的
によくできていることを表すものである。
　小学校における重回帰分析の結果，表3に示し
た通り，決定係数は0.718で，1％水準で重回帰
式は有意であり，『繰り返し学習する姿勢』と，『算
数・数学への自信』に正の影響がみられた。また，
『つまずきの把握』は，小学校において，『算数・
数学の理解』への影響が見られなかった。このこ
とから，小学校の算数指導では，繰り返し学習す
る姿勢や算数への自信を向上させるような指導が
重要であることが示唆された。
　次に，中学校数学科における重回帰分析の結果
を表4に示す。決定係数は0.592で，１％水準で
重回帰式は有意であり，『算数・数学への興味』
『算数・数学への自信』『つまずきの把握』に正の
相関が見られた。『算数・数学への自信』に関し
ては小学校と同様の結果となった。一方で，小学
校において有意であった『繰り返し学習する姿勢』
は，『算数・数学の理解』には影響を与えておらず，
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逆に小学校において影響が見られなかった『つま
ずきの把握』が，『算数・数学の理解』に正の影響
を与えていることが分かった．このことから，中
学校の数学指導では，繰り返し学習することだけ
でなく，数学への興味や自信を向上させることや
自分の数学学習のつまずきを知ることができるよ
うな指導が重要であることが示唆される。
②『つまずきの把握』の分析
　『つまずきの把握』の種別の変化を検討するた
めに，その足しあげ点について，校種×事前事後
の２×２の２要因混合計画の分散分析を行うこ
ととした。各条件の平均と標準偏差を表1に示し
た。分析の結果，交互作用が有意であったので（F 

（1,81）=12.79,<.01,partial η2 =0.1363），水準毎
の単純主効果を検討した。事前における校種要因
が有意で（F （1,81）=15.30,<.01），中学校の方が
高かった。また，小学校における事前事後要因が
有意で（F （1,81）=20.82,<.01），事後の方が高かっ
た。事後における校種要因と中学校における事前
事後要因は有意でなかった（図1）。
　中学校生徒の方が，小学校児童よりも『つまず
きの把握』がAIドリルを使う前からある程度でき
ており，AIドリル活用後も変わらなかったこと
が考えられる。一方で，小学校の児童はまだ『つ
まずきの把握』が十分にできておらず，AIドリル

の活用を通して，『つまずきの把握』ができるよ
うになったと考えられる。このことから，AIド
リルを小学校の段階から活用することで，児童の
『つまずきの把握』を向上できる可能性が示唆さ
れる。

表 1　『つまずきの把握』の平均と標準偏差

図 1　『つまずきの把握』の変化

表 2　分析項目と質問紙調査の項目
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５．まとめ

　本研究では，小学校第6学年児童と中学校第3
学年生徒を対象にした指導実践と質問紙調査の
結果の分析を通して，AIドリルを活用した算数・
数学指導の可能性を考察した。その結果，指導実
践の結果からは，AIドリルの活用場面は，単元
において，①授業の前半，②授業の後半，③家庭
学習の3つの場面に位置付けることができた。ま
た，AIドリルの学習履歴は，①教師が支援の必
要な児童・生徒を判断する場面，②教師が理解し
ていない学習内容を見つけ再度指導する場面，③
児童・生徒が自分の理解していない学習内容を見
つけ再学習する場面の3つの場面で活用すること
ができた。また，小中学校共に，普段であれば教
師が学習プリントを準備し，授業の演習や家庭で

の課題とし，その学習プリントを教師が採点する
ところを，AIドリルを活用して実践することで，
教師のプリント作成や採点の時間の削減や児童生
徒の取り組み状況の迅速な把握が可能となった。
　また，質問紙調査結果の分析からは，（1） AIド
リルを用いた指導で『つまずきの把握』が伸びる
のは小学校であること，（2）小学校では，『つま
ずきの把握』が『算数・数学の理解』に影響が見ら
れなかったこと，『繰り返し学習の姿勢』と『算数・
数学への自信』が『算数・数学の理解』に正の相関
があることと，（3） 中学校では，『つまずきの把
握』が『算数・数学の理解』に影響があること，『算
数・数学への自信』と『算数・数学への興味』，『つ
まずきの把握』が『算数・数学の理解』に正の相関
があることとが明らかとなった。これらのことか
ら，（a） 小学校では，AIドリルを活用した指導で

表 3　『算数・数学の学習への意識』等が『算数・数学の理解』へ与える影響（小学校）

表 4　『算数・数学の学習への意識』等が『算数・数学の理解』へ与える影響（中学校）
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『つまずきの把握』を向上させるだけでなく，『つ
まずきの把握』を自分の学習にどのように生かす
かの指導が必要であること，（b） 中学校では，AI

ドリルを活用した指導だけではなく，普段の指導
において『算数・数学への興味』や『算数・数学へ
の自信』の向上を図り，『つまずきの把握』をさら
に伸ばすことが重要であることなどが示唆され
た。また，小学校段階で伸長される『つまずきの
把握』は，小学校では算数の理解に直接影響しな
いが，中学校での数学の理解に貢献する。今回得
られたこの知見は，中学校の数学の理解を見据え
た小学校での指導の必要性を示すもので，小中連
携の重要性を指摘するものだと考えられる。
　今後は，さらに実践を継続し，対象の児童・生
徒を増やすこと，長期間による指導の成果を検討
することが課題である。
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探究的な学びのある中学校数学の授業開発
－「命題を改善する活動」を取り入れた授業設計について－

藤井　雅文*，工藤　真以**，佐藤　寿仁***，中村　好則***

（令和６年２月５日受付）
（令和６年２月５日受理）

FUJII Masafumi*，KUDOU Mai**, SATOU Toshihito***, NAKAMURA Yoshinori***

Development of Junior High School Mathematics Lessons With Inquiry Based Learning

: About Lesson Design That Incorporates “Activities to Improve Propositions”

要　約
　学習指導要領において、学習の基盤となる資質・能力として問題発見・解決能力が挙げられているもの
の、現状では、課題解決の場面のみを重視した授業が散見される。そこで、事象を数学化する場面や、次
の事象に向かう場面に目を向け、生徒が探究的に学ぶ授業づくりに取り組むこととした。各種調査から課
題が明らかになっている「命題を改善する活動」に焦点を当て、中学校の図形領域における授業を設計した。
中点連結定理を活用する問題を取り上げ、生徒が問いをもって課題解決に取り組んだのか、解決の結果を
振り返り、次の問いをもつことができるかを観察した。また、アンケート、レポートを通して、「命題を
改善する活動」が探究的な学びを実現する上で有用であったのかについて考察した研究である。

岩手大学大学院教育学研究科研究年報　第８巻 （2024. 3）　119－129

* 岩手大学教員養成支援センター，** 岩手大学教育学部附属中学校，*** 岩手大学教育学部

１．現状

　学習指導要領において、学習の基盤となる資質・
能力として問題発見・解決能力が挙げられている。
ここでは、「各教科等において，物事の中から問
題を見いだし，その問題を定義し解決の方向性を
決定し，解決方法を探して計画を立て，結果を予
測しながら実行し，振り返って次の問題発見・解
決につなげていく過程を重視した深い学びの実現
を教科等の特質に応じて図ることを通じて，各教
科等のそれぞれの分野における問題の発見・解決
に必要な力を身に付けられるようにする」ことが
求められている。
　小学校学習指導要領解説算数編、中学校学習指

導要領解説数学編、高等学校学習指導要領解説数
学編において、「算数・数学の学習過程のイメージ」
（小学校p.8、中学校p.23、高等学校p.26）（図１）
が掲載されている。これは、数学的活動における
問題発見・解決の過程を示している。「日常生活

図１　算数・数学の学習過程のイメージ
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や社会の事象を数理的に捉え，数学的に表現・処
理し，問題を解決し，解決過程を振り返り得られ
た結果の意味を考察する過程」と「数学の事象か
ら問題を見いだし，数学的な推論などによって問
題を解決し，解決の過程や結果を振り返って統合
的・発展的に考察する過程」であり、「これらの
二つの過程を意識しつつ，生徒が目的意識をもっ
て遂行できるようにすることが大切である。」と
述べられている。
　しかし、実際には、課題解決の場面のみを重視
し、事象を数学化する場面や、次の事象に向かう
場面がおざなりになっている授業も散見される。
そのような授業では、生徒は受動的になり、与え
られた課題を解決しようとするに留まってしま
う。生徒の探究的な学びを大切にし、問題発見・
解決に必要な力を身につけさせることが求められ
ている。

２．研究の目的

　OECD（経済協力開発機構）では、2015年から
OECD Future of Education and Skills 2030 プロジェ
クト（Education 2030 プロジェクト）を進めてき
た。「OECD Learning Compass 2030」の仮訳「OECD

ラーニング・コンパス（学びの羅針盤）2030」に
おいて、「ラーニング・コンパスという比喩は、
生徒が教師の決まりきった指導や指示をそのまま
受け入れるのではなく、未知なる環境の中を自力
で歩みを進め、意味のある、また責任意識を伴う
方法で、進むべき方向を見出す必要性を強調する
目的で採用されました。」（p.3）と述べられている。
　また、第１章にて学習指導要領について記述し
たが、その改訂に関する「幼稚園，小学校，中学校，
高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改
善及び必要な方策等について（答申）」（2016）に
おいて，社会の変化が加速度を増し，複雑で予測
困難となってきていることが指摘されている。そ
の上で、「『令和の日本型学校教育』の構築を目指
して」（2021）においては、そのような予測困難
な時代を踏まえ、「私たち一人一人，そして社会

全体が，答えのない問いにどう立ち向かうのかが
問われている。目の前の事象から解決すべき課題
を見いだし，主体的に考え，多様な立場の者が協
働的に議論し，納得解を生み出すことなど，正に
新学習指導要領で育成を目指す資質・能力が一層
強く求められている」（p.4）と述べられている。
　「進むべき方向を見出す」「解決すべき課題を見
いだし」とは、まさに問題発見のことであり、生
徒の探究的な学びが求められているといえる。
　高等学校では、現行の学習指導要領から「理数
探究基礎」「理数探究」が取り入れられている。
理数探究は、「様々な事象に関わり，数学的な見方・
考え方や理科の見方・考え方を組み合わせるなど
して働かせ，探究の過程を通して，課題を解決す
るために必要な資質・能力を育成する科目」であ
り、「生徒自らが課題を設定した上で，主体的に
探究の過程を遂行し，探究の成果などについて報
告書を作成させるなど，課題を解決するために必
要な資質・能力を育成すること」を特徴としてい
る。また、これまでの「総合的な学習の時間」が「総
合的な探究の時間」へと改称された。高等学校学
習指導要領解説総合的な探究の時間編では、「探
究が高度化し，自律的に行われること」について
述べられている。いずれも探究ではあるが、総合
的な探究の時間では、「実社会や実生活における
複雑な文脈の中に存在する事象を対象としている
こと」「実社会や実生活における複雑な文脈の中
に存在する問題を様々な角度から俯瞰して捉え，
考えていくこと」「解決の道筋がすぐには明らか
にならない課題や，唯一の正解が存在しない課題
に対して，最適解や納得解を見いだすことを重視
していること」が教科における探究との違いであ
る。
　湊（2018）は、「算数・数学の授業三型論」にお
いて、授業観を三分して得た類を児童・生徒の主
体性によって分け、各類に対応しそれらの観念
を最適に触発すると期待する典型的授業型を「講
義型授業A」「問答型授業B」「自力解決・討論型
授業C」としている。自力解決・討論型授業Cは、
授業の主要部分として自力解決活動と、その結果
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の公表に伴う話合いの一斉活動が行われる授業
で、自力解決において形成的アセスメントを含む
授業のことである。また、それに該当する授業と
して、「秋田の探究型授業」が挙げられている。「秋
田の探究型授業」では、単にプロセスをなぞった
り、形式的に話合いを取り入れたりするのではな
く、自校の児童生徒の実態や各教科等の特質に応
じて、問題発見・解決の方法等を弾力的に取り入
れたり多様な学習活動と組み合わせたりして、問
題発見・解決のために学習過程を柔軟に取り扱っ
ている。
　数学における探究的な学びとは、生徒が問題発
見・解決の過程を自らすすむことであると考えて
いる。しかし、現状ではそのような授業は少ない。
そこで、探究的な学びのある中学校数学の授業開
発を行うこととした。
　なお、生徒が探究的な学びを実現している姿を、
以下のように捉える。
・事象や提示された問題について解決を目指す
問いをもつことができる

・自分や他者との対話による思考を繰り返し、
問題解決をすすめることができる

・解決の結果や過程を振り返り、得たことを整
理するとともに、次に考えてみたい新たな
問いをもつことができる

　特にも、生徒が「問いをもつ」ことを重視して
授業開発をすすめる。

３．研究の内容

（１）命題を改善する活動について
　全国学力・学習状況調査の調査では、例年、「見
いだした事柄や事象を説明する問題」を出題して
いる。平成31年には、数量や図形などの考察対
象や問題場面について、成り立つと予想される事
柄や事実を見いだす問題を出題し、それを的確に
捉え直し、前提とそれによって説明される結論の
両方を数学的に表現する力をみる問題が出題され
た。（図２）ここでは、「○○ならば、◇◇になる」
のような形で、「前提（○○）」と、それによって

説明される「結論（◇◇）」の両方を記述すること
を求めている。正答率は53.8％であった。約半
数の生徒が、内容を読み取ることができない、ま
たは、命題として表現することができないことが
分かる。また、解答として求める条件をすべて満
たしている正答は33.8％だけであった。命題に
ついて、理解していない生徒が多いと言える。
　数学の授業において、条件を変えて考える活動
はよく見られる。その際、条件を変えたならば何
が変わるか、条件を変えても示したことは使える
のかを考えることが重要である。しかし、実際の
授業においては、条件を変えることが目的となり、
考えている命題が不明確なまますすんでしまう授
業も散見される。
　そこで、「命題を改善する活動」を取り入れた
授業開発に取り組むこととした。

（２）題材について

図２　全国学力・学習状況調査の問題
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　本研究では、中学校3年の相似な図形で扱う問
題を取り上げることとした。

【問題】
　四角形ABCDの中点を結んでできる四角形
EFGHはどんな四角形になるか。

（３）教科書での扱いについて
　上記の問題は、教科書（全7社）で扱っている。
ただ、その扱い方は教科書によって差が大きい。
演習問題として提示している教科書もあれば、探
究的な学びを意識した扱いとしている教科書もあ
る。また、図形の提示についても、代表的な図を
与える場合と自分で自由にかく場合があるし、一
般から特殊、特殊から一般と、教科書によって扱
いは異なる。
　授業実践を行う学校で使用している教科書で
は、節末に「深い学び」として2頁を使い取り上
げている。上記の図を提示し、四角形EFGHの形
を予想する。平行四辺形になるという予想を証明
し、振り返りを行う。その後、自ら取り組む問題
として、四角形EFGHが長方形やひし形、正方形
になる場合を考えるという流れになっている。そ
の際、対角線ACとBDについて考察することも
示している。

（４）命題を明確にする、改善する場面について
　数学の授業において、条件を変えて考える活動
はよく見られる。その際、条件を変えたならば何
が変わるか、条件を変えても示したことは使える
のかを考えることが重要である。しかし、実際の
授業においては、条件を変えることが目的となり、
考えている命題が不明確なまますすんでしまう授
業も散見される。

　本問題では、四角形EFGHがどのような形にな
るのかを考えていく。その際、命題を明確にし、
仮定と結論を問うことを大切にする。平行四辺
形やひし形ができるといった、結論に目が向きや
すいところがあるが、仮定を問うことを重点とし
た。ひし形EFGHができる場合であれば、四角形
ABCDが長方形や等脚台形であることは生徒から
出されるであろう。その際、仮定を一つにまとめ
ることができないかを問う。命題を改善する活動
を通して、探究的な学びに向かわせたい。

（５）予想される生徒の反応について
　最初の問題を提示した段階では、四角形EFGH

が平行四辺形になると考える生徒が多いであろ
う。このことを、簡易的に、
　四角形ABCD　→　平行四辺形EFGH

と記述することとする。（図３）

図３　平行四辺形 EFGH ができる場合

　このことを証明した後に、特別な平行四辺形に
なる場合を考察する段階では、
　長方形ABCD　　→　ひし形EFGH

　等脚台形ABCD　→　ひし形EFGH

　ひし形ABCD　　→　長方形EFGH

　たこ型ABCD　　→　長方形EFGH

　正方形ABCD　　→　正方形EFGH

が想定される。（図４，図５，図６）

図４　ひし形 EFGH ができる場合

　四角形ABCDを特別な四角形にする生徒が多
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く、一般四角形ABCDから、特別な平行四辺形
EFGHができると考える生徒は少ないと考えられ
る。また、この段階で対角線に着目する生徒は少
ないであろう。
　授業では、ひし形EFGHができる場合を取り上
げる。ここでは、ひし形になるという結論の前提
が2つ出されている状況である。この前提を1つ
にまとめることができないかを問う。（図７）

図７　前提を１つにまとめる

　ここでは、四角形EFGDが平行四辺形になるこ
とを証明するため四角形ABCDの対角線を利用
していること、使用するデジタル教材では対角線
を引いたまま点を動かせることから、共通点に気
づく生徒もいると思われる。（図８）
ここで、
　対角線AC、BDの長さが等しい四角形ABCD

　→　ひし形EFGH

について証明する。（図９）
　生徒には、長方形EFGH、正方形EFGHになる
ときの前提も同じように考えられそうだという実
感をもたせたい。レポートを作成させ、正方形に
なる場合の前提を考察し、命題としてまとめてい
るかをみる。

４．授業の概要

　最初に説明する命題「四角形ABCDの各辺の中
点 E、F、G、Hとするならば、四角形EFGHは平
行四辺形になる」については、前時に中点連結定
理を学習していることもあり、対角線AC、BDを
引き中点連結定理を活用して説明することができ
た生徒が多かった。
　そこで、説明した命題を確認し、簡潔に
　四角形ABCD⇒平行四辺形EFGH

と書くこととした。その後、四角形EFGHが、ひ
し形や長方形、正方形になる場合もあるのではな
いかという意見が出され、考察を続けた。ここで
は、デジタル教材を活用
し、タブレットで操作を
しながら考察した。
　生徒からは、
　　長方形ABCD⇒ひし形EFGH

　　等脚台形ABCD⇒ひし形EFGH

　　平行四辺形ABCD⇒長方形EFGH

　　四角形ABCD⇒長方形EFGH

図５　長方形 EFGH ができる場合

図６　正方形 EFGH ができる場合

図８　対角線を引いた図

図９　対角線の長さが等しい四角形ABCD
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　　正方形ABCD⇒正方形EFGH

の、5つの予想が出された。
　ここでは、それぞれの予想の正しさを問うので
はなく、先述の通り、命題を改善することをねら
いとした。ひし形EFGHができる場合を取り上げ、
　「　　　　」ABCD⇒ひし形EFGH

という命題に改善することを確認した。
　生徒は、タブレットを操作しながら、長方形と

等脚台形の共通点を考えたり、証明を読み返した
りして考察した。そして、四角形ABCDの対角線
が等しいときに成り立つという意見が出された。
その後、説明に取り組んだ。
　その後、さらに考えてみたいこととして、長方
形や正方形になる場合も、仮定を１つにまとめる
ことができるのではないかという意見が出され、
次時に考えることとした。 

実際の授業での板書

５．授業実践の考察

（１）授業より
　前述の生徒の探究的な学びを実現している姿に
沿って、以下の３点で考察する。

ア　事象や提示された問題について解決を目指す
問いをもつことができる

　導入において、問題の結果を予想した際、予想
をするだけではなく、なぜ平行四辺形といえるの
かを考え始める生徒が多く見られた。与えられた
問題を考えるだけではなく、「本当に平行四辺形
になるのか」という問いをもち、取り組んでいた
といえる。

イ　自分や他者との対話による思考を繰り返し、
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問題解決をすすめることができる
　補助線の引き方、中点連結定理の活用等、試行
錯誤したり、周囲と相談したりしながら、解決を
目指す姿が随所で見られた。周囲と相談するとき
には、お互いに根拠を踏まえて相談しており、互
いに理解を深めていた。命題を改善するという、
これまでの授業で取り上げる機会が少なかった活
動であり難易度の高い内容であったが、対話を繰
り返し、最後までねばり強く取り組むことができ
ていたといえる。

ウ　解決の結果や過程を振り返り、得たことを整
理するとともに、次に考えてみたい新たな問い
をもつことができる
　四角形EFGHが平行四辺形になることを証明し
た後、平行四辺形以外になる場合を考えた。そこ
では ICTを活用したが、1つ見つけた生徒も他の
場合がないか探し続けていた。平行四辺形ができ
ることから、さらに条件を加えることで特別な平
行四辺形ができるのではないかという、新たな問
いをもち考え続ける生徒の姿が見られた。
　また、終末においては、長方形EFGH、正方形
EFGHになる場合の前提を、今後の課題とするこ
とを確認したが、予想を話したり、図形をかき始
めたりする姿が見られた。授業者からは、次時に
考察することを伝えるに留めたが、その際や授業
後も予想を伝え合ったり、根拠まで相談したりす
る生徒がいた。解決の結果や過程を振り返り、得
たことを整理するとともに、次に考えてみたい新
たな問いをもった生徒が多かったといえる。

　授業全体を通して、生徒が問いをもち、考え続
ける授業となっており、探究的な学びを実現して
いたといえる。

（２）生徒アンケートの結果より

　授業後にアンケートを実施した。項目は、下記
の斜線内のものである。結果と考察は以下の通り
である。

ア　命題を改善する活動について

　今日の数学の授業では、等脚台形ABGD の
各辺の中点 E,F,G,H を結ぶと、四角形EFGH は
ひし形になる。 長方形ABCD の各辺の中点 

E,F,G,H を結ぶと、四角形EFGH はひし形にな
る。
　という、結論が同じになるようなことにつ
いて考えました。下線部（等脚台形、長方形）
の条件をとらえ直し、「AC=BD である四角形 

ABCD」にまとめる考察をしました。 この一連
の考察について、あなたはどのようなことを感
じましたか。（自由記述）

・ 授業の前半に行ったことを活かして、どのよう
な条件だとひし形を作ることができるのかを
考えることができた。ひし形ができる条件に
ヒントが隠されていて、そこから2つの図形の
共通点を見つけることができたのでよかった。

・ 等脚台形、長方形という別の形の共通点を見い
だし、それを自分達で仮定しながら結論を出
すのが楽しかったし、今まで習った定理など
を実際に使うことができてより理解が深まっ
たと感じた。

・ 多くの場合に共通する点を考えることで、な
ぜ、ひし形になるのかという部分に迫ることが
できたし、さらに、そこを利用して、他の正
方形や長方形についても考えることができて、
より思考が深まったと思う。また、複数のた
だ事実を述べるのではなく、それから何を言
えるのかという部分を深めていて、いい考察
だと思った。

・ この共通点の他に、どのような共通点がある
のか気になった。

　この一連の考察について、肯定的に捉えていた。
条件を替える活動や、命題を証明する活動、既習
を活かして考えることは、日々の授業でも実践し
ていることである。そのよさを改めて感じたこと
の記述が多く見られた。
　命題を改善する活動については、そのことに
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よって共通点を見いだそうという問いが生まれた
ことが分かる記述が多かった。また、対角線に着
目して問題解決を行ったが、別な共通点からも考
えられないか問いをもち続けている生徒も見られ
た。命題を明確にし、改善を促すことが、生徒の
問題発見につながったといえる。

イ　一般から特殊へと考察することについて

　今日のような、四角形EFGH が平行四辺形
になることを明らかにした後に、さらに四角
形EFGH がひし形になる場合を考える授業に興
味・関心をもちましたか？

①興味・関心をもった 17名
②どちらかというと興味・関心をもった 13名
③あまり興味・関心をもたなかった 0名
④興味・関心をもたなかった 0名

　興味・関心をもったと解答した人に聞きます。
どのようなところに興味・関心をもったのか教
えてください。（自由記述）

・ ひし形をいえる条件は、平行四辺形でやった
ときのことを応用すればよくて、道筋が見え
たから

・ 元の四角形の形を変えることで、中にできる
四角形の形が変わるので、いろいろな四角形
EFGHを作るための条件を考えることに興味関
心をもった。今回はひし形だったけど、長方
形とか正方形についても考えられる。1つの問
題から条件を替えることでたくさんのことが
言えるような問題だったので面白かった。

・ 条件がどのような場合に特定の形を作ること
ができるのかを考えるのが、今までの証明と
逆のやり方だったので面白かった。

　全員が肯定的な回答であった。平行四辺形以外
をつくるという目的をもって条件をどのように替
えるか考えたこと、そのことを示すために平行四
辺形になることの証明を活用できたことについて
記述している生徒が多かった。一般から特殊とい
う流れにすることで、見通しをもって取り組むこ
とができたといえる。

ウ　ねばり強く考えること、新たな問いをもつこ
とについて

　今日の数学の授業で、あなたは、ねばり強く
考えましたか？

①ねばり強く考えた 22名
②どちらかというと、ねばり強く考えた 8名
③あまりねばり強く考えなかった 0名
④ねばり強く考えなかった 0名

　どんなことを、ねばり強く考えましたか。ま
たは、ねばり強く考えられなかった理由があれ
ば教えてください（自由記述）

・ 等脚台形は、AC=BDだから内側の四角形がひ
し形であると言えるのだから、等脚台形であ
る必要はあるのかと疑問にもち、いろいろ試
したりした。

・ 対角線が等しければひし形になるところまで
は分かったが、それが本当に正しいのか、さ
らにそこから、どうすれば90度の角を作れる
のか考えた。

　全員が肯定的な回答であった。本時の内容は、
取り組みやすい反面、考察の難易度は高い。それ
でも、命題の前提や命題の証明を考え続ける生徒
が多かったといえる。また、ひし形になる場合を
証明した後に、特別な四角形以外にあるのかを考
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えたり、次の問いに向かって考えたりしたという
記述も見られた。

（３）生徒のレポートより
　次時において、本時の振り返りを行い、レポー
トに取り組んだ。（28名）
　解答類型と人数は、以下の通りである。
ア　正方形になる場合の条件を見いだし、証明し
ているレポート 19名
イ　長方形になる場合の条件は解決しているが、

レポートⅠ　正方形になる場合の条件を見いだし、証明しているレポート

正方形になる場合の条件を正方形としているレ
ポート 8名
ウ　命題を改善できていないレポート 1名

　28名のうち、27名の生徒が、授業での学びを
生かして四角形EFGHが長方形になる場合につい
て考察できている。ただし、四角形ABCDを特別
な四角形として捉えている生徒も多かった。
　ア、イのレポートについて、代表的な内容を紹
介する。（レポートⅠ、レポートⅡ）
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　レポートⅠは、前時の課題解決を踏まえて予想
し、その予想について証
明している。正方形にな
る場合の条件を考える際
には、四角形と特別な四
角形の包含関係をもとに
している。考え方には、長方形とひし形になる場
合の条件を、どちらも含めることを記述している。
　他の生徒についても、長方形と正方形になる場
合の条件を見いだし、その証明に取り組んでいた。
前時の証明を利用しながら、新たな問いについて
証明することができていた。
　レポートⅡは、四角形EFGHが長方形になる条
件を予想し、証明している。ただし、記述してい
る図を見ると、ひし形、長方形という特殊な場合
で考えている。前提を「対角線が垂直に交わって
いる場合」と認識してはいるが、証明した命題の
意味を理解していないと考えられる。
　他の生徒もだが、正方形になる場合の条件を正
方形と予想したまま証明に取り組んでいた。

　これは、ひし形になる
条件、長方形になる条件
を考察する場面では複数
の条件が出されていたた
めに共通点を見いだそう
としたが、正方形になる
場合の条件を考察する場
面では1つしか出されて
いなかったため、そのま
ま証明しようとしたと考
えられる。命題を改善す
る必要性を感じなかった
のであろう。一般的な四
角形ABCDからでも、正方形EFGHになることが
あるかという、新たな問いが生まれていなかった
と考えられる。探究という点において課題が残っ
たといえる。

レポートⅡ　長方形になる場合の条件は解決しているが、正方形になる場合の条件を正方形としてい
　　　　　　るレポート
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６．まとめ

（１）成果
　本研究では、「命題を改善する活動」を取り入
れた、探究的な学びのある授業づくりを目指した。
今回の授業実践では、探究的に学ぶ生徒の姿が見
られた。アンケートの内容から、「命題を改善する」
という視点を得たことで、新たな問いをもったこ
とを把握することができた。これは、問いを考え
る視点が増えたと捉えることができる。
　これまでも、条件を替え、その上で命題が成り
立つのかを検討する活動は行っている。しかし、
そのような活動をしているという自覚がない生徒
が多い。今回の授業実践を通し、命題を改善する
ということを意識させることができた。また、命
題を改善する活動が、生徒の新たな問いを生む
きっかけになることを示すことができたことは成
果である。
　探究的な学びというと、これまで、条件を替え
ることに目が行きがちであったが、命題を明確に
する、見直す、改善するという、論証の基本に立
ち返ることを意識して構想することの重要さを再
確認することができた

（２）課題と展望
　本研究では、命題を重視してきたのだが、生徒
のレポートから課題も見えた。長方形や正方形
ができる場合の条件を見いだし証明しているもの
の、最後に命題としてまとめている生徒は少な
かった。命題を正しく記述するという意識が弱い
こともあるであろうし、授業で簡易的な記述をし
ていることも影響していると考えられる。考察す
る際には簡易的に記述するにせよ、最後に確認す
ることは必要であった。また、生徒のレポートの
考察でも述べたが、命題を改善する活動が、「仮
定が複数ある場合に１つにまとめること」という
捉えで留まっていた生徒も多かったと考えられ
る。命題を明確にすることについて、教員の意識
も高める必要があると感じた。
　図形領域は、命題をもとに考察するため、本研

究の内容を活用できる場面は多い。今後は、他の
領域における授業開発にも取り組んでいきたい。
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要　約
　日本では1984年の臨時教育審議会の創設以来、新自由主義に基づくさまざまな教育改革が行われてき
た。このような流れの中で、公教育経営の改革は、学力テスト体制、規範重視、家庭教育への介入、道徳
の教科化、教科書検定の統制強化などの方向に進み、結果として、学校におけるいじめや暴力の増加、不
登校児童生徒の増加、通常学級からの障害のある児童生徒の排除などが進んでいる。2014年の障害者の
権利に関する条約の批准に合わせたインクルーシブ教育への転換は、わが国では障害のある子どもの教育
に限定されたものとなっているが、本来は通常教育を含めた学校教育全体の改革であるべきものである。
多様な教育病理を抱える我が国の公教育システム、学校教育システムを転換する公教育経営の改革と、イ
ンクルーシブ教育の実現を渾然一体のものとして進めていくことの必要性を、堀内孜の公教育経営論と我
が国の特別支援教育の現状や関連する論考に基づいて述べた。
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* 岩手大学教育学部

１．問題の所在

　戦後の我が国の障害のある子どもの教育は、特
殊教育から特別支援教育へと変遷し、2014年の
障害者の権利に関する条約（以下「権利条約」）の
批准に合わせて、インクルーシブ教育システム1

へと転換することとなった。ただし、それはイン
クルーシブ教育システムという新たな制度へと転
換するのではなく、それまでの特別支援教育を推
進することによって、障害の有無にかかわらず、
できるだけ同じ場で共に学ぶことを目ざすという
インクルーシブ教育システムの理念を実現すると
いうものである。これに対して、本来のインクルー
シブ教育が通常教育を含めた学校教育全体の改革

であるとする立場からの批判は多い（清水2012；
荒川2022；柴垣2022；窪島2023など）。
　我が国の障害のある子どもの教育は、その時々
の社会状況や子どもの障害の重度・重複化や多様
化などに合わせて変遷してきたが、その教育を受
ける権利を保障するとともに、一人一人の障害の
状態や発達の程度などに合わせて、その能力の伸
長を図り、社会参加や自立を目指すことを一貫し
て目的としてきた。障害のある子どもの教育が教
育基本法や学校教育法の規定に基づいて行われる
ものであり、また、国としての方向性である共生
社会の形成を目指して行われるものである以上、
その目的や制度、内容、方法などが公教育として
の性質を持つことは明白である。
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　堀内（2011）は、公教育を「国家（公権力）によ
る国民形成」と定義し、それが国民と国家の関係
の変容や、情報化や国際化などの社会状況の変化
によって転換が求められているとする。では、障
害のある子どもの教育が、これまで公教育の中で
どのように位置づけられてきたのか。公教育その
ものが転換を求められる中で、障害のある子ども
の教育の位置づけやその内実が今後どのように変
容していくのか。我が国が今後共生社会を形成し
ていく上で求められる、公教育としてのインク
ルーシブ教育とはどのようなものなのか。インク
ルーシブ教育を実現することが公教育経営改革と
どのような関連を持つのかを検討することが求
められる。本稿ではこれらの課題について、堀
内の公教育経営改革に関する論考（2011）や、イ
ンクルーシブ教育をめぐるさまざまな論考（清
水2012；荒川2020；トムリンソン2022；眞城
2023；赤木2023など）を踏まえて検討し、イン
クルーシブ教育の実現と公教育経営改革が渾然一
体として進められるべき必要性を述べる。

２．公教育とその変容
　
　2.1　公教育とは
　中澤は、「公教育とは、一部もしくは全体が公
費によって運営され、広く一般国民が受けること
の教育を指す」とし、学校教育法第1条に示され
た「幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高
等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び
高等専門学校」に加えて「短期大学、大学院、専
修学校・各種学校も学校教育法が示す学校の一部」
で、これらが公教育の対象となるとしており（中
澤［2018］ⅱ）、特別支援学校や小中学校の特別
支援学級及び通級による指導も当然にその対象で
ある。これらの学校が公費で運営されることから、
当然にそこで行われる教育は「公」の性質を持つ。
　堀内は、公教育を「近代国民国家を与件とする
『国家（公権力）による国民形成』」と定義してい
る。そして、「公権力が国民を対象に、知識や技
術、価値規範や行動規範を形成し、統御するとい

う組織作用は、その主客構造や時間的・空間的枠
組みについて教育政策・立法、教育行財政、学校
経営という単位」によって構成されるとする（堀
内［2011］12-13）。障害のある子どもの教育も、
教育政策、立法、教育行財政、学校経営という単
位によって構成される公教育の中に含みこまれて
いるのであり、インクルーシブ教育の実現は公教
育全体の中で図られるべきものである。

　2.2　公教育の変容
　日本の公教育は、明治中期－後期に構築され、
戦前期は天皇制国家における「臣民形成」として
の「国民形成」を効率的に実現し、近代化に貢献
するとともに、欧米先進諸国に伍する近代国家、
軍事国家になることに貢献した。戦後は一転して、
憲法における国民主権を基盤とし、公教育の「主
体」は「国家＝国民」となる。戦前の天皇制国家
下における臣民形成としての国民形成ではなく、
公教育において形成されるべき「国民」は、民主
的国家の形成者としての「国民」となった（堀内
2011）。戦前の天皇制国家下における臣民形成と
しての国民形成を図る教育制度下では排除された
障害のある子どもたち2も、ここにおいてようや
く公教育制度の中に含みこまれることになった。
　その形成すべき「国民」の像が揺らいでいる。
堀内によれば、その揺らぎをもたらしているもの
は、国家による国民形成課題の多様化、複雑化で
ある。戦後の経済発展による国民所得の増大は、
国民社会の経済基盤の安定と共に、国民の生活様
式の多様化を促し、国民の教育課題、教育ニーズ
が多様化することによって、国家がそれに対応す
る国民形成課題を一律に設定することが意味をも
たなくなったのである。国民形成課題が、人権、
環境、福祉といった普遍的なものと国民個々の自
己実現という個別課題に二元化することによっ
て、国家が一元的に国民社会の方向性を定めて公
教育の目標を設定することを困難にしてきたとさ
れる（堀内2011）。この国民の教育課題、教育ニー
ズの多様化による公教育の目標設定の困難さは、
我が国におけるインクルーシブ教育をめぐる混乱



インクルーシブ教育の実現と公教育経営改革 133

に通底する問題でもある。目指されるべき共生社
会とはどのようなものなのか、その形成を図るた
めのインクルーシブ教育システムとはどのような
ものなのか、従来の特別支援教育を推進すること
によってそのシステムが実現するのか。これらの
問題をめぐる議論の根底には、堀内のいう国民形
成課題が二元化する中で、国がそれを一元化しよ
うとすることの問題があると考えられる3。
　堀内は、「公教育の担う課題の転換は公教育経
営の改革を必然とし、それは同じ背景からする日
本の社会運営システムの改革と機軸を同じとす
る。この機軸、地方分権、規制緩和、情報公開、
参加を、日本の公教育の置かれている現状と学校
教育、教員や子どもの抱えている課題から具体的
な改革課題として設定し、大胆に展開していくこ
とに、現在の日本における公教育経営改革を展望
することができる」としている（堀内［2011］54）。
しかし、実際に行われたのは、このような公教育
経営の改革ではなく、「教育官僚制内部における
権限配分の調整に過ぎな」かったとされる（水本
［2011］65）。

　2.3　公教育経営改革の内実
　1984年に中曽根康弘首相によって設置された
首相直属の諮問機関である臨時教育審議会の創設
以来、新自由主義に基づく新たな教育改革が幕を
開ける。臨教審の設置・答申によって1980年代
以降の教育改革の基本構造ができあがり、その後
の教育改革国民会議（2000 ～ 01年）、教育再生
会議（2006 ～ 08年）、教育再生実行会議（2013
年～）などが首相直属の機関として設置され、政
治主導のもと新自由主義・成果主義などの教育
改革が次々と提言されていく。文部省（文科省）
は、官邸の下請け的役割を担わされ、それらの提
言を具体化する方策を、大学審議会、教育職員養
成審議会、中央教育審議会、教育課程審議会など
に諮問し、実行に移していくこととなった（小國
2023）。
　このような流れの中で、文科省は「教育委員会
とその関連団体（PTA、教育長会、校長会、教職

員組合）との業界関係者だけの狭い付き合いで変
化の激しい時代に対応しようとしてきた」が、「こ
れでは企業やNPOが教育政策に関与しつつある
時代の変化に立ち向かえ」ず、「教育政策の主導
権が徐々に文科省の手から離れて」いくことに
なった（青木［2018］207）。
　本来、公教育経営の改革は堀内のいうように「日
本の公教育の置かれている現状と学校教育、教員
や子どもの抱えている課題から具体的な改革課題
として設定し、大胆に展開していく」べきもので
ある（堀内［2011］54）。しかし実際は、水本や青
木がいうように、文科省は狭い身内の枠内で対応
しようとし、所管する教育や学術、科学技術など
の分野で、文科省自身が主導した新たな方向性や
対応策を打ち出せないでいる。
　このような流れのなかで、結果として公教育経
営の改革は、学力テスト体制、規範重視、家庭教
育への介入、道徳の教科化、教科書検定の統制強
化などの方向に進んでいる。近年の教育委員会主
導による指導法・内容のスタンダードの策定が進
んでいる状況について検討した勝野は、「自治体
授業スタンダードには、授業中の学習規律や家庭
学習の強調という内容が含まれている例」がある
とともに（勝野［2016］97）、「教育委員会や管理
職からの指示・命令がなくても、教師たちが『自
発的』に授業スタンダードに依存する傾向が強
まっているように思われ」、「授業スタンダードが
評価基準とされる場合には、子どものニーズの固
有性と多様性への配慮を欠き、教育実践の質的劣
化と社会的・教育的な不正義の拡大を招く可能性」
もあるとしている（勝野［2016］101-102）。この
ことは、この間の新自由主義に基づいた改革が、
学力テスト体制、規範重視、家庭教育への介入、
道徳の教科化、教科書検定の統制強化などの方向
に進んでいることを傍証するものとなっている。
赤木（2023）は、「同じ」を重視した生活規律・学
習規律の強まりが通常学級が障害児を包摂できな
くなりつつある要因の1つであるとしており、こ
の間の改革が通常学級の多様性を排除する方向に
進んでいることを指摘している。
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　以上のようなことから、残念ながら現状は「日
本の公教育の置かれている現状と学校教育、教員
や子どもの抱えている課題から具体的な改革課題
として設定し、大胆に」公教育経営改革を進める
べきであるとする堀内の考えとは異なる方向に進
んでおり、暴力行為やいじめ、不登校などのさま
ざまな教育病理を増悪させる方向に進んでいると
いわざるをえない5。

３．障害のある子どもの教育の経緯

　3.1　戦後の特殊教育
　我が国における障害のある子どもの教育は、近
代公教育発足当初から戦前にかけての対国家義務
としての義務教育法制下では、就学猶予・免除制
度に見られるように国家による国民形成の枠組み
から除外されていた。それが戦後の教育改革と新
教育制度によって、子どもの教育を受ける権利を
保障する義務教育法制下での特殊教育へと転換さ
れた（渡部1996）。
　戦後の特殊教育は、「障害の種類や程度に対応
して教育の場を整備し、そこできめ細かな教育を
効果的に行うという視点で展開」された。それは
「障害の状態によって就学の猶予又は免除を受け
ることを余儀なくされている児童生徒が多くいる
事態を重く受け止めて、教育の機会を確保するた
め、障害の重い、あるいは障害の重複している児
童生徒の教育に軸足を置いて条件整備」を行うと
いうものであり、すべての障害のある子どもが教
育を受けられるようにすることが目指されてきた
（今後の特別支援教育の在り方に関する調査研究
協力者会議2003）。このように特殊教育は、それ
まで教育を受けることができなかった重度・重複
障害の子どもたちの教育保障のための条件整備を
めざして行われた。1979年の養護学校義務制の
実施により教育保障の条件整備の基盤が一定整う
とともに、それまで就学猶予・免除されていた障
害のある児童生徒が就学してくることによって障
害の重度・重複化や多様化が進んだ。

　3.2特殊教育から特別支援教育へ
　2007年からは、個のニーズに対応した適切な
指導や支援を行うことを目的とする特別支援教育
制度へと転換した。学校教育法の改正にともな
い養護学校は特別支援学校へ、特殊学級は特別支
援学級へと名称が変更されるとともに、通常学級
に在籍する発達障害などにより特別な支援が必要
な児童生徒も対象となった。このような改正の背
景には、養護学校や特殊学級在籍児童生徒数の増
加や通級による指導を受けている児童生徒数の増
加、盲・聾・養護学校における障害の重度・重複
化が進んだこと、小中学校の通常学級における学
習障害（LD）や注意欠陥多動性障害（ADHD）など
により特別な支援が必要な児童生徒が増加すると
いう状況があった。
　改正により、視覚障害や聴覚障害、知的障害、
肢体不自由、病弱・身体虚弱、言語障害などを対
象に、障害の程度によって盲学校・聾学校・養護
学校、特殊学級や通級による指導を行う場におい
て、それぞれの障害の程度に応じて手厚い指導を
行う特殊教育から、子どもたち一人一人の教育的
ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学
習上の困難を改善又は克服するために適切な指導
や支援を行うという特別支援教育へと理念や制度
が変わった。しかし、基本的には特別支援学校や
特別支援学級など特別な場で教育が行われること
に変わりはなく、特殊教育の論理が継続された。

　3.3　インクルーシブ教育システムの構築
　障害者の権利条約の批准にともないインクルー
シブな社会、インクルーシブ教育システムの構築
が求められることとなった。2009年12月に内閣
府に設置された「障がい者制度改革推進会議」（以
下「推進会議」）は、2010年6月に「障害者制度改
革の推進のための基本的な方向（第一次意見）」を
出した。そこでは、障害の有無にかかわらず、す
べての子どもは地域の小中学校に就学し、かつ通
常の学級に在籍することを原則とし、本人・保護
者が望む場合には特別支援学校に就学し、又は特
別支援学級に在籍することができる制度とするこ
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とが求められていた。第一次意見を受けて2010
年7月に設置された「中央教育審議会初等中等教
育分科会特別支援教育の在り方に関する特別委
員会」において就学制度などについて議論が行わ
れ、2011年12月に「特別支援教育の在り方に関
する特別委員会　論点整理」を出した。その内容
は、それまでの障害の程度に応じて特別支援学校
や特別支援学級などの場で分けて教育する特別支
援教育制度を維持・推進するとともに、就学先の
決定については本人・保護者の意見を最大限尊重
し、本人・保護者と教育委員会、学校等が教育的
ニーズと必要な支援について合意形成を行うこと
を原則とするが、最終的には就学先を市町村教育
委員会が決定するというものであった。このよう
な方向性では障害者の権利条約が求めるインク
ルーシブ教育は実現できないとして、推進会議を
はじめとしてさまざまな批判6があったが（大谷
2013;一木2014など）、以後の障害のある子ども
の教育はこのような方向性で進んでいくことにな
る（柴垣2022）。
　2021年1月には新しい時代の特別支援教育の
在り方に関する有識者会議が「新しい時代の特別
支援教育の在り方に関する有識者会議報告」（以
下「有識者会議報告」）を出した。この報告は、特
別支援教育の対象となる児童生徒数が年々増加し
ているという状況の中で、特別支援教育の現状と
課題を整理し、一人一人のニーズに対応した新し
い時代の特別支援教育の在り方や充実方策につい
て検討したものである。就学前における早期から
の相談・支援の充実、小中学校における障害のあ
る子どもの学びの充実、特別支援学校における教
育環境の整備、高等学校における学びの場の充実
を柱とし、特別支援教育を担う教師の専門性の
向上や ICT利活用等による特別支援教育の質の向
上、関係機関の連携強化による切れ目ない支援の
充実などに取り組んでいくこととされている。た
だ、特別支援教育をさらに進展させていくことを
基本的な方向性としており、個別の教育的ニーズ
のある子どもに対して、自立と社会参加を見据え
て、その時点で教育的ニーズに最も的確に応える

指導を提供できる多様な学びの場（特別支援学校、
特別支援学級、通級による指導、通常学級）を整
備するという、従来の特別支援教育の方向性から
の変化はない。

４．公教育としてのインクルーシブ教育

　4.1特別支援教育対象児童生徒数の増加
　この間の特別支援教育の状況の中で最も特徴的
なことは、対象となる児童生徒数の増加である。
その中でも、小中学校の特別支援学級在籍児童生
徒数及び通級による指導を受けている児童生徒数
の増加が著しい。
　図1は特別支援学級在籍児童生徒数の推移を示
したものであり、文部科学省が毎年作成している
『特別支援教育資料』のデータを基にしている（柴
垣2024）。特別支援教育制度に移行した2007年
度と直近の2021年度を比較してみると、特別支
援学級では知的障害特別支援学級と自閉症・情緒
障害特別支援学級の在籍児童生徒数の増加が著し
い。知的障害特別支援学級は約2.2倍（66,711人
→146,946人）、自閉症・情緒障害特別支援学級
は約4.4倍（38,001人→166,323人）となってい
る。
　図2は通級による指導を受けている児童生徒数
の推移を示したものであり、こちらも文部科学省
の『特別支援教育資料』のデータを基にしている
（柴垣2024）。通級による指導の2007年度と直
近の2020年度を比較してみると、注意欠陥多動
性障害や学習障害、情緒障害、自閉症の増加が著
しく、それぞれ約12.8倍（2,636人→33,827人）、
約12.3倍（2,485人→30,612人）、約6.8倍（3,197
人→21,837人）、約5.9倍（5,469人→32,347人）
となっている。
　図は省略したが、特別支援学校の2007年度と
2021年度の比較では、全在籍児童生徒数は約1.3
倍（108,713人→146,285人）となっている。障
害種別では知的障害児童生徒の増加が最も多く、
約1.5倍（92,912人→134,962人）となっている。
　これらの増加の要因については、柴垣（2022）
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図１　特別支援学級在籍児童生徒数の推移（柴垣 2024 より）

図２　通級による指導の対象児童生徒数の推移（柴垣 2024 より）
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も引用しているように、「障害のある幼児児童生
徒やその保護者において、より適切な指導や必要
な支援を行う特別支援教育への理解が深ま」って
いるという考え（滋賀県教育委員会［2013］3）や、
「日本全体では子供の数は減少しているのに、特
別支援学級に在籍する子供は増加しているので
す。それは、障害のある子供が増えているという
よりは、特別支援学級に対する社会の期待の表れ」
であるという考え方（山中［2019］2）がある。こ
れらは特別支援教育への理解や期待が高まること
によって特別支援教育の対象の児童生徒数が増加
しているとするもので、有識者会議報告でもこの
ような考え方がとられている。
　一方で、発達障害の児童生徒が通常学級から特
別支援学校や特別支援学級に移行せざるをえない
構造が、小中学校や高等学校にあることが指摘さ
れている（鈴木2010；遠藤2010；熊地ら2012；
堤2019）。

　4.2都道府県間での特別支援教育の状況の差異
　特別支援教育の対象となる児童生徒数の増加と
並んで、もう一つ大きな特徴は都道府県間で特別
支援教育の状況に差異があることである。表1は、
2015年度、2019年度、2021年度の特別支援教

育対象率が上位にある10府県と下位にある10県
を示したものである。ここでいう特別支援教育対
象率とは、公立小中学校在籍児童生徒数（特別支
援学級在籍児童生徒数を含む）と公立特別支援学
校小中学部在籍児童生徒数を合わせた全児童生徒
数の中で、特別支援教育対象児童生徒数（公立特
別支援学校小中学部在籍児童生徒数＋公立小中学
校特別支援学級在籍児童生徒数＋公立小中学校通
級指導対象児童生徒数）が占める割合をいう。
　年度によって入れ替わりはあるが、上位、下位
ともほぼ同じ道府県が占めている。このような都
道府県間の差異について柴垣（2022）は、発達障
害の子どもたちが特別支援教育の場に送り込まれ
たり流れ込んできたりする状況があり、都道府県
によって就学先決定の際の本人・保護者の意向の
尊重の度合いや、発達障害と知的障害の間の概念
の曖昧さがあることを指摘している。つまり、発
達障害のある子どもを通常学級か特別支援学級
のどちらで対応するかについての教育委員会や学
校、教員の意識や対応の差が特別支援教育対象率
の都道府県間の差異に表れているのである。
　インクルーシブ教育が、障害の有無にかかわら
ず全ての子どもが共に学ぶことを目ざすものであ
ることから、このような特別支援教育の対象とな
る子どもの増加、特に特別支援学級や特別支援学
校に在籍する児童生徒数の増加は、我が国の特別
支援教育が、そのような本来目ざすべき姿から乖
離していっていることを示しているといえる。

５．まとめ

　特別支援教育の対象となる子どもの増加は、公
教育の変容におけるさまざまなひずみが特別支援
教育にもたらされていることのあらわれであると
いえる。インクルーシブ教育の目ざすところは、
単に障害のある子どもの教育に限られるものでは
なく、通常教育を含めた学校教育全体の改革であ
るべきものであり（清水2012）、そのことはこれ
までから繰り返し指摘されていることである（荒
川2008；荒川2022；窪島2023；眞城2023など）。

表1　都道府県の特別支援教育対象率の推移
　　　（柴垣2024より）
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しかし我が国では、インクルーシブ教育は通常教
育を含めた学校教育全体の改革とはならず、障害
のある子どもの教育に限定されたものとなってお
り、国際的な動向から見て独特な位置づけになっ
ている（荒川2020）。
　堀内は、多様な教育病理を抱える公教育システ
ム、学校教育システムを転換するものとして公教
育経営の改革を位置づけている。インクルーシブ
教育の実現は、それが通常教育を含めた学校教育
全体の改革を求めるものであるということから、
本来なら公教育経営の改革を図るものとして機能
しうるはずであった。それが、我が国では障害の
ある子どもの教育に限定されているために、特別
支援教育が発達障害のある子どもの送り込みや流
れ込みの場となり、通常教育のゆがみやひずみな
どのしわ寄せを受ける場となってしまっている。
このことは我が国だけの問題ではなく、イギリス
や米国でも同じような状況があることが指摘され
ている（Tomlinson2022）。新自由主義に基づく教
育改革は、米国とイギリスが先行し、1980年代
以降我が国がそのあとを追っていることから、こ
のような状況が生じていることは必然の結果とも
いえる。
　「公教育の担う課題の転換は公教育経営の改革
を必然とし、それは同じ背景からする日本の社会
運営システムの改革と機軸を同じ」（堀内［2011］
54）とするならば、ダイバーシティやインクルー
ジョンに基づいた共生社会の形成を目指すインク
ルーシブ教育の理念をもととした公教育経営改革
の構想が求められる。明治以後の障害のある子ど
もの教育は、公教育の枠外として、戦後は公教育
の枠内には位置づくが通常教育とは別のものとし
て扱われてきた。しかし、特別支援教育により通
常教育との関連が生じ、さらにインクルーシブ教
育においては通常教育と一体のものとなるべきは
ずであり、そのためには通常教育の改革が当然に
求められる。
　赤木（2023）は、通常学級が障害児を包摂でき
なくなっている要因として、「同じ」を重視した
生活規律・学習規律の強まり、「同学習内容」「同

学習進度」を前提とする学習内容の影響の2つを
指摘している。そのうえで、通常学級における包
摂戦略として、⑴既存の学級規律・生活規律をも
とにしながらその規範を弛緩しつつ、創発してい
くこと、⑵通常学級で学ぶ子どもの学力・特性か
ら出発するような授業・学校づくりをめざすこと
の2点をあげている。現在の通常学級では、教師
たちが自発的に授業スタンダードに依存する傾向
が強まり、それへの依存が高まることによって
「子どものニーズの固有性と多様性への配慮を欠
き、教育実践の質的劣化と社会的・教育的な不正
義の拡大を招く可能性も」ある状況が生じている
（勝野［2016］101-102）。そのため現在の通常学
級は、障害の有無にかかわらず、すべての子ども
たちにとって息苦しい空間となりつつあり、その
ことが多様な教育病理を生じさせる原因ともなっ
ている。
　インクルーシブ教育の実現は、通常教育を含め
た学校教育全体の改革であるという意味において
多様な教育病理の解決にも資するものであり、障
害のある子どもだけでなくすべての子どもにとっ
ても必要とされるものである。赤木があげている
包摂戦略の2点は、単に障害のある子どもの包摂
にとって必要であるのみならず、通常教育の改革
のために必要であり、そのことは「日本の公教育
の置かれている現状と学校教育、教員や子どもの
抱えている課題から具体的な改革課題として設定
し、大胆に」公教育経営改革を進めるべきである
とする堀内の考え方（堀内［2011］54）にも合致
するものである。
　2021（令和3）年1月に出された、中央教育審
議会「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して
　～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最
適な学びと、協働的な学びの実現～（答申）」では、
すべての校種で「『個別最適な学び』と『協働的な
学び』を一体的に充実し、『主体的・対話的で深
い学び』の実現に向けた授業改善につなげていく
ことが必要である。その際、家庭や地域の協力も
得ながら人的・物的な体制を整え、教育活動を展
開していくことも重要である」とされている（中
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央教育審議会［2021］19）。
　このことに関して奈須は、「個別最適な学びの
視点からまず大切になってくるのは、教師の都合
やタイミングで教えるのではなく、一人ひとりの
子どもの都合やタイミングで学べるようにするこ
と」であるとしている（奈須［2021］141）。また
樺山は、個別最適な学びを実現していく上で、誰
一人取り残すことのない、全ての可能性を引き出
すことを念頭に置く必要があり、そのために一人
一人の教育的ニーズに最も的確に応えようとする
特別支援教育の視座に立つことが重要であるとし
ている（樺山［2022］）。今後の学校教育において
は、子どもの多様性に合わせた学習の展開が求め
られるのであり、そこでは特別支援教育の視座に
立つことが求められている。通常教育の改革にお
いても、障害のある子どもの教育がこれまで培っ
てきた視座や専門性が求められているのであり、
このことからも通常教育と障害のある子どもの教
育を渾然一体のものとして構想していくことが不
可避である。その意味においても、インクルーシ
ブ教育の実現のためには通常教育の改革が絶対に
必要であり、インクルーシブ教育の実現と公教育
経営改革を渾然一体のものとして進めていかなけ
ればならないことの必然性が理解されるはずであ
る。
　今後は障害のある子どもの教育に限定しない学
校教育全体の改革としてインクルーシブ教育を進
めていくことが求められる。そのためには、ここ
まで繰り返し述べてきたように、公教育経営の改
革とインクルーシブ教育の実現を渾然一体のもの
として進めていくことが必要である。そして、そ
のことが堀内の構想した公教育経営の改革の実現
に通じるものとなると考える。

註

１　柴垣は、インクルーシブ教育を「障害の有無
にかかわらずすべての子どもが地域の小中学校
の通常学級で学ぶという理念を表すもの」、イ
ンクルーシブ教育システムを「インクルーシブ

教育の理念に基づいた実際の学校制度を表すも
の」、日本的インクルーシブ教育システムを「従
来の特別支援教育制度を推進することによって
インクルーシブ教育システムを構築する、とい
う文科省が主導する日本独自の制度」と整理し
ている（柴垣［2022］9）。本稿でもその整理に
したがってこれらの用語を使用するが、インク
ルーシブ教育の定義については以下の注意が必
要である。

 　荒川はインクルーシブ教育について、「何か
一つの決まった形態ではなく、特別にニーズを
もつ子どもの多様なニーズを認め、通常教育全
体の改革を視野に入れ、排除をなくし学習活動
への参加を保障する不断のプロセスと考えるべ
き」で（荒川［2020］28）、「広義・狭義にかか
わりなく特定の対象や場を指定せず、平和教育、
人権教育、環境教育などと同様に、教育全体に
通底する原理のひとつであり、誰ひとり排除せ
ず、すべての子どもの多様性を尊重し、学習参
加と全人格的発達を保障することをめざすも
の」としている（荒川［2020］30）。その意味で
は、柴垣の整理だけでは不十分であり、障害の
ある子どもだけでなく多様なニーズのある子ど
もたちを包摂していくことが可能となるように
通常教育を改革していくプロセスそのものをイ
ンクルーシブ教育と理解していく必要がある。

 　ただし、インクルーシブ教育について確定さ
れた世界共通の定義があるわけではないことに
は注意が必要である。トムリンソンは、「特殊
教育やインクルーシブ教育についてのいかなる
理論化も、国内や世界のより広い文脈を無視し
ては意味」がないこと、「20世紀後半からのイ
ンクルーシブ教育に関する世界的、かつ各国で
の関心の高さを説明し定義することは、特殊教
育の複雑さを説明すること以上に困難な作業」
であると述べている（Tomlinson2022）。また、
眞城はそもそもインクルーシブ教育が「現在の
障害のある子どもに対する効果的な唯一の教育
課題解決原理であることが証明されていない以
上、この考え方を学術的暗黙是とせず、理論
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的発展可能性と限界についての丁寧な議論が必
要」としている（眞城［2023］41）。他国のイン
クルーシブ教育の制度や内容をそのまま導入す
るのではなく、それらを参考にしつつ我が国の
これまでの通常教育や障害のある子どもたちの
教育の文脈や制度（国際動向からは独特な位置
づけになる＜荒川2020＞）を批判的に検証し、
通常教育の改革を第一義にしつつ、我が国に
とって適切な形でのインクルーシブ教育システ
ムを検討し実現していく必要がある。
２　戦前においても、明治時代から全国各地に設
けられた盲唖学校（のちに盲学校、聾学校に分
離）において盲・聾教育が行われ、昭和期にな
ると肢体不自由児のための東京市立光明学校や
精神薄弱児のための大阪市立思斉学校が設けら
れて教育が行われるようになった。また、小学
校の特別学級などにおいて精神薄弱児や身体虚
弱児などの教育が行われていた。しかし、盲・
聾教育も義務化はされておらず、光明学校や思
斉学校のほかに同種の学校が設けられることは
なかった。小学校の特別学級も正式に制度化さ
れたものではなく、これらの学校や学級におけ
る障害児のための教育は、太平洋戦争の局面の
悪化とともに縮小の途をたどることとなった
（文部省1978）。
３　2022年4月27日文部科学省初等中等教育局
長名で「特別支援学級及び通級による指導の適
切な運用について（通知）」が出された。これは、
2021年度に文部科学省が一部の自治体を対象
に行った調査の結果、特別支援学級に在籍する
児童生徒が、週の大半の時間を通常学級で学
び、特別支援学級において障害の状態や特性に
応じた教科指導や自立活動の指導などを適切に
受けていないという事例があったことから、そ
の是正を図るために出されたものである。その
内容は、特別支援学級においては原則として週
の授業時数の半分以上を目安として特別支援学
級で授業を行うこと、自立活動の時間を設ける
こと、週の大半の時間を通常学級で授業を受け
ている児童生徒については通級による指導を活

用するなど適切な対応をすることを求めたもの
である。

 　この通知に関しては、2022年8月の国際障
害者権利委員会による勧告（総括所見）におい
て、インクルーシブ教育の理念に逆行するもの
として懸念が示されているが、文部科学省は
通知に示された方向性を変えようとはしていな
い。眞城はこのことに関して、一部自治体によ
る特別支援学級の不適切な運用があることは念
頭におかなければならないが、「国の施策レベ
ルでいえば、学校教育制度において特別支援を
必要とする児童生徒が必要とする教員を配置す
るために、かつての特殊教育制度と同様に学籍
の置かれている場所による格差の大きい状況を
改善しようとする具体的方向性が示されてい
ないことが根本的な原因である」（眞城［2023］
37、下線筆者）としている。眞城がいうように、
通知の内容は場によって教員の配置や教育内容
に差がある特殊教育制度のままであり、特別
支援教育制度を経てインクルーシブ教育システ
ムに変えていかなければいけない現在において
も、文部科学省が特殊教育の考え方を根本的に
変えようとしていないことを示している。

 　2012年に出された「共生社会の形成に向け
たインクルーシブ教育システム構築のための特
別支援教育の推進（報告）」に述べられているよ
うに、「インクルーシブ教育システムにおいて
は、同じ場で共に学ぶことを追求するととも
に、個別の教育的ニーズのある幼児児童生徒に
対して、自立と社会参加を見据えて、その時点
で教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供
できる、多様で柔軟な仕組みを整備することが
重要である」（中央教育審議会初等中等教育分
科会特別支援教育の在り方に関する特別委員会
2012）とするならば、場を分けて教育するとい
う対応を一律に求めることは果たして適切なの
であろうか。

 　障害の有無にかかわらず「ともに学びともに
育つ」教育という理念のもとで地域の学校でと
もに学ぶ教育を進めてきた大阪府豊中市の岩元
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義継教育長（2024年1月現在）は、「特別支援
学級及び通級による指導の適切な運用について
（通知）」の内容について次のように述べている。

　　令和4年4月、国に支援学級在籍の児童生
徒について、原則として週の授業時数の半分
以上を目安として通常の学級ではなく支援学
級で授業を行うべきと示されたことには驚き
ました。国も、インクルーシブ教育を推進し
てきたからです。そのあるべき姿にはさらな
る議論が必要です。
　　「ともに学びともに育つ」教育理念は、普
遍的なものであると私は考えています。（岩
元［2024］16）

 　柴垣（2022）は、都道府県間の特別支援教育
の状況の違いを明らかにする中で、自閉症・情
緒障害特別支援学級の在籍児童生徒数の増加し
ている要因として、本人・保護者の思い、学
校や地域の状況、それらをふまえた教育委員会
の判断があるとしている。豊中市のように「と
もに学びともに育つ」教育理念のもとで取組み
を進めてきた自治体を、一部自治体による特別
支援学級の不適切な運用があったからといって
一律に均すことが、インクルーシブ教育の本来
の姿なのであろうか。この問題は、障害のある
子どもの教育に限らず、多様な個々の子どもの
ニーズに応じて教育を多様化することが求めら
れている中で、国がそれを一元化しようとする
問題が表れていることを示しているものである
と考えられる。
４　トムリンソンは、新自由主義に基づく教育改
革を進めてきたイギリスにおいて生じた状況に
ついて次のように述べている。

　　ここで問題なのは、政府は若者の不満に
対して懸念を示してはいるものの、教育政策
がむしろストレスと緊張感を増す要因になっ
ていることである。それは、より狭義の教科
学習強化型の学業カリキュラムであり、テス

ト、測定、そして競争の原理がすべての教育
段階に偏在し、それが増加していることであ
る。「世界トップクラス水準」を達成するため、
他国と競合できるように教育資格を向上させ
ないといけないという美辞麗句が、テストが
選抜や排除そして落第を導いているという現
実を隠している（Tomlinson「2022」196、下
線筆者）。

 　このようなイギリスの状況は我が国に先行す
るものであり、我が国においても現在の状況が
進んでいけば、障害のある子どもをはじめ多様
な教育ニーズを有する子どもたちの通常教育か
らの排除が、ますます進んでいく可能性が高い
といえる。
５　2023年10月5日に公表された「令和4年度 

児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸
課題に関する調査結果について」では、小・中・
高等学校における暴力行為の発生件数、いじめ
の認知件数、長期欠席者数、高等学校における
中途退学者数、小・中・高等学校から報告のあっ
た自殺した児童生徒数のいずれもが増加し、過
去最高となっている。特別支援学校、特別支援
学級の在籍者数、通級による指導の対象者数が
増加している問題も同じであるが、全体の児童
生徒数が年々減少する中で、暴力行為やいじめ
の件数、長期欠席者数、中途退学者数、自殺者
数が増加の一途にあることは、教育病理が増悪
していることの証左であるといえる。
６　障害者の権利条約第24条第2項では、教育
についての障害者の権利の実現のために、各国
に次のことを確保するように求めている。

（a）　障害者が障害に基づいて一般的な教育制
度から排除されないこと及び障害のある児
童が障害に基づいて無償のかつ義務的な初
等教育から又は中等教育から排除されない
こと。

（b）　障害者が、他の者との平等を基礎として、
自己の生活する地域社会において、障害者
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を包容し、質が高く、かつ、無償の初等教
育を享受することができること及び中等教
育を享受することができること。

（c）　個人に必要とされる合理的配慮が提供さ
れること。

（d）　障害者が、その効果的な教育を容易にす
るために必要な支援を一般的な教育制度の
下で受けること。

（e）　学問的及び社会的な発達を最大にする環境
において、完全な包容という目標に合致する
効果的で個別化された支援措置がとられるこ
と。（外務省公定訳2014、下線筆者、https://

www.mofa.go.jp/mofaj/fp/hrha/page22_000899.

html＜2024.1.9閲覧＞）

 　障がい者制度改革推進会議の「第一次意見」
では、障害者の権利条約第24条を承けて、イ
ンクルーシブ教育の実現のために次のことを実
施するように求めている。（下線筆者、https://

www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/

siryo/attach/1295933.htm＜2024.1.9閲覧＞）

・ 障害の有無にかかわらず、すべての子どもは
地域の小・中学校に就学し、かつ通常の学
級に在籍することを原則とし、本人・保護
者が望む場合のほか、ろう者、難聴者又は
盲ろう者にとって最も適切な言語やコミュ
ニケーションの環境を必要とする場合には、
特別支援学校に就学し、又は特別支援学級
に在籍することができる制度へと改める。

・ 特別支援学校に就学先を決定する場合及び
特別支援学級への在籍を決定する場合や、就
学先における必要な合理的配慮及び支援の
内容を決定するに当たっては、本人・保護者、
学校、学校設置者の三者の合意を義務付け
る仕組みとする。また、合意が得られない
場合には、インクルーシブ教育を推進する
専門家及び障害当事者らによって構成され
る第三者機関による調整を求めることがで
きる仕組みを設ける。

・ 障害者が小・中学校等（とりわけ通常の学級）
に就学した場合に、当該学校が必要な合理
的配慮として支援を講ずる。当該学校の設
置者は、追加的な教職員配置や施設・設備
の整備等の条件整備を行うために計画的に
必要な措置を講ずる。
　  

 　以上のように、障がい者制度改革推進会議の
「第一次意見」では、「すべての子どもは地域の
小・中学校に就学し、かつ通常の学級に在籍す
ること」が原則であり、特別支援学校や特別支
援学級に在籍するのは、「本人・保護者が望む
場合」と「ろう者、難聴者又は盲ろう者にとっ
て最も適切な言語やコミュニケーションの環境
を必要とする場合」に限定しており、就学先決
定においても「本人・保護者、学校、学校設置
者の三者の合意を義務付ける」ことを求めてい
る。このような考え方からみれば、特別支援学
校や特別支援学級などの特別な教育の場をその
ままに、本人・保護者の意見を最大限尊重し、
本人・保護者と教育委員会、学校等が教育的
ニーズと必要な支援について合意形成を行うこ
とを原則とするが、最終的には就学先の決定を
市町村が行うとする、従来の制度をそのまま継
承しようとする考え方は受け入れられないもの
であった。

 　障がい者制度改革推進会議の委員であった大
谷（2013）は、「教育においては学校教育を中
心にした教育の根幹にかかわるところはほとん
ど改正されなかったと言っても過言ではない」
と批判している（大谷［2013］60）。このような
批判があるにもかかわらず、我が国のインク
ルーシブ教育は、通常教育を含めた学校教育全
体の改革とはならずに障害のある子どもに限定
されたものとなっており、従来からの特別支援
教育をそのまま継承したものとなっている。
７　ただし、筆者も現在の通常学級に、障害の
ある子どもをやみくもに一緒にしていけばよい
とは考えない。何らの条件整備もないままに通
常学級に措置していくのでは従来からの統合教
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育と変わらず、障害による特別なニーズを有す
る児童生徒に適切な指導や支援を行うことは困
難である。柴垣（2022）でも述べたが、通常学
級の児童生徒数の減員や必要な教職員の増員な
ど、通常学級に障害のある子どもを包摂してい
くことが可能となる条件整備を行うことが必要
である。その意味においても、インクルーシブ
教育の実現のためには通常教育の改革が求めら
れるのであり、そのためには公教育全体の改革
が必要である。
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要　約
　本研究の目的は，GIGAスクール構想により整備された1人1台端末を活用した小学校社会科の授業に
おいて，動画を用いた事前学習の教育効果を検証することである。具体的には，動画視聴を用いた事前学
習の教材開発並びに単元設定を行うとともに授業実践を行い，知識の定着を確認するテストと質問紙によ
りその教育効果を検証した。その結果，昨年度の同学習場面について，動画視聴を用いた事前学習の教材
開発並びに単元設定を行わなかった昨年度の児童群と比較して，動画視聴を用いた事前学習を取り入れて
学習した本年度の児童群のテスト得点が有意に高く，動画視聴を用いた事前学習の教材及びその指導の有
効性が示唆された。また，事後アンケートの結果から，動画視聴を用いた事前学習は，児童の「知識の定
着」や「学習内容の理解」，「学習意欲の向上」，「個人の学習スタイルへの適合」に効果がある可能性が示唆
された。
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* 岩手大学大学院教育学研究科教職実践専攻，**

1　はじめに

　本研究の目的は，小学校社会科の授業において，
児童が学習用端末を家庭に持ち帰り，動画視聴を
用いた事前学習を行い，一定の知識習得をした後
に実際の授業を実施することによる，児童の知識
定着についての教育効果を検証することである。

1.1.社会の要請
　文部科学省は2019年「学習の個別最適化」と
「創造性を育む」教育 ICT環境を実現するため，児
童生徒向けの1人1台端末と，高速大容量の通信
ネットワークを一体的に整備するGIGAスクール

構想を打ち出した。その結果，2022年3月時点
でほぼ全ての普通教室で児童生徒1人1人がネッ
トワークに接続してコンピュータを使用できる
環境が整備された。また，答申「『令和の日本型
学校教育』の構築を目指して」（中央教育審議会
2021）においても，ICTは，学校教育を支える基
盤的なツールとして必要不可欠なものであり，こ
れまでの実践と ICT活用を最適に組み合わせるこ
とで，学校教育における様々な課題を解決し，教
育の質の向上につなげていくことの必要性が示さ
れた。さらに，「経済財政運営と改革の基本方針
2023について」（内閣府2023）では，GIGAスクー
ル構想を次のフェーズに向けて環境整備を進め，
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ICTの利活用を日常化させ，誰一人取り残されな
い教育の一層の推進や情報活用能力の育成など学
びの変革，校務改善につなげるため，家庭環境や
利活用状況・指導力の格差解消，好事例の創出・
展開を本格的に進めるとし，GIGAスクール構想
を国策としてさらに推進していく姿勢が改めて示
された。

1.2.現状の課題
　OECDにより実施された生徒の学習到達度調
査（PISA2022）によると，日本は，学校の各教科
の授業における ICT機器の利用頻度がOECD平均
より低く，学校以外での利用については，他の
OECD加盟国と同様，多様な用途にデジタル機器
を利用しているものの，自ら情報を収集する，情
報を記録，分析，報告するためにデジタル・リソー
スを使う頻度が他国と比べると低く，「ICTを用
いた探究型の教育の頻度」10項目の回答割合から
算出された指標値はOECD加盟国の中で最も低
く，探究型の教育における ICT活用に課題がある
ことが示唆された。また，GIGAスクール構想に
より各教室でのネットワーク環境，児童生徒1人
1台の学習用端末が全国的に整備された環境下で
実施された全国学力・学習状況調査（文部科学省
2023）の学校質問紙の結果によると「ICT機器を
授業でほぼ毎日活用している」と回答した学校の
割合は前年度よりも増加（小学校58%→65%，中
学校56%→63%）しているが，同様の質問に対し
て「授業で ICT機器をほぼ毎日使用している」と
回答した児童生徒の割合（小学校27%→28%，中
学校22%→29%）は学校質問紙の割合を大きく下
回った。この結果の理由としては，各教師におけ
る活用状況に差があることが考えられる。GIGA

スクール以前から授業に ICTを活用している教師
は少なくないが，環境整備が完了した現在も活用
が思うように進まない原因の一つに1人1台端末
という新しい環境に教師が適応することの難しさ
が挙げられる。例えば佐藤ら（2022）は，川崎市
立小学校で授業を担当する教員997名を対象に
調査を行った結果から，「一人一人の ICT活用歴

の長さだけではGIGAスクール構想下の ICT活用
にはつながりにくい」可能性を示し，その要因と
して「1人1台端末で授業を行う状況は，ほとん
どの教員が未経験であり，GIGA以前の ICT活用
の知識を転移できなかったこと」を挙げている。
　また，前出の調査において「学習の中でPC・タ
ブレットなどの ICT機器を使うのは勉強の役に立
つと思いますか。」の質問に対して，「役に立つと
思う」，「どちらかというと，役に立つと思う」と
回答した児童生徒は，小中学校ともに9割を超え
（小学校95.1%，中学校93.3%），学習者自身も学
習への ICT機器活用を肯定的に捉えていることが
明らかになった。一方で，配備された端末の家庭
での活用状況については「端末を毎日持ち帰り，
家庭で利用可能な環境にしている」学校の割合は，
小学校32％，中学校41％であり，半分以上の学
校で毎日の持ち帰りを実施していない状況である
ことが明らかになった。

1.3. 岩手県における1人1台端末の活用状況
　岩手県の1人1台端末の活用状況は，全国学力・
学習状況調査（文部科学省2023）の結果から「授
業において配付された端末をほぼ毎日活用してい
る（学校質問紙）」県内の小学校の割合は，約40%

（全国65％）であり，同様に「授業において ICT機
器をほぼ毎日使用している（児童質問紙）」と回答
した児童の割合は15%（全国28%）といずれも全
国平均を大きく下回っている。このことから本県
において学習への1人1台端末の活用は，現在も
試行錯誤を重ねている段階に留まっているといえ
よう。
　また，同調査において今年度新しく追加された
質問「学校の授業時間以外に1日どれくらいの時
間，ICT 機器を勉強のために使いましたか。」では，
「30分未満」，「全く使わない」と回答した児童は
65％（全国59％），と学校の授業以外での ICT活
用はまだ十分進んでおらず，端末を「毎日持ち帰
らせている」学校については4％（全国32%）に
留まり，岩手県において現時点で日常的に持ち帰
りを実施している学校は，ほとんどない状況であ
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る。小学校における学習用端末（タブレットPC）
の持ち帰り活用については，例えば山本（2019）
により，5，6年生の社会や理科，家庭科，外国
語活動において学習効率や満足度が従来の紙ベー
スの家庭学習よりも高いことや，4，5，6年生の
算数の学習において学習への集中度や満足度が高
まり，児童が意欲的に学習できたことを明らかに
している。
　一方，端末の持ち帰りについては，運用ルール
の策定やセキュリティのリスク対策，端末の紛失・
破損といった管理面の課題に加え，ネット依存や
視力低下といった健康面での課題，各家庭のネッ
トワーク環境など学校や地域により様々な課題が
挙げられる。今後これらが解消され端末の日常的
な持ち帰りが実施された際，多くの学校現場では，
各家庭で ICT端末を日常的にどのように活用する
のか，特に家庭学習の取り組みをどのように学校
の授業に組み込むと効果的かという具体的な実践
が現時点で十分行われているとは言い難い。 

1.4.反転授業に関する先行研究
1.4.1.先行研究・実践例
　ICTを学習に活用することの利点である動画視
聴を学習に取り入れた教授法の一つに「反転授業」
がある。これは，「説明型の講義など基本的な学
習を宿題として授業前に行い，個別指導やプロ
ジェクト学習など知識の定着や応用力の育成に
必要な学習を授業中に行う教育方法」（山内・大
浦2014）と定義されており，2000年前後からア
メリカで始まったとされる。初等中等教育では，
2007年に高校の化学科教員バーグマンとサムズ
が自身の講義を録画したものを，生徒が授業前
に視聴し，実際の授業で理解度の確認や個別指
導，プロジェクト学習に取り組む形態をFlipped 

Classroom（当初はReversed Instructionと呼んでい
た）と呼んだことから日本では，この訳語として
「反転授業」が一般に知られるようになり，様々
な実践が広がっていった。反転授業と従来の授業
における予習，対面学習と個別学習の組み合わせ
によるブレンド型授業との比較は，澁川（2020）

により様々な視点から整理されているが，現在は，
学習内容について映像教材・動画等を用いて予習
の形で事前に学習し，実際の授業時間では，学習
内容に関わる意見交換や発展的な演習に取り組む
学習形態が反転学習のスタイルとして広く普及し
ている。この背景には，近年の情報端末や動画編
集ソフトウェアの低廉化やYouTubeなどの動画共
有プラットフォームの発展により動画制作にかか
る時間・コストが減少し，教師個人が動画教材を
自作することが容易になった環境の変化が大きく
関係していると考えられる。
　日本国内での初等中等教育における反転授業に
ついては，2012年に宮城県富谷町立東向陽台小
学校において算数の授業での実践，2013年に近
畿大学附属高等学校において数学科と英語科での
実践報告があり，2014年には，佐賀県武雄市の
全小学校の算数と理科の授業での実践が報告され
るなどして徐々に注目されるようになった。文献
データベースGoogle scholarで”反転授業，小学校”
をフレーズ検索（検索日：2023年12月30日）す
ると，2006～ 2010年の5年間では1件であるが，
その後の5年間（2011 ～ 2015）では91件，直近
の5年間（2018 ～ 2022年）では331件の論文が
発表されていることから日本の小学校でも広がり
をみせていることが伺える。その一方，小学校に
おける ICTを用いた反転授業については，算数や
理科での先行研究が多く，社会科での先行研究は
少ない。

1.4.2.反転授業の効果と事前学習
　重田（2014）は， 前述の近畿大学附属高等学校
による実践の結果などから反転授業の効果とし
て，「授業時間外の学習促進による生徒の学習時
間の実質的増加」，「従来のインプット重視の授業
からアウトプット重視の授業スタイルへの変化に
よる習得知識の活用機会の増加」，「通常の授業よ
りも短期間で同じ学習効果をあげることが可能に
なる学習進度の促進」の効果が期待できるとして
いる。一方で，「十分な数の情報端末，インター
ネット回線の整備」，「十分な質と量のオープン教
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材の提供」，「生徒の学校外における自習時間の確
保」，「教師の専門性，ファシリテーターとしての
力量」を課題としてあげている。また，奈須（2022）
は，天童市立天童中部小学校の社会科の実践を取
り上げ，「内容に関わる一定の理解は，事前に家
庭で動画を視聴する『反転学習』の可能性なども
含め，ICTを利用していち早く終え，そこからも
う一段深い学びへと進んでいく流れを，むしろ標
準としてはどうでしょうか。一人一台端末により，
主体的で対話的で深い学びが実現される可能性は
一気に高まるのです。」と述べ，ICTを活用した反
転授業による学びの深まりの可能性に言及してい
る。土佐（2014）は，一般的に述べられている反
転授業の長所と短所をまとめ（表1）た上で，反転
授業を推奨する教育者の多くが挙げる第一の利点
として「事前に講義動画の視聴を済ませることで，
実際の授業では個人またはグループで課題解決す
る時間や教師が個別に支援する時間を確保するこ
とが可能になる」点を示している。また，第二の
利点として「動画を家庭で視聴できるため，学習
者自身が動画を停めたり戻したりしながら自分の
ペースで学習することができる」点がよく取り上
げられるとしている。
　実際の授業の前に学習者個人が事前学習に取り
組むスタイルには，反転授業の他にも，新しく学
習する内容について教科書等を用いて事前に学習
し，その内容についてWeb上で問題に答えるジャ
ストインタイム・ティーチング（JiTT）という手
法がある。教師は生徒のWebテストの回答を実
際の授業前に把握することによって，授業構成に
変更を加えることができる。JiTTは，当初は米国
の高等教育機関での物理教育において実践された
が，現在では，物理教育に限らず，様々な分野で
用いられるようになっている（落合2022）。また，
ネット上で講義動画を視聴してWeb上で問題に
答える事前授業 （プレレクチャー）と呼ばれる学
習形態など様々なスタイルがあるが，土佐（2014）
は，反転授業の手法も含めて，「重要なのは能動
的な学習を促すために，いかにさまざまな手法を
組み合わせて学習者のニーズにあった授業形態を

デザインするかである。」と述べている。
　これらをふまえ，本研究においては，「学習者
一人一人が，教材動画を授業前に視聴する課題に
取り組み，視聴動画の内容についてのWebテス
トに取り組んでから授業に参加する」形態での学
習を行い，この学習形態（表2）を「事前学習」と
呼ぶこととし，その効果について検証する。

表	1　反転授業の長所と短所

表	2　従来の授業と事前学習を用いた授業の比較

2.　研究

2.1.研究の方法
　はじめに，1人1台端末を用いた事前学習を取
り入れた授業づくり・教材開発を行う。本研究を
進めるにあたり，児童一人一人が，配付された端
末及び双方向学習アプリケーションソフト「ロイ
ロノートスクール」の基本操作を習得するための
教材を作成し，実際の授業の前に実施する。単元
の学習に入る前に，児童が端末と使用アプリの基
本的な操作方法を習得した後，事前学習の取り組
み方についてのオリエンテーションを実施する。
その後，単元を通して事前学習を用いた授業を実



小学校社会科における1人1台端末を活用した事前学習の教育効果 149

施し，単元の終末に学習内容の理解についてのテ
ストを実施する。合わせて，単元の前後に事前学
習（予習）についての意識調査を実施し，結果を
分析し1人1台端末を用いた事前学習の効果を検
証する。本研究により，授業時間以外の場面にお
ける ICT端末活用の一例とその効果を示すことが
できると考えた。また，本研究を進める中で，1
人1台端末を用いた事前学習と実際の授業を連動
させることと，児童が自身の学習履歴を可視化す
るツールとして「学習計画カード（学習履歴カー
ド）」等の開発も行うこととする。

2.1.1.単元テスト
　学習内容の理解定着の検証には，市販のテスト
（光文書院）を使用し，本単元の学習に関わる問
題の内，「知識・技能」の観点の問題（表3）を検
証に用いた。

表	3　単元テストの問題（市販テストより20問抽出）

2.1.2.事前学習（予習）についてのアンケート
　社会科の学習における事前学習（予習）につい
ての意識調査を行うため，質問紙（オンライン回
答）調査を実施した（表4）。質問に対する回答方
法については「4:あてはまる，3:どちらかという
とあてはまる，2:どちらかというとあてはまらな
い，1:あてはまらない」の4件法とし，事前学習（予
習）についての感想を自由記述形式で収集した。

2.2.調査対象者
・ 実験群：令和5年度岩手県内A小学校第5学年

2クラス（事前学習を行う）
・ 対照群：令和4年度岩手県内A小学校第5学年
2クラス（事前学習を行わない）

 従来の（事前学習を用いない）授業形態で学習
した前年度の5年生児童と，事前学習を用いた
今年度の5年生について，同単元における学習
内容の知識定着について比較した。

2.3.調査時期
　令和5年4-6月実施

2.4.調査手続き
　対象の学校長に調査協力を依頼し，調査対象の
担任に主旨とその方法及び児童の安全に係る配慮
事項を説明した。調査対象となる児童には口頭，
保護者には同様の内容について文書で説明し，児
童に単元の学習前後に事前学習（予習）について
の意識調査をオンライン回答で実施した。また，
単元テスト（知識・技能）の結果を比較・分析した。

表	4　事前学習（予習）についてのアンケート

3.　授業実践

3.1.単元計画
〇単元名
　日本の国土と世界の国々（教育出版5年）
　6時間配当

3.2.	事前学習
3.2.1.動画視聴を用いた事前学習（児童）
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　各児童は，以下の手順で動画視聴を用いた事前
学習に取り組んだ。

①1人1台端末による動画視聴
　児童が学習端末を自宅等に持ち帰り，教材動
画を視聴する。事前学習に用いた教材動画は，
NHK for school（https://www.nhk.or.jp/school/） の
アーカイブの中から，実際の授業の内容を含んだ
クリップ（児童の負担を考慮し，1～３分程度の
もの）を教師が選択・指定した。

②動画の内容をワークシートにメモする
　動画を視聴しながら気づきや疑問等を配布さ
れたワークシート（図1）にメモする。ワークシー
トは，児童が自由に書き込めるものとしたが，学
習内容の整理の補助となる地図等の資料も挿入し
た。また，私物の端末からも動画視聴できるよう
に動画リンクの二次元バーコードも掲載した。

③Webテスト
　動画の内容を確認するWebテスト（図2）に取り
組む。WebテストはMicrosoft Formsを使用して作
成した。テストの内容は，既習事項および動画の
内容を確認するものとした。児童の負担を考慮し
問題数は5問程度とした。また，テスト結果を各
自ですぐに確認することができることと，教師の
学習状況の把握のために，テスト問題はすべて選
択形式とし，自動採点されるようにした。加えて，
動画の内容で分からなかった点や疑問，さらに知
りたい内容について自由記述できる設問も設定し
た（図3）。

④ワークシートのオンライン提出・共有
　ワークシートを撮影し，オンライン提出（図4）
する。疑問や興味関心のある点についてインター
ネット等で調べたり，家族に聞いたりした場合
は，その内容もワークシートのメモに書き加えて
から提出する（任意）。ワークシートはロイロノー
トの提出機能を使用してオンライン提出とするこ
とで，実際の授業の前に友達と学習状況を確認す

図	1　事前学習に使用したワークシート

図	2　動画の内容を確認するWebテスト

図	3　疑問点等についての自由記述

図	4　オンライン提出されたワークシートの共有

ることができるようにした。一度提出した後でも，
自分のワークシートを修正・再提出することもで
きる設定とした。
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3.2.2.事前学習の学習状況をもとにした授業づく
り（教師）
　事前学習で児童が取り組んだWebテストの結
果は自動で採点・集計されるため，授業者は児童
の理解状況を把握することが可能となり，誤答の
多かった問題や理解が十分でない内容について，
実際の授業で重点的に扱ったり，授業内の確認テ
ストに組み込んだりするなどテストの結果を実
際の授業づくりに活用することができる。また，
Webテストでは「分かったこと」，「分からなかっ
たこと」，「もっと調べてみたいこと」などを自由
記述で記入する（任意）ことができるため，それ
らの結果から児童の疑問や興味・関心をある程度
把握した上で授業をデザインすることができる。

	図	5　単位時間の学習の流れ（比較）

3.3.単位時間の授業展開
　事前学習を行わない従来の授業スタイル（図5
左側）では，単位時間において教科書等を用いた
知識習得にかかる時間の割合が大きくなりがちで
あり，主に思考力・判断力・表現力の育成をねら
いとした探究・協働的な活動に取り組む時間を確
保しにくい傾向があった。これに比べ，事前学習
を取り入れた授業（図5右側）の場合，事前学習
により，一定の知識習得を済ませているため，授
業時間をより効率的に利用することができるよう
になる。具体的には，授業の冒頭で事前学習の内
容について友達と交流する時間を設定し，対話や
意見交換といった習得知識をアウトプットする活
動を通して知識の定着を図る。また，事前のWeb

テストの集計結果により教師が把握していた誤答

が多かった問題や児童が理解に苦労した箇所，疑
問があった内容について教師による説明を加え，
確認することでより着実な知識定着を図った。こ
のような授業展開の変化により，事前学習を取り
入れた授業は，従来の授業に比べて知識習得に要
する時間を圧縮し，発展的な課題解決，探究・協
働的な活動の時間を確保することが可能となっ
た。

3.4.学習計画（学習履歴）カードの開発・活用
　教材等を視覚的に整理しやすいように「学習計
画（学習履歴）カード」を作成・活用した（図6）。
カード内の枠はMicrosoft Word等の表作成の機能
を使って，単元計画の枠を作成し，PDF出力して
からロイロノートに取り込んで使用する。カード
の縦軸は単元の流れを表し，横軸には各単位時間
で使用する教材やWebリンク等を配置した。こ
のように事前に教材等を配置してからロイロノー
トの送信機能を使用して児童に配付する。授業中
に使用する追加の教材・資料はその都度送信し，
児童自身がカード内に整理した。
　本カードの活用を通して確認することができた
主なメリットは，以下の５点である。
①PDFで出力することにより，教材を整理する
際に枠が崩れない。 

②複数の教材を格納してから一度に配付すること
ができる。
③カードを表形式にすることで，単元の全体の学
習の流れを可視化することができる。
④学習者自身が自らの学習成果やふりかえりを
カード内に整理・蓄積することで，個人の「学
習履歴」として機能する。
⑤教材を格納した状態で保存・共有が可能であり，
授業者の教材準備の時間・労力の軽減が期待で
きる。
　授業後に児童から「授業で使うもの（資料等）が
一か所にまとまっていてわかりやすい」，「先生が
どの資料について話しているかすぐにわかる」，
「どこまで学習が進んでいるのかわかりやすい」，
「前に学習したことをすぐに確認できて便利」と
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いった感想が得られたことから，本カードの活用
が，学習者が自身の学習状況を把握し，学習履歴
の効率的な管理の助けになったと考えられる。 

図	6　学習計画（学習履歴）カード

図	7　単元のふりかえり

3.5.学習履歴を活用した単元のふりかえり
　単元の導入時に設定した学習問題に対する予想
と，単元の終末に記入した学習問題に対する答え・
考えを1つのカード上に配置した（図7）。これに
より，児童たちの学びを可視化することができ
る。具体的な方法は，学習前と学習後のカードを
左右に並べることで児童は，それらの差分から自
身の学びの進歩を比較できる。この比較によって，
児童は単元における自身の学びを具体的にとらえ
「何ができるようになったか」，「できないことは
何か」について把握することが容易になる。さら
に「どのようにしてできるようになったか」，「さ
らに学びたいこと」などについても根拠をもって
記入することができる。
　また，学習計画（学習履歴）カードは，必要に

応じて各単位時間の学習成果や資料を取り出して
活用することができる。これにより，児童は自ら
の学習の進捗状況や課題を把握しやすくなり，必
要な場合には既習の学習内容や資料を活用しなが
ら，学習を進めることができる。このように，学
習計画（学習履歴）カードは，児童の学びを可視
化し，学習の進捗状況を把握しやすくするだけで
なく，必要な情報を簡単に取り出し，自律的に学
習に活用できる点で有効であると考える。

3.6.教材準備用サイト
　動画教材は視覚・聴覚的な効果により多くの情
報を短時間に伝えることができ，児童の学習理解
を深める一方で，動画教材を一から作成するには，
大きな時間と労力を要するため，教師個人で全て
の動画教材を準備することは非常に困難である。
特に，各単位時間の授業の目的や内容に完全に合
致した動画を制作しようとすれば，専門的な知識
や技術，また実物を撮影するための準備など，膨
大な作業が必要であり現実的には不可能に近い。
しかし，近年誰でも自由に利用することのできる
教育コンテンツが数多く公開されており，これら
を活用することで動画教材の作成や準備の手間が
大幅に軽減できる。これらは，オープン教材と
呼ばれ「NHK for School」で公開されている動画ク
リップもこれにあたる。当サイトでは7000以上
の良質な教材用クリップが提供されており，各ク
リップは学年や教科，単元ごとに整理されており，
授業内容に適合した動画教材を比較的簡単に見つ
けることができることから，現在多くの小学校で
活用されている（宇治橋 2021）。そこで，これら
の動画クリップと教育出版社から提供されている
年間指導計画を参考に，各単位時間の目標や学習
内容に対応した動画クリップをピックアップし，
ワークシートや重要語句のデータなどと合わせて
教材準備用のサイト（図8）として整理した。この
サイトの活用により，教師がコンテンツ作成・選
択に要する時間を短縮し，より授業計画や児童1
人1人と向き合う時間の増加が期待できる。
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図	8　教材準備用サイト

表	5　単元テスト結果の比較

4　結果と考察

4.1知識の定着
　同一単元において実験群（事前学習を含んだ授
業）と対照群（従来の授業スタイルの授業）の単元
テスト（知識・技能）の結果を比較した（表5）。t

検定の結果，両条件の平均の差は有意であった（両
側検定：t（97）=1.98，p < .05）。従来の授業（事
前学習を行わない）と比較して，事前学習を用い
た実際の授業では，知識定着に充てる時間を約4
分の1に圧縮したが，従来の授業と同程度の知識
定着が確認できたことからも，本単元の学習にお
いて動画視聴を用いた事前学習が知識の定着に効
果があることが示唆された。加えて，家庭学習と
実際の授業を連動させることで授業において，知
識定着に充てる時間を圧縮することが可能とな
り，これにより生じた時間的な余裕を探究・協働

的な学習活動に充てることができたことも副次的
な効果の一つと考えることができる。

4.2.事前学習についての意識調査
　授業前後に事前学習（予習）についての意識調
査をアンケートで行った。質問は４件法で行い，
集計結果（表６）において「あてはまる」・「だいた
い，あてはまる」と回答したグループをポジティ
ブ群（＋），「あまり，あてはまらない」・「あては
まらない」と回答したグループをネガティブ群
（－）とし，pre（事前学習実施前）とpost（事前学
習実施後）における回答数を比較した結果，全て
の質問においてポジティブ群の割合が増加した。
また，各質問の内容に関連する自由記述（質問７）

表	6　事前学習（予習）についてのアンケート
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の内容を抽出し，回答数の変化と関連付けながら
事前学習の効果について考察した。

4.2.1.質問：授業前に自分なりの課題（疑問）や目
的をもって授業に参加しましたか。
　質問1について「授業前に自分なりの課題や目
的をもって授業に参加したか」という主旨で自由
記述を抽出すると，「日本の位置は説明できたが，
北の端とかの場所がはっきりわからないので，覚
えるように頑張りたい」など，実際の授業で学ぶ
内容について，事前に自分の理解度を把握し，課
題を設定していることを示す記述や「事前学習を
すると，次にやる学習の見通しがつく」という感
想が複数得られたことから，事前学習を行うこと
が，学習の流れを把握し，学習内容についての理
解を深めることにつながったことが推察される。
また，「事前学習をすることで，授業の時に少し
でも分かっていると楽しいと感じる」とう感想も
得られ，事前学習が学習内容の理解を深めるだけ
でなく，実際の授業に対する意欲を向上させる効
果が期待できると考えられる。

4.2.2.質問２：事前学習（予習）は，知識を増やす
のに役立ちましたか。
　質問2について自由記述の内容を「知識が増え
た」という主旨で抽出すると「動画を見ることで
内容が分かりやすくなった」，「動画を停止したり，
何度も見返したりすることができたため，より理
解を深めることができた」，「動画を通じて教科書
では得られない情報を学べた」，「学習効果が高ま
り，知識が増えた」という感想が多く得られた。
中でも動画教材を使用することによって新たな知
識を得られると述べている児童が多く，動画学習
による効果として，動画をくり返し視聴したり，
一時停止したりしながら視聴することにより，理
解度を深めることができることが示唆された。ま
た，教科書だけでは得ることのできない知識や視
覚的に理解することができる点についての記述が
あることから，動画視聴を用いた事前学習は，本
単元の学習において児童の知識の増加と学習内容

の理解に役立ったと考えられる。

4.2.3.質問3: 事前学習（予習）は授業で友達と話
し合ったり，一緒に考えたりする活動に役立ちま
したか。
　自由記述の中には，友達と話し合ったり，一緒
に考えたりする場面についての直接の感想はな
かったが，「事前学習をすることで，授業中に手
を挙げる自信がついた」や，「次にやる学習の見
通しがつく」という記述から，事前学習が学習の
進行を円滑にし，自信を持って授業に参加する助
けとなったと考えられる。また，事前学習により
「自分の得意なこと・不得意なことが知れてよかっ
た」という意見も得られた。自分の得意・不得意
な分野を自覚することで，自分が得意な分野に自
信を持つことができ，友達をサポートしたり，反
対に自信のない分野については，得意な友達から
助けを借りたりするなど，協働的な活動に積極的
に参加することができると考えられる。

4.2.4. 質問4：事前学習（予習）は授業での課題を
考えるのに役立ちましたか。
　質問4について「予習（事前学習）をした方がい
つもの授業より分かることがたくさんあった」，
「事前学習をすると，次にやる学習の見通しがつ
いて，やりやすい」といった感想が得られたこと
から，事前学習が授業中の課題解決に対する理解
や，新たな課題の発見に役立ったと考えられる。
また，「事前学習では分からなかったことも，改
めて授業でやるのでよかった」という感想から，
児童は事前学習により自分の理解度や得意・不得
意な部分を認識し，それをもとに授業の課題をど
のように解決すべきかを考えようとしていること
が伺える。以上から，事前学習は，実際の授業に
おいて児童の課題解決に向けてのアプローチの一
つになったと考えられる。

4.2.5. 質問5：事前学習（予習）の学習の仕方は自
分に合っていると思いますか。
　質問5に関連する記述として「動画を見ながら
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学習することで，自分のペースで進めることがで
きた」，「動画を一時停止できるため，メモを取っ
たり，何度も聞き直したりできる」，という主旨
の感想が多く，一時停止したり，何度も繰り返し
て視聴したりすることができるという動画教材の
特長により，児童1人1人が自分の学習速度に合
わせて進めることができ，自身の理解度に応じて
学習を調整することができたと考えられる。また，
「教科書よりも分かりやすい」，「動画を見てプリ
ントにまとめる方がやりやすい」など，従来の学
習方法に比べて動画視聴を用いた事前学習の方が
効果的だと感じた児童が多いことから，視覚・聴
覚的に情報を得ることを得意とする児童にとって
動画教材を用いた学習は効果的であったと考えら
れる。さらに，「事前学習を通じて自分の強みと
弱みがわかった」という感想も見られ，事前学習
が児童の自己理解を促したと考えられ，児童が自
身の学習を自己調整するスキルの獲得につながる
可能性が期待できる。

4.2.6.質問6：社会科の学習（授業・家庭学習）の
仕方が身につきましたか。
　質問6について「予習することで授業がわかり
やすかった」，「少しでもわかっていると授業が楽
しい」，「授業がわかりやすくなるし，さらに深い
学びが得られる」などの感想から，児童にとって
事前学習で習得した知識が，その後の授業を理解
する基礎となり，実際の授業でその知識を使って
考えることができたと考えられる。また，協働的
な学習の場面において，新たな情報を既存の知識
と結びつけることで自分が得意な分野で友達をサ
ポートしたり，友達の得意な分野で助けを借りた
りすることきたことが，自身の学びの実感につな
がったと推察される。加えて，動画をくり返し視
聴するなど自分なりに学習を進めた記述も多くみ
られたことから，児童が事前学習を学習スタイル
の一つとして肯定的に受け止め，活用したことが
示唆された。

5　研究のまとめ及び今後の課題

5.1.研究のまとめ
　本研究は，小学校社会科において教材動画の視
聴を用いた事前学習を取り入れた授業の開発及び
実践することで，その効果を検証することを目的
としたものであった。事前学習を用いたことによ
る知識の定着を把握するために知識の定着を測る
ペーパーテストを実施し，事前学習を用いた集団
と用いない集団の得点の平均の差を t検定によっ
て明らかにした。また，児童に対して事前学習に
ついてのアンケートを行い，事前学習が「知識の
定着」や「実際の授業」，「学習の個別化」などにど
のような効果をもたらすのか検証した。本実践研
究から以下のようにまとめられる。

5.1.1.知識の定着
　検証の結果から本単元において動画視聴を用い
た事前学習は，児童の知識定着に効果があった
ことが示唆された。児童は事前学習により，一定
の知識習得を習得してから実際の授業に臨むこと
で，習得した知識をアウトプットしあったり，そ
の知識を土台として考えたりすることで知識定着
をより確かなものとすることができたと考えられ
る。また，本結果は，事前学習を用いることで，
各単位時間の授業の中で知識習得に充てる時間を
従来の授業スタイルの4分の1程度に圧縮した授
業構成においての結果であることから，動画視聴
を用いた事前学習は，単位時間における学習の進
捗を早め，より発展的な課題や探究・協働的な活
動に多くの時間を割り当てた授業を展開する手立
てとなることも期待できる。

5.1.2.事前学習についての意識調査
　事前学習後のアンケートの記述に，事前学習に
取り組むことが，「教科書だけでは得られない知
識の習得」や，「視覚的な理解のしやすさにつな
がった」ことに言及したものが多かったことから，
動画視聴を用いた事前学習は児童の知識の定着に
役立ったことが推察される。また，事前学習によ
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り「学習の内容・流れを把握する」ことが，「児童
の学習に対する自信」と「学習意欲の向上」につな
がり，「事前に習得した知識をもとに友達と話し
合ったり，一緒に考えたりする活動の活性化」に
役立ったと考えられる。さらに，児童は事前学習
により「自分の理解度や得意・不得意な領域を認
識」し，動画教材の特長を生かして「自分の学習
ペースに合わせて学習」を進めたことから，動画
視聴を用いた事前学習は，個々の理解度に応じて
学習を自己調整することができ，個別の学習スタ
イルに適合しやすい可能性が示された。

5.2.今後の課題
　本研究を通して，小学校5年生社会科の1単元
において動画視聴を用いた事前学習が知識の定着
に有効であることが示唆されたが，他学年・他単
元における効果の検証に加えて，今後は以下の課
題についても検証していく必要があると考える。

5.2.1. 学習者の多様性に対応する教材の開発
　本実践において事前学習おけるワークシートへ
の記述の仕方については，基本的に児童に委ねた
ため，結果として記述内容に個人差が生じた。そ
の差は単元テストの結果には大きな影響はなかっ
たが，事前学習で教材動画を何度も繰り返し視聴
したり，一時停止をしながら丁寧にメモをとった
りした上で，自分なりに事前学習のまとめをワー
クシートに記述している児童は，実際の授業にお
ける発言や協働的な活動場面において積極的な様
子が見られた。このことから事前学習の取組が充
実したことが実際の授業に対しての自信や課題意
識の高まりにつながったと推察される。一方で動
画を一度しか視聴しなかったり，途中で動画を停
めずに視聴したりした児童は，学習内容について
の記述に不足が見られ，ワークシートへの記述が
充実していた児童に比べて実際の授業における発
言等の積極性が乏しい傾向があった。稲垣（2015）
らも小学校算数科における反転授業の実践結果か
ら「学力に課題がある学習者に対して家庭学習の
遂行支援が必要である」ことを示唆しており，動

画を短時間のセグメントに分割し，視聴しやすく
したり，ノートをワークシート形式とし，記入す
べき事項を明確にしたりするなどの支援方策を提
案しており，今回実践した事前学習も同様の課題
を有していると考えられ，各児童の学習状況に対
応可能な教材開発が求められる。

5.2.2.知識定着の効果検証
　今回検証した知識の定着は，学習直後に行った
テスト結果による短期的なものであることから，
一定期間の間隔を空けて同じテストを再度実施
し，前回のテストとのスコアと比較し，知識がど
の程度定着しているかを評価するなど，長期記憶
の保持についても検証する余地があると考える。
また，別の文脈で学習した知識を適用させる応用・
発展的なテストを実施し，実践的な応用が可能か
どうかを評価するなど，実用的な長期記憶が形成
されているかを検証する必要があると考える。

5.2.3. 事後学習
　本研究では，事前学習の有効性に焦点を置いて
検証を行ったが，実践の中で，児童が家庭学習
で授業内容の復習を行う際に事前学習で使用した
動画教材を再度視聴したり，授業中に自身が作成
した学習成果物の修正を行ったりすることで，学
習内容を再度振り返るという活動が確認された。 

これらの事例は，動画教材を用いた学習が，授業
後の復習や自主学習においても積極的に活用され
たことを示している。森ら（2017）は高等学校の
数学科における反転授業の実践から「復習の容易
さ」や「反復的な学習」を反転学習がもたらす事後
学習の効果として報告しており，事後学習に取り
組むことで，学習内容の定着が促進され，学習の
理解を深めることにもつながると考えられる。 

こうした観点から，教室での学びだけではなく，
家庭での復習や自主学習といった事後学習も重要
な学習プロセスととらえる必要がある。今後は，
自ら学びを深めていく自律的な学習者としての児
童の育成を目指し，教材の選定や学習指導法をさ
らに工夫するなどして，事前学習 -実際の授業 -
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事後学習という一連の学習プロセスを無理なく，
かつ効果的に循環させられるような仕組みづくり
について研究していく必要があると考える。

5.2.4．指導法についての研修プログラム開発
　本実践を日常的に実施するにあたって，児童に
対して動画視聴による事前学習の方法を適切に指
導するための技術的な理解と指導法両面でのスキ
ルアップが必要となる。教師が ICTを用いた指導
法（教材の選定や活用方法，児童の学習進捗状況
のモニタリングなどを含む）についての研修プロ
グラムの開発が必要である。

5.2.5．学校外における学習環境の整備
　児童が家庭で効果的に学習を進められるよう，
学習場所や端末活用の約束といった具体的なガイ
ドラインやマニュアルを作成し，保護者と共有す
ることで学校と家庭が連携・協力しながら学校外
における児童の学習環境を整備していく必要があ
る。

付記

　本研究は，岩手大学における人を対象とする研
究実施規則の承認を得たものである。
　（第202202254号）
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Teachers' Supports for School Non-Attendance Based on Studentsʼ Readiness to Return to School

 

要　約
　不登校児童生徒を支援する際には，不登校の経過・回復過程，タイプなど常態化した児童生徒の特徴，
年齢や発達などに関する査定が必要だと言われる。本研究の目的は，その中の経過・回復過程に注目し，
その再登校傾向に応じた有効な支援方法を，教師の視点を用いて明らかにすることであった。まず再登校
傾向を捉えるための観点を明らかにし，これを査定するための項目を選定するため，合計309名の教師を
対象に調査を行った。探索的因子分析により『混乱』と『受容』からなる構造が見いだされ，判別分析及び
確認的因子分析による妥当性の検討を経て測定項目が選定された。次に221名の教師を対象とした調査か
ら，『混乱』が低く『受容』が高い場合に最も再登校が可能であり，これに次いで『混乱』が高く『受容』も高
い場合に再登校が可能であることが明らかにされた。これら『受容』が高い２つの場合においては，教師
による多様な支援方法が有効にはたらき，登校刺激を与える好機であることが示された。その一方，『受容』
が低い場合では，常態化した児童生徒の特徴に基づく支援が有効であることが考察された。
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１．不登校児童生徒の査定の枠組み：不登校児童
生徒は多様で，適切な査定なしに有効な支援を実
現することはできない。その査定すべき領域とし
て，川島他（2002, 2003）は，教師による支援の
視点から，ⅰ不登校のタイプ，ⅱ児童生徒の発達
段階（年齢），ⅲ不登校の経過段階の３点を提案
している。山本（2005）は，主に心理職による臨
床的視点から，ⅰ不登校状況，ⅱ不登校の段階・
経過，ⅲ原因論の３側面からの査定を提案した。
また，齊藤（2007）は，主に医療の視点から，ⅰ
背景疾患，ⅱ発達障害，ⅲ出現様式，ⅳ不登校の
経過，ⅴ環境の５軸による多軸評価を提案してい
る。医療の枠組みでは，高橋他（1987）のⅰ発症

前の学校・家庭内適応状況，ⅱ病前性格特徴，ⅲ
誘因と不登校との関連，ⅳ治療関係成立の難易，
ⅴ経過の提案もあり，これはこの５点を基に４類
型に分類するものである。小野（1997）は，研究
の視点から，ⅰ定義及び症状，ⅱ原因論・発症メ
カニズム，ⅲ類型論，ⅳ治療論の４観点に基づく
系統的な治療教育体系の構築を検討している。
２．タイプによる分類：比較的変化しにくい常態
化した不登校児童生徒の特徴については，Millar

（1961）が「性格（character）」と「構造化された神
経症的疾病（structured neurotic illness）」に分類し，
その後者をKennedy（1965）は神経症的危機型
（neurotic crisis type）と呼んだ。そして，医療やカ
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ウンセリングの視点からタイプや変容過程に注目
した分類が試みられることとなった（鑪，1963；
和田，1972；小野，1986；斎藤，1987など）。
例えば前項で触れた高橋他（1987）は，病前性格
特徴など５点を基に，「反応性不登校群」や「神経
症性不登校群」など４類型を提案している。登校
に困難がある児童生徒の存在が教師にもよく知ら
れるようになると，教育の視点によるタイプ分類
が小泉（1973）などにより示されるようになった。
川島他（2002，2003）は「いじめ・叱られ・心配
型」，「良い子の息切れ型」などの８タイプを提案
するが，それは「甘やかされ・怠学型」など児童
生徒の特徴だけではなく親の養育態度が含まれ
たものとなっている。そこでは，これに発達段階
と経過を加えた各パターンと10の支援方法との
関係が，研究協力者による討議により検討され，
支援マニュアルの作成が試みられている。山本
（2005）は，登校状況に注目し，「選択的に忌避及
び参加するタイプ」，「安全基地の同行で登校可能
なタイプ」，「教室忌避と別の『居場所』を確保し
ているタイプ」，「不登校であるが，学校外の場に
定期的に通うタイプ」，「まったく学校に出てこな
い不登校のタイプ」の５類型を，臨床的経験を基
に提案している。そこでは，パーソナリティ要因
として「自己像の脅威と強迫的な不安」，「過剰適
応とその内的破綻」，「パーソナリティ障害」が挙
げられており，これらも不登校状態の査定に資す
る分類だと考えられる。齊藤（2007）は出現様式
による不登校下位分類として「過剰適応型」，「受
動型」「受動攻撃型」，「衝動統制未熟型」，「混合
型（あるいは未分化型）」の５つの不登校のタイプ
を示している。さらに，神谷・中島・今雪（2021）は，
主に医療の視点から，不登校類型の臨床的特徴に
関し「発達特性－不適応型」，「不安－過剰適応型」，
「心身消耗－抑制型」，「傷つき過敏－撤退型」，「複
合型」の５つの型を報告している。タイプについ
ては，保坂（2021a，2021b，2021c）の提案もある。
３．次元による査定と測定尺度：前項のようなタ
イプ論的な分類とは異なる特性論的観点や次元を
用いた児童生徒理解の試みと各状態に応じた支援

方法の検討も行われ，山本（2007）の検討やその
「自己表現」「行動生活」「強迫傾向」「身体症状」
の提案がある。小野（2017）は，「契約重視・非契約」
と「嫌を嫌でなくする努力型・嫌を嫌のままにす
る型」の２次元を提案する。加えて，学校や保護
者の姿勢についてもこの契約と回避という２次元
で捉え，それが児童生徒のパターンに影響すると
した上で，それぞれに沿う方策を提案している。
真の原因が何であれ実際の不登校には不定愁訴が
見られる例があることが報告され（村上，2009），
不登校児童生徒の中には，特徴的な身体症状の現
れ方があるとの報告もある（永井，2019）。
　山本（2007）に見られるとおり次元による査定
は，尺度化の試みと同義であることも多い。Gallé-

Tessonneau & Gana （2019）は，フランスの10-16
歳の青年を対象に，登校拒否尺度／ SCREEN

（School Refusal Evaluation Scale1 for Adolescents）を
開発し，「不安の予期」（Anxious anticipation），「困
難な移行（登校困難）」（Difficult transition），「対
人的不快」（Interpersonal discomfort），「学校回避」
（School avoidance）の４下位尺度を設けている。
日本の小学生を対象としたものには，不登校傾向
を測定するものであるが，五十嵐（2010）の不登
校傾向尺度があり，それは「休養を望む不登校傾
向」と「遊びを望む不登校傾向」の２下位尺度から
なる。同じく小学生を対象としたものに，土屋・
細谷・東條（2010）のSRAS-R-JAがある。これは
Kearney（2002）が臨床目的で開発した不登校ア
セスメント尺度改訂版（School Refusal Assessment 

Scale-Revised：SRAS-R）の日本語版で，「ネガティ
ブ感情の回避」，「対人場面からの逃避」，「家族か
らの注意獲得行動」，「不登校行動の具体的な強化
子」の４下位尺度からなる学校教育に適用させた
ものである。伊藤（2015）は，不登校経験者を対
象とするレトロスペクティブな問いを基に，「自
分自身を見つめ直すことができた」等による「ポ
ジティブ」因子と「友だちが少なくなった」等によ
る「ネガティブ」因子を抽出し下位尺度の作成を
試みている。
４．発達上の課題等医療係る課題：これとは別
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に，不登校児童生徒の状態像を発達障害に求
める見解も提出されている。Black & Zablotsky

（2018）は，発達障害（developmental disabilities：
DD）のある子供に関し，これがない子供と比較
して，慢性的な欠席のオッズが有意に高いことを
合衆国の資料を基に報告している。特にADHD，
（attention-deficit/hyperactivity disorder）の調整オッ
ズ比（AOR）は1.84，自閉症スペクトラム障害
（autism spectrum disorder：ASD）は2.89，知的障
害（intellectual disability）は1.57であり，長期欠席
の傾向があると述べている。発達障害やそれが疑
われる児童生徒の不登校について，国内の研究動
向を報告したものには，井上・窪島（2008）や小
野（2012）のものがある。島崎他（2009）は背景
に発達障害の問題があると思われる不登校中学
生の支援に関わる課題に関し実態調査をもとに
報告している。またその事例については，近藤
他（2004）や今西他（2012）の報告がある。原田・
松浦（2010）は学校を対象とした調査を基に，学
習面や行動面に課題のある児童生徒への支援の在
り方を検討し，横山（2020）は軽度の知的能力障
害が認められる場合 , 支援がないと不登校などの
不適応が認められやすいことを報告する。さら
に，藤井他（2021）は過敏性腸症候群という機能
性消化管疾患を介して不登校と自閉スペクトラム
症（autism spectrum disorder：ASD）が関係するこ
とを指摘する。事例に基づく研究だけでなく，量
的な研究においても不登校が発達障害と関連す
るとの指摘は多い（横山・小田，2019；武井ら，
2017など）。加えてうつ症状を伴う不登校の追究
も行われている（中村・田上，2018など）。
　それでも，教師による不登校支援を念頭に置い
た場合，「発達障害だから不登校になる」との因
果で理解することは有益ではない。診断はなくて
も当該児童生徒の特徴の理解と査定があれば，こ
れに応じた支援は可能となる。発達に係る課題は，
それを考慮しながらも，例えば「こだわりが強い」
など児童生徒の常態化した特徴と捉えることが適
切であろう。石﨑（2017）は，発達に課題のある
児童生徒は，「学校や集団で不適応を起こしやす

く」，「自己の感情表現が苦手」で，「身体化して
心身症を発症しやすい」と不登校との関係から述
べ，不登校状態と不適応，感情表現，身体症状と
の関係を示唆するが，それは発達に課題のある児
童生徒に限らず，不登校児童生徒全体に援用でき
る観点だと考えられる。
５．校種・学年・年齢：「年齢」に応じた支援に
ついては，川島他（2002, 2003）が，例えば低年
齢では登校刺激への嫌悪が低いことを報告してい
る。そこでは，「幼稚園～小学校１年生」，「小学
校２年生～小学校５年生」，「小学校６年生～中学
生」の段階が設けられ，それぞれ順に，「母親と
の関係を中心とした対人関係の段階」，「友人関係
を中心とした対人関係の段階」，「自己確立の段
階」だとして，事例を用いて支援の在り方が検討
されている。辻井・岡田（2007）は，不登校を主
訴に受診した児童生徒を校種別に比較し，中高生
の女子が他に比べて不登校に随伴する症状を呈し
やすいことを報告している。八尋（2016）は，28
の不登校事例を検討し，小中学校時に初めて不登
校となった児童生徒は，高校進学を期に学校復帰
する例が多く，高校で初めて不登校となった生徒
の回復が困難であることを報告し，小中学生と高
校生では異なる対応が必要だと提案している。ま
た，登校している児童の不登校傾向について，林・
水口（2020）は登校意欲の喪失傾向が4年生より
も5, 6年生の方が高かったことを報告している。
これとは逆に穐本他（2017）は，登校回避感情の
ある児童に関し，6年生に比べて他学年の方が多
かったと報告している。
　そして，校種と有効な支援方法との関係につい
ては，例えば山本（2005）が「発達段階によって
も対応は異なる」「児童期では適切な登校刺激が
功を奏しやすい」と指摘している。そして，山本
（2007）の支援方法を引用して学年による有効な
支援方法の差異を検討したものには高信・下田・
石津（2013）がある。さらに，笠井（2001）は不
登校児童生徒67人を対象に彼らが期待する援助
行動に関する調査を行い，「小学生」と初めて「中
学校で不登校になった中学生」は他よりも教師か
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らの電話連絡や配付物を届けることを期待してい
ることを示し，校種よりも不登校がいつ始まった
のかに注意すべきであることを提案している。
６．回復の段階と区分：先述の児童生徒の不登校
状態に加えて，不登校の始期から終期までの子
どもの変容にも注目が向けられ，不登校児童生徒
がその状態を深刻化させる経過及び回復に至る過
程が報告されている。例えば佐藤（1994，2005）
は，深刻化する経過をより詳細に区分した「身体
的愁訴」，「絶望・閉じこもり」などの８段階，小
野（1986，2003）は回復過程をより詳細に区分し
た「始動期」，「帰心期」「挑戦期」などのやはり８
段階による説明を提案している。山本（2005）は
「体調不良と不安」と「荒れと反抗」を前期，「退避
とどん底」と「『窓』から外を覗く」を中期，「学校
への再接近」と「乗り越えの過程」を後期とする６
段階を提示している。また，医療から見た不登校
の病態とその変化については辻井・岡田（2007）
が報告している。
　このように不登校の経過・回復過程の各段階
は，それぞれの研究者の注目するところにより分
割や圧縮がなされているが，概ね次のような共通
した段階がある（山本，2008）。それは，ⅰ登校
できないことが頻回になり，周囲は原因を探し解
決を試みるが再登校は容易でなく，混乱や身体症
状等が見られる不安定な段階。ⅱ本人及び周囲が
再登校の試みを中断することで家庭内や自室では
落ち着きを取り戻し，あるいは意欲を失ったよう
に動きが見られなくなる段階。ⅲ勉強や学校に興
味を示し外出の機会が多くなり，登校を試みこれ
を重ねて安定して登校できるようになる各段階で
ある。
７．葛藤：これらの段階は不登校児童生徒の主に
観察等から検討されたものであるが，はたして児
童生徒自身は，内的にはどのような取組を行い回
復に至るのであろうか。木戸・上手（2021）や小林・
福崎（2021），井倉（2016）は，不登校経験の「意
味づけ」の過程を，既に成人した不登校経験者を
対象にした面接調査から整理し，そこでは不登校
経験中の内的世界の変容過程が探索されている。

新川他（2020）は，不登校の開始前から回復する
までの出来事や過程を当事者の主観的理解から明
らかにするために，7名を対象に面接調査を行い，
共通する4期を見出している。南（2019）は，不
登校児童生徒の保護者18名を対象に，自由記述
による調査を行い子どもの回復過程と親の働きか
けとの関係を計量テキスト分析により追究してい
る。齊藤（2006, 2007）は「不登校準備段階」，「不
登校開始段階」，「ひきこもり段階」，「社会との再
会段階」の４段階を示し，それはⅰ葛藤が不可視
領域で展開され，ⅱ激しい葛藤の顕在化による不
安定さが際立ち，ⅲ回避と共に葛藤の解決が試み
られ，ⅳ社会との再会段階に至る葛藤の扱いの変
化だとしている。
８．再登校傾向と登校刺激：不登校の回復過程の
中で，介入者側が最も困難を感じるのは，再登
校を促す時機に関する情報であり（川島他 , 2002, 

2003など），不登校児童生徒の再登校に向けた内
的取組について，課題への直面及び再登校への行
動化が可能となる時機に注目しながら検討する
必要があるとの指摘もある（山本，2013）。では，
この回復に至る各段階における児童生徒の態度と
しての再登校傾向について，教師はどのように査
定し支援すればよいのであろうか。
　田上（1997）は，「登校渋りの段階」「不登校状
態が続いている段階」「再登校の段階」ごとの支
援の要点を，天野（2010）は再登校傾向を「回復
期」と呼び支援の要点を，いずれもその経験から
論じ，山田・宮下（2008）は不登校生徒支援にお
ける葛藤の取り扱いの重要性を，文献と経験から
検討している。松浦・岩坂（2011）は不登校経験
者の課題を質問紙調査によって追究し，その対人
社会性と自尊感情の課題を明らかにしているが，
それは再登校後のことである。山本（2013）は「再
登校への行動化が可能となる時機については，『受
容』と『抵抗』という2側面で捉えられる可能性が
示唆された」と述べるが，それは事例検討に基づ
く考察である。
　あるいはこの問題に関しては，教師側からは登
校刺激を与える適時として検討され得ると考えら
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れる。川島他（2002，2003）は登校刺激を与える
ことの大切さを説き，先に示した不登校の経過・
回復過程に相当する３期を，登校刺激を与える立
場から，ⅰ不安定登校期には強い登校刺激は避
けること，ⅱ慢性不登校期には弱い登校刺激なら
可能であること，ⅲ登校準備期には強い登校刺激
が必要であることを，教師を対象とした仮想事例
を評価してもらう調査を基に指摘している。小澤
（2011）や山田（2010）は，登校刺激を与える時
機や方法に関して，主にこれまで蓄積してきた経
験を基に論じている。そして山本（2005）は「不
登校の経過の後期では，なんらかの後押し（登校
刺激）が必要となる」と述べている。
９．本研究の目的：このように不登校児童生徒の
理解や不登校状態や不登校の経過・回復過程等の
査定について様々な側面から検討されてきたが，
大きな課題として残るのは，不登校の経過・回復
過程の査定とその介入の問題である。それは仮想
事例や支援経験から得られた知見を基に論じられ
ることが多く，再登校傾向を捉える観点を明らか
にする実証的研究は不十分である。そして，学校
臨床において求められるその再登校傾向と有効な
支援との適用関係に関する実証的な追究は見あた
らない。
  そこで本研究では，再登校傾向に応じた有効な
支援方法を，教師の視点を用いて明らかにするこ
とを目的とする。まず，再登校傾向を理解するた
めの観点を明らかにし，これを査定するための測
定尺度を作成する。次に再登校傾向と山本（2007）
の支援方法との関係を検討することから，各段階
に有効な支援方法を明らかにする。その追究に際
し，不登校の状況にある児童生徒の，回復に至る
各段階における自らの不登校問題に対する態度を
「再登校傾向」と呼ぶこととする。その「回復に至
る」について，本研究においては，「１か月以内
に登校を再開できる」と操作的に定義する。

　研究１　再登校傾向を測定する項目の選定
予備調査：再登校傾向を表現する項目収集と選定
　研究２で使用する再登校傾向の測定項目を収集

するために，教師28名（小学校9名，中学校12名，
高等学校7名）を対象に，2009年２～７月に個別
面接を実施した。不登校児童生徒１人を想起して
もらい「最近の様子や以前と変わったことを教え
てください」の問により，再登校傾向を表現する
193項目を収集した。これらについて小野（2003）
や山本（2008）の不登校の経過・回復過程モデル
を参考に分類し28項目を得た。
　この28項目について，教師85名（小学校23名 , 

中学校31名 , 高等学校25名 , 不明6名）を対象に，
2010年12月～ 2011年３月に，不登校児童生徒
１人を想起してもらい５件法で回答を求めた。分
布の偏りや過度に近似の項目を削除し，再登校傾
向暫定項目14項目を得た。
本調査：再登校傾向測定の試み
方法
　調査対象　公立学校教師48名（男性23名（小
学生６名 , 中学生９名 , 高校生８名），女性25名
（小学生５名 , 中学生12名 , 高校生８名））
　実施時期　2012年８月
　調査材料
　再登校傾向暫定項目：予備調査で得られた再登
校傾向を表す14項目について「あてはまる」～「あ
てはまらない」の５件法で回答を求めた。
　不登校状態尺度：山本（2007）の不登校状態尺
度を用いた。28項目について「あてはまる」～「あ
てはまらない」の５件法で回答を求めるもので，
不登校児童生徒の常態化された特徴を『自己主張』
『行動･生活』『強迫傾向』『身体症状』の４下位尺
度で整理するものである。
　児童生徒に関する情報：学年・性別及び回答時
点での［再登校・未改善］に関する質問。
　調査手続き  教師対象の研修会で質問紙を一斉
に配布しその場で回答を求め回収した。不登校児
童生徒の想起については「先生がよく知っている
不登校児童生徒１人を思い浮かべてください．よ
く思い浮かべることができれば，現在・過去いず
れの事例でもかまいません」の教示によった。そ
して「その児童生徒の最近１か月の様子について
うかがいます．既に再登校している場合は，再登
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校直前1か月の様子について回答してください」
により，各項目について，「あてはまる」～「あ
てはまらない」の５件法で回答を求めた。調査に
際し研究の目的を説明すると共に回答は任意であ
り何時でも中断できることを伝えた。
結果と考察
  48件の回答が回収された。分析に用いられた不
登校児童生徒の構成は，小学生11名（男子６名 , 

女子５名），中学生21名（男子10名 , 女子11名），
高校生16名（男子８名 , 女子８名）であった。
　再登校傾向の構造
　まず，再登校傾向を捉えるための観点を抽出す
るために因子分析（主因子法）を行った。初期の
固有値は順に4.32, 3.82, 1.17であり，第２因子
までの回転前の累積寄与率は58.14％であった。

そのプロマックス回転後のパターン行列をTable
１に示した。因子間相関は -.041と小さく無相関
であると考えられた。
　第１因子に高い負荷量を示した項目は「遠い将
来のことを考えて怖くなってしまう」「今の不登
校の状況を考えて落ち込む」「「あのとき登校して
いたら」と休み始めた頃のことを後悔している」
など７項目であった。これらは，不安・抑鬱・後
悔などからなるものだと考えられたので『混乱』
と命名した。第２因子に高い負荷量を示した項目
は「今の自分を受け容れようとしている」「目の
前の課題に専念しようとしている」「不登校の原
因について落ち着いて考えられるようになった」
など７項目であった。これらは，現実を受け容れ
これに向き合おうとする態度からなるものだと考

Table １　再登校傾向の構造（プロマックス回転後の因子パターン）
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えられたので『受容』と命名した。
　信頼性の検討
  次に，項目の適切さを確認するために，逆転項
目を処理した上で，各因子に高い負荷量を示し
た項目を用いて内的整合性を検証した。Cronbach

のα係数はいずれも .85超となり，また当該項目
とそれ以外の項目の合計とのPearsonの積率相関
係数についても問題となる項目は見られなかっ
た。それぞれの合計間の相関も有意でなく無相関
であると考えられた。高い内的一貫性が確認さ
れ，良く独立することから適切な項目群だと判断
された。その上で本研究では各特徴をより反映さ
せるために因子得点を生成しこれを用いることと
した。安定性については，これは不登校児童生徒
の変化する再登校傾向を捉えようとするものであ
り，時期によって異なることが前提であることか
ら検討しなかった。
　顕著な課題を有する児童生徒への適用
　次に，得られた『混乱』と『受容』の２観点が，
臨床上の対象となることの多い重篤な不登校状態
にあっても機能することを検証するために，『自
己主張』『行動生活』『強迫傾向』『身体症状』の
各不登校状態の上群のみを抽出し，再登校との関
係を分析することとした。調査時点での不登校の
［再登校・未改善］を従属変数，『混乱』『受容』の
因子得点の２つを独立変数とする判別分析を，４
つの不登校状態ごとに試みた。『行動生活』『強迫
傾向』『身体症状』ではWilksのλは有意または有
意傾向であり，『混乱』『受容』は共に［再登校］と
正の関係にあることが示された。『自己主張』は
有意でなかった。有意であった不登校状態に課題
のある児童生徒については，再登校を始める直前
に，『混乱』つまり将来に不安を感じたり過去を
後悔したりあるいは現在に焦りを感じるか，『受
容』つまり現状を受け容れ問題に立ち向かおうと
する様子が見られることが分かった。これにより
再登校傾向を捉える『混乱』『受容』の２観点とそ
の項目は重篤な不登校状態において機能すること
が示された。
  ところで，『自己主張』の上群では『混乱』と『受容』

は有意な変数ではなかった。これは，有益な観点
ではないことを証明したのではなく，教師が，自
らのことを表現しない児童生徒からは，再登校傾
向に係る『混乱』と『受容』に関する十分な情報を
得られないことから生じるものであったと考えら
れた。今回の研究手法では，この課題のある児童
生徒の再登校傾向を捉えることはできなかった。
実践においては，自己主張に課題のある不登校児
童生徒の不登校傾向の査定には，細心の注意が求
められるとの示唆が得られた。

　研究２：再登校傾向の検証と有効な支援方法
予備調査：再登校傾向の確認的因子分析
　再登校傾向を捉える項目について，確認的因
子分析によりその妥当性を検討することとした。
2012年８月から2013年１月にかけて開催され
た研修会に参加した教師を対象に，研究１と同様
の手続きにより不登校児童生徒を想起してもら
い，その１か月間の様子に関して14項目に回答
してもらった。倫理的配慮についても研究１と同
様であった。
　その結果，233件の回答が得られ，分析に用
いられた不登校児童生徒の構成は，小学生72名
（男子37名 , 女子35名），中学生82名（男子42
名 , 女子40名），高校生79名（男子38名 , 女子41
名）であった。逆転項目を処理した上で確認的因
子分析を行ったところ，再登校傾向の２因子モデ
ルの適合度は比較的高く（GFI=.928, AGFI=.901, 

RMSEA=.048），本項目とモデルはこの面でも妥
当性を有するものと考えられた。そこで，これを
用いて本調査を実施することとした。
本調査：再登校傾向の検討と有効な支援方法
方法
　調査対象　公立学校の教師300名（小学校100
名 , 中学校100名 , 高等学校100名）。
　実施時期　2013年２月下旬～３月下旬。
　調査手続き
　学校長宛てに調査依頼を郵送し，教育相談係，
学級担任，学年主任，養護教諭など不登校児童生
徒の指導にあたっている教師の中から，回答者１
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名を任意に選んでもらった。また，この調査が回
答者の見解を収集するもので学校としての共通理
解となっていることを要しない旨を付した。返信
用の封筒を用いて回答者から直接郵送してもらう
ことにより質問紙を回収した。不登校児童生徒の
想起の手続きについては研究１と同様であった。
　調査材料
　以下の内容で構成される質問紙であった。
　児童生徒の再登校傾向：教師から見た児童生徒
の再登校傾向を表す研究１で作成した再登校傾向
を測定する14項目（Table １）。
　不登校児童生徒に対する各支援方法の効果：
11の支援方法（Table ３）について，当該児童
生徒に対する効果を教師に評価してもらう山本
（2007）の項目を用い，各支援方法には原項目と
同一の例を添えた。各方法について，まず実施の
有無を問い，実施した場合には「効果があった」
から「効果がなかった」までの５件法で回答を求
めた。当該の１か月間の支援方法の効果の評価で
ある旨を付した。
　児童生徒に関する情報 ：学年・性別及び不登校
の［再登校・未改善］状況に関する質問。
　倫理的配慮
　調査紙には研究目的及び回答と返送が任意であ
る旨の添付文を付した。調査の実施は，関係大学
の研究倫理委員会により審査され承認された。
結果と考察
　221件の回答が回収された。未記入の項目が
あった回答を削除したところ，分析に用いられ
た不登校児童生徒の構成は，小学生73名（男子
37名 , 女子36名），中学生64名（男子30名 , 女子
34名），高校生70名（男子30名 , 女子40名），計
207名であり，有効回答率は69.0％であった。
　研究１と同一の再登校傾向の構造が得られてい
ることを因子分析（主因子法 , バリマックス回転）
により追認することとした。まず，校種別に分析
を行ったが，いずれも同じ因子構造をもつと考え
られたので，すべて併せて分析することとした。
初期の固有値は順に4.20, 3.05, 1.20，第２因子
までの回転前の累積寄与率は51.85%であり，研

究１（Table １）と同一と考えられる解が得られ
た。
１．再登校傾向の性差・校種差
　因子得点を生成し，校種×性×因子の３要因の
分散分析を行ったところ，いずれの要因もいず
れの交互作用も有意でなかった（校種：F（2,201）
=0.34,ns,η２=.00，性：F（1,201）=1.23,ns,η２=.01，
校種×性：F（2,201）=0.69,ns,η２=.00など）。小
中高の児童生徒の再登校傾向については同じ因子
構造をもち，校種によっても性によっても，その
高低に違いがないことが確認された。山本（2007）
の常態化された特徴である不登校状態では性差や
校種差が見られたことと比較すると，これは特徴
的なことだと言えよう。
２．再登校との関連
　次に『受容』と『混乱』という矛盾するようにも
見える２観点について，葛藤という臨床上の課題
を踏まえて，その組み合わせにより児童生徒の態
度を捉えることが適切であるのかを確認するため
に，それぞれの因子得点の正及び0の値（以下で
は「高群」とする）と負の値（以下では「低群」とす
る）の組み合わせによる４パターンと，再登校・
未改善の関係を４×２のχ２検定により検討した。
ここで敢えて群に割ったのは，これまで指摘され
ることが多かった葛藤（真仁田 , 1975, 1990; 齊
藤 , 2006, 2007; 高塚 , 2004; 山本 , 2008, 2013な
ど）に焦点を当て，これを明瞭に追究すると共に，
学校教育に理解し易い形で知見を提供するためで
あり，また連続量を用いての検討は既に研究１で
実施しているためである。その結果をTable ２に
示した。偏りは有意であり残差分析の結果，［受
容高且つ混乱低群］が有意，［受容高且つ混乱高群］
が有意傾向であり再登校と正の関係であった。反
対に［受容低且つ混乱低群］［受容低群且つ混乱
高群］は再登校とは負の関係にあった。
　研究１では，『受容』も『混乱』も再登校に資す
る観点であることが，判別分析によって明らかに
されていたが，今回の結果からは『混乱』してい
ることが独立して再登校につながるのではなく，
『受容』を伴う場合に再登校に向かうことが示さ
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れた。同時に『受容』が低い場合でも，『混乱』が
高い方が低い場合よりも未改善が少ないことか
ら，『受容』を伴わなければ『混乱』には意味がな
いのではなく，回復の手がかりとなることがうか
がえた。一方，『受容』『混乱』が共に低い場合には，
自らの不登校問題に取り組もうとする姿勢が見ら
れず，未だ現実に取り組めない状況にあることが
うかがえた。これらの諸相を考慮すると，再登校
を意識したときに『混乱』が高まり，これに取り
組む過程で現実に向き合う『受容』が生じ，『受容』
も『混乱』も双方高い中で次第に『混乱』を克服す
ると推察された。
　その『混乱』する様子は，山本（2008）が不登校
事例を基に報告した時間的展望を現在・過去・未
来の間で変える度に生じる「抵抗」と近似のもの
と考えられた。そこでは，不登校の状況にある高
校生が，その混乱を扱うことに躊躇しながらもこ
れを克服することで状況を改善する様子が報告さ
れている。また，山本（2013）は，登校の問題を
先送りする不登校生徒が「抵抗」と「受容」のバラ
ンスを変化させながら再登校に至る事例を報告し
ている。そして両者が共に扱われなかった期間は
回避が成功し再登校を促してもその成果が現れな
い段階であり，一見矛盾する両者が共に顕著に
なった時が再登校を促す好機であったことを指摘
している。その葛藤は，本研究における『受容』
と『混乱』とよく一致するものだと考えられた。
　ただし，今回の結果はその時間的な経過・回復
過程を立証するものではない。今回推定された不
登校児童生徒の経過・回復過程は必ずしも順行す

る不可逆的なものとは限らない。『受容』が高く『混
乱』が低い段階から，再び『混乱』が高くなる場合
も否定できないものと考えられた。
　いずれにしてもこのことから，今後の分析では，
再登校傾向を捉える測定尺度としての妥当性を備
えているものであること，再登校傾向を捉える観
点として用いる場合には校種や性を考慮する必要
がないこと，因子ごとではなくその組み合わせの
パターンによることが示唆されたと考えられた。
そして児童生徒が自らの不登校を受け容れようと
する姿勢は，良好な回復段階を示すものであるが，
混乱する姿勢も受容を伴う場合は，これに次ぐ回
復段階を示すものであることが分かった。
３．支援方法との関係
　次に，支援方法ごとに，再登校傾向の組み合せ
のパターンと各支援方法の有効性に関し４×２の
χ２検定を行うことで，その適用関係を明らかに
することを試みた。まず各支援方法の有効性につ
いては，教師による評価が効果の程度ではなく効
果の有無に偏る傾向が見られ，連続量として扱う
べきでないとの山本（2007）の報告を参考に，「効
果があった」と「やや効果があった」を［有効］と
して，それ以外の評価と実施していない場合を
『効果が十分には見られないもの』（以下では便宜
的に［無効］と表現する）としてまとめ，その度数
を用いて分析することとした。χ２検定の結果を
Table ３に示した。
　［受容高且つ混乱高群］では，偏りについて，「意
欲喚起」「児童生徒支持」「人間関係調整」「学習
指導」「生活指導」が有意，「家族支持」「登校援助」

Table ２　再登校傾向と再登校・未改善との関係（人数）
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が有意傾向であり，いずれも［有効］が多かった。
　［受容高且つ混乱低群］では，偏りについて11
の支援方法中９件までが有意または有意傾向で
「有効」が多く，効果が見られなかったのは「別室
登校」「専門機関連携」のみであった。［受容低且
つ混乱高群］では，「意欲喚起」「登校援助」が有意，

「人間関係調整」「学習指導」が有意傾向で，いず
れも効果が見られない方向に偏っていた。［受容
低且つ混乱低群］では，８件の支援方法が有意ま
たは有意傾向で効果が見られない方向に偏ってい
た。偏りがないのは「別室登校」「登校援助」「専
門機関連携」であった。

Table ３　再登校傾向と支援方法との関係（人数）
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４．登校刺激：これらのことから，児童生徒が自
らの不登校を受容する態度が見られたときは，た
とえ混乱の様子を伴っていたとしても，多くの支
援方法が有効にはたらくことが分かった。これと
は逆に，登校を促す「登校指導」は『受容』がなく『混
乱』する場合が最も難しい支援であることが示さ
れた。児童生徒が自らの問題に向き合うこともな
く受け容れることもない段階では，登校の促しの
効果は曖昧で，自らに向き合い混乱すると，教師
のはたらきかけが逆効果になることが示されてい
る。受容がない場合，混乱については，むしろこ
れが高い方が改善の可能性が高いことが示されて
いたが，登校刺激を与えるなどの登校支援に関し
ては，否定的な結果となった。これは混乱が見ら
れない場合はこの問題を児童生徒が扱うつもりが
ない段階であるのに対して，混乱がある場合は問
題に向き合い始めているが未だ克服できない段階
であり，登校刺激に対して否定的に，しかも過敏
に反応するためだと考えられた。実際場面で，た
とえば不登校児童が学級担任から届けられた配布
物を破り捨てたりする行為は，受容ができていな
くて混乱している段階に起こると考えられる。反
対に部屋に置かれた配布物に何の反応も示さない
のは，良い状態なのではなく，課題に向き合おう
ともしていない段階だと捉えることができよう。
その転機は，混乱の解消ではなく，混乱をしなが
らも受け容れる様子が見られたときであること
を，この結果は示している。
　そして，受容していて混乱がある段階から混乱
が収まった状態に変わったときは，「校内援助源」
「関係維持」も有意となることから，この時期に
は担任に加えて校内の多くの教師の支援が求めら
れていることが示された。
　登校刺激が常に躊躇を伴う難しい介入である
ことはしばしば指摘されてきた（藤岡 , 2005; 不
登校問題に関する調査協力者会議 , 2003; 齊藤 , 

2007など）。登校刺激が功を奏することもある。
しかしその一方で，逆にこれまでの教師と不登校
児童生徒・保護者との関係が断たれるかもしれな
いという不安が，この支援にはつきまとう。以前

から文部科学省（2003）は，不登校児童生徒の自
主性にのみ頼ることなく，「働きかけること」の
重要性を強調してきた。それは，教師が登校刺激
を避けてきた証左でもある。
　登校刺激の適時については，これまで援助者・
被援助者間のラポールなど関係性から論じられる
ことが多かった（我妻 , 1999など）。また児童生
徒の回復段階など質的研究から論じられることが
多かった（小野 , 2003など）。この問題について，
本研究では『受容』『混乱』の組合せによる段階と
「登校援助」との適用関係から，登校刺激の適時
に関する有益な示唆が得られた。
　このように考えると，登校刺激を与えるか否か
という議論自体，事実を反映していないものであ
るとも言えよう。つまり，不登校の本質が回避で
あることを考慮すると（山本 , 2008），再登校の
ためには登校刺激は常時不可欠のものであり，そ
の刺激を不登校児童生徒自身が自らに対して発す
るのか，他者が当該児童生徒に対して発するのか
という違いに過ぎないという視点である。受容が
なく混乱が見られる場合は，自身か他者のいずれ
かが登校刺激を与えているために混乱が生じ，事
態を受容できず扱えないでいる。この状況でさら
に登校刺激を与えれば過剰となる。これが登校刺
激を避けるべき事例と呼ばれてきたのであろう。
実際には他者がその刺激を提示しなくても，既に
自身が登校刺激を内発的に生じさせている事例で
ある。「不安」（文部科学省 , 2023）の傾向がある
児童生徒や，「強迫傾向」（山本 , 2007, 2015）が
見られる児童生徒はその典型と言えよう。またこ
れがなければ再登校は適わない。これに対し受容
が見られる場合は他者からの刺激が過剰にならな
いために，上記のとおりの肯定的な結果になり，
またそれを必要としていると言えよう。
５．別室登校と専門機関連携：一方，最も状況が
良いと考えられる『受容』が高く『混乱』が低い場
合でも，「別室登校」と「専門機関連携」は有効に
ははたらかないことが示された。この２つは，い
ずれも教室の外での生活を試みさせるものであ
り，その点で他の９つの支援方法と異なる。この
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結果は，回復に向かういずれの段階においても，
有効にはたらく特別の時期がないことを示したも
のである。山本（2007）では，「別室登校」は強迫
傾向が見られる場合と身体症状のある場合のみに
有効であり，「専門機関連携」は強迫傾向が見ら
れる場合のみ有効であった。これら２つの支援方
法は，常態化された特徴である不登校状態に依存
するものであり，再登校傾向の段階によって選択
する支援方法ではないことが分かった。
　これにより，実際場面でしばしば試みられる「児
童生徒が元気になってきたから，とりあえず別室
登校から始める」という方策は有効でないことが
示されたものと言えよう。また，高等学校などで
見られる「状況が深刻化し，いよいよ進級が難し
くなってからはじめて心理的・医療的支援につな
げようとする」試みも，時機に応じた支援として
は，有効にはたらかないものと考えられた。
６．関係調整と意欲喚起：「関係調整」「意欲喚起」
という支援方法については，常態化された特徴で
ある不登校状態に応じた適用関係は見いだされな
かったが（山本 , 2007），再登校時には有効には
たらく支援であった。前者の「関係調整」は友人
や教師との関係を修復させる試みである。人間関
係の悪化は不登校の理由としてその初期段階から
しばしば主張されるものであるが，その原因を除
去しても容易には再登校に至らない。それは複雑
で同時に数多く併存する不登校の原因の一つに過
ぎず，問題が『受容』できていない状況ではそれ
を除去しても，なお多くの原因が残り再登校には
至らないものと考えられる。しかし，『受容』が
得られた状況においては，その重要な一因の除去
が不登校児童生徒の行動を容易にさせるものだと
考えられた。
　後者の「意欲喚起」は，学級集団の中での役割
や活躍の場を提供したり将来の展望について検討
させたりする試みである。山本（2008）は不登校
の臨床的課題の一つとして，学校生活の連続性を
中断させた児童生徒が，改めてその時間の流れに
自らを合わせ学校生活を再構築しなければならな
いことを指摘している。それは，「日々過ぎてゆ

く学校生活の時間の流れの外に置かれ，昨日と今
日の学校生活を経験しないまま，明日の登校を想
像しなければならない」不安である。集団におけ
る役割や活躍の機会は，当該児童生徒にいわゆる
居場所を提供するもので，彼らが経験する不安を
軽減する作用をもつために有効にたはらくものと
考えられた。加えてその流れの先にある進路や将
来への希望を扱うことは，不登校支援に際しては
しばしば禁忌だと指摘されるが（高塚 , 2004; 山
本 , 2008など），自らの不登校問題について受け
容れる様子が見られた場合には，たとえ混乱が見
られたとしても，有効にはたらくことが分かった。
７．『受容』が見られない場合の支援
　その一方，『受容』が低く状況を受け容れられ
ない時期は，有効にはたらく支援方法を見いだす
ことができなかった。この場合には，山本（2007, 

2015）などで得られた常態化された特徴である不
登校状態に基づく支援方法の選択が望まれると考
えられた。これらの検討から，不登校児童生徒を
査定する場合には，不登校状態，つまり児童生徒
の思考，態度，行動，身体に表れる常態化された
特徴と，再登校傾向，つまり回復に至る各段階に
おける自らの不登校問題に対する態度の，両面か
ら査定する必要があることが示されたものと考え
られた。それは実際の支援場面においては，まず
当事者が主張する「原因」に対処し，これによる
改善が見られない場合は児童生徒の特性に応じた
支援を重ね，再登校傾向の受け容れの様子を捉え
これを支持するという手順の提案だと言えよう。
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要　約
　本研究は、職業訓練生の運動・スポーツに対する意識に関する語りを精読し、その背景を理解し、意味
内容を解釈することを通して、運動嫌い及び運動・スポーツに対する意識変容のきっかけを明らかにしよ
うと試みた。その結果、運動に関わる指導的立場の人及び友人のネガティブな言動や行動が運動嫌いを生
起させていた。その後の運動・スポーツに対する意識変容のきっかけには、比較的軽運動かつプレイの要
素、コミュニケーションの機会を多く含む運動・スポーツを体験すること、さまざまな技能レベルの人と
運動を実践することが考えられた。
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Ⅰ．はじめに

　第３期スポーツ基本計画（文部科学省，2022）
では、「成人の週1回以上のスポーツ実施率が
70%になること、成人の年1回以上のスポーツ
実施率が100%に近づくこと」、「1回 30分以上
の軽く汗をかく運動を週2回以上実施し、1年以
上継続している運動習慣者の割合の増加」を目指
すとの目標を掲げている。しかし、令和４年度
スポーツの実施状況等に関する世論調査によれ
ば（スポーツ庁，2023）、20歳以上の週に 1 日以
上のスポーツ実施率は 52.4%、年代別に見ると、
週 1 日以上のスポーツ実施率は 20代～ 50代で5 

割を下回っている。そして、1 年前に比べて運動・
スポーツの実施頻度が減った・または増やせな

い理由は、「仕事や家事が忙しいから」が 41.0%

で最も高く、次いで「面倒くさいから」 （29.4%）、
「年をとったから」（21.5%）、性別に見ると、「面
倒くさいから」、「運動・スポーツが嫌いだから」
は女性の割合が高くなっていた。このように、成
人は、加齢や生活環境による影響で身体的・精神
的変化が大きい時期に加え、運動・スポーツ嫌い
やスポーツに価値を見出せていない人は多く、ス
ポーツ実施率が高くならないと考えられる。この
ような状況を受け、井谷ほか（2022）は、以下の
ように指摘している。「国が示した「国民をスポー
ツ好きに」という目標に対して「体育嫌い」が対局
的に提示されるのは、体育授業を含めた学校体育
がスポーツの好き嫌いに強く影響していることを
裏付けるものであり、小学校から高校までの 12 
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年間にわたり必修教科・科目である体育が学習者
に大きなインパクトを与えていることを示してい
る」。そして、「体育嫌いは単なる個人の心理的な
要因や不適切な教師行動に起因するのではなく、
実際に計画され実行されたカリキュラムが学習者
にとって逆機能的な作用を及ぼした結果であり，
問題の解決に向けて、カリキュラムの構造的な問
題として捉える必要がある」と述べている。この
ように、一定期間、継続的に計画された運動・ス
ポーツの機会によるスポーツ志向性への影響は大
きいと考えられ、将来のスポーツ実施にも影響を
及ぼす。
　これら成人の身体活動の課題を解決しようとす
る研究がいくつかある。Vaughn（2009）は、中年
女性を対象に身体活動に影響を及ぼす要因を検証
し、ストレスの軽減や生活習慣病の管理などの内
的要因と、人的支援や健康情報などの外的要因が
身体活動に対する促進機能を持つことを報告して
いる。また、西村・山口（2003）は、定期的に運
動・スホーツを実施していない中年女性を対象と
して、非実施にいたる過程を時間的要因、性役割、
快・不快経験の観点から明らかにし、時間的制約
があり、妻・嫁・母となることで実施が困難になっ
ていく過程、就学期やそれ以降の人生において十
分な快経験がなく、同時に不快経験の影響 が今
も残り、実施に影響を及ぼしていることが認めら
れた。このように、日常生活における成人のスポー
ツ非実施の要因や実施を促進する要因が検討され
ている。しかし、上記で述べたように、一定期間、
継続的に計画された運動・スポーツの機会を経験
した成人のスポーツ実施に至る過程は検討されて
いない。
　こうした中で筆者は、専門学校での体育実技の
授業において、「運動・スポーツが嫌い」である
40代の職業訓練生（以下、「A氏」とする）が、全
22回の授業を通して、運動・スポーツに対する
意識が変容した事例に出会った。そこで、本研究
では、専門学校に再入学した職業訓練生の運動・
スポーツに対する意識変容のきっかけを検討する
ことを目的とした。

Ⅱ．方法

1．分析の手順
　本研究では、A氏のインタビューにおける語り
を精読し、その背景を理解し、意味内容を解釈す
ることを通して、運動嫌い及び運動・スポーツに
対する意識変容のきっかけを明らかにしようと試
みた。そのために、永野ほか（2017）の方法を採
用した。その手順は、以下の通りである。1．対
象者の選出、2．テキストマイニング分析、3．キー
ワードの抽出、4．本文引用、5．解釈。すなわち、
キーワード抽出により、研究対象者の個別的な内
容から一般的な概念へと脱文脈化し、本文引用と
解釈により一般化された概念を個別事例の特徴と
して再文脈化した。

2．研究対象者の選出
　本研究の対象は、離転職者の就職を支援する制
度注1 ）を利用した職業訓練生である。職業訓練生
は、2年～ 40年ぶりの学校生活を過ごす学生が
在籍し、本授業の受講生は23人である。本授業
では、前後期の初めと終わり及び夏季休業と冬季
休業明けの計５回、運動・スポーツの実施率、志
向性をアンケート調査しており、レポートで「授
業で気づいた自分や他者の新たな一面について」
という課題を出している。その中でA氏は以下の
意見を書いた。「初回授業時に過去や現在のスポー
ツ経験を発表する機会があった。私は身体の使い
方が上手ではないと自覚している為、運動に苦手
意識があり、高校では体育の授業だけ出席しない
時期もあった程だ。皆それぞれ部活や習い事でス
ポーツを経験していた事を知り、体育の実技授業
に不安しかない状況だった。そのような中でいざ
授業が始まると、皆の身のこなしは私と相違ない
様に感じた。なぜスポーツが好きだと発言出来る
のか、なぜ皆スポーツに対して自己肯定感が高い
のか、不思議に思っていた。授業で経験した種目
はパラスポーツの様に参加しやすいルールへ変更
して頂き、恐怖や嫌悪の気持ちを持たずに取り組
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む事ができた。励ましや応援の声かけも自然にあ
り、何より皆、笑みが溢れていた。スポーツに参
加する楽しさを知っているからこそ、初回授業で
スポーツが好きだと言えたのだと言う事を、この
授業を通して気付く事が出来た。そして今は、こ
のメンバーでプールに泳ぎに行けると楽しいだろ
うなと思うようになった。自身の運動に対する考
え方が変化している事に気付いた。」このA氏の
意見には、運動・スポーツに対して、苦手意識を
持ちつつも、クラスメイトの様子を見たり、さま
ざまな運動を経験したりと、授業を受ける中で、
自身の運動・スポーツに対する意識が変容してい
る内容が詳細に語られている。そこで、A氏に対
して、意識の変容したきっかけを深く聞くために、
半構造化インタビューを実施した。

3．インタビュー調査の内容と方法
　インタビュー項目は、「これまでの体育及び運
動・スポーツについてどう考えていましたか。」「こ
れまでの体育及び運動・スポーツに対する意識は、
どのように変わりましたか。」「現在、体育及び運
動・スポーツについてどう考えていますか。」「現
在、体育及び運動・スポーツへの取り組みはどう
ですか。」「他のスポーツ活動や生活への意識は変
わりましたか。」であった。
　インタビュー調査は、2024年1月10日（授業
20回目）の授業であった。本研究の筆頭研究者が
1対１で45分程度行った。インタビューの内容
は，対象者の許可を得てすべて ICレコーダーで
録音した。

4．テキストマイニング分析
　はじめに，収集したインタビューの音声データ
を逐語録として文字に起こした。その後、文章を、
品詞などの意味のある最小のまとまりに分割し、
語の共出現（共起ネットワーク）の分析を行った。
このテキストマイニング分析とは、「蓄積された
膨大なテキストデータを何らかの単位（文字、単
語、フレーズ）に分解し、これらの関係を定量的
に分析すること」（金，2009）と定義され、これ

によって「パターンやルール、ひいては新しい知
識の発見を目指すもの」（樋口，2014，p.1）である。
分析には、KH Coder（Ver.3.Beta.07）を用いた。

5．キーワードの抽出
　共起ネットワーク分析を用い、研究対象者の運
動嫌い及び運動に対する意識の中心（媒介中心性
の高い語）を見つけ、その中心となる語と関連の
強い語で形成されるサブクラフ検出（グループ分
け）を行った。媒介中心性とは、さまざまなネッ
トワークにおいて、他の頂点どうしの間にあり、
それらをつなぐ働きをする頂点を見出そうとする
中心性座標であり（鈴木，2009）、それぞれの語
がネットワーク構造の中でどの程度中心的な役割
を果たしているのかを示すもの（樋口，2014）で
ある。サブグラフとは、ネットワーク内部におい
て、他とは区別できるような形で相互に結びつい
た下位集団、すなわちサブグループである（鈴木，
2009）。こうした分析と描画を各国のプログラム
全体と、段階ごとに実施した。なお、描画数は上
位30とした。中心媒介性の高い語とサブグラフ
を形成する語が無い場合は、媒介中心性の高い語
に加えて、他のサブクラフを形成している語を
キーワードとした。

6．本文引用
　どのような文脈で抽出されたキーワードが用い
られているか、キーワードを含む文章を本文より
引用した。また、引用された文章を理解する上で、
前後の文章も含めることが適切だと判断した場合
には、その前後の文章も引用した。

7．解釈
　抽出されたキーワードおよびキーワードを含む
文章を、運動・スポーツ嫌いのきっかけと運動・
スポーツに対する意識変容のきっかけに整理し、
研究対象者の考え方を解釈した。

8．倫理的配慮
　本研究は、研究対象者の人権やプライバシーの
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保護，回答による不利益、社会的影響に対して最
大限配慮するため、「個人情報保護法」や「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」、「障害を
理由とする差別の解消の推進に関する法律」及び
「ヘルシンキ宣言」を厳守しておこなった。調査
にあたっては、研究対象者に研究目的を説明して
同意を得た上で実施した。

Ⅲ．結果及び考察

　文中の（　）は文言の補足を、[　]は文言の説明
をそれぞれ示している。

1．運動・スポーツ嫌いのきっかけ
　テキストマイニング分析の結果、運動・スポー
ツ嫌いのきっかけで最も影響力のある語は「嫌」
であった。しかし、「嫌」とサブグラフを形成し
ている語がなかったため、「嫌」に加えて、サブ
グラフ検出で形成された語をキーワードとして抽
出した。よって、「嫌」「体育」「中学校」「先輩」
「先生」の5語がキーワードとして抽出された。こ
れらの語を含む引用文には、「中学校がものすご
く荒れていて、その［小学校の時にバスケ部に入
るきっかけになった］バスケ部だった先輩は不良
になってしまって、絶対部活は入らないって思い
ました。」「中学校の嫌だと思ったのが、跳び箱で
逆立ちをして宙返りするのを、先生ができる人で
きない人チェックをして、（録画した）ビデオを
みんなで見るんです。ある失敗している人の動画
を見たときに、先生がそれを私だと言ったんです、
違うのに。」「高校時からメイクをし始め、眉毛を
全部剃って体育をするたびに顔を洗うんですけれ
ども、その時の顔が怖いと同級生が言っていると
いうのを、他の友達から言われ、体育にまつわる
嫌な気持ちが積み重なっていきました。」「社会人
になってから（参加した）ガールズヒップホップ
では、もともとできる人たちのチームに私が後か
ら入って先生が丁寧に私に教えてくれるのを見た
ベテランの人が、なんで先生は新人の子ばかりに
教えるのかっていうのを、更衣室でしゃべってい

るのを聞いてしまって。」「社会人（学校を卒業し、
職に就いた状態。以下、「社会人」とする。）になっ
てからもやろうとはしましたが、嫌な気持ちにな
るとしょげてしまいます。」などがあった。
　引用文から、運動・スポーツをおこなう時に関
わる人の言動や行動をきっかけに、運動・スポー
ツが嫌になった様子が伺える。中学校の体育では、
教師が運動の「できる・できない」の良し悪しを、
クラスメイトの前で示したこと。高校では、運動
後の洗顔した容姿に対するクラスメイトのネガ
ティブな言動。社会人では、ダンススクールの生
徒たちが、講師が研究対象者を特別扱いしている
と認識し、そのことを間接的に聞いてしまったこ
と。これらから、運動・スポーツそのものの技能
や困難さを感じ、嫌いになったのではなく、運動・
スポーツの技能や取り組みの様子を評価する他者
の言動、行動によって、運動・スポーツ嫌いを生
起させたと解釈できる。教師行動に着目した体育
嫌いを生起させる要因には、「援助・承認」「指導
法」「能力主義」「独善的支配」「公正・公平」「性格」
の因子があり、愛好的態度の低下は男性よりも女
性に顕著である（兵頭・河野，1992）。教師や講
師など、指導的立場にある人による運動・スポー
ツを他者との比較や、他者との間に生まれる不公
平感を生み出す言動、行動がきっかけであると考
えられる。
　また、運動・スポーツの参加には友人関係の影
響があると考えられる。スポーツ活動からの離脱

図 1．	運動・スポーツ嫌いのきっかけにおける媒
介中心生を示した共起ネットワーク
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の要因には、「友人が運動部内からいなくなった」
「他の部に友人ができた」「友人に今の運動部をや
めると言われた」「ほかの部に誘われたから」など、
友人の影響を強く受け、孤立を回避する特徴があ
る（佐川・神林，1999）。本研究対象者も、バス
ケ部に入るきっかけとなった先輩が、中学校進学
後にバスケ部を続けなかったことが、対象者本人

のバスケ部に入部しなかった理由になったことが
わかる。

2．運動・スポーツに対する意識変容のきっかけ
　運動・スポーツに対する意識変容のきっかけ「運
動」「バスケ」「入る」「気づく」「考え」の5語がキー
ワードとして抽出された。これらの語を含む引用
文には、「気づきがあったのが、私はバスケと言
うものはこういうものだと言う考えがあるのです
が、他の人にもバスケはこういうものだと違う考
えがあるということが気づきました。」「運動やっ
てこなかったのでストレッチとかのやり方も知ら
なくて、それも［ウォーキングやストレッチなど］
運動に入るんだって思ったんです。」「バスケ、サッ
カー、陸上［対象者が思う激しく、オリンピック
種目など］が運動だなと思っていて、それ以外は
もう運動じゃないと思っていました。」「走る要素
が入っていれば運動になるじゃないですか。」「だ
から鬼ごっこも運動っていうことになりますよ
ね、そのような見方が広がりました。」などがあっ
た。
　19世紀以降、スポーツは、「遊戯」「闘争」「激
しい肉体活動」の３要素で構成される身体活動で
ある（ジレ，1952）という定義を踏襲している。
引用文から、A氏は、「闘争」「激しい肉体活動」
の要素を含むものだけが、運動であり、スポーツ
であると捉えていたことが伺える。そのため、「運
動やってこなかったので…それも［ウォーキング
やストレッチなど］運動に入るんだって思ったん
です。」という発言から、自身の「運動をしている」
「運動ができる」という評価の基準を高くしてい
たことがわかる。「実際の能力に比べて低すぎる
期待は、さまざまな活動への従事意欲を低下させ
る」（中山，1996）ため、A氏は、運動・スポー
ツは、難しく、自分はやっていないものというも
のという意識が生起したと考えられる。引用文か
ら、その意識を変容させたきっかけは、体験した
スポーツの特性とクラスメイトであると考えられ
る。本授業で扱った運動・スポーツは、フロアカー
リングやボッチャ、ペタンクなど、比較的軽運動

図 2．	運動・スポーツ嫌いのきっかけにおけるサ
ブグラフを示した共起ネットワーク

表 1．	運動・スポーツ嫌いのきっかけにおける
キーワードと本文引用
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であり、プレイの要素、コミュニケーションを多
く含むものであった。そのため、「保健体育実技」
の授業に、参加しやすく、「走る要素が入ってい
れば運動になるじゃないですか。」「だから鬼ごっ
こも運動っていうことになりますよね、そのよう
な見方が広がりました。」という気づきを得たの
だと考えられる。また、そこにはクラスメイトの
存在がある。他者とコミュニケーションする中で、
「私はバスケと言うものはこういうものだと言う
考えがあるのですが、他の人にもバスケはこうい
うものだと違う考えがある」など、これまで持っ
ていた運動・スポーツの認識が変容したように見
受けられる。遊戯、おもしろいなどのプレイの要
素は、「勝ち」と「負け」の間にある心理的な意味

での「遊隙」に身を委ねることで、「没頭」「夢中」
といった日常生活にはない存在様態に至ることで
あり（西村，1989）、他者関係なくして成り立た
ない（松田，2005）。A氏は、約25年ぶりに体育
の授業を受講し、さまざまな技能レベルのクラス
メイトが集まる中、運動に取り組んだ。これまで
の日常生活では、体験できない運動・スポーツの
環境に置かれたのである。その中で、他者と向き
合い、自分と他者の運動・スポーツに対する意識
の違いに気づき、その意識が変容したと考えられ
る。

Ⅳ．まとめ	

　本研究は、職業訓練生の運動・スポーツに対す
る意識に関する語りを精読し、その背景を理解し、
意味内容を解釈することを通して、運動嫌い及び
運動・スポーツに対する意識変容のきっかけを明
らかにしようと試みた。その結果、運動に関わる
指導的立場の人及び友人のネガティブな言動や行
動が運動嫌いを生起させていた。その後の運動・
スポーツに対する意識変容のきっかけには、比較
的軽運動かつプレイの要素、コミュニケーション
の機会を多く含む運動・スポーツを体験すること、

図 3．	運動・スポーツに対する意識変容のきっか
けにおける媒介中心生を示した共起ネット
ワーク

図 4．	運動・スポーツに対する意識変容のきっか
けにおけるサブグラフを示した共起ネット
ワーク

表 2．	運動・スポーツに対する意識変容のきっか
けにおけるキーワードと本文引用
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さまざまな技能レベルの人と運動を実践すること
が考えられた。これらから本研究は、職業訓練生
など、集団で運動・スポーツをする機会から長期
間離れていた学生の運動嫌いの生起の過程及び意
識変容のきっかけを示すことができた。しかし、
中学・高校時代と現在の間の経時的な変容と出来
事を追ったものではない。そのため、本研究のよ
うな事例的な研究を積み重ねていく必要がある。

注1：離転職者の就職を支援する制度とは、離職
者等再就職訓練（民間教育訓練機関等に委託する
職業訓練）といい、県が離転職者の就職を促進す
るため、職業能力の開発を必要とされる人に、専
修学校等の民間教育訓練機関に委託して、多様な
職業訓練を実施している制度のことである。
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Exploratory Research on Speech in Physical Education Classes

: To Clarify the Words Connected to "Can"

 

要　約
　主体的・対話的で深い学びを実現するためには、授業の中では一方的な発言に対する応答ではなく、深
い理解を伴った双方向の対話が必要とされる。児童生徒が何を話しているかを把握するために小学生を対
象に話し合いと振り返りの記述を分析した結果、体育では、教室とは異なる場で学ばれるため、小集団で
交わされる会話は、一般的な会話分析に現れるような原則とは異なっていることが明らかになった。本研
究では、小学生のゴール型球技におけるゲームの前の話し合いに焦点化して分析したところ、それぞれの
会話のやり取りや言葉は、振り返りとは異なる傾向が見られ、体育特有のパターンが示された。話し合い
の量は、振り返りの記述量に影響を与えず、球技の話し合いにおいては、「こっち」などの空間や位置を
示す言葉が多く出現し、できるようになるための会話がなされていた。また、運動量と振り返り記述には
相関がないことが示唆され、授業改善につながる知見が得られた。
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１．はじめに

　平成29年に告示された学習指導要領では、主
体的・対話的で深い学びの実現へ向けた授業改善
が必要とされている。この主体的・対話的で深い
学びの主語は、子供だと言われており（国立教育
政策研究所，2020）、従来の学習指導要領が「何
を教えるか」という内容を中心に構成されてきた
のに対し、新学習指導要領は、児童生徒の資質・
能力で組み立てられ、教師中心の教育観からの
転換が図られている。児童生徒が「何ができるよ
うになるか」という観点で授業改善を図ることに

よって、資質・能力を確実に身に付けられるよう
にすることが意図されているのである。学校教育
の基本的構造が「教えること（teaching）」から「学
び（learning）」へ転換されたと考えることもできよ
う。主体的・対話的で深い学びとは、このような
教育観の転換の中で、児童生徒が「どのように学
ぶのか」を具体的に示したと考えられている。知
識基盤社会の到来によって、従前のような知識の
習得だけでは十分ではなくなり、習得した知識を
活用し、探究する力が社会から要求されるように
なったからである。社会で期待される能力観は、
スキルや態度を含めた人間全体の能力であるコン
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ピテンシーといわれる概念に変化している。変化
の激しい時代においては、未来を創り、社会や人
生をよりよいものに変革させなければならない。
そのようなwell-beingを目指すために主体的に学
び、多様な他者と協働することが求められるので
ある。石井（2016）が、知識を活用し、創造する
力は、「思考しコミュニケーションする必然性の
ある文脈において、協働的で深い学習（「真正の
学習」）に取り組む中でこそ育てられる」と指摘す
るように、このような授業づくりが重要と考えら
れているのである。
　佐伯（1996）によれば、学校教育における学び
への転換は、「共同体への参加」である。学校を
学びの場にしようとする改革は、わが国でも以前
から取り組まれている（佐藤，1996a）。協同の意
味するところは、佐藤（2010）によれば、勉強で
は個人に成果が帰されるが、学びにおいては、自
分のアイディアを提供し、仲間のアイディアを取
り入れるというような互恵的な関係が築かれるこ
とにある。したがって、そこでお互いに交わされ
る対話やコミュニケーションは、一方的な教え合
いではなく、双方向的な学び合いであることが期
待される。また、対話としてのコミュニケーショ
ンは、「聴く」ことの優位性に特徴があり、単な
る伝達ではなく、新しい出会いがあることが重要
とされている（佐藤，2014）。つまり、学びにお
けるコミュニケーションは、発信されたことを受
信するだけではなく、受信したことを発信するモ
デルになることに特徴がある。学びは、基本的に
は一人では成立せず、協同する他者を必要とする。
心理学者ヴィゴツキー（2001）によれば、学びは
コミュニケーションにおいて成立するとされ、対
話できる集団をつくることが学びを促進すること
になるのである。
　教室のコミュニケーションを概観すると、わ
が国の状況には特徴が見られる注１）ことが指摘さ
れている（藤江，2006）。わが国における近代教
育の導入では、1教室の人数が50人に設定され、
一斉授業という形態を基本とした。人数の標準
が35人となった現在でもその様式や形態は大き

く変わっていない。一斉授業方式は、わが国の教
育の根幹を支えてきた効率的な方法であることは
間違いないが、現在では、その欠点も指摘され
るようになり、個別最適な学びや協働学習、グ
ループ学習等の協同的な学びのような新たな学び
方も提唱されるようになった。秋田（2006）は、
Blatchford et al.（2001, 2002）の研究を踏まえ、学
級規模で相互作用が変化することを示している。
授業の人数が問われることなく、方法論だけが先
行して導入しても、その効果は高まらない。学級
の人数や学習内容によって指導方法を柔軟に選択
する必要があることが示唆されている。
　現在では、聴き合う関係を基本とした対話のあ
る授業へ向けて改善が求められている。その実現
が図られているかを評価するためには、授業にお
ける発話が対話注２）として成立しているのかを分
析する必要がある。対話であるためには、授業の
発話を抽出してテキスト化するだけではなく、受
信したことに応答して発信しているかという観点
から検証する必要性があることも指摘されている
（佐藤，2010）。そのためには、授業の中に対話
が成立しているかをその構造から検証していく必
要がある。
　会話を捉えた研究を概観すると、会話の一般的
な規則は、よく知られているわけではないこと
が指摘されている（山田，1999）。一見でたらめ
にみえる会話の中には、一人が話し、相手は耳を
傾け、どこかで話し手の交代が起こるという自明
の基本的な構造注３）がある。しかし、授業の会話
は、社会制度を背景とする授業という特殊な状況
のため、このような規則には必ずしもあてはまら
ない（佐藤，1996b）。教室の会話を分析すること
で学校文化という新たな枠組みが見いだされたよ
うに、体育では、他の教科の授業とは異なる特徴
的な会話やコミュニケーションがなされている
ことを見いだすことが可能になるとも考えられ
る。体育の授業ではその特性として、一斉指導形
式であっても運動を学習する場面では、児童生徒
一人一人が学ぶ構造を備えており、発話も教師と
児童生徒の関係に限定されずに対話が行われてい
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る。また、体育では戦後の比較的早い時期からグ
ループ学習が導入された経緯もあり、児童生徒が
小集団で構成されることも少なくない。江刺ほ
か（1973）によれば、特に体育においては、契機
となった1953年の学習指導要領においてB型学
習・ボール運動の学習形態として、便宜上形成さ
れる班別学習とは区別されてグループ学習が実践
されてきた。体育におけるグループ学習論は、そ
の後充分な発展が見られたわけではなく、運動中
の各児童生徒の発話を記録し、分析する方法論が
なかったことや、その発話をテキスト化（トラン
ザクション）する技術が高くなかったこともあっ
て、これまでに充分な研究が行われてきたわけで
はない。しかし、実際のボール運動の学習場面に
おいて、どのような対話がなされているのかを把
握することは、授業改善に有効な取り組みである
ことが考えられる。そこで本研究では、GIGAス
クール構想によって児童が授業で使いこなすこと
ができるようになった ICT端末を活用して、どの
ような学びが行われているのかを明らかにするこ
とを目的とする。運動学習中の話し合い場面にお
ける発話に着目し、その方法論を確立するための
知見を得ることとする。

２．方法

　対象となる授業の概要は、X県Y小学校の異学
年合同で構成された高学年5名（男子5年1、6年
1、女子5年1、6年2）によるボール運動領域ゴー
ル型、教材名2ゴールサッカー 6時間単元である。
授業のねらいは、上学年がアシストパス、下学年
はシュートとし、メインのゲームでは、上学年に
攻撃専門かつアシストパスに専念する「フリーマ
ン」を割り当て、常に3対2の状態でゲームがで
きるようにした。2人の組み合わせとフリーマン
は、各授業で変えるようにした。

2-1．データ取得の手続き
2-1-1.音声データ
　児童の話し合いに限定して、データを収集した。

話し合い活動の際に、児童が使用する端末（iPad）
の授業支援アプリであるロイロノートのカードに
各チーム（グループ）の音声を録音するように教
師から指示した。授業後にノートをエクスポート
し、音声ファイル（m4a形式）を iPhone（iPhoneXR）
のAI音声認識アプリCLOVA Noteを使用して漢字
仮名交じり文でテキスト化した。テキスト化され
たデータは、体育授業の特徴を踏まえ、明らかな
誤変換については、分析の前に補正を行った。ゲー
ム間の話し合いが設定された2時間目から5時
間目までの4時間のデータを研究対象とした（図
1）。

図１　単元構成

2-1-2.文字データ
　各授業で記述させた学習カードの振り返りをテ
キスト化した。原則的に仮名づかいは、児童の表
記をそのまま変換した。単元6時間と単元終わり
のまとめのデータのうち、音声データと対応させ
るため、2時間目から5時間目までの振り返り記
述を研究対象とした。

2-1-3.運動量・ゲームパフォーマンス・授業の満
足度
　運動量を簡易的に測定するため、歩数計（オム
ロン社製HJ-325）を装着し、各時間で記録した。
授業中のゲームにおける技能の変化を調べるた
め、ビデオカメラ（SONY製HDR-CX675）でコー
トを撮影し、映像から触球数、パス、シュート、
アシストパス（得点につながるパス）、得点を算
出し、それぞれの児童の技能レベルを5段階で評
価した。授業の満足度は、形成的授業評価を参考
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にして3段階（3～ 1点）で評価し、総合点で判断
した。

2-2.分析方法
　音声データについては、変換されたテキストに
ついて、総量を測るために、文字数を算出した。
会話の構造を調べるために、テキストを手がかり
に応答のパターンを分析した。発話の内容を調べ
るために、テキストをユーザーローカル（https://

textmining.userlocal.jp/）を使用してテキストマイ
ニングを行った。スコアの重み付けは使用せず、
出現頻度のみで分析した。頻出する用語を調べる
ためにテキストを形態素に分解し、品詞毎に共起
関係を分析した。
　文字データについては、記述の内容を調べるた
めに得られたテキストを同様にユーザーローカル
を使用してテキストマイニングを行った。スコア
の重み付けは使用せず、出現頻度のみで分析した。
頻出する用語を調べるためにテキストを形態素に
分解し、品詞毎に共起関係を分析した。
　得られたデータについては、発話と記述の量的、
質的な違いを文字数、出現する単語や共起関係か
ら一致しているかを検討し、技能のできばえ（ゲー
ムパフォーマンス）や運動量（歩数）との関連を検
討した。

2-3.統計処理
　各児童の記述に対する特性を調べるため、JS-

STAR XR+（https://www.kisnet.or.jp/nappa/software/

star/）を使用して、クラスカル･ウォリス検定を
行った。有意水準は、5%未満に設定した。

2-4.倫理的配慮
　本研究は、岩手大学における人を対象とする研
究倫理審査委員会の承認（第202107号）を得て行
われた。学校長及び担任に対して研究の目的や方
法を文書及び口頭で説明し、研究の参加に同意が
得られない場合には申し出に応じること、研究の
不参加や中止があっても不利益を生じることはな
いことやデータの管理について事前に周知した。

また、研究結果の公表にあたっては事前に相談を
することとし、プライバシーに配慮して個人が特
定されることがないようにした。

３．結果

　実践された授業及び児童については、各時間に
おける児童の授業アンケートの結果は、図2のと
おりであり、第2時の6年生の満足度が低かった
が概ね満足された授業と考えられた。

図２　授業アンケート

　各時間の振り返り記述の文字数の多さについて
は、有意な差は見られず（H=5.66,df=3,ns）、個人
間で特定の傾向は見らなかった。つまり、振り返
りの多さは、児童個人の性向によるものではない
と考えられた。
　各時間に発話された音声のテキスト数と記述の
テキスト数の相関係数は、r = -0.17となり、相関
は見られなかった（図3）。話し合いにおける発話

図３　発話と振り返り記述の文字数
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をテキスト化した量は、振り返り記述の量には影
響を与えていなかった。
　会話では、「説明→同意」及び「質問→提案→同
意」の2つのパターンがあることが明らかになり、
最初の発話者に対して応答し、同意ができない場
合には、質問し、提案があるという構造が見られ
た。最初の発話に対して、異なる話題に転換され
る場合と会話が継続し、より深い理解のためにシ
ミュレーションによって補足説明がなされる場合
があることが明らかになった（表1）。

時間 プロトコール パターン

２
時
間
目

アライメント（人の配置）の確認
最初の動き方：視覚化
同意

説明→同意

シミュレーション（補足・理由説明）
同意 説明→同意

３
時
間
目

最初の動き方：視覚化
同意 説明→同意

シミュレーション（補足・理由説明）
同意 説明→同意

考え方：概念化「フリーマンを使う［集団戦術］」
同意 説明→同意

異なる状況の確認・質問
提案
理解・同意

質問→提案→同意

４
時
間
目

最初の動き方：視覚化
同意 説明→同意

考え方：概念化「三角形［集団戦術］」
シミュレーション（補足・理由説明）
考え方：概念化「蹴ろうとしたら［個人戦術］」
同意

説明→同意

５
時
間
目

集団戦術（テンポ）の確認
アライメント（人の配置）の確認
シミュレーション（補足・理由説明）

説明→同意

異なる状況の確認・質問
提案 質問→提案（→同意）

表１　会話の構造パターン

　運動量（歩数）と振り返り記述量の相関を調べ
たところ、相関係数は、r = -0.63となり、高い相
関は認められなかった（図4）、なお、各児童の技
能程度と運動量（歩数）と記述量の相関は、表2
のとおりである。5人中4名に負の相関が認めら
れ、運動量（歩数）が低下したときに記述が増加
する児童が見られた。
　発話と記述が一致しているかを出現回数で抽出
したところ、「フリーマン」という教材の特性に
かかわる言葉が多く出現していた（表3）。しかし、
共起関係にある言葉の出現頻度を見ると、発話と
記述では異なる傾向が示された。発話では作戦盤
などを活用した位置関係を表す「こっち」という
指示語が多く出現し、視覚による認知が先行して、

その理解を深めるコミュニケーションがなされて
いた（表4）。また、会話で出現する、あいづちの
ような言葉も多く出現し、リズムを擬音化・擬態

表２　児童の技能程度及び運動量と記述量の相関

表３　発話と記述に共通して出現する主な言葉

表４　発話と記述において共起する主な言葉

図５　話し合いのワードクラウド

図４　運動量と振り返り記述量
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化した言葉も出現している。発話及び記述のテキ
ストをテキストマイニングによりワードクラウド
として出力した結果は、図5、6のとおりである。

４．考察

　最初に、本研究の枠組みと目的に関して検討す
る。本研究の関心は、児童が体育の授業中に何を
話しているか注４）を明らかにすることにある。そ
の目的は、児童が運動技能を身に付けるときに、
どのようなことを話しているのかを明らかにする
ことで、運動ができるようになるために有効な知
見を得ることである。できるに結びつく言葉を利
用すれば、できないことができるようになるのに
役立つからである。最終的には、授業の中で教師
が教える際にそれらの言葉を利用するだけでな
く、できるようになるために児童が自ら利用でき
るようになることも目的に含まれる。その目的を
達成するためには、対象とする言葉は、必ずしも
コミュニケーションに必要な意味を有する言葉に
限定する必要はない。また、全てに適用すること
ができる万能な言葉はないと考えれば、身に付け
ようとする運動の種類だけでなく、求めるレベル
や志向、年齢や習熟の状況によってそれぞれ異な
る言葉が抽出されることが推察される。このよう
な研究の目的に沿えば、できる言葉を明らかにす
る方法論は、利用可能なものを取り入れていく必
要がある。例えば、何らかの授業が提供され、先
述した目的に応じて適用可能な言葉を探究するの
であれば、運動ができるようになった場面に即し

て、発話された言葉を分析する。その場合には、
特定の研究方法に依拠するものではない。本研究
の難しさと価値は、このような点にあると考えら
れる。
　次に、このような研究の目的に沿って、言葉を
研究・分析する際に使用される用語について整
理する。既に確立された研究分野として談話分析
と会話分析がある。山根（1993）や武田（2007）
のように発話という用語も用いられるが、研究
の分野としては、先述の2つが代表的である。與
儀（2003）によれば、談話分析（discourse analysis）
とは、自然に連なった書き言葉、あるいは話し
言葉を対象とした言語学的な分析（Stubbs,1983）
であり、それに対して会話分析（conversational 

analysis）とは、話し言葉、特に複数の人による会
話に焦点を絞った社会学的な分析とされる。西
原（1997）によれば、談話分析の対象は、情報構
造と対人機能に大別される。会話分析注５）は、参
加者によるコミュニケーション活動がどのような
効果を生み出すのかに焦点化され、コミュニケー
ションとして成立していることが重視される。茂
呂（1997）によれば、会話分析は、エスノメソド
ロジー注６）であるといわれており、言語を入口と
してどのような認知がなされているかを明らかに
する。会話を手がかりにしてできるようになる過
程を明らかにする本研究の目的に照らせば、会話
分析の手法を導入できる可能性がある。
　言葉を発する用語については、対話という用語
の語義を体育授業の実態を即して考えると、本研
究の目的とは若干異なるニュアンスを含むと考え
られる。対話が相手と対面して会話することであ
るとすれば、体育の授業、もしくは動きの中では、
そのような状態でなくてもコミュニケーションは
なされている。談話は、中嶋（2020）によれば、
コミュニケーションが研究対象とされる際の用語
である。本研究では、運動技能を身に付ける際の
自分へ向けた言葉や独り言などのセルフトークで
あれば、コミュニケーションとして発せられたも
のでなくても対象としうる。本研究では、授業と
いう特性を踏まえて談話・対話・会話という状況

図６　振り返りのワードクラウド
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を包括して授業中に使用される言葉に焦点化して
おり、コミュニケーションのためではない言葉も
対象としていることを鑑みれば、発話という用語
を用いることが適当と考えられた。
　応用言語学では、言語は、表現手段だけではな
く、行為の遂行注７）にも用いられる。スポーツに
おいても、行為を遂行するために言葉はよく使わ
れている。体育授業でよく使われる用語としての
オノマトペ注８）は、意味よりも音感が重視されて
おり、動きを発生させるタイミングや力の加減を
示している。これらは、動きの発生に関わって、
コミュニケーションとして使われる場合もある
が、多くは、動作、すなわち行為の遂行、動きに
伴う言葉である。このような擬態語も本研究の目
的となる。
　本研究で見いだすべき言葉は、動きに伴う言
葉、動きを促発する言葉であるので、コミュニ
ケーションという機能の有無にこだわらず、技能
を習得する際に有効な言葉の抽出にある。しか
し、動きが発生した原因は、前時までの文脈に依
存し、抽象的な概念知が影響していることも考え
られる。会話分析で文脈を捉えて言葉を解釈する
ことは、文脈依存性と呼ばれるが、好井（1999）は、
授業の会話分析は、その発話を文字化しただけで
は、その授業以前に行われた影響を充分に説明で
きないことを指摘している。つまり、その授業や
会話で行われるやり取りは、それ以前の影響を受
けている可能性があり、その点を踏まえて分析す
る必要がある。例えば、サッカーにおいて、ボー
ルを持っていない児童がどこへ行くかを考え、三
角形をイメージすることによって、動くことがで
きるようになったとすれば、できた後に発せられ
たとしても「三角形」という言葉は、動きの前に
学ばれ、言語が動きを促発したことになる。分析
する際には、可能な限りその状況を掬い取る努力
が必要となるが、それとは反対に、できたことが
先で、それに付随して言葉が発せられれば、その
経緯を含めて言葉を抽出することが重要と考えら
れる。動きと言葉の前後関係を明らかにすること
は、指導の際に重要な情報になると考えられるの

で、授業における技能のできばえとあわせて発話
を分析することが不可欠と考えられる。
　会話では、先述した順番取りシステムのように、
誰かの発話中には他者は傾聴し、発話しないこと
が求められ、これらが会話を成立させる基礎的な
条件となる。そして、隣接対注９）といわれるパター
ンで会話が進行する。山田（1999）によれば、日
常会話であっても、会話中の強引に話し手が変更
される「割り込み」や「沈黙」を最小化する「オー
バーラップ」、順番取りシステムが機能している
ことを示す「沈黙（ポーズ）」等が生じる。しかし、
体育の授業中に特有の状況として、球技では小集
団毎のコミュニケーションが不可欠となる。自ら
の行為遂行のためにセルフトークなども発せられ
るので、順番取りシステムが機能していないこと
が推察される。授業の構造は非常に複雑であるが、
今回の研究対象は、体育授業の中でも各小集団が
会話として話す場面の分析として位置づけられ
る。このような場面における音声は、小集団に1
台のマイクで録音することが可能になる。その一
方で、運動中のセルフトークを録音するには、運
動中の音声に対応できる機器を話し手となる児童
全てに準備する必要が生じる。また、運動中の会
話を収集するには、各発話との重複を処理する必
要がある。その処理については改めて方法を開発
する必要があると考えられた。
　授業は、概ね満足度が高く行われていたが、対
象となる5人を集団で見た場合、発話と振り返り
記述の文字数に相関はなく、よく話し合いをして
いるからといって振り返り記述が増えるわけでは
ないことが明らかになった。
　運動量と振り返り記述量の関係を個人で比較し
てみても、運動量は大きく変化していないことが
わかり、運動量と記述量に相関は見られなかった。
　運動量と記述量の相関を児童の属性から比較し
てみた場合には、性差の影響も否定できないが、
技能の高い男子児童は相関が強くなく、低い女子
児童は相関が強くなることが見られた。また、4
名の児童は、マイナスの相関を示していることか
ら、運動量が多くなると記述は少なくなることが
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考えられた。
　運動量が少ないことをできばえが悪いと考えれ
ば、その際には記述が増え、うまくいっていると
きには少なくなると考えられた。したがって、小
学生においては、記述が少ないことがパフォーマ
ンスを悪いと判断する理由にはならないことが示
唆された。うまく動けないときの記述の特徴に
は、文字で書くことができる場合と書くことが困
難で、図で視覚化して記述する場合がある。図示
することによって情報量が増加することを考慮す
れば、思考の可視化という観点では、文字以外の
示し方をどのように評価するかについて整理する
ことも課題と考えられた。
　体育授業は、高橋ほか（1994）によれば、マネ
ジメント、インストラクション、認知学習、運動
学習の4場面に分けられる。実際の体育授業中の
発話は、児童による同時多発的な会話であり、教
師と児童が交互にやり取りするような特有の会話
ばかりではない。このこと自体が体育授業の特徴
を示している。しかし、本研究で対象としたのは、
このうちの認知学習場面であり、小集団でコミュ
ニケーションが行われることに特徴がある。認知
学習場面では、児童同士の話し合いがなされてい
るため、インストラクション場面のように教師の
発問から会話が始まるわけではない。各時間の話
し合いにおける会話のパターンを実際にみると、
教室に特徴的といわれる「発問－応答－評価」で
はなく、「説明－同意」が多く出現していること
に特徴がある。この「説明－同意」は、さらに理
解を深めるため、シミュレーションによって異な
る状況が示され、同意が繰り返されている。この
ような小集団の中では、児童の技能差によって発
言の主導権が決定することも少なくない。短時間
の話し合いでは、順番取りシステムによれば、常
に特定の児童を中心に発言が開始され、最初の話
し手となり、それ以外の児童はその話題に従属的
にならざるを得ない。しかも、最初の話し手は、
容易に交替しないで役割固定的であることも多
い。しかし、対話的な学びを求める授業では、話
題が転換し、最初の話し手が次々に交替すること

によって相互的なコミュニケーションがなされる
ことを期待したい（図7）。したがって、「質問→
提案→同意」のように、最初の話し手が容易に交
替される関係性を構築することも学びには重要と
考えられ、このような互恵的な関係性の中で新た
な知見が生み出されることが推察された。運動学
習では、誰かができるようになったコツを、誰で
も利用できるとは限らない。他人のコツを与えら
れ続けるだけでは効率的に運動ができるようには
ならないので、できるようになるためには、自分
に合ったコツを探す必要がある。そのためには、
できない場合であっても自分から言葉を発する必
要があり、できるようになるための言葉を生み出
していくことも重要であると考えられた。
　話し合い及び振り返り記述に共通して多く出現
する言葉は、教材の特徴である「フリーマン」や
ゴール型の特徴を示す「ボール」や「ゴール」、「動
く」であった。しかし、これらの言葉は、学習内
容にかかわる重要な言葉ではあるが、動きを生み
出し、「できる」につながる言葉ではない。一方
で共起する言葉に注目すると、話し合いでは「こっ
ち」が多く出現し、その場において相手に伝えよ
うとする会話が視覚的に伝えられようとしている
ことがわかる。ワードクラウドにおいても会話の
特徴的な言葉が出現している。それに対して振り
返りのワードクラウドでは、「位置」という言葉
はあるが、具体的な空間は示されていない。
　視点を変えれば、これらの児童から出現した言
葉の多くは、空間に偏っていて、時間的なイメー
ジを伝えたものは少ないことがわかる。技能の発
揮には、タイミング（時間）、スペーシング（空間）、
グレーディング（強弱）の理解が必要とされるが、

図 7　話者の関係
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このうちのスペーシングに関わるものが多く発話
されていることが明らかになった（表5）。効果的
に動くためには、タイミングやグレーディングに
関することも話題にあがることが必要と考えられ
た。翻っては、教師の指導においても「いつ」「ど
こへ」「どのように」動くかを教え、時間、空間、
強弱について思考・判断させることが重要であ
り、その中でも時間や強弱について充実を図る必
要があることが示唆された。ゴール型の「できる」
に結びつく言葉は、イメージを具体化する言葉で
あり、その特徴には、①「どこへ」行くかという
場所や空間を認識する視覚化する言葉、②「いつ」
という時間や「どれくらい」という力の加減や強
弱を擬音にしてリズム化する言葉であることが推
察された。
　最後に、研究方法としての課題を考察する。本
研究のような小集団の会話を録音した場合には、
通常の会話分析のように、話者を特定することが
困難である。つまり、話し手が交替しているのか
が厳密に区別できないことから、会話分析の解
析方法を用いることは困難であることも明らかに
なった。また、体育授業の多くは運動学習に割か
れている。運動学習中の発話は、個別であり、加
えて動いていることに対応した無線機器による録
音が必要になる。しかし、授業中に話しているこ
ととその後の振り返りでは、思考の形態が異なる

ことが予想され、その発話も異なることが示唆さ
れた。個人種目である動作の獲得と集団種目であ
る球技の動きではそのできるようになる過程や獲
得を助ける言葉も異なることが予想されるため、
研究方法を開発しながら授業改善に役立つ知見を
明らかにしたい。

５．まとめ

　主体的・対話的で深い学びを実現する授業改善
のためには、授業において児童生徒が何を話して
いるかを教師が把握することが有効である。特に
体育では、教室とは異なる場で学びが起こるため、
その小集団で交わされる言葉は、一般的な会話分
析とも異なる。本研究では、授業におけるできば
えとあわせて児童生徒の話し合いの言葉と振り返
り記述を分析したところ、通常の会話とは異なる
傾向が見られ、体育特有の話し合いのパターンが
明らかになり、以下の知見が得られた。

1． 話し合いの量は振り返りの記述量に影響を
与えないことが示唆された。

2． 話し合いと振り返りの出現単語を比較する
と異なる傾向が見られた。

3． 球技の話し合いにおいては、「こっち」など
の空間や位置を示す言葉が多く出現するこ
とが明らかになった。

　今後の課題として、授業における発話をまとめ
る際には、運動の種類、レベルや志向、年齢・学
年や習熟・既習の状況を明らかにしながら、空間
や場所を視覚化する言葉、時間や力の加減をリズ
ム化した言葉に焦点を絞って成果を整理していく
必要がある。

注

注１）Mehan（1979）によれば、教室のコミュニ
ケーションパターンは独特であり、発話連鎖と
いわれる「働きかけ－応答－評価」で構成され

表５　話し合い
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ている。一斉授業の中では、教師は既に知って
いることを知らない児童生徒に聞く構造の中で
対話が行われているのである。その対話は、情
報の伝達のみならず、児童生徒の応答や教師の
発問そのものを対象として評価が伴っているこ
とにも特徴がある。
注２）対話という言葉が示すのは、対面で行うも
のだけを指すものではない。一緒に学ぶ児童生
徒はもちろんであるが、教職員だけでなく、地
域の人々、先哲の考え方との対話も含まれる。
ここでの対話は、特に授業において直接的に話
し合うことに焦点化する。
注３）Sacks（1974）によれば、会話には規則性（会
話の順番取りシステム：turn-taking system）が
あり、話し手が次の話し手を選択して話し手が
移行し、話し手が次の話し手を選択しなければ、
話し手は最初の話し手に戻り、そうでなけれ
ば、話し続けてもよいといったことが行われて
いる。ただし、教室における会話は、このよう
な規則が適用される日常会話とは区別される。
注４）本稿では、児童を対象としているが、当然
ながら生徒や競技者でも成立する。本稿の対象
とした事例では、小学生の授業であるため、児
童という用語を使用しているが、環境や文脈に
よって用語を変更してもその意図するところは
変わらない。
注５）会話分析では、時枝（1955）は、言語の機
能を「1．実用的（手段的）機能、2．社交的機
能、3．鑑賞的機能」に分類し、林（1979）は、
これらを階層的に捉えている。これらの階層か
らみれば、体育の授業中のコミュニケーション
では、鑑賞的機能はあまり見られない。また、
Jakobson （1960）は、言語のコミュニケーショ
ン機能を、1表出機能（送り手の内面を表出す
る機能）、2l刺敬機能（受け手に働きかける様
能）、3表示機能（内容事物を表す橙能）、4鑑
賞機能（表現を享受させる機能）、5注釈機能（言
業を意織させる機能）、6接触機能（送り手と受
け手のつながりを保つ機能）に分類した。
注６）エスノメソドロジーとは、ガーフィンケル

によって提唱された日常を構成する方法を研究
する社会学である。出来事を解釈して方法論を
明らかにする研究とされる。
注７）オースティン（1978）は、発話に関わる行
為（speech act）を、①意味のある文を発話す
る発語行為（loucationary act）、②発話によっ
て行為を遂行する発語内行為（illoucationary 

act）、③発話による結果を表す発語媒介行為
（perloucationary act）の3つに分けている。
注８）オノマトペとは、学術用語集では、擬声語
を指すが、擬態語と擬音語に分けられる。体育
授業で用いられるオノマトペは、タイミングや
グレーディングを擬態語によって表したものが
多い。吉川（2013）は、オノマトペを用いたコ
ツの伝え方について言及している。
注９）会話分析の順番取りシステムでは、話し手
に相手は傾聴し、あいづちも含めて順番に発話
が行われる。伝（2008）によれば、先行発話と
後続発話は対をなす。会話は、隣接対と呼ばれ
る類型化されたパターンでなされている。
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要　約
　ネット型連携タイプ教材における課題として，ポジションの固定化や専門的なボール操作の習得・習熟
の困難さが存在し，運動を苦手とする児童生徒はゲーム参加に消極的になる，守備的な役割に従事するな
ど偏りのある学習になりかねない。すべての児童生徒が戦術的な判断ができるよう，人数，触球回数，触
球方法，役割行動の調整により意思決定の難易度を段階的に複雑化する教材の配列を検討した。実践は有
効性の検討がされていない中学段階において，中学1・2年単元では意思決定の複雑化，中学3年単元で
は技能の高度化により意思決定の難易度を調整し実践を行った。中学年から中学１・２年までは意思決定
を簡易なものから段階的に複雑にすること，中学３年では技能の高度化により意思決定をさらに複雑にす
るという配列が妥当であることが示唆された。
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* 岩手大学大学院教育学研究科，** 岩手大学大学院教育学研究科教職実践専攻，*** 岩手大学教育学部

１．はじめに

　現行の小学校学習指導要領（2017，文部科学省）
は，第１章総則の第１小学校教育の基本と教育課
程の役割２（３）に「学校における体育・健康に関
する指導を，児童の発達の段階を考慮して，学校
の教育活動全体を通じて適切に行うことにより，
健康で安全な生活と豊かなスポーツライフの実現
を目指した教育の充実に努めること」と示してい
る。しかし，ボール運動系の領域において教材の
素材である競技として行われるスポーツは，その
まま児童生徒が取り組むにはルールが複雑であ
り，求められる技能も高度である。限られた時間
の中で，すべての児童生徒がチームで協力して練
習をしたり，ルール（規則）や作戦を工夫したり

して，集団対集団の攻防によって競争することに
楽しさや喜びを味わうことを享受できるようにす
るために，「発達の段階に応じて必要な技能，追
求する課題，ルール（規則）などを児童が取り組
みやすいように工夫する必要がある」（2010，文
部科学省）とされている。
　今回研究対象の領域であるボール運動系は，低
学年で「ボールゲーム」と「鬼遊び」，中学年では
型に応じたゲームの導入期として「ゲーム」，高
学年では「ボール運動」，中学校では「球技」が示
されている。これらの領域では小学校中学年以降
は型に応じたゲームを扱うこととされており，主
として扱う運動は「ゴール型」「ネット型」「ベー
スボール型」の３型で構成されている。この３型
は中学校，高等学校への系統性を図る視点から内
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容が整理され，一貫して同様の示し方をされてい
る。多くの人が生涯にわたって様々な球技にかか
わることができるよう，攻守の特徴や「型」に共
通する動きや技能を系統的に身に付けていくこと
を目的としているためである。
　今回対象とする型はネット型連携タイプであ
る。前提として，ネット型とは，「卓球やバドミ
ントンのように相手からネット越しに打ち出さ
れたボールやシャトルを直接打ち返す『攻守一体
プレイ』の形式と，バレーボールに代表されるよ
うな自陣でのボールの組み立てが可能な『連携プ
レイ』の形式のゲームに区別する」（岩田，2016）
ことができ，いずれの形式においてもコート上で
ネットをはさんで相対し，体や用具を操作して
ボールを空いている場所に返球し，一定の得点に
早く到達することを競い合うゲームである。ま
た，どちらの形式も「選手が『ボールをつかんだ
り，投げたりできない』『２回連続して触れない』，
つまりボールを保持できないために常に瞬間的な
判断が求められることが特徴的である」（高根，
2021）とされている。また，「瞬間的な判断と同
時にボール操作を行わなければならない」（吉永，
2015）といった難しさが指摘されている。
　中でもバレーボールに代表される連携プレイ型
は比較的人数が多いクラスでもゲームが実施で
きることや，仲間と連携する協力的な場面が必須
なことから体育授業では多くの実践がなされてい
る。一方で，技術面では，アンダーハンドパスや
オーバーハンドパスといった専門的な技術は，小
中学校体育授業の限られた時間内で，ゲーム中に
戦術的に判断し，それを達成するに至るほどに身
につけることは容易でない。また，コート内の人
数が多すぎてボールに触る機会が少ないという課
題があり，過去の研究や実践では，ネット型連携
タイプの楽しさを経験することができるように，
期待する学習成果に即したルールや技術の緩和を
図ったものがある。
　赤羽根（1999）は，小学校5・6年を対象として，
4対4で児童の技能の習得状況によって触球制限
を狭める実践を通して，小学生でもバレーボール

の楽しさに触れることができ，主体的にパスの技
能を身につけたり，作戦を考えたりしていたこと
を示している。宮内（2002）は小学校5年生を対
象とした，「キャッチ＆スローバレーボール」の
実践を通して，セッターのみ，2バウンドまで有
効，かつキャッチして両手でセットすることを許
可することで，落ち着いて連携プレーができるこ
とを示した。堀内・吉永（2002）は，ファウスト
ボールという教材で攻撃のためのセットアップを
学習することが可能であるとしている。田中・谷
垣・高谷（2004）は，小学校5年生を対象とした
研究で，ファウストボールで，1バウンドにより，
落ち着いて攻撃するためのセットアップが可能で
あるとしている。小林（2013）は，小学校6年生
を対象としてスパイクを打つ楽しさに重点を置い
て，3段攻撃に近い動きを生み出すことを狙いと
した課題ゲームを開発している。なかでも，「ス
パイク＆ブロックゲーム」では，ブロックとのズ
レをつくるための作戦及び狙ったところに撃つこ
とができたという記述が時間経過とともに増加し
たとしている。辻・岡崎・山田（2020）は，小学
校5年生からバウンドキャッチボールにおいて，
意図的なセットができることを示している。しか
し，6年生でもズレをつくり出して攻撃しようと
する姿は見られなかったとしている。佐々・筒
井・日高・後藤（2020）は，6年生児童を対象に
バレーボールの特性であるボレーに着目し，「三
段攻撃ゲーム」と名付けた課題ゲームを中核とす
る「キャッチを用いないバレー」及び「キャッチを
用いるバレー」の実践を12時間の単元構成で比
較・検討した。結果として，「三段攻撃課題ゲー
ム」を中核とするボレーのみで構成された単元構
成は，キャッチを取り入れた場合よりもオーバー
ハンドパス・アンダーハンドパス能力を高め，ゲー
ムを上手にさせ得ることを示している。
　バウンドを許可しない研究及び実践は，三輪ら
（2013）は小学校6年生を対象とした研究におい
て，セッター以外がキャッチをすることによって，
ボールを落とすリスクが減り，ラリーが続いたり，
三段攻撃の動きが見えたことを示している。小畑
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ら（2015）は，小学校5年生を対象として意図的
な攻撃の役割を発揮させることにより，運動有能
感を高める事を目的とし，セッター以外はボール
をキャッチし，セッターのみボールを弾くルール
として授業を行い，ゲーム中のボール操作や安定
することにより，どの子も「受ける」「整える」「ね
らう」といった意図的な攻撃の役割をになえたこ
とが，特に下位群の運動有能感を高めることに影
響を及ぼしたとしている。高瀬ら（2018）は，小
中連携の授業実践により，小学生でも，セッター
に安定したボールをパス可能であると示してい
る。阿部（2019）は，小学校6年生を対象とした
研究において，サークルバレーボールを用いるこ
とで，ボールを持たないときの動きや基本的技術
の向上が見られるとしている。清水ら（2021）は，
小学校4年生を対象とした研究において，4マス
キャッチバレーボールは，空間を認知して空いて
いるところに投げる力を身につけるのに適切であ
ると示している。千葉（2018）は，小学校高学年
において，ネット型の「簡易化されたゲーム」と
して「キャッチブロックバレー」を行った。この
教材を通し，「相手が取りにくいボールを返球す
るチームの連携プレーによるゲームをする」こと
で，攻撃の局面において，戦術達成能力と空間認
知の向上を図ることができる事を示している。
　本研究では，先行研究及び実践において得られ
た知見をもとに，児童生徒が戦術的な判断を学習
する機会とするため，人数，触球制限，触球方法，
役割行動，意思決定場面などの様々な視点から教
材を調整し，系統的かつ意思決定を段階的に複雑
になるよう教材を配列する事を目的とする。対
象の教材は，小学校中学年から中学校3年で扱う
ボール運動系ネット型領域より，キャッチブロッ
クバレーボールとする。

２．方法

２．１．研究対象及び期間
対象：岩手県A中学校第3学年
　　　ネット型授業選択者

　　　集団1　30名（6チーム）
　　　集団2　34名（8チーム）
期間：8月下旬～ 10月中旬（14時間）
場所：同中学校体育館
　2集団共に，男女混成チームを編成して実践を
行った。全14時間の期間中，第8時から同条件
でチームの再編成を行った。

２．２．単元構成
　単元は全14時間で構成した。中学校体育科球
技領域ネット型に即した内容である。本研究対象
学年がキャッチバレーボール教材の積み上げをし
ていない学年であるため，単元前半は中学１・２
年単元，後半は中学３年単元を扱った（図1）。
　２時間目以降の時間配分は一定である。課題設
定の後，課題に応じた練習として１アタッカー
ゲームを行う。その後，２アタッカーゲームを行
う（図2）。
　本単元は選択授業であり，２集団の人数が異な
る。２アタッカーゲームにおける１チーム当たり
の人数，チーム数，コート数，ゲーム時間，ゲー
ム数を調整した。集団１は，１チーム当たり５人，
６チーム，３コート，６分ゲームを２回行った。
集団２は，１チーム当たり４～５人，８チーム，
４コート，４分ゲームを３回行った（図3）。

時数 1　　～　　7 8　　～　　14

単元

中学1・2年

意思決定の複雑化
「誰が攻撃するか」

中学3年

技能の高度化
「より速い攻撃
（クイック）」

図 1　単元の内容構成

図2　単元構造図
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2アタッカーゲーム

集団1
５人×６チーム
３コート使用
６分ゲーム×２回

集団２
４～５人×８チーム
４コート使用
４分ゲーム×３回

図3　２アタッカーゲームのプロトコル

２．３．場の設定および用具
　ゲームコートはコート内のプレイヤー数に対し
て適切かつ，準備や片づけが容易なバドミント
ンコート（6.1m x 13.4m）を使用した。コート数
は集団1は3コート，集団2は4コート設置した。
ネットはバドミントンネットを使用した。女子生
徒が両手を挙げて跳躍した際にネットから手が出
る高さとするため，ポールはバドミントンポール
（1.5m）に延長ポールを接続し，ネットの高さは
2.2mとした（図4）。ボールはMIKASA製トリム
ボール（円周79～ 81cm，約200g）を使用した。

図4　ネットの高さ

２．４．ゲーム
２．４．１．「1アタッカーゲーム」
　3人でレシーブ，トス，アタックの順にボール
を操作し，相手コートに返球する（図5）。ラリー
中は3人の役割をレシーバー，セッター，アタッ
カーとそれぞれ固定すること，ボールをキャッチ
＆スロー操作することで意思決定の簡易化を図
る。

図	5　「1アタッカーゲーム」

２．４．２．「2アタッカーゲーム」
　3人でレシーブ，トス，アタックの順にボール
を操作して相手コートに返球すること，またボー
ル操作は「1アタッカーゲーム」と共通である。
セッター以外の2人がアタッカーとすることで，
意思決定の複雑化を図る（図6）。
　全ての役割を経験するために，1ラリー毎に
ローテーションを行う。

図6　「2アタッカーゲーム」

２．５．測定項目
２．５．１．活動量
　運動量を確保できているかを分析する。各時間
の活動量を歩数計（オムロン，HJ-325）により測
定する。歩数計はベルトポーチを使用し，装着す
る。

２．５．２．形成的授業評価
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　生徒による授業評価を確認するため，各時間の
終わりに，ロイロノートのアンケート機能を使用
し，高橋（2003）が作成した9項目からなる質問
に対しての回答を求めた（表1）。「はい」に3点，
「どちらでもない」に2点，「いいえ」に1点を与え，
全体の平均点を算出する。

1 深く心に残ることや感動することがありましたか
2 今までできなかったこと（運動や作戦）ができるように
なりましたか

3 「あっ、わかった！」とか「あっ、そうか」と思ったこ
とがありましたか

4 精一杯、全力を尽くして運動することができましたか
5 楽しかったですか
6 自分から進んで学習することができましたか
7 自分のめあてに向かって何回も練習できましたか
8 友だちと協力して仲良く学習できましたか
9 友達とお互いに教えたり、助けたりしましたか

表１　形成的授業評価の質問項目

２．５．３．ゲームパフォーマンス
　授業VTRの映像から，2アタッカーゲームを対
象としてゲームパフォーマンスを分析する。撮影
機材はGoPro-MAX及び高所撮影用三脚を各2台
使用し，図のように配置した（図7）。

図7　カメラ配置

　２アタッカーゲームにおける触球数，1得点に
対する攻撃回数，触球順，第1触球時の姿勢，2
人攻撃かつクイック攻撃の出現数の５項目を評価
する（表2）。クイック攻撃は，トスがセッターの
手を離れるより前にジャンプしたものをクイッ
ク，後にジャンプしたものをオープンとする。

表2　各分析項目
定義

触球数 　第１触球、第２触球、第３触球、ブロッ
クによるボールへの接触回数。成否は問
わない。

1得点に対す
る攻撃回数

　得点が決まるまでの間にボールがネッ
ト上を通過した回数。サーブ権の代わり
に自陣で攻撃を組み立てて相手コートに
返球してラリーを始める。これを１回と
する。相手コートから返球してきたら２
回とする。

触球順 　第３触球者がアタッカーである場合を
①②③、レシーバーである場合を①②①
とした場合の出現数。

第1触球時の
姿勢

　コートの中央に体が向いている状態で
キャッチした場合を○とする。コート中
央に背を向けている、または転倒してい
る場合は×とする。

攻撃方法の組
み合わせ

　前者をアタッカー、後者をレシーバー
としたとき、以下の4パターンのうち、
（２）～（４）の総出現数。
（１） オープン x オープン
（２） オープン x クイック
（３） クイック x オープン
（４） クイック x クイック

２．６．統計処理
　js-STAR XR+（Ver.1.9.6j）を使用してゲームパ
フォーマンスを分析した。それぞれの項目につい
て，2・7・14時間目における出現数を以下の検
定を用いて統計処理を行った。また，いずれの統
計処理も有意水準は5％未満とした。
①マンホイットニーのU検定
②母比率不等直接確率計算

３．結果

３．１．活動量
　第1時は単元オリエンテーションのため，第2
時から第14時の歩数を比較する。最小値は２時
間目の652歩，最大値は13時間目の1491歩で
ある（表3）（図8）。
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表	3　１・２年単元平均歩数（歩）

2 3 4 5 6 7 

集団1 537 994 1031 981 1110 1312 

集団2 767 1294 1380 1433 1188 1199 

全体 652 1144 1206 1207 1149 1256 

表	4　3年単元平均歩数（歩）

8 9 10 11 12 13 14 

集団1 746 1053 798 738 1016 1807 1097 

集団2 771 861 1156 1429 1168 1175 1451 

全体 759 957 977 1083 1092 1491 1274 

図	8　各時間の平均歩数

３．２．形成的授業評価
　9項目の質問を「成果」「意欲・関心」「学び方」
「協力」の4次元に分類したときの平均点，及び総
合的な平均点を算出した。第2時の「成果」が集
団1は2.37点，集団2は2.61点とともに低い（図
9，10）。

図	9　集団1

図10　集団2

３．３．ゲームパフォーマンス
（1）　触球回数
　1時間当たりの個人の触球数を使用し，マンホ
イットニーのU検定により統計処理を行った。
（ア）　１・２年単元
　集団1は第2時が22.7回，第7時が23.0
回であり，差はない（図９）。（ns : p=0.7339）
集団2は第2時が25.5回，第7時が22.8回
であり，差はない（図10）。（ ns : p=0.8337）
両集団において，1・2年単元の前後に有意
な差はない。

（イ）　3年単元
　集団1は第7時が23.0回，第14時が23.9
回であり，差はない。（図11）（ns:p=0.8337）
集団2は第7時が22.8回，第14時が25.8回
あり，差はない。（図12）（ns:p=0.1389）両
集団において，3年単元の全後における有意
な差はない。

表5　触球回数の平均

第2時 第7時 第7時 第14時

集団1 22.70 23.03 n.s. 23.03 23.90 n.s.

集団2 25.50 22.84 † 22.84 25.88 n.s.

（2）　触球順
　1時間の総攻撃回数に対する触球順別出現数に
ついて，ブロッカ―がアタックする場合を①②③，
レシーバーがアタックする場合を①②①として，
1・2年単元及び3年単元の前後における，①②
①の出現数について，母比率不等直接確率計算を
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行った。
（ア）　1・2年単元
　集団1は第2時が12回，第7時が93回で，
母比率0.51：0.49で有意に増加した。（表6
左）（**:p=0.0000,g=0.3992）
　集団2は第2時が34回，第7時が86回で，
母比率0.53：0.47で有意に増加した。（表7
左）（**:p=0.0000,g=0.2501）

（イ）　3年単元
　集団1は第7時が93回，第14時が96回
で，有意な差はない。（表6右）（ns:p=0.3476,

g=0.0169）
　集団2は，第7時が86回，第14時が102
回で，有意な差はない。（表7右）（ns:p=0.2928,

g=0.0226）

表6　集団１における触球順別出現数

第2時 第7時 第7時 第14時

①②③ 198 106 106 96 

①②① 12 93 ** 93 96 n.s.

表7　集団２における触球順別出現数

第2時 第7時 第7時 第14時

①②③ 213 130 130 132 

①②① 34 86 ** 86 102 n.s.

（3）　１得点に対する攻撃回数
　1・2年単元の第2時と第7時を比較する。マ
インホイットニーのU検定を行った。有意水準は
5％未満である。
　集団1の平均値は，第2時が1.75回，第7時が
1.31回であり，差はない。（図15）（ns:p=0.0629）
　集団2の平均値は第2時が1.58回，第7時が
1.43回であり差はない。（図16）（ns:p=0.1779）

図11　１・２年単元
集団１の１得点に対する攻撃回数の比較

図12　１・２年単元
集団２の１得点に対する攻撃回数の比較

　3年単元の第7時と第14時を比較する。マイン
ホイットニーのU検定を行った。有意水準は5％
未満である。
　集団1の平均値について，第7時が1.31回，
第14時が1.25回であり，差はない。（図13）
（ns:p=0.4839）
　集団2の平均値は第7時が1.43回，第14時が
1.32回であり，差はない。（図14）（ns:p=0.5419）

図13　３年単元
集団１の１得点に対する攻撃回数の比較
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図14　３年単元
集団２の１得点に対する攻撃回数の比較

（4）　攻撃方法組み合わせ
　第14時における，第1触球時の姿勢と攻撃方
法の組み合わせである。全ての攻撃のうち，2人
攻撃である触球を抽出し，クイック攻撃を行って
いる場合（アタッカー x レシーバ―：オープン x 

クイック，クイック x オープン，クイック x クイッ
ク）の第1触球時の姿勢を○，×で分類した。そ
の他の攻撃には，1人攻撃，2人攻撃かつオープ
ン攻撃（アタッカー x レシーバ―：オープン x オー
プン）のみとする。
　総攻撃回数が集団1が146回，集団2が173回
に対し，集団1，２ともには2人攻撃参加かつク
イックが出現した回数は30回である。うち，第
1触球時の姿勢×の場合のクイック攻撃出現数は
3回である（表8）。

表8　攻撃組み合わせの出現数内訳

2人攻撃かつクイック その他の攻撃

姿勢○ 姿勢×

集団1 27 3 146

集団2 30 0 173

４．考察

４．１．運動量の確保
　平均歩数はばらつきがあるが，単元が進むにし
たがっておおむね増加している。増加している理
由はゲーム中の役割分担の工夫である。今回扱っ
た１アタッカーゲーム，２アタッカーゲームは共

に，アタッカーは必ずブロックに参加する。相手
チームの攻撃者の前に移動すること，自分が攻撃
をしたい場所へ移動するゲームであり，必然的に
コート内を移動する回数を確保できた。
　8時間目の数値が落ち込んでいるのは単元が切
り替わったためである。3年単元に移行すると同
時に，チームメンバーを変更した。ビブス及び歩
数計の IDが変わったために装着に時間を要した。
1アタッカーゲームの時間は前時の3分の1程度
に削減した。
　13時間目はチームごとの自由練習時間を設け
た結果，各自で練習試合を行うチームがあったた
めに歩数が増加した。他の時間と比較して2ゲー
ム程度多くゲームを行っているため歩数が増加し
た。
　10時間目，11時間目についても歩数が少ない。
3年単元では技能の高度化をねらいとしている。
速いテンポの攻撃としてクイック攻撃の行い方を
全体指導をしたために，他の時間よりも運動学習
の機会が減少している。また，単位時間前半部分
の1アタッカーゲームの際にコールドゲームによ
るチームごとの指導等を行った。コールドゲーム
により歩数が少なくなったことが推察される。
　今回の単元では歩数の平均の最大値は2000歩
に届いていない。理由としては，集団がおよそ
30名に対し，同時にゲームに参加できる人数が
制限されていたことが挙げられる。意思決定の難
易度を調整するため，コート内での役割，触球順
等を整理し，一度にコート内に入る人数を制限し
た。人数制限により同時に運動学習を行える人数
は，集団のおよそ半数である。これにより，歩数
が2000歩程度に収まったことが推察される。ま
た，体育館にコートを４面設置したところ，ゲー
ム不参加の時間は，安全確保のためかコート外で
のボールの使用は控えてゲームを観察したり，自
チームの作戦を練るため相談しあったりといった
認知学習に充てる生徒が多かったように見受けら
れる。そのため，集団としての運動学習時間はあ
る程度確保していたが，個人の運動学習量に注目
すると不十分であったと考えられる。しかし，ネッ
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ト型における歩数による運動量の確保の定義は不
十分であるため，一概に運動量が少ないと言い切
ることはできない。
　
４．２．1・2年教材の有効性
　触球順の結果より，1・2年単元の前後では1・
2・1パターンが有意に増加した。また，3年単元
では有意差がない。1・2年単元において，セッター
が2パターンの意思決定を習得できていたことが
推察される。
　本研究では1・2年単元及び3年単元で共通し
て，第1・2触球順のみ固定した。これにより「2
人のアタッカーが攻撃参加する」という状況を生
み出すことが可能となった。1・2年単元におい
てセッターの意思決定場面を確保できたために，
3年単元でも引き続きアタッカーを選択する意思
決定ができたと推察する。また，ボール操作を簡
易にしたことにより，セッターが攻撃者を選択す
る心理的余裕をつくる効果があったとも考えられ
る。

４．３．3年教材の有効性
　3年単元の前後について，触球数および得点に
おける攻撃回数に差が見られなかったことから，
1・2年単元から3年単元にかけての技能の高度
化は個人の触球数や攻撃回数に負の影響がなかっ
たと言える。ラリー毎に必ずローテーションを行
うこと，自陣での攻撃組み立てにより3段攻撃が
成立しやすくなったことが，触球経験の確保に貢
献したと推察する。
　本研究では，3年単元においてセッターの意思
決定をさらに複雑にするため，技能の高度化とし
てクイック攻撃を指導内容とした。総攻撃回数に
対して少数だが，2人のアタッカーが攻撃参加し
ている，かつクイック攻撃を行おうとするパター
ンが出現した。しかし，基本的に1人のアタッカー
のみ攻撃参加している，または2人の攻撃参加だ
がオープン攻撃であることから，ゲーム中に2人
が攻撃参加する，かつクイック攻撃を行おうとす
ることは難易度が高いことが推察される。段階的

に選択肢を増やし，1・2年単元での積み上げを
要する。
　また，単元序盤と終盤を比較するとトスは低く
なり，攻撃参加タイミングはやや早くなっている。
今回の定義ではオープン攻撃として集計をしたた
め数値で示すことはできないが，セミクイックの
タイミングに近似の攻撃タイミングが見られるよ
うになったと感じる。分析の観点に課題を感じる。

４．４．意思検定の難易度と教材配列
　人数，ボール，ネットの高さ，触球制限，触球
方法，役割行動の視点でキャッチバレーボール
において段階的に意思決定を複雑にした系統的な
教材配列を考案した。各段階における教材の共通
の特徴として，触球方法は基本的にキャッチ＆ス
ローで行う。簡単なボール操作に限定することに
より，意思決定に集中できる。また，全ての学年
において，サーブを行わず，自陣で３段攻撃を組
み立てることでラリーを始めるルールとする。こ
れにより，確実に３段攻撃を経験することができ，
ネット型教材の課題である「サーブで終わるゲー
ム」には基本的にならない。
　中学年段階では意思決定の単純化をねらいとす
る。人数を２人，触球回数を２回に制限すること
で，役割と触球順が１パターンになり，とるべき
行動を明確化した。また，連携プレイタイプの最
少人数である２人に人数を制限することにより，
常にボールを渡す先が決まっているため，どこに，
どのようにといった意思決定に従事することがで
きる。
　高学年では人数を３人，触球回数を３回に制限
する。同時に，レシーバー，セッター，アタッカー
の役割を固定する。中学年と同様に，役割と触球
順が1種になるため，次にとるべき行動が明確と
なる。中学年教材と異なる点としては，アタッカー
が意思決定を行う時間的余裕が生まれ，どこから
攻撃するかという意思決定を経験することができ
る。
　中学1・2年段階ではさらに意思決定を複雑化
する。レシーバー，セッターの役割と触球順のみ
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固定することで，攻撃パターンはブロッカーまた
はレシーバーの２パターンから選択することとす
る。レシーバーの第1触球時の場所や姿勢といっ
た状況に応じ，誰が，どこで攻撃できるのかを判
断し，意思決定をしなくてはならない点で，意思
決定が複雑化する。
　中学３年段階では，技能高度化により意思決定
を複雑化する。技能は攻撃テンポやボールのサイ
ズで高度がすることができる。触球方法はアタッ
クのみ両手でのヒットを行えることとすること
で，より速いテンポの攻撃を行うこと，また1.2
年段階までに習得している攻撃者及び位置の選択
を含めることでより高度な意思決定を必要とする
ゲームとする。
　以上の通り，小学校中学年段階では２人の役割
及び順番をパターン化すること，高学年段階では
３人の役割及び順番をパターン化することで意思
決定の難易度を調整することができる。中学１・
２年ではアタッカーを２人にすることで，２パ
ターンの攻撃から選択させることで意思決定の難
易度を高めることができる。中学３年ではヒット
という技能の高度化やボールサイズを小さくする
ことによりテンポの異なる攻撃の選択肢を増やし
意思決定の難易度を高めることができる。

５．まとめ

　本研究では，意思決定を重視したネット型連携

タイプの教材を開発し，配列することを目的とし
て，小学校中学年から中学3年までの教材を考案
した（表8）。また，実践ははカリキュラム上中学
３年生を対象に，単元前半に中学１・２年の内容，
単元後半に３年の内容を行うことで系統的な学習
を行い，中学校段階の教材配列の有効性を検討し
たところ，以下の知見が得られた。

①　小学校中学年から中学１・２年までは意思決
定を段階的に複雑にする教材配列が妥当であ
る。

②　中学３年では技能の高度化により意思決定を
複雑にする教材配列が妥当である。

③　役割と触球順を整理することで意思決定の難
易度を調整できることが示唆された。

　以上のことから，小学校中学年から中学3年に
おけるネット型連携タイプ教材について，意思決
定の難易度を複雑化する視点で配列を提案した。
本実践では，触球の順番及び役割を設定すること
により攻撃にかかわる意思決定を複雑化すること
ができた。
　今後は他領域・多種目における意思決定の難易
度の複雑化及び調整方法を検討するとともに，系
統的な教材配列の在り方について検討していきた
い。 

表9　ネット型連携プレイ教材配列表
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岩手大学大学院教育学研究科のＦＤ・ＳＤに関する独自の活動

　岩手大学大学院教育学研究科は，教職としての高度な専門的・実践的力量を備えた高度専門職業人とし
ての教員を養成することを目的とする機関であり，専任教員（研究者教員と実務家教員）と兼担教員が絶
えず資質能力の向上に努め，組織的で協働的に学生教育を行うことが必要となる。このことから，教育学
研究科では，従来の研究科以上に教員の資質能力の維持向上に向けた取組を行う必要がある。
　そこで，教育学研究科では，全学的なＦＤ（Faculty Development；大学教員の教育力向上のための取組）
活動に加えて，研究科ＦＤ・ＳＤ推進委員会を設置し，研究科の教育活動に関わる全ての教員が「教師教
育家」（Teacher Educator）としての資質と自覚を常に維持向上させるための独自の活動を推進することと
した。研究科ＦＤ・ＳＤ推進委員会の主たる活動は下の５点である。

　研究科ＦＤ等推進委員会の主たる活動

１　院生による授業評価の実施とそれに基づく授業改善
２　授業の定期的公開とその後の授業研究会の実施
３　教員の全員参加の下に開催されるＦＤ・ＳＤ研修会の実施
４　教員と院生との懇談会の実施
５　教員の教育・研究活動の成果報告書の定期的発行

　次に，本年度実施した研究科のＦＤ・ＳＤに関する独自の活動について，研究科ＦＤ等推進委員会の活
動に沿って報告する。

１ 　授業評価

時期
前期：令和５年７月18日（火）～７月28日（金）
後期：令和６年１月22日（月）～２月２日（金）

対象 開講された全ての科目

概要
と
成果

授業がその目的を達成し院生の課題とニーズに沿ったものであるのかについて点検し，その質
的向上と指導方法に関する改善等を目的に，授業に対する満足度と院生自身の取組に関する項
目，並びに自由記述で構成される授業アンケートを実施した。項目については「理論と学校現
場の実践を結びつけるような授業内容であったか」など研究科のねらいに即したものとなるよ
う工夫がなされた。結果は集計され，授業者にフィードバックされた。

岩手大学大学院教育学研究科研究年報　第８巻 （2024. 3）　207－212
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２ 　授業公開及び授業研究会

時期 第１回：令和５年 ７月 ３日（月）  公開：8:35 ～ 10:15， 研究会：10:30 ～ 12:10
第２回：令和５年11月30日（木）  公開：13:00 ～ 14:40， 研究会：14:55 ～ 16:10

参加者数

第１回：連携協力校２名（２名），学内13名（９名），学生６名（院生２名），一般１名（０名）
　　　　計22名（11名）
第２回：連携協力校２名（２名），県教委事務局等３名（３名），学内11名（８名），
　　　　学生10名（０名）計26名（13名）

概要
と
成果

院生に対してよりよい教育を提供するため，授業公開及び授業研究会を通して，授業計画や内
容，方法等について改善を図ることを目的に，学内の教員と学外の関係教育委員会事務局職員
及び連携協力校教職員，学生及び院生の参加を得て実施した。第１回は「学習支援のための教
育心理学」，第２回は「ＩＣＴ活用教育の実践と課題」の授業を公開した。第１回目の公開授業・
研究会では，院生の主体的な学びについて意見交換し，現職院生と学卒院生が学び合うことの
意義について確認することができた。また，第２回目では，学修における振り返りの大切さや
意義について協議し，授業の在り方について深めることができた。また，ＩＣＴを活用した授
業づくりについて，幅広い観点から意見交換することできた。
２回の公開授業及び授業研究会を通して，参加者それぞれの立場から意見交換することができ，
教職大学院の授業の在り方について協議を深められた。

３ 　ＦＤ・ＳＤ研修会

時期
第１回：令和５年９月19日（火） 第１部 ＦＤ関連 10:30 ～ 12:00
 第２部 ＦＤ・ＳＤ関連  15:45 ～ 16:00
第２回：令和６年１月16日（火）ＦＤ・ＳＤ関連 15:45 ～ 16:00（教育学部と合同開催）

テーマ
第1回： 第１部 「教育学研究科院生の学びの充実に向けた取組ついて」
 第２部 「ハラスメント防止に向けた取組」
第２回： 「シラバスの充実・改善に向けて」

参加者数
第１回： 第１部 17名（教員13名，事務職員４名）
 第２部 64名（教員55名，事務職員９名）
第２回： 59名（教員59名）

概要
と
成果

教育学研究科における教育活動を実施していくうえで，関係する教員と事務職員の協働に基づ
いて，運営や実践状況の共有及びその成果と課題を把握し，今後の教職大学院の在り方を考え
ることを目的に実施した。
第1回目の第1部については，「教育学研究科院生の学びの充実に向けた取組について」をテー
マに，パネルディスカッション形式で，３名のパネリストからカリキュラム改革の趣旨と方向
性，実践実習の現状と課題，リフレクションの取り組み状況等について説明があり，参加者と
意見交換が行われた。カリキュラム改革について俯瞰的に見る機会となった。また，改革を具
体化するための課題とそのための方向性について議論する機会となった。第2部では，「ハラ
スメント防止に向けた取組」をテーマに，主に教員と学生との関係における大学特有のハラス
メントについて，事例を中心に講話があった。ハラスメントについて，それにかかわった者全
員が傷つき，消耗する。どんなに規則や体制を整えてもそれは変わらない。だからこそ教職員
の意識の変化による防止と，深刻化する前の早期対応が最も大切であるとのお話があり，ハラ
スメント防止について改めて考える機会となった。
第２回目は「シラバスの充実・改善に向けて」というテーマで，教育学部と合同で開催した。本
学のシラバスの記載状況と課題，そして，次年度に向けた取組について説明があった。次年度
に向けて，改成績評価の基準や授業外学修の指示の充実を図るなどシラバス作成の要点につい
て確認する機会となった。

※（ ）内の人数は研究会の参加者数
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４ 　院生懇談会

時期
第１回：令和５年８月３日（木）13:00 ～ 15:30
第２回：令和６年２月２日（金）15:45 ～ 16:35

実施形態 対面形式

会場
第１回：地域協創推進棟（旧教育学部２号館）２階207室（セミナー室）
第２回：教育学部１号館　北桐ホール

参加者数
第１回：教員　15名、院生17名、修了生２名
第２回：教員　14名、院生28名

概要
と
成果

院生懇談会は，教育学研究科の教員が高度専門職業人としての教員を養成する「教師教育家」と
して，よりよい教育を提供していくための改善点等について意見交流を図ることを目的に実施
している。
第１回は、二部制で開催した。第一部では、テーマを「大学院での学修及び生活をよりよくす
るために」とし、教育実践研究、連携協力校での取組、大学院生活等これまでの取組の成果と
課題について意見交流を行った。第二部では、テーマを「大学院修了後から未来へ」とし、院
生と教員は２名の修了生との懇談を通して、院生は今後の学修の価値や意義を実感でき、教員
は教育活動を振り返ることができた。
第２回は、テーマを「教育実践研究の取組をよりよくするために」とし、他者の研究の進捗状
況を交流し合う中で、連携協力校での実践の見通しや進め方、院生の迷っていること、今後の
研究活動推進に向けての改善点等が共有され、各自が今後の取組をよりよくするためのヒント
を得ることができた。また、懇談内容については、今後のよりよい教育を提供していくための
改善点となるものであった。

５ 　教育・研究活動の成果報告

時期 発行日：令和６年３月28日

投稿 15件の論文（特集論文　１件，　論文　14件）

概要
と
成果

教員の教育・研究活動の成果を報告し，教員の資質能力の維持向上に資するために「岩手大学
大学院教育学研究科研究年報」を年１回発行している。研究活動については，教育学研究科に
所属する専任教員や兼担教員，さらに在籍及び修了院生に対して実践研究に関する研究論文の
投稿を求めた。その結果，学校マネジメント力開発プログラム，授業力開発プログラム，子ど
も支援力開発プログラム，特別支援教育力開発プログラムの各領域からの投稿を得て，本年報
の第８号を発行することができた。
なお、論文は，岩手県の教育課題解決に資する内容については特集論文とし，それ以外を論文
としている。



岩手大学大学院教育学研究科教育実践研究報告書　題目一覧210

６　教育実践研究報告書　題目一覧
　　

岩手大学大学院教育学研究科教育実践研究報告書　題目一覧

令和５年度に岩手大学大学院教育学研究科に提出され，審査の結果合格となった教育実践研究報告書は次のとおりである。

岩手大学大学院教育学研究科長　田代　高章　　　

氏　　名 題　　　　　目

芦　澤　信　吾 小学校社会科における 1人１台端末を活用した事前学習の教育効果

小　野　靖　子
「いわての復興教育」の再考
―人材育成及び防災の『警鐘・継承』をめざして―

小　林　美奈子
知的障害のある児童を対象とした認知特性に着目した支援の効果
―支援の構想過程の提案―

志　和　孝　洋
学年に応じた異なる内容を含む複式学級の教材開発
―極小規模校を想定したゴール型の実践―

鈴　木　直　樹 ３DCADを用いた “材料と加工の技術 ”における設計の再検討の効果

関　　　　　要 中学校技術科における機械学習を題材とした教材開発と実践

髙　橋　真　弓
地域と学校の連携・協働の取組についての一考察
―地域と学校をつなぐ地域学校協働活動推進員等の役割に着目して―

髙　橋　瑞　輝
教科教育と特別支援教育を融合した授業づくり研究
―算数におけるユニバーサルデザイン授業づくりの有効性―

円　井　哲　志
高等学校における学年の組織力向上の在り方
―学年主任の役割と組織力を高める具体的手立て―

登　坂　皐　月 ネット型連携タイプにおける意思決定の難易度に応じた教材配列の検討

馬　場　識　子
聴覚障害児童生徒における自尊感情，ソーシャルサポート認知，安全統制感の関連
―生きる力を育む自立活動のために―

渡　邊　圭　美 小学校国語科における対話による思考の再構築に関する研究
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岩手大学大学院教育学研究科研究年報投稿規程

１．研究紀要の名称
　岩手大学大学院教育学研究科は，研究年報を原則として年１回発行する。研究年報の名称は，「岩手
大学大学院教育学研究科研究年報」（以下，「年報｣ という。）とする。

２．編集
⑴　「年報」の編集は，岩手大学大学院教育学研究科研究年報編集委員会（以下，「委員会」という。）が行う。
⑵　「委員会」の任務等は，岩手大学大学院教育学研究科研究年報編集委員会規則を別に定めるところ
による。　
⑶　「年報」の原稿の募集，採択，掲載の順序，および体裁などについては，「委員会」において決定する。

３．内容
　「年報」の内容は教育実践に関するもの（岩手大学大学院教育学研究科における教育内容及び方法に
関するものを含む）とし，未公開のものに限る。掲載種別は，次のとおりとする。
⑴　論文：原則として教育実践に関する理論的または実証的な研究成果（事例研究を含む）など。
⑵　特集論文：岩手県の教育課題解決に関する論文など。
⑶　報告：岩手大学大学院教育学研究科における事業報告，実践報告，調査報告，事例報告，教育実践
研究報告書 題目一覧など。

４．執筆者
　「年報」に投稿できる者は，次に該当する者とする。
⑴　岩手大学大学院教育学研究科教員。 

⑵　岩手大学大学院教育学研究科　元教員，非常勤講師，院生及び修了生。
⑶　研究年報編集委員会が特に認めた者及び依頼した者。

５．執筆要項
　執筆要項は，引用や表記については，教育学部研究年報「原稿作成要領」を参考とし，編集委員会が
指定する段組みのフォーマットにより執筆する。
　400 字以内の要約（和文要旨）をつける。
　研究倫理を遵守すること。その内容について本文中任意の箇所に記述することが望ましい。
　著者は論文の表記及び内容について一切の責任を負うものとする。

６．投稿字数
　投稿字数は， 28,000 字，刷り上がり 16ページ（論文題，本文，表，図，注，文献，資料，付記など
すべて，制限枚数の中に含む。），２段組とする。

７．別刷
　別刷は，その費用を著者負担とする。カラー印刷は自己負担とする。
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８．投稿手続
　原稿は完成原稿とし，その内容上の責任は著者が負う。
　原稿の締切は，「委員会」が定める。なお，投稿希望者は，投稿申込書、Wordで作成された原稿の電
子データ及び原稿のハードコピーを添えて編集委員会に提出するものとする。

９．校正
　著者校正は再校までとする。誤字脱字などの訂正に限り，所定の校正記号を用い，朱書きとする。

10．電子公開
　「年報」に掲載された論文，報告，資料は岩手大学リポジトリを通して web上で電子公開 される。電
子公開に伴う著作権利の関係は次の通りである。
⑴　「年報」に掲載された著作物の著作者は，複製権および公衆送信権の利用を発行者に許諾する。
⑵　「年報」に掲載された著作物は，著作者自身で再利用することができる。

附　則
　この規則は，平成 28年 10 月 18 日から施行する。
　この規則は，平成 29年 5月 16 日から施行する。
　この規則は，平成 30年 12 月 18 日から施行する。
　この規則は，令和 2年 4月 1日から施行する。
　この規則は，令和 2年 11月 27 日から施行する。
　この規則は，令和 4年 10月 18 日から施行する。
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